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１　令和５年度決算の概要 

 

令和５年度、国においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」により、「コロナ克服・

新時代開拓のための経済対策」を具体化する関連予算を着実に執行するとともに、「コロナ禍に

おける「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を迅速かつ着実に実行し、景気の下振れリスク

に対応し、消費や投資を始め民需中心の景気回復を着実に実現するべく、賃上げや価格転嫁など

「成長と分配の好循環」に向けた動きを確かなものにしていくことを示したうえで、新しい資本

主義に向けたグランドデザインと実行計画を前に進めるための総合的な方策を早急に具体化し、

実行に移すこととした。 

そのような中、本市においては、「第五次宮崎市総合計画」に基づき、優先的かつ重点的に取

り組むべき重点施策として位置付けた「戦略プロジェクト」の事業を積極的に展開するとともに、

限られた資源を有効に活用する観点から、成果を重視した事業の組み立てを行うなど、行財政改

革の推進を図った。 
なかでも、令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の第５類感染症への移行を踏まえ、引き

続き、地域経済の回復に向けた事業に積極的に取り組むとともに、宮崎市ＤＸ推進方針に基づき、

市民の利便性向上や行政運営の高度化・効率化に取り組んだ。また、国の物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金などを活用し、エネルギーや食料品等の価格高騰の影響を受けた低所得世帯

や子育て世帯を支援するとともに、プレミアム付商品券などによる消費喚起や、社会福祉施設等

への支援などに取り組んだ。 
一方、歳入では、法人事業税交付金が法人事業税の減収により１６．８％の減、地方譲与税が

航空機燃料譲与税の減収により３．０％の減、市債が臨時財政対策債の減により４．２％の減と

なったものの、市税が固定資産税等の増により０．８％の増、国庫支出金が物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金等の増により６．０％の増、寄附金が宮崎ふるさと愛寄附金の増により４

４．８％の増となったことから、全体として前年度比５．１％の増となった。 

以上の結果、一般会計の決算規模は、 
 

歳　　入　　２０１，３９９，７２９，５１２円 
歳　　出　　１９４，６９７，７１３，５８７円 
差　　引　　　　６，７０２，０１５，９２５円 
 

となり、繰越事業に係る翌年度へ繰り越すべき財源２，７９５，７２３，８３４円を差し引いた

実質収支は３，９０６，２９２，０９１円で、そのうち２０億円を財政調整基金へ積み立てた。 
次に、公営住宅建設資金特別会計は、迅速かつ効率的な管理運営を実施するため、引き続き指

定管理者による管理を行うとともに、良質で快適な居住環境を提供するため、外壁改修や電気幹

線改修などの維持改善事業を実施した。 

また、新町・追手団地建替事業では、埋蔵文化財発掘調査が終了したため、ＰＦＩ方式による
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特定事業契約に基づき、建設工事に着手した。 

次に、国民健康保険特別会計は、適切な保険給付、国民健康保険税の適正賦課及び収納率の向

上に努めるとともに、ジェネリック医薬品の使用促進や適正受診の啓発、特定健康診査などの保

健事業を実施し、医療費の適正化に努めた。 

次に、後期高齢者医療特別会計は、後期高齢者医療保険料の適正賦課及び収納率の向上に努め

るとともに、後期高齢者医療広域連合から受託した健康診査を実施した。 

次に、公園墓地特別会計は、宮崎みたま園、宮崎南部墓地公園ほか１０か所の市営墓地の適切

な維持管理に努めた。 

次に、卸売市場特別会計は、生鮮食料品等の安定供給のため、適正な取引を確保したほか、場

内施設の維持管理を行った。 

次に、母子父子寡婦福祉資金特別会計は、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の経済的自立の促

進、生活意欲の助長、児童福祉の増進を図るため、修学資金・就学支度資金等の貸付を行った。 

次に、介護保険特別会計は、介護保険制度の周知と適切な運営に努めるとともに、介護予防・

日常生活支援総合事業の推進を図った。また、高齢者の介護予防、自立支援・重度化防止に資す

る取組を推進するとともに、権利擁護や認知症対策に取り組んだ。 

次に、公設合併処理浄化槽事業特別会計は、民間活力の活用により事業の効率化を図るため、

ＰＦＩ方式による一層の合併処理浄化槽の整備に努め、河川の水質汚濁防止、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上を図った。また、浄化機能を適正に保つことができるよう保守点検及び清掃等

の維持管理を行うなど、合併処理浄化槽の普及促進に努めた。 
次に、宅地造成事業特別会計は、土地区画整理事業における保留地の販売を行ったほか、区画

整理地内の建物移転補償等を実施した。 

最後に、公債管理特別会計は、市債管理の透明性を高めるため、一般会計、特別会計（企業会

計を除く）に係る元利償還を実施した。 

以上の結果、特別会計の決算規模は、１０会計合計で、 
 

歳　　入    １０６，４３８，６４４，６３０円 
歳　　出　　１０５，３６７，２４０，３２５円　　　 
差　　引　　　　１，０７１，４０４，３０５円 
 

となり、繰越事業に係る翌年度へ繰り越すべき財源４９，７８６，２６３円を差し引いた実質収

支は、１，０２１，６１８，０４２円となった。 
以下、令和５年度実施事業の成果の概要について報告する。
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２　令　和　５　年　度　

207,847,389,774 201,399,729,512 194,697,713,587 

108,601,191,165 106,438,644,630 105,367,240,325 

1,557,465,000 1,453,965,902 1,450,582,077 

43,061,027,000 41,002,205,633 40,873,491,971 

5,717,377,000 5,653,895,179 5,640,388,812 

291,462,000 283,052,080 280,720,700 

644,795,000 624,268,789 624,268,789 

22,000,000 25,941,272 14,849,944 

38,142,686,000 38,197,583,411 37,422,694,262 

359,976,000 416,818,001 335,008,441 

518,016,165 497,648,735 441,969,701 

18,286,387,000 18,283,265,628 18,283,265,628 

316,448,580,939 307,838,374,142 300,064,953,912 

          区　分

     会計別      

一　般　会　計

特　別　会　計

公 営 住 宅 建 設 資 金

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

公 園 墓 地

卸 売 市 場

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

介 護 保 険

公設合併処理浄化槽事業

宅 地 造 成 事 業

公 債 管 理

合　　計

予 算 現 額
歳入決算額

①

歳出決算額

②

内
 
 
 
 
 
 
 
訳

円 円円 円
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決　算　総　括　表

6,702,015,925 2,795,723,834 3,906,292,091 3,847,077,273 

1,071,404,305 49,786,263 1,021,618,042 2,174,916,076 

3,383,825 90,000 3,293,825 12,283,307 

128,713,662 0 128,713,662 477,884,775 

13,506,367 0 13,506,367 15,366,675 

2,331,380 2,300,000 31,380 3,760 

0 0 0 0 

11,091,328 0 11,091,328 3,973,086 

774,889,149 0 774,889,149 1,651,279,288 

81,809,560 0 81,809,560 6,140,822 

55,679,034 47,396,263 8,282,771 7,984,363 

0 0 0 0 

7,773,420,230 2,845,510,097 4,927,910,133 6,021,993,349 

差引決算額

③：①－②

翌年度繰越事
業財源充当額

④

差引剰余金

③－④

令和4年度
剰　余　金

円 円 円 円
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３　一 般 会 計 歳 入 
(1) 歳　入

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  越  財  源
充    当    額

計

①

市 税 56,594,000,000  △   19,000,000 0 56,575,000,000 57,528,623,473 

地 方 譲 与 税 1,675,000,000  △    8,000,000 0 1,667,000,000 1,706,638,000 

利 子 割 交 付 金 8,000,000 896,000 0 8,896,000 8,890,000 

配 当 割 交 付 金 228,000,000  △   31,245,000 0 196,755,000 191,165,000 

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

82,000,000 135,921,000 0 217,921,000 209,041,000 

法 人 事 業 税
交 付 金

871,000,000  △  182,063,000 0 688,937,000 688,932,000 

地 方 消 費 税
交 付 金

11,570,000,000  △1,235,784,000 0 10,334,216,000 10,334,215,000 

ゴルフ場利用税
交 付 金

197,000,000  △    3,812,000 0 193,188,000 190,666,252 

自 動 車 取 得 税
交 付 金

0 5,700,000 0 5,700,000 5,683,182 

環 境 性 能 割
交 付 金

43,000,000 37,662,000 0 80,662,000 80,584,000 

地 方 特 例
交 付 金

430,000,000 17,712,000 0 447,712,000 448,019,000 

地 方 交 付 税 22,457,000,000 1,501,374,000 0 23,958,374,000 24,607,560,000 

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

82,000,000  △   17,000,000 0 65,000,000 67,248,000 

分 担 金 及 び
負 担 金

1,510,318,000  △   44,109,000 0 1,466,209,000 1,513,995,142 

使 用 料 及 び
手 数 料

1,981,882,000 5,844,000 0 1,987,726,000 1,933,790,718 

国 庫 支 出 金 39,174,527,000 11,038,851,000 1,290,844,520 51,504,222,520 51,105,204,456 

県 支 出 金 14,628,814,000 1,387,641,000 802,842,531 16,819,297,531 16,496,137,056 

財 産 収 入 495,648,000 427,210,000 0 922,858,000 783,404,099 

寄 附 金 7,006,191,000 2,085,687,000 0 9,091,878,000 8,306,291,129 

繰 入 金 7,837,212,000 3,641,979,000 0 11,479,191,000 11,492,063,692 

繰 越 金 1,000 1,847,076,000 740,134,723 2,587,211,723 2,587,211,996 

諸 収 入 2,493,707,000 96,079,000 25,920,000 2,615,706,000 4,447,525,137 

市 債 12,114,700,000 831,529,000 1,987,500,000 14,933,729,000 11,199,229,000 

歳 入 合 計 181,480,000,000 21,520,148,000 4,847,241,774 207,847,389,774 205,932,117,332 

予　　　　算　　　　現　　　　額

款　別

調   定   額

②

円 円 円 円 円
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歳 出 予 算 決 算 対 比 表

56,587,480,191 949,328,079 12,480,191 8,184,797 100.0 98.4 28.1 

1,706,638,000 0 39,638,000 0 102.4 100.0 0.9 

8,890,000 0  △        6,000 0 99.9 100.0 0.0 

191,165,000 0  △    5,590,000 0 97.2 100.0 0.1 

209,041,000 0  △    8,880,000 0 95.9 100.0 0.1 

688,932,000 0  △        5,000 0 100.0 100.0 0.4 

10,334,215,000 0  △        1,000 0 100.0 100.0 5.1 

190,666,252 0  △    2,521,748 0 98.7 100.0 0.1 

5,683,182 0  △       16,818 0 99.7 100.0 0.0 

80,584,000 0  △       78,000 0 99.9 100.0 0.0 

448,019,000 0 307,000 0 100.1 100.0 0.2 

24,607,560,000 0 649,186,000 0 102.7 100.0 12.2 

67,248,000 0 2,248,000 0 103.5 100.0 0.0 

1,483,273,141 30,745,201 17,064,141 23,200 101.2 98.0 0.7 

1,931,163,233 2,642,805  △   56,562,767 15,320 97.2 99.9 1.0 

49,931,969,821 1,173,234,635  △1,572,252,699 0 97.0 97.7 24.8 

15,858,003,922 638,133,134  △  961,293,609 0 94.3 96.1 7.9 

783,044,073 360,026  △  139,813,927 0 84.9 100.0 0.4 

8,306,291,129 0  △  785,586,871 0 91.4 100.0 4.1 

11,492,063,692 0 12,872,692 0 100.1 100.0 5.7 

2,587,211,996 0 273 0 100.0 100.0 1.3 

2,701,357,880 1,746,396,057 85,651,880 228,800 103.3 60.7 1.3 

11,199,229,000 0  △3,734,500,000 0 75.0 100.0 5.6 

201,399,729,512 4,540,839,937  △6,447,660,262 8,452,117 96.9 97.8 100.0 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

収  入  済  額

③

不 納 欠 損 額
及    び

収 入 未 済 額

予 算 現 額 と
収  入  済  額
と  の  比  較

④：③－①

過  誤  納  金

払 戻 未 済 額

収入済額
　　　③
予算現額
　　　①

収入済額
　　　③
調 定 額
　　　②

収入済額

の構成比

円
1829293

円 円 円 ％ ％ ％
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(2) 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及  び  流  用
増　  減  　額

計

①

議 会 費 724,324,000  △   27,732,000 0 0 696,592,000 

総 務 費 21,837,598,000 6,528,578,000 2,297,000 0 28,368,473,000 

民 生 費 82,520,638,000 11,889,531,000 407,496,000 0 94,817,665,000 

衛 生 費 18,785,426,000  △  391,552,000 107,540,700 0 18,501,414,700 

労 働 費 117,249,000 68,358,000 0 0 185,607,000 

農 林 水 産 業 費 4,102,732,000 1,092,402,000 882,243,449 0 6,077,377,449 

商 工 費 2,123,003,000 1,416,598,000 33,860,000 0 3,573,461,000 

土 木 費 15,045,428,000  △  211,541,000 2,106,675,495 0 16,940,562,495 

消 防 費 4,313,914,000 21,219,000 187,230,000 0 4,522,363,000 

教 育 費 14,222,193,000 1,133,065,000 797,047,130 0 16,152,305,130 

災 害 復 旧 費 245,900,000 1,156,000 322,852,000 0 569,908,000 

公 債 費 17,341,594,000 67,000 0 0 17,341,661,000 

諸 支 出 金 1,000  △        1,000 0 0 0 

予 備 費 100,000,000 0 0 0 100,000,000 

歳 出 合 計 181,480,000,000 21,520,148,000 4,847,241,774 0 207,847,389,774 

予　　　　算　　　　現　　　　額

款　別

円 円 円 円円
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684,362,107 0 0 0 12,229,893 98.2 0.4 

27,053,977,961 0 109,720,305 0 1,204,774,734 95.4 13.9 

91,354,913,708 0 1,675,636,051 0 1,787,115,241 96.4 46.9 

16,725,728,203 765,790,520 292,531,171 0 717,364,806 90.4 8.6 

118,073,223 0 65,140,000 0 2,393,777 63.6 0.1 

5,038,158,897 0 434,310,180 173,400,000 431,508,372 82.9 2.6 

2,818,942,435 0 538,702,200 0 215,816,365 78.9 1.4 

15,018,320,875 0 1,764,314,692 0 157,926,928 88.7 7.7 

4,125,894,810 0 136,231,700 138,707,807 121,528,683 91.2 2.1 

14,057,581,725 0 1,571,934,221 0 522,789,184 87.0 7.2 

363,961,582 0 105,811,300 0 100,135,118 63.9 0.2 

17,337,798,061 0 0 0 3,862,939 100.0 8.9 

0 0 0 0 0 ― ―

0 0 0 0 100,000,000 0.0 ―

194,697,713,587 765,790,520 6,694,331,820 312,107,807 5,377,446,040 93.7 100.0 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
②

予算現額
①

支出済額

の構成比

円円 円 円 円 ％ ％
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４　一 般 会 計 部 局 別
 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①

総 合 政 策 部 5,279,283,000 868,083,000 0 84,437  △       6,147,281,563 

総 務 部 23,547,078,000 832,654,000 1,265,000 113,860,699 24,494,857,699 

財 政 部 37,608,501,000 4,760,843,000 0 966,132 42,370,310,132 

危 機 管 理 部 223,307,000 8,783,000  △    0 239,000 214,763,000 

地 域 振 興 部 2,365,862,000 55,070,000 80,968,310 1,300,000 2,503,200,310 

環 境 部 10,484,955,000 102,879,000  △  107,540,700 0 10,489,616,700 

福 祉 部 37,095,112,000 8,963,024,000 31,030,000 3,750,000  △    46,085,416,000 

子 ど も 未 来 部 34,293,578,000 3,059,805,000 376,466,000 682,000  △      37,729,167,000 

健 康 管 理 部 3,948,913,000 320,222,000  △  0 6,218,905  △    3,622,472,095 

農 政 部 2,156,352,000 1,179,274,000 1,022,853,449 8,000 4,358,487,449 

観 光 商 工 部 2,916,689,000 1,570,681,000 108,697,000 130,870 4,596,197,870 

建 設 部 3,850,844,000 93,236,000 789,697,261 0 4,733,777,261 

都 市 整 備 部 4,398,334,000 157,245,000  △  1,223,040,375 1,430,870  △    5,462,698,505 

佐土原総合支所 588,191,000 5,186,000 33,990,000 239,000  △      627,128,000 

田 野 総 合 支 所 293,789,000 3,354,000  △    19,630,689 16,639  △       310,049,050 

高 岡 総 合 支 所 412,625,000 5,371,000  △    75,968,819 0 483,222,819 

清 武 総 合 支 所 429,324,000 1,646,000 13,985,351 16,639 444,971,990 

教 育 委 員 会 9,567,618,000 853,498,000 774,878,820 104,127,779  △  11,091,867,041 

消 防 局 1,607,032,000 56,964,000  △   187,230,000 28,290 1,737,326,290 

会 計 課 67,700,000 4,888,000  △    0 0 62,812,000 

議 会 事 務 局 130,742,000 13,872,000  △   0 0 116,870,000 

各 種 委 員 会 等 214,171,000 49,274,000  △   0 0 164,897,000 

歳 出 合 計 181,480,000,000 21,520,148,000 4,847,241,774 0 207,847,389,774 

部　局　別

予　　　　算　　　　現　　　　額

円 円 円 円円
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歳 出 予 算 決 算 総 括 表

5,539,049,040 0 0 0 608,232,523 90.1 2.8

23,868,936,137 0 70,950,000 0 554,971,562 97.4 12.3

41,861,347,230 0 38,770,305 0 470,192,597 98.8 21.5

206,928,724 0 0 0 7,834,276 96.4 0.1

2,140,123,785 0 277,160,690 0 85,915,835 85.5 1.1

9,564,545,176 765,790,520 61,036,250 0 98,244,754 91.2 4.9

44,353,666,417 0 1,332,975,051 0 398,774,532 96.2 22.8

36,102,298,192 0 342,661,000 0 1,284,207,808 95.7 18.5

2,952,718,302 0 231,494,921 0 438,258,872 81.5 1.5

3,223,050,262 0 471,299,780 173,400,000 490,737,407 73.9 1.7

3,611,420,771 0 794,597,200 0 190,179,899 78.6 1.9

3,674,614,774 0 989,640,061 0 69,522,426 77.6 1.9

4,734,919,492 0 679,702,400 0 48,076,613 86.7 2.4

573,073,470 0 32,715,000 0 21,339,530 91.4 0.3

303,712,650 0 0 0 6,336,400 98.0 0.2

394,089,572 0 84,243,931 0 4,889,316 81.6 0.2

416,619,275 0 19,908,651 0 8,444,064 93.6 0.2

9,468,909,984 0 1,130,944,880 0 492,012,177 85.4 4.9

1,379,320,696 0 136,231,700 138,707,807 83,066,087 79.4 0.7

59,820,763 0 0 0 2,991,237 95.2 0.0

105,375,625 0 0 0 11,494,375 90.2 0.0

163,173,250 0 0 0 1,723,750 99.0 0.1

194,697,713,587 765,790,520 6,694,331,820 312,107,807 5,377,446,040 93.7 100.0

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比

支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

円円 円 円 円 ％ ％
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５　一 般 会 計 部 局 ・ 課 別
 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①
円 円 円 円 円

5,279,283,000 868,083,000 0  △       84,437 6,147,281,563 

企 画 政 策 課 810,311,000  △    8,287,000 0 0 802,024,000 

秘 書 課 186,262,000  △    4,625,000 0  △       84,437 181,552,563 

デジタル支援課 9,000,000  △    2,732,000 0 0 6,268,000 

都 市 戦 略 局
都 市 戦 略 課

4,273,710,000 883,727,000 0 0 5,157,437,000 

23,547,078,000 832,654,000 1,265,000 113,860,699 24,494,857,699 

総 務 法 制 課 198,509,000  △    2,502,000 0 0 196,007,000 

人 事 課 20,716,767,000 962,859,000 0 113,860,699 21,793,486,699 

市 役 所 改 革
推 進 課

27,996,000  △      468,000 0 0 27,528,000 

情 報 政 策 課 1,567,407,000  △  134,632,000 0 0 1,432,775,000 

契 約 課 31,002,000  △    3,335,000 0 0 27,667,000 

管 財 課 938,765,000 11,354,000 1,265,000 0 951,384,000 

新庁舎整備課 66,632,000  △      622,000 0 0 66,010,000 

37,608,501,000 4,760,843,000 0 966,132 42,370,310,132 

財 政 課 27,443,466,000 4,665,802,000 0 966,132 32,110,234,132 

納 税 管 理 課 240,800,000 40,454,000 0 0 281,254,000 

市 民 税 課 131,200,000 72,477,000 0 0 203,677,000 

資 産 税 課 128,852,000 875,000 0 0 129,727,000 

国 保 年 金 課 9,664,183,000  △   18,765,000 0 0 9,645,418,000 

国 保 収 納 課 0 0 0 0 0 

予　　　　算　　　　現　　　　額

課　別

総 合 政 策 部

総 務 部

財 政 部
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歳 出 予 算 決 算 対 比 表

円 円 円 円 円 ％ ％

5,539,049,040 0 0 0 608,232,523 90.1 2.8 

786,182,909 0 0 0 15,841,091 98.0 0.4 

177,568,070 0 0 0 3,984,493 97.8 0.1 

6,212,410 0 0 0 55,590 99.1 0.0 

4,569,085,651 0 0 0 588,351,349 88.6 2.3 

23,868,936,137 0 70,950,000 0 554,971,562 97.4 12.3 

185,354,718 0 0 0 10,652,282 94.6 0.1 

21,414,200,410 0 0 0 379,286,289 98.3 11.0 

27,247,462 0 0 0 280,538 99.0 0.0 

1,345,014,231 0 0 0 87,760,769 93.9 0.7 

27,185,888 0 0 0 481,112 98.3 0.0 

804,006,963 0 70,950,000 0 76,427,037 84.5 0.4 

65,926,465 0 0 0 83,535 99.9 0.0 

41,861,347,230 0 38,770,305 0 470,192,597 98.8 21.5 

31,764,970,882 0 0 0 345,263,250 98.9 16.3 

269,944,749 0 0 0 11,309,251 96.0 0.1 

162,957,367 0 38,770,305 0 1,949,328 80.0 0.1 

128,914,903 0 0 0 812,097 99.4 0.1 

9,534,559,329 0 0 0 110,858,671 98.9 4.9 

0 0 0 0 0 - -

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。　　

支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比
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 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①

予　　　　算　　　　現　　　　額

課　別
円 円 円 円 円

223,307,000  △    8,783,000 0 239,000 214,763,000 

危 機 管 理 課 162,682,000  △    7,069,000 0 239,000 155,852,000 

地 域 安 全 課 60,625,000  △    1,714,000 0 0 58,911,000 

2,365,862,000 55,070,000 80,968,310 1,300,000 2,503,200,310 

地 域 コ ミ ュ
ニ テ ィ 課

1,158,205,000 42,858,000 31,620,000  △    2,924,000 1,229,759,000 

市 民 課 121,640,000  △    8,265,000 0 0 113,375,000 

文 化 ・ 市 民
活 動 課

1,065,516,000 22,255,000 49,348,310 0 1,137,119,310 

赤 江 地 域
セ ン タ ー

5,435,000  △      707,000 0 1,092,000 5,820,000 

木 花 地 域
セ ン タ ー

2,146,000  △      155,000 0 285,000 2,276,000 

青 島 地 域
セ ン タ ー

4,110,000  △      298,000 0 395,000 4,207,000 

住 吉 地 域
セ ン タ ー

2,185,000  △      122,000 0 1,655,000 3,718,000 

生 目 地 域
セ ン タ ー

4,500,000  △      360,000 0 415,000 4,555,000 

北 地 域
セ ン タ ー

2,125,000  △      136,000 0 382,000 2,371,000 

10,484,955,000  △  102,879,000 107,540,700 0 10,489,616,700 

環 境 政 策 課 427,148,000 13,038,000 26,631,000 0 466,817,000 

環 境 業 務 課 2,444,949,000  △   49,755,000 0 0 2,395,194,000 

環 境 指 導 課 76,238,000  △    7,271,000 0 0 68,967,000 

環 境 施 設 課 7,536,620,000  △   58,891,000 80,909,700 0 7,558,638,700 

37,095,112,000 8,963,024,000 31,030,000  △    3,750,000 46,085,416,000 

福 祉 総 務 課 1,168,171,000  △   23,106,000 0 0 1,145,065,000 

障がい福祉課 15,191,474,000 1,502,563,000 31,030,000 0 16,725,067,000 

地域包括ケア
推 進 課

1,052,114,000 10,549,000 0 0 1,062,663,000 

介 護 保 険 課 6,252,587,000  △   27,484,000 0 0 6,225,103,000 

社 会 福 祉
第 一 課

13,428,871,000 7,500,787,000 0  △    3,750,000 20,925,908,000 

社 会 福 祉
第 二 課

0 0 0 0 0 

指 導 監 査 課 1,895,000  △      285,000 0 0 1,610,000 

危 機 管 理 部

地 域 振 興 部

環 境 部

福 祉 部
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支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比

円 円 円 円 円 ％ ％

206,928,724 0 0 0 7,834,276 96.4 0.1 

150,125,753 0 0 0 5,726,247 96.3 0.1 

56,802,971 0 0 0 2,108,029 96.4 0.0 

2,140,123,785 0 277,160,690 0 85,915,835 85.5 1.1 

1,127,112,578 0 43,894,690 0 58,751,732 91.7 0.6 

110,231,032 0 0 0 3,143,968 97.2 0.1 

882,774,511 0 233,266,000 0 21,078,799 77.6 0.5 

5,373,255 0 0 0 446,745 92.3 0.0 

1,938,502 0 0 0 337,498 85.2 0.0 

3,219,543 0 0 0 987,457 76.5 0.0 

3,344,512 0 0 0 373,488 90.0 0.0 

4,084,823 0 0 0 470,177 89.7 0.0 

2,045,029 0 0 0 325,971 86.3 0.0 

9,564,545,176 765,790,520 61,036,250 0 98,244,754 91.2 4.9 

418,820,668 0 24,750,000 0 23,246,332 89.7 0.2 

2,389,213,528 0 0 0 5,980,472 99.8 1.2 

65,053,903 0 0 0 3,913,097 94.3 0.0 

6,691,457,077 765,790,520 36,286,250 0 65,104,853 88.5 3.4 

44,353,666,417 0 1,332,975,051 0 398,774,532 96.2 22.8 

1,095,151,696 0 6,356,240 0 43,557,064 95.6 0.6 

16,582,677,104 0 97,135,942 0 45,253,954 99.1 8.5 

1,035,858,009 0 0 0 26,804,991 97.5 0.5 

6,075,991,848 0 20,832,000 0 128,279,152 97.6 3.1 

19,562,473,211 0 1,208,650,869 0 154,783,920 93.5 10.0 

0 0 0 0 0 - -

1,514,549 0 0 0 95,451 94.1 0.0 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。　　
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 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①

予　　　　算　　　　現　　　　額

課　別
円 円 円 円 円

34,293,578,000 3,059,805,000 376,466,000  △      682,000 37,729,167,000 

子育て支援課 3,025,718,000 966,496,000 3,000,000  △    2,315,000 3,992,899,000 

子 ど も 家 庭
支 援 課

867,636,000  △   90,530,000 0 1,944,175 779,050,175 

保育幼稚園課 26,966,562,000 1,666,078,000 372,266,000  △      124,000 29,004,782,000 

親 子 保 健 課 3,433,662,000 517,761,000 1,200,000  △      187,175 3,952,435,825 

3,948,913,000  △  320,222,000 0  △    6,218,905 3,622,472,095 

保 健 医 療 課 1,021,445,000 44,889,000 0 0 1,066,334,000 

地 域 保 健 課 34,341,000  △    2,488,000 0 0 31,853,000 

健 康 支 援 課 1,716,807,000  △  353,370,000 0 20,000 1,363,457,000 

保 健 衛 生 課 92,561,000  △    2,925,000 0 0 89,636,000 

新 型 コ ロ ナ
ウ イ ル ス
ワクチン対策課

1,083,759,000  △    6,328,000 0  △    6,238,905 1,071,192,095 

2,156,352,000 1,179,274,000 1,022,853,449 8,000 4,358,487,449 

農 政 企 画 課 410,603,000  △  113,048,000 0 17,444 297,572,444 

農 業 振 興 課 282,172,000 263,778,000 703,637,000  △        9,444 1,249,577,556 

森 林 水 産 課 468,220,000 6,930,000 146,351,000 0 621,501,000 

農 村 整 備 課 905,590,000 1,022,359,000 172,865,449 0 2,100,814,449 

市 場 課 89,767,000  △      745,000 0 0 89,022,000 

2,916,689,000 1,570,681,000 108,697,000 130,870 4,596,197,870 

観 光 戦 略 課 338,975,000 41,474,000 33,860,000 0 414,309,000 

スポーツランド
推 進 課

1,548,653,000 129,104,000 74,837,000  △    1,300,000 1,751,294,000 

産 業 政 策 課 399,348,000 1,582,082,000 0 1,296,870 1,982,726,870 

企業立地推進課 629,713,000  △  181,979,000 0 134,000 447,868,000 

子 ど も 未 来 部

健 康 管 理 部

農 政 部

観 光 商 工 部
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支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比

円 円 円 円 円 ％ ％

36,102,298,192 0 342,661,000 0 1,284,207,808 95.7 18.5 

3,938,783,232 0 0 0 54,115,768 98.6 2.0 

730,697,966 0 0 0 48,352,209 93.8 0.4 

27,582,120,892 0 342,661,000 0 1,080,000,108 95.1 14.2 

3,850,696,102 0 0 0 101,739,723 97.4 2.0 

2,952,718,302 0 231,494,921 0 438,258,872 81.5 1.5 

951,124,285 0 81,283,400 0 33,926,315 89.2 0.5 

29,979,423 0 0 0 1,873,577 94.1 0.0 

1,175,058,656 0 0 0 188,398,344 86.2 0.6 

85,865,455 0 0 0 3,770,545 95.8 0.0 

710,690,483 0 150,211,521 0 210,290,091 66.3 0.4 

3,223,050,262 0 471,299,780 173,400,000 490,737,407 73.9 1.7 

264,022,237 0 16,732,000 0 16,818,207 88.7 0.1 

555,767,075 0 168,460,000 173,400,000 351,950,481 44.5 0.3 

468,454,530 0 88,330,880 0 64,715,590 75.4 0.2 

1,877,571,925 0 197,776,900 0 25,465,624 89.4 1.0 

57,234,495 0 0 0 31,787,505 64.3 0.0 

3,611,420,771 0 794,597,200 0 190,179,899 78.6 1.9 

371,529,286 0 31,500,000 0 11,279,714 89.7 0.2 

1,474,746,267 0 217,183,000 0 59,364,733 84.2 0.8 

1,443,355,187 0 462,000,000 0 77,371,683 72.8 0.7 

321,790,031 0 83,914,200 0 42,163,769 71.8 0.2 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。　　
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 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①

予　　　　算　　　　現　　　　額

課　別
円 円 円 円 円

3,850,844,000 93,236,000 789,697,261 0 4,733,777,261 

土 木 課 1,551,481,000 58,035,000 428,593,641 0 2,038,109,641 

用 地 管 理 課 33,129,000  △    4,411,000 0 0 28,718,000 

道 路 維 持 課 2,186,997,000 24,824,000 357,791,620 0 2,569,612,620 

建 築 住 宅 課 79,237,000 14,788,000 3,312,000 0 97,337,000 

4,398,334,000  △  157,245,000 1,223,040,375  △    1,430,870 5,462,698,505 

都 市 計 画 課 83,375,000  △   11,564,000 7,600,000 0 79,411,000 

まちづくり課 31,869,000  △    7,589,000 1,032,000  △    1,430,870 23,881,130 

公 園 緑 地 課 1,211,799,000 609,000 149,452,239 0 1,361,860,239 

市街地整備課 2,871,096,000  △  121,965,000 1,051,607,136 0 3,800,738,136 

建 築 行 政 課 71,265,000  △    9,698,000 6,692,000 0 68,259,000 

開 発 審 査 課 2,200,000 2,746,000 6,657,000 0 11,603,000 

景 観 課 126,730,000  △    9,784,000 0 0 116,946,000 

588,191,000 5,186,000 33,990,000  △      239,000 627,128,000 

地域市民福祉課 205,796,000 22,967,000 0  △      239,000 228,524,000 

農 林 建 設 課 382,395,000  △   17,781,000 33,990,000 0 398,604,000 

293,789,000  △    3,354,000 19,630,689  △       16,639 310,049,050 

地域市民福祉課 37,470,000  △      824,000 0 0 36,646,000 

農 林 建 設 課 256,319,000  △    2,530,000 19,630,689  △       16,639 273,403,050 

412,625,000  △    5,371,000 75,968,819 0 483,222,819 

地域市民福祉課 61,226,000 5,804,000 0 0 67,030,000 

農 林 建 設 課 351,399,000  △   11,175,000 75,968,819 0 416,192,819 

429,324,000 1,646,000 13,985,351 16,639 444,971,990 

地域市民福祉課 42,426,000 687,000 0 0 43,113,000 

農 林 建 設 課 386,898,000 959,000 13,985,351 16,639 401,858,990 

建 設 部

都 市 整 備 部

佐 土 原 総 合 支 所

田 野 総 合 支 所

高 岡 総 合 支 所

清 武 総 合 支 所
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支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比

円 円 円 円 円 ％ ％

3,674,614,774 0 989,640,061 0 69,522,426 77.6 1.9 

1,467,787,000 0 543,776,405 0 26,546,236 72.0 0.8 

27,995,614 0 0 0 722,386 97.5 0.0 

2,083,755,935 0 445,863,656 0 39,993,029 81.1 1.1 

95,076,225 0 0 0 2,260,775 97.7 0.0 

4,734,919,492 0 679,702,400 0 48,076,613 86.7 2.4 

44,505,800 0 30,952,884 0 3,952,316 56.0 0.0 

22,962,715 0 0 0 918,415 96.2 0.0 

1,285,907,205 0 65,496,987 0 10,456,047 94.4 0.7 

3,197,225,494 0 579,923,529 0 23,589,113 84.1 1.6 

67,716,971 0 0 0 542,029 99.2 0.0 

4,870,083 0 3,329,000 0 3,403,917 42.0 0.0 

111,731,224 0 0 0 5,214,776 95.5 0.1 

573,073,470 0 32,715,000 0 21,339,530 91.4 0.3 

188,819,146 0 26,180,000 0 13,524,854 82.6 0.1 

384,254,324 0 6,535,000 0 7,814,676 96.4 0.2 

303,712,650 0 0 0 6,336,400 98.0 0.2 

35,209,161 0 0 0 1,436,839 96.1 0.0 

268,503,489 0 0 0 4,899,561 98.2 0.1 

394,089,572 0 84,243,931 0 4,889,316 81.6 0.2 

56,513,030 0 8,428,000 0 2,088,970 84.3 0.0 

337,576,542 0 75,815,931 0 2,800,346 81.1 0.2 

416,619,275 0 19,908,651 0 8,444,064 93.6 0.2 

41,548,009 0 0 0 1,564,991 96.4 0.0 

375,071,266 0 19,908,651 0 6,879,073 93.3 0.2 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。　　
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 歳　出

区　分

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰  　越　  額

予 備 費 支 出
及 び 流用増減
並びに移管増減

計

①

予　　　　算　　　　現　　　　額

課　別
円 円 円 円 円

9,567,618,000 853,498,000 774,878,820  △  104,127,779 11,091,867,041 

企 画 総 務 課 1,342,553,000 60,211,000 2,747,800 56,147 1,405,567,947 

学 校 施 設 課 1,976,826,000 731,239,000 747,470,000 0 3,455,535,000 

学 校 教 育 課 1,347,975,000 31,495,000 0 0 1,379,470,000 

教 育 情 報
研修センター

1,081,833,000 51,627,000 0  △  104,183,926 1,029,276,074 

生 涯 学 習 課 1,573,157,000  △   56,428,000 3,661,020 0 1,520,390,020 

保 健 給 食 課 1,809,551,000 138,638,000 21,000,000 0 1,969,189,000 

文 化 財 課 435,723,000  △  103,284,000 0 0 332,439,000 

1,607,032,000  △   56,964,000 187,230,000 28,290 1,737,326,290 

67,700,000  △    4,888,000 0 0 62,812,000 

130,742,000  △   13,872,000 0 0 116,870,000 

214,171,000  △   49,274,000 0 0 164,897,000 

選挙管理委員会
事 務 局

191,022,000  △   47,128,000 0 0 143,894,000 

監 査 事 務 局 13,661,000  △      939,000 0 0 12,722,000 

農 業 委 員 会
事 務 局

9,488,000  △    1,207,000 0 0 8,281,000 

181,480,000,000 21,520,148,000 4,847,241,774 0 207,847,389,774 

教 育 委 員 会

消 防 局

会 計 課

議 会 事 務 局

各 種 委 員 会 等

歳 出 合 計
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支  出  済  額

②

継続費

逓次繰越
繰越明許費 事故繰越し 不　用　額

支出済額
　　　②
予算現額
　　　①

支出済額

の構成比

円 円 円 円 円 ％ ％

9,468,909,984 0 1,130,944,880 0 492,012,177 85.4 4.9 

1,294,313,695 0 0 0 111,254,252 92.1 0.7 

2,369,621,898 0 882,089,880 0 203,823,222 68.6 1.2 

1,338,604,691 0 0 0 40,865,309 97.0 0.7 

988,049,687 0 36,641,000 0 4,585,387 96.0 0.5 

1,442,118,753 0 0 0 78,271,267 94.9 0.7 

1,711,935,476 0 212,214,000 0 45,039,524 86.9 0.9 

324,265,784 0 0 0 8,173,216 97.5 0.2 

1,379,320,696 0 136,231,700 138,707,807 83,066,087 79.4 0.7 

59,820,763 0 0 0 2,991,237 95.2 0.0 

105,375,625 0 0 0 11,494,375 90.2 0.0 

163,173,250 0 0 0 1,723,750 99.0 0.1 

143,716,191 0 0 0 177,809 99.9 0.1 

12,433,816 0 0 0 288,184 97.7 0.0 

7,023,243 0 0 0 1,257,757 84.8 0.0 

194,697,713,587 765,790,520 6,694,331,820 312,107,807 5,377,446,040 93.7 100.0 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。　　
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６　市 　 税 　 収 

調　定　額 収　入　額 収　入　歩　合

現年課税分 23,518,754,547 23,341,931,351 99.2 

滞納繰越分 456,952,504 146,624,710 32.1 

現年課税分 20,023,291,547 19,856,646,230 99.2 

滞納繰越分 414,564,742 138,262,048 33.4 

現年課税分 3,495,463,000 3,485,285,121 99.7 

滞納繰越分 42,387,762 8,362,662 19.7 

現年課税分 24,341,808,000 24,209,805,115 99.5 

滞納繰越分 346,975,875 120,190,202 34.6 

現年課税分 23,964,734,500 23,832,731,615 99.4 

滞納繰越分 346,975,875 120,190,202 34.6 

国有資産等所在市交付金 現年課税分 377,073,500 377,073,500 100.0 

現年課税分 1,399,493,800 1,383,701,400 98.9 

滞納繰越分 46,286,328 12,836,987 27.7 

環 境 性 能 割 現年課税分 51,861,500 51,861,500 100.0 

現年課税分 1,347,632,300 1,331,839,900 98.8 

滞納繰越分 46,286,328 12,836,987 27.7 

現年課税分 3,045,605,791 3,045,605,791 100.0 

滞納繰越分 0 0 ―

現年課税分 0 0 ―

滞納繰越分 0 0 ―

現年課税分 91,251,750 91,251,750 100.0 

滞納繰越分 0 0 ―

現年課税分 1,576,173,900 1,576,173,900 100.0 

滞納繰越分 15,279,094 9,447,900 61.8 

現年課税分 2,651,079,500 2,636,476,787 99.4 

滞納繰越分 38,962,384 13,434,298 34.5 

57,528,623,473 56,587,480,191 98.4 

現年課税分 56,624,167,288 56,284,946,094 99.4 

滞納繰越分 904,456,185 302,534,097 33.4 

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

合　　　　　計

個 人

法 人

固 定 資 産 税

純 固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

種 別 割

税　　目 区　分

令　和　5　年　度　①

市 民 税

円 ％円
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納 　 実 　 績 　 調

調　定　額 収　入　額 収　入　歩　合 調　定　額 収　入　額

23,636,062,431 23,456,817,778 99.2 117,307,884  △       114,886,427  △       

448,607,636 154,739,237 34.5 8,344,868 8,114,527  △         

19,637,501,231 19,482,797,740 99.2 385,790,316 373,848,490 

418,043,412 145,813,321 34.9 3,478,670  △         7,551,273  △         

3,998,561,200 3,974,020,038 99.4 503,098,200  △       488,734,917  △       

30,564,224 8,925,916 29.2 11,823,538 563,254  △           

23,841,428,900 23,703,016,490 99.4 500,379,100 506,788,625 

377,976,457 142,711,977 37.8 31,000,582  △        22,521,775  △        

23,468,815,200 23,330,402,790 99.4 495,919,300 502,328,825 

377,976,457 142,711,977 37.8 31,000,582  △        22,521,775  △        

372,613,700 372,613,700 100.0 4,459,800 4,459,800 

1,373,005,300 1,356,211,054 98.8 26,488,500 27,490,346 

47,274,989 12,736,703 26.9 988,661  △           100,284 

57,423,200 57,423,200 100.0 5,561,700  △         5,561,700  △         

1,315,582,100 1,298,787,854 98.7 32,050,200 33,052,046 

47,274,989 12,736,703 26.9 988,661  △           100,284 

3,018,766,348 3,018,766,348 100.0 26,839,443 26,839,443 

0 0 ― 0 0 

0 0 ― 0 0 

0 0 ― 0 0 

99,246,000 99,246,000 100.0 7,994,250  △         7,994,250  △         

0 0 ― 0 0 

1,593,159,100 1,586,943,500 99.6 16,985,200  △        10,769,600  △        

14,865,438 5,801,944 39.0 413,656 3,645,956 

2,614,820,100 2,599,398,633 99.4 36,259,400 37,078,154 

42,468,370 15,962,312 37.6 3,505,986  △         2,528,014  △         

57,107,681,069 56,152,351,976 98.3 420,942,404 435,128,215 

56,176,488,179 55,820,399,803 99.4 447,679,109 464,546,291 

931,192,890 331,952,173 35.6 26,736,705  △        29,418,076  △        

令　和　4　年　度　② 増　　減（①－②）

円 円 円 円％
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７　市　税　の

 ８　特 別 会 計 歳 入 歳

公 営 住 宅
建 設 資 金

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者
医 療

公 園 墓 地

卸 売 市 場

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金

介 護 保 険

公 設 合 併 処 理
浄 化 槽 事 業

宅 地 造 成 事 業

公 債 管 理

合　　　計 107,567,000,000 843,906,000 190,285,165 108,601,191,165 109,197,842,405 

18,331,000,000 44,613,000  △    0 18,286,387,000 18,283,265,628 

536,000,000 195,069,000  △   177,085,165 518,016,165 497,648,735 

441,000,000 81,024,000  △    0 359,976,000 425,677,331 

37,870,000,000 272,686,000 0 38,142,686,000 38,361,675,508 

22,000,000 0 0 22,000,000 65,428,216 

710,000,000 65,205,000  △    0 644,795,000 624,385,221 

281,000,000 10,462,000 0 291,462,000 293,350,110 

5,931,000,000 213,623,000  △   0 5,717,377,000 5,711,661,357 

41,810,000,000 1,251,027,000 0 43,061,027,000 43,383,428,504 

1,635,000,000 90,735,000  △    13,200,000 1,557,465,000 1,551,321,795 

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
継 続 費 及 び
繰 越 事 業 費
繰    越    額

計

①
調　　定　　額

会　計　別

予　　　　算　　　　現　　　　額

円 円 円 円 円

令 和 5 年 度 ①

令 和 4 年 度 ②

増 減 ① － ② 115 1,657 344 2,116 

59,341 59,929 21,852 141,122 

59,456 61,586 22,196 143,238 

年　　度

市　民　１　人　当　た　り　の　額

市　　民　　税 固 定 資 産 税 そ　　の　　他 計

円 円円 円
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負　担　状　況

出 予 算 決 算 対 比 表

157,486,263 3,076,464,577 97.0 1,071,404,305 

0 

106,438,644,630 2,162,546,535  △   98.0 105,367,240,325 

3,121,372  △       100.0 18,283,265,628 0 3,121,372 100.0 

65,396,263 10,650,201 85.3 55,679,034 

18,283,265,628 

81,809,560 

497,648,735 20,367,430  △      96.1 441,969,701 

56,842,001 115.8 335,008,441 0 24,967,559 93.1 

0 719,991,738 98.1 774,889,149 

416,818,001 

11,091,328 

38,197,583,411 54,897,411 100.1 37,422,694,262 

3,941,272 117.9 14,849,944 0 7,150,056 67.5 25,941,272 

0 20,526,211  △      96.8 624,268,789 0 20,526,211 96.8 

9,200,000 1,541,300 96.3 2,331,380 

624,268,789 

13,506,367 

283,052,080 8,409,920  △       97.1 280,720,700 

63,481,821  △      98.9 5,640,388,812 0 76,988,188 98.7 

0 2,187,535,029 94.9 128,713,662 

5,653,895,179 

3,383,825 

41,002,205,633 2,058,821,367  △   95.2 40,873,491,971 

103,499,098  △     93.4 1,450,582,077 82,890,000 23,992,923 93.1 1,453,965,902 

予　算　額　に
対 す る 増 減

②－①

収 入 済 額
②

予 算 額
①

支　出　済　額

③

翌 年 度
繰 越 額

不　　用　　額

支 出 済 額
③

予 算 額
①

収　入　済　額

②

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出
歳 入 歳 出

差　引  額

②－③

円 円 ％ 円 円 円 ％ 円

令和 5年度 令和 6年4月1日現在 住基人口

令和 4年度 令和 5年4月1日現在 住基人口

248 1,392 2,838  △        553 

43,232 279,194 397,898 201,123 

932  △          2,076 

43,480 280,586 395,060 201,676 

117,399 118,563 

市　　民　　税 固 定 資 産 税 そ　　の　　他 計

116,467 120,639 

１　世 　帯　当　た　り　の　額

人　　　口 世　　帯　　数

円 人 世帯円円円

人 世帯
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９　一 般 会 計 歳 入 歳
(1) 目　的　別　（歳　入）

年　度　別

目　的　別 金　額　① 構 成 比 金　額　② 構 成 比

合　　　　　計 201,399,729 100.0 191,559,954 100.0 9,839,775 

市 債 11,199,229 5.6 11,690,545 6.1 491,316  △        

諸 収 入 2,701,357 1.3 2,783,376 1.5 82,019  △         

繰 越 金 2,587,211 1.3 7,785,013 4.1 5,197,802  △      

繰 入 金 11,492,063 5.7 2,864,155 1.5 8,627,908 

寄 附 金 8,306,291 4.1 5,735,397 3.0 2,570,894 

財 産 収 入 783,044 0.4 337,469 0.2 445,575 

県 支 出 金 15,858,003 7.9 15,520,687 8.1 337,316 

国 庫 支 出 金 49,931,969 24.8 47,126,690 24.6 2,805,279 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,931,163 1.0 1,953,352 1.0 22,189  △         

分 担 金 及 び 負 担 金 1,483,273 0.7 1,311,160 0.7 172,113 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 67,248 0.0 82,278 0.0 15,030  △         

地 方 交 付 税 24,607,560 12.2 24,272,949 12.7 334,611 

地 方 特 例 交 付 金 448,019 0.2 450,135 0.2 2,116  △          

環 境 性 能 割 交 付 金 80,584 0.0 61,257 0.0 19,327 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 5,683 0.0 0 - 5,683 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 190,666 0.1 186,841 0.1 3,825 

地 方 消 費 税 交 付 金 10,334,215 5.1 10,395,264 5.4 61,049  △         

法 人 事 業 税 交 付 金 688,932 0.4 827,594 0.4 138,662  △        

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 209,041 0.1 113,045 0.1 95,996 

配 当 割 交 付 金 191,165 0.1 139,590 0.1 51,575 

利 子 割 交 付 金 8,890 0.0 10,713 0.0 1,823  △          

地 方 譲 与 税 1,706,638 0.9 1,760,089 0.9 53,451  △         

市 税 56,587,480 28.1 56,152,351 29.3 435,129 

令　和　５　年　度 令　和　４　年　度 増　　　減

①　－　②

千円 ％ 千円 ％ 千円
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出 決 算 分 析 比 較 表
   目　的　別　（歳　出）

年　度　別

目　的　別 金　額　① 構 成 比 金　額　② 構 成 比

※端数処理（各区分千円未満切捨て）により数値に整合しない部分がある。

※金額欄が｢0｣の場合の構成比欄は｢-｣と表示している。　　　　 　　　　 

194,697,713 100.0 186,972,742 100.0 7,724,971 

- 0 

合　　　　　計

諸 支 出 金 0 - 0 

17,337,798 8.9 16,863,085 9.0 474,713 

0.3 123,283  △         

公 債 費

災 害 復 旧 費 363,961 0.2 487,244 

14,057,581 7.2 13,324,376 7.1 733,205 

2.0 440,305 

教 育 費

消 防 費 4,125,894 2.1 3,685,589 

15,018,320 7.7 14,909,000 8.0 109,320 

3.7 4,066,679  △       

土 木 費

商 工 費 2,818,942 1.4 6,885,621 

5,038,158 2.6 4,316,635 2.3 721,523 

0.0 25,253 

農 林 水 産 業 費

労 働 費 118,073 0.1 92,820 

16,725,728 8.6 16,808,460 9.0 82,732  △          

46.6 4,132,658 

衛 生 費

民 生 費 91,354,913 46.9 87,222,255 

27,053,977 13.9 21,706,755 11.6 5,347,222 

0.4 13,466 

総 務 費

議 会 費 684,362 0.4 670,896 

令　和　５　年　度 令　和　４　年　度 増　　　減

①　－　②

千円 ％ 千円 ％ 千円
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(2) 性　質　別　（歳　入）

年　度　別

決　算　額
①

構成比
決　算　額

②
構成比

決　算　額
③：①－②

増減率
③
─
②

56,587,480 28.1 56,152,351 29.3 435,129 0.8 3.4 

1,483,273 0.7 1,311,160 0.7 172,113 13.1 0.8 

1,931,163 1.0 1,953,352 1.0 22,189  △      1.1  △    3.9 

783,044 0.4 337,469 0.2 445,575 132.0 54.3  △ 

8,306,291 4.1 5,735,397 3.0 2,570,894 44.8 106.5 

11,492,063 5.7 2,864,155 1.5 8,627,908 301.2 56.4 

2,587,211 1.3 7,785,013 4.1 5,197,802  △   66.8  △   81.6 

2,701,357 1.3 2,783,376 1.5 82,019  △      2.9  △    9.9  △  

85,871,885 42.6 78,922,276 41.3 6,949,609 8.8 12.4 

1,706,638 0.9 1,760,089 0.9 53,451  △      3.0  △    5.0  △  

8,890 0.0 10,713 0.0 1,823  △       17.0  △   60.2  △ 

191,165 0.1 139,590 0.1 51,575 36.9 27.7  △ 

209,041 0.1 113,045 0.1 95,996 84.9 42.8  △ 

688,932 0.4 827,594 0.4 138,662  △     16.8  △   7.2 

10,334,215 5.1 10,395,264 5.4 61,049  △      0.6  △    5.3 

190,666 0.1 186,841 0.1 3,825 2.0 3.3 

5,683 0.0 0 0.0 5,683 皆増 皆減 

80,584 0.0 61,257 0.0 19,327 31.6 8.4  △  

448,019 0.2 450,135 0.2 2,116  △       0.5  △    58.5  △ 

24,607,560 12.2 24,272,949 12.7 334,611 1.4 3.2  △  

67,248 0.0 82,278 0.0 15,030  △      18.3  △   16.5  △ 

49,931,969 24.8 47,126,690 24.6 2,805,279 6.0 16.5  △ 

15,858,003 7.9 15,520,687 8.1 337,316 2.2 42.1  △ 

11,199,229 5.6 11,690,545 6.1 491,316  △     4.2  △    16.6  △ 

115,527,844 57.4 112,637,677 58.7 2,890,167 2.6 17.6  △ 

201,399,729 100.0 191,559,954 100.0 9,839,775 5.1 7.4  △  

※端数処理（各区分千円未満切捨て）により数値に整合しない部分がある。

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

小　　　　　計

合　　　　　　　計

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

小　　　　　計

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 前 年 度 対 比 R4年度
対

R3年度

増減率

自

主

財

源

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

性 質 別

千円 ％ 千円 千円 ％％
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    性　質　別　（歳　出）

年　度　別

決　算　額
①

構成比
決　算　額

②
構成比

決　算　額
③：①－②

増減率
③
─
②

21,305,104 10.9 22,039,312 11.8 734,208  △     3.3  △    2.4 

29,067,780 14.9 27,664,577 14.7 1,403,203 5.1 8.5 

850,418 0.4 784,600 0.4 65,818 8.4 1.1 

69,262,540 35.6 64,867,789 34.7 4,394,751 6.8 3.0 

13,789,692 7.1 18,518,767 9.9 4,729,075  △   25.5  △   42.7  △ 

134,275,534 68.9 133,875,045 71.5 400,489 0.3 6.4  △  

17,034,942 8.7 14,467,627 7.7 2,567,315 17.7 12.9 

373,376 0.2 493,345 0.3 119,969  △     24.3  △   180.1 

17,408,318 8.9 14,960,972 8.0 2,447,346 16.4 15.2 

17,337,798 8.9 16,863,085 9.0 474,713 2.8 0.8  △  

(イ) 元 利 償 還 金 17,337,656 8.9 16,863,058 9.0 474,598 2.8 0.8  △  

(ロ) 一時借入金利子 142 0.0 27 0.0 115 425.9 97.5  △ 

8,087,032 4.2 3,912,350 2.1 4,174,682 106.7 31.6  △ 

1,385,109 0.7 1,431,183 0.8 46,074  △      3.2  △    9.2  △  

316,500 0.2 316,500 0.2 0 0.0 0.2  △  

15,887,422 8.2 15,613,607 8.4 273,815 1.8 1.8 

43,013,861 22.2 38,136,725 20.5 4,877,136 12.8 4.5  △  

194,697,713 100.0 186,972,742 100.0 7,724,971 4.1 4.6  △  

136,315 0.1 158,658 0.1 22,343  △      14.1  △   0.1  △  

21,441,419 11.0 22,197,970 11.9 756,551  △     3.4  △    2.4 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

歳 出 合 計

事 業 費 支 弁 人 件 費 ⑤

人 件 費 合 計 ④ ＋ ⑤

小　　　　　計

投

資

的

経

費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小　　　　　計

そ

の

他

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

令 和 ５ 年 度

繰 出 金

小　　　　　計

令 和 ４ 年 度 前 年 度 対 比 R4年度
対

R3年度

増減率

消

費

的

経

費

人 件 費 ④

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

％千円 ％ 千円 千円 ％ ％

性 質 別
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　 10　市　　債
（会計・目的別）

４年度末 ５ 年 度 ５年度末

現 在 高 借 入 金 元　金 利　子 現 在 高
１ 世 帯
当 た り

１　　人
当 た り

総 務 債 7,105,088 118,600 741,050 9,867 6,482,638 32,144 16,409 

民 生 債 3,795,827 265,000 300,926 9,478 3,759,901 18,643 9,517 

衛 生 債 3,363,082 2,183,500 370,001 11,493 5,176,581 25,668 13,103 

農林水産業債 4,103,930 260,200 413,200 13,331 3,950,930 19,590 10,001 

商 工 債 982,541 0 193,500 3,758 789,041 3,912 1,997 

土 木 債 55,988,321 3,772,200 5,702,575 156,291 54,057,946 268,044 136,835 

消 防 債 2,227,468 440,600 269,958 4,802 2,398,110 11,891 6,070 

教 育 債 16,769,794 2,024,200 1,760,491 50,667 17,033,503 84,460 43,116 

災 害 復 旧 債 1,397,456 139,300 173,503 678 1,363,253 6,760 3,451 

そ の 他 70,784,931 1,995,629 7,016,206 135,880 65,764,354 326,089 166,467 

小　　計 166,518,438 11,199,229 16,941,410 396,245 160,776,257 797,201 406,967 

公 営 住 宅
建 設 資 金

3,920,714 136,700 370,044 35,344 3,687,370 18,284 9,334 

公 園 墓 地 1,019,144 0 184,535 2,114 834,609 4,138 2,113 

卸 売 市 場 2,042,560 119,800 145,122 5,473 2,017,237 10,002 5,106 

母子父子寡婦
福 祉 資 金

56,036 2,000 5,354 0 52,682 261 133 

公設合併処理
浄 化 槽 事 業

1,233,986 97,700 68,654 4,903 1,263,032 6,263 3,197 

宅地造成事業 965,536 177,000 121,546 2,522 1,020,990 5,063 2,584 

小　　計 9,237,975 533,200 895,255 50,356 8,875,920 44,011 22,467 

175,756,413 11,732,429 17,836,665 446,601 169,652,177 841,212 429,434 

会

計
目 的 別

一

般

会

計

特

別

会

計

合　　　　計

（注）市民負担額については、令和6年4月1日現在の人口及び世帯数により算出
  ※  端数処理（表示単位未満調整）により数値に整合しない部分がある。

５年度償還額 市　民　負　担　額

千円 千円 千円 千円 円 円千円
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現　　況
（借入先・利率別）

利　率 ４年度末 ５年度 ５年度 ５年度末

借入先 現 在 高 借 入 額 償 還 額 現 在 高 1.5％以下 2.5％以下 3.5％以下 3.5％超

26,928,498 2,136,429 2,426,943 26,637,985 23,901,851 2,704,702 27,779 3,653 

財務省財政
融 資 資 金

25,690,030 2,136,429 2,024,122 25,802,337 23,612,707 2,158,198 27,779 3,653 

総務省郵政企画管
理局（郵貯資金）

482,445 0 203,411 279,035 279,035 0 0 0 

総務省郵政企画管
理局（簡保資金）

756,023 0 199,410 556,613 10,109 546,504 0 0 

7,679,179 0 969,822 6,709,357 5,790,219 911,296 7,842 0 

76,091,148 6,731,300 7,691,775 75,130,672 73,397,919 1,732,753 0 0 

13,301,929 196,500 1,338,350 12,160,079 12,160,079 0 0 0 

13,087,940 0 933,240 12,154,700 12,154,700 0 0 0 

338,000 0 83,000 255,000 255,000 0 0 0 

2,519,200 0 172,400 2,346,800 2,346,800 0 0 0 

3,370,758 39,200 382,118 3,027,840 3,027,840 0 0 0 

9,036,330 328,900 763,240 8,601,990 8,601,990 0 0 0 

7,253,385 127,800 667,485 6,713,700 6,713,700 0 0 0 

3,175,560 39,200 543,000 2,671,760 2,671,760 0 0 0 

4,412,030 0 629,774 3,782,256 3,782,256 0 0 0 

294,050 35,500 55,070 274,480 274,480 0 0 0 

2,963,246 500,000 273,894 3,189,352 3,189,352 0 0 0 

4,900,000 1,500,000 796,666 5,603,334 5,603,334 0 0 0 

292,443 95,600 95,409 292,634 292,634 0 0 0 

112,717 2,000 14,479 100,238 58,507 33,798 7,641 292 

175,756,413 11,732,429 17,836,665 169,652,177 164,222,421 5,382,549 43,262 3,945 

※「宮崎中央農業協同組合」は令和6年4月1日に合併し、「宮崎県農業協同組合」を設立。

宮崎県貸付金

そ の 他

合　　計

全国市有物件
災 害 共 済 会

県 市 町 村
職 員 共 済

宮崎県市町村
振 興 協 会

九 州
労 働 金 庫

宮 崎 第 一
信 用 金 庫

高鍋信用金庫

県 信 用 農 業
協 同 組 合

宮 崎 県 農 業
協 同 組 合

宮 崎 銀 行

宮崎太陽銀行

福 岡 銀 行

西日本シティ
銀 行

鹿 児 島 銀 行

利　　率　　別　　内　　訳

政 府 資 金

地方公共団体
金 融 機 構

千円 千円 千円 千円 千円千円 千円千円
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国　　費 県　　費 市　　債
その他の
特定財源

事業所税 都市計画税
事業所税及び
都市計画税を
除く市税等

道 路
橋 り ょ う
整 備 事 業

3,064,107 648,353 0 1,889,300 92,510 231,000 0 202,944 

公 園
整 備 事 業

427,244 100,071 0 162,300 72,288 46,000 45,000 1,585 

ごみ処理・
し 尿 処 理
事 業

3,292,008 855,157 0 2,025,400 142,623 134,000 0 134,828 

下 水 道
整 備 事 業

1,097,609 0 0 0 0 1,095,622 0 1,987 

河 川
整 備 事 業

506,975 0 21,125 265,200 25,235 31,000 0 164,415 

教 育 文 化
施 設 整 備
事 業

3,681,189 222,749 1,691 2,024,200 682,001 44,000 0 706,548 

社 会 福 祉
施 設 整 備
事 業

722,229 303,332 6,753 187,500 78,198 4,000 0 142,446 

街 路
整 備 事 業

2,180,048 1,182,863 0 873,000 40,685 0 83,000 500 

区 画 整 理
事 業

412,066 181,931 0 202,600 315 0 27,000 220 

そ の 他 の
都 市 計 画
事 業

90,466 0 0 0 0 0 23,000 67,466 

都 市 計 画
事業に係る
地 方 債
償 還 額

5,858,866 0 0 0 0 0 2,471,911 3,386,955 

合 計 21,332,807 3,494,456 29,569 7,629,500 1,133,855 1,585,622 2,649,911 4,809,894 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

11　事業所税及び都市計画税充当一覧

財　　　源　　　内　　　訳

事 業 名 決　算　額

円 千円 千円円円千円円円円 千円 円千円千円 千円 円千円
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障 が い 者
福 祉 事 業

17,139,422 7,339,542 3,940,470 51,800 461,183 635,134 4,711,293 

高 齢 者
福 祉 事 業

1,450,328 22,369 0 20,700 242,664 138,349 1,026,246 

児童福祉事業 28,267,890 14,597,631 5,212,792 25,400 1,042,977 2,383,063 5,006,027 

母子福祉事業 2,726,267 870,629 117,788 0 29,492 202,946 1,505,412 

生 活 保 護
扶 助 事 業

19,524,167 15,805,503 2,465 0 128,660 426,185 3,161,354 

社 会 福 祉
総 務 事 業

670,535 1,140 535 59,900 59,167 65,313 484,480 

小　　　　計 69,778,609 38,636,814 9,274,050 157,800 1,964,143 3,850,990 15,894,812 

介護保険事業 6,076,229 342,261 159,239 9,900 20,952 658,590 4,885,287 

国 民 健 康
保 険 事 業

3,888,310 435,731 1,460,192 0 0 236,687 1,755,700 

小　　　　計 9,964,539 777,992 1,619,431 9,900 20,952 895,277 6,640,987 

高 齢 者
医 療 事 業

5,643,047 0 905,712 0 72,287 554,189 4,110,859 

病 院 事 業 228,124 0 0 0 0 27,100 201,024 

疾 病 予 防
対 策 事 業

3,994,078 1,441,503 147,698 4,600 512,572 224,252 1,663,453 

医 療 提 供
体制確保事業

638,081 1,530 18,574 134,400 131,417 41,835 310,325 

小　　　　計 10,503,330 1,443,033 1,071,984 139,000 716,276 847,376 6,285,661 

90,246,478 40,857,839 11,965,465 306,700 2,701,371 5,593,643 28,821,460 

※端数処理（四捨五入）により数値に整合しない部分がある。

社 会
福 祉

12　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当一覧

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

合　　　　　　計

事　　業　　名 決 算 額

国 費 県 費 市 債
そ の 他 の
特 定 財 源

社 会 保 障
財源化分の
地方消費税
交 付 金

地方消費税
交 付 金 を
除く市税等

社 会
保 険

保 健
衛 生

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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（一 般 会 計）

議 会 事 務 局 ………… 41 農 業 振 興 課 ………… 214

企 画 政 策 課 ………… 42 森 林 水 産 課 ………… 230

秘 書 課 ………… 45 農 村 整 備 課 ………… 237

デ ジ タ ル 支 援 課 ………… 49 観 光 戦 略 課 ………… 247

都 市 戦 略 局 都 市 戦 略 課 ………… 50 ス ポ ー ツ ラ ン ド 推 進 課 ………… 253

総 務 法 制 課 ………… 54 産 業 政 策 課 ………… 261

人 事 課 ………… 55 企 業 立 地 推 進 課 ………… 268

市 役 所 改 革 推 進 課 ………… 57 土 木 課 ………… 272

情 報 政 策 課 ………… 58 用 地 管 理 課 ………… 283

契 約 課 ………… 60 道 路 維 持 課 ………… 284

管 財 課 ………… 61 建 築 住 宅 課 ………… 289

新 庁 舎 整 備 課 ………… 62 都 市 計 画 課 ………… 292

財 政 課 ………… 63 ま ち づ く り 課 ………… 294

納 税 管 理 課 ………… 64 公 園 緑 地 課 ………… 295

市 民 税 課 ………… 66 市 街 地 整 備 課 ………… 300

資 産 税 課 ………… 70 建 築 行 政 課 ………… 303

国 保 年 金 課 ………… 72 開 発 審 査 課 ………… 305

危 機 管 理 課 ………… 75 景 観 課 ………… 306

地 域 安 全 課 ………… 77 佐土原総合支所地域市民福祉課 ………… 309

地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 課 ………… 79 佐土原総合支所農林建設課 ………… 314

市 民 課 ………… 84 田野総合支所地域市民福祉課 ………… 321

文 化 ・ 市 民 活 動 課 ………… 88 田野総合支所農林建設課 ………… 324

地 域 セ ン タ ー ………… 96 高岡総合支所地域市民福祉課 ………… 328

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 ………… 97 高岡総合支所農林建設課 ………… 332

監 査 事 務 局 ………… 100 清武総合支所地域市民福祉課 ………… 340

福 祉 総 務 課 ………… 101 清武総合支所農林建設課 ………… 342

障 が い 福 祉 課 ………… 107 消 防 局 ………… 348

地 域 包 括 ケ ア 推 進 課 ………… 119 教 育 委 員 会 企 画 総 務 課 ………… 352

介 護 保 険 課 ………… 121 学 校 施 設 課 ………… 355

社 会 福 祉 第 一 課 ・ 二 課 ………… 123 学 校 教 育 課 ………… 362

指 導 監 査 課 ………… 129 教 育 情 報 研 修 セ ン タ ー ………… 369

子 育 て 支 援 課 ………… 130 生 涯 学 習 課 ………… 372

子 ど も 家 庭 支 援 課 ………… 140 保 健 給 食 課 ………… 384

保 育 幼 稚 園 課 ………… 145 文 化 財 課 ………… 387

親 子 保 健 課 ………… 153 会 計 課 ………… 392

保 健 医 療 課 ………… 159 （特 別 会 計）

地 域 保 健 課 ………… 164 公 営 住 宅 建 設 資 金 ………… 393

健 康 支 援 課 ………… 166 国 民 健 康 保 険 ………… 396

保 健 衛 生 課 ………… 183 後 期 高 齢 者 医 療 ………… 401

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
ワ ク チ ン 対 策 課 ………… 186 公 園 墓 地 ………… 403

環 境 政 策 課 ………… 187 卸 売 市 場 ………… 404

環 境 業 務 課 ………… 192 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 ………… 406

環 境 指 導 課 ………… 196 介 護 保 険 ………… 407

環 境 施 設 課 ………… 199 公設合併処理浄化槽事業 ………… 420

農 業 委 員 会 事 務 局 ………… 207 宅 地 造 成 事 業 ………… 422

農 政 企 画 課 ………… 209 公 債 管 理 ………… 423

13　課別主要施策成果の概要
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分担金及び負担金 ───────────── 分・負

使用料及び手数料 ───────────── 使・手

国 庫 支 出 金 ───────────── 国

新型コロナウイルス
感染症対応地方創生
臨時交付金及び物価
高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金

───────────── 国(交)

県 支 出 金 ───────────── 県

財 産 収 入 ───────────── 財

寄 附 金 ───────────── 寄

繰 入 金 ───────────── 入

繰 越 金 ───────────── 越

諸 収 入 ───────────── 諸

市 債 ───────────── 債

　千円未満の端数については、原則として、歳出は切上げ、歳入は

切捨てとした。

　特定財源内訳に用いた財源の略称

　※権限移譲交付金は個別の記載を省略している。

　※財源を示す部分の後ろの(　)内は、実質的な財源の構成を示している。

　決算額の端数処理

　決算額は、千円単位で記載している。
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(一般会計)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議会事務局 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

10 議会費 

10 議会費 

10 議会費

 
管理運営費

千円 

105,376

 

１　　市議会議長調査活動費　　　　　　　　　　　　　　999,011円 

２　　市議会議員調査活動費　　　　　　　　　　　　　1,991,440円 

３　　市議会常任委員会等調査活動費　　　　　　　 　17,439,268円 

４　　市議会事務局運営費　　　　　　　　　　　　　　6,902,645円 

５　　市議会事務局管理費　　　　　　　　　　　　 　13,896,178円 

６　　ＣＡＴＶによる議会放映事業             　     3,960,000円 

７　　議会広報事業                                  3,589,247円 

８　　政務活動費　　　　　　　　　　　　　 　　　　31,423,887円 

９　　議会だより作成事業　　　　　　　　　　　　　　9,592,000円 

１０　議会ペーパーレス会議システム運用事業　　　　　4,806,615円 

１１　議会管理運営臨時事業　　　　　　　　　　　　　1,291,110円 

１２　議会カメラ・マイク制御システム更新事業　　　　9,484,224円 
 
本会議の開催(令和5年度) 

 
常任、特別委員会等の開催(令和5年度) 

 
付議事件及び審査結果(令和5年度) 

　

 区　分 開催回数 会期延べ日数 付議件数

 定　例　会  4 71 219

 臨　時　会  3 5  12 
 

 
常任委員会等名

開催 

日数
特別委員会名

開催 

日数

 総務財政委員会 18 新庁舎・新消防庁舎あり方検討 11

 文教民生委員会 17 ま ち な か 活 性 化 11

 建設企業委員会 18 地域まちづくり検討 13

 市民経済委員会 19 子どもの権利に関する   10

 議会運営委員会 31 宮崎市議会議員報酬等調査 13

 全員協議会  3 決算審査  6

 代表者会 44

 議会活性化検討委員会 15

 広報広聴委員会 15

 付　議　事　件 件数 審　査　結　果 件数

 

議

　

　

　

　

案

市

長

提

出

予　算　案 

条　例　案 

決　　　算 

人 事 案 件 

専 決 処 分 

諮　　　問 

そ　の　他

 52 

 69 

 16 

  6 

  5 

  8 

 42 議

　

　

　

　

案

市

長

提

出

原 案 可 決 

修 正 可 決 

否　　　決 

認　　　定 

原案可決及び認定 

不　認　定 

同　　　意 

承　　　認 

異 議 な し

161 

  2 

  0 

 13 

  3 

  0 

  6 

  5 

  8

 委

員

会

提

出

意 見 書 案 

条　例　案 

規　則　案 
議会告示案

  1 

  3 

  1 
  1

委

員

会

提

出

原 案 可 決   6 

 議

員

提

出

意 見 書 案 

決 議 案 

条　例　案

 18 

　2 
　3

議

員

提

出

原 案 可 決 

否　　　決 

 20 

  3 

 
請 

願

  4
請 

願

採　　　択 

不　採　択

継 続 審 査

  1 

  3 
  0

 計  231 計 231
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企画政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　 25企画費

 

第六次宮崎市

総合計画策定

事業

千円 

6,418 

 

 

　令和7年度を始期とする第六次宮崎市総合計画を策定するため、宮崎

市総合計画審議会などの多様な主体と協議・検討を行った。 

　また、策定に係る業務を円滑に遂行するため、策定支援業務を委託

した。 

 

〇業務委託の概要 

　名　　称　第六次宮崎市総合計画策定支援業務 

　受 託 者　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

　契約金額　12,000,000円(うち、令和5年度支払額　5,500,000円) 

　契約期間　令和5年7月26日～令和7年3月31日 

　内　　容　 

　・策定に向けた若者・若手職員ワークショップの企画立案・実施 

　・基本構想・基本計画素案の策定支援　など

  

チャレンジ政

策提案事業

 

4,126 

 

 

　社会情勢の変化により多様化する行政課題に対応するため、市政に

関する懸案事項や各課の課題解決に係る先進地視察等を実施し、新規

事業の構築や具体的な取組等を推進した。 

 

 (実績) 

　・先進地視察等の延べ実施件数　　　　　　32件

  

国・県への提

言事業

 

452 

 

 

　令和6年度の国・県の予算編成に向けて、市政の主要な課題の解決を

図り、総合的かつ計画的な行政運営を推進していくため、関係機関に

対して機会を捉えて提言・要望活動を行った。 

 

 (実績) 

　・国に対する要望　令和5年5月30日～31日 

　・県に対する要望　令和5年8月17日 

  

みやざき成長 

戦略推進事業

 

1,050 

 

 

　本市の経済成長を戦略的に推進するため、「みやざき成長戦略会

議」(座長:市長)を開催し、地域経済に造詣の深い専門家の提言を受け

るとともに、市長、副市長及び関係部長との意見交換を行った。 

  

(実績) 

　・「みやざき成長戦略会議」の開催　　　　 7回 

  

市制１００周

年記念都市ブ

ランド推進事

業

 

8,159 

 

 

　市制１００周年を迎える本市の魅力や地域資源の認知度向上を図る

ため、愛着や誇りが高まるロゴマークを作成した。また、官民一体と

なって都市のブランディングを促進するため、様々な場面でロゴマー

クが活用されるよう周知に取り組んだ。 

 

 (内容) 

　・ロゴマークの作成および公表イベントの開催 

　・ロゴマークＰＲ動画の作成　など 
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企画政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   

地方創生・広

域連携推進事

業 

千円 

747 

 

 

　「第２期宮崎市地方創生総合戦略」、「第２期みやざき共創都市圏

ビジョン」及び「第五次宮崎市総合計画」における取組の実効性を高

めるため、産官学金労言の代表者からなる「宮崎広域連携推進協議

会」等を開催した。 

　協議会等においては、これまでの取組についての評価・検証を行う

とともに、総合戦略等の改訂を行った。 

 

 (実績) 

　・宮崎広域連携推進協議会等の開催 

　　　宮崎広域連携推進協議会　　　　　　　 2回 

　　　宮崎広域連携推進協議会専門部会　　　 2回 

　　　宮崎市総合計画審議会　　　　　　　　 3回(書面会議:1回) 

　　　宮崎市総合計画策定・推進会議専門部会 8回(書面会議:1回) 

  
地域経済循環

分析事業

 

3,740 

入　　　3,740 

 

 

 

 
　地域経済の現況を把握し地域経済の活性化に役立てるため、学術的

な視点から、本市経済構造の実態分析・点検を委託した。 
 
〇業務委託の概要 

　名　　称　宮崎市産業連関表及び宮崎市中心市街地産業連関表を 

基にした地域経済構造分析と政策検討 

　受 託 者　国立大学法人宮崎大学 

　契約金額　9,350,000円(うち、令和5年度支払額　3,740,000円) 

　契約期間　令和4年6月1日～令和6年3月31日 

　内　　容　・統計データ分析 

　　　　　　・事業者及び市民向けアンケートの実施 

　　　　　　・本市及び本市中心市街地の産業連関表の作成 

　　　　　　・本市及び本市中心市街地の経済構造分析に関する概 

況レポート及びシミュレーションツール(経済波及効 

果分析等)の作成

  
Ｇ７宮崎農業

大臣会合開催

支援事業

 
25,545 

 

 
　「Ｇ７宮崎農業大臣会合」に向け、県、市及び関係団体等で構成さ

れた「Ｇ７宮崎農業大臣会合協力推進協議会」に対し負担金を支払う

とともに、開催に向けた取組を実施した。 

 

　事業期間　令和4年度と令和5年度の2か年 

　負 担 金　令和4年度　19,128千円、令和5年度　25,282千円 
 
〇Ｇ７宮崎農業大臣会合概要 
　会　　期　令和5年4月22日～23日 
　会　　場　シーガイアコンベンションセンター 
　視 察 先　宮﨑神宮、マンゴー園地、県立宮崎農業高等学校
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企画政策課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　65東京 

　　事務所 

　　管理費

 
首都圏シティ

セールス推進

事業

千円 

2,308 

 

 

 
　宮崎物産の販路拡大や本市への観光・移住等による交流・関係人口

の拡充及び企業等との公民連携の促進を図るため、首都圏を中心とし

たシティセールス活動に取り組んだ。 
 
 (主な実績) 
　・シティセールスイベント　　　　　　　　 7件 
　・市産品の販路開拓　　　　　　　　　　　 4件 
　・公民連携・企業誘致　　　　　　　　　　11件

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　76大学費

 

宮崎公立大学

運営費等交付

事業 

 

660,848 
財　　　5,193 
入　　 16,666 

 

　公立大学法人宮崎公立大学の適正な運営を図るため、法人の設立団

体として、業務運営に必要な経費の交付や、国の修学支援新制度に伴

う授業料等の減免に要する費用の支弁を行った。 

 

 (実績) 

　・運営費交付金の交付　　　　　 644,182,000円 

　・施設整備費の補助　　　　　　　16,666,000円 

　　　補助内容:研究講義棟受変電設備更新工事 

  

宮崎公立大学 
運営管理事業

 
200 

 

 

　公立大学法人宮崎公立大学の設立団体として、大学の指導・監督、

業務実績に関する評価等を行った。 

 

 (実績) 

　・評価委員会 

　　　開催回数　　　　　　　　　　　　　　 3回 

　　　主な内容　前年度の業務実績及び第３期中期目標の期間の 

　　　　　　　　終了時に見込まれる業務実績の評価 

  
学術研究等支 
援事業 

 

1,814 

入　　　1,814 

 
　市民の教育・文化及び本市の産業の発展並びに地域の国際化の推進

等に寄与するため、宮崎公立大学が行う地域の発展に貢献する学術研

究や国際交流事業等に対して支援を行った。 

 

 (実績) 

　・国際交流事業助成　　　　 2件 

  

地域貢献学術 
研究助成事業

 

3,091 

入　　　3,091 

 

 

　地域課題や行政課題の解決につなげるため、優れた知識や人材等を

有する市内の大学等が行う地域貢献やまちづくりに資する調査・研究

等に対して助成を行った。 

 

 (実績) 

　・地域貢献学術研究助成　　 3件
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秘　書　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　15広報費

 

視覚障がい者

に対する広報

事業

千円 

1,290 

国　　　　342 

県　　　　171

 

　視覚に障がいのある市民へ市政に関する情報を提供するため、点字

版広報紙やＣＤによる広報を行った。 

 

 

 (実績) 

　・声の広報(毎月1回発行)　　　　ＣＤ、80枚/月 

　・点字広報(毎月1回発行)　　 Ｂ５判、100部/月 

　【補助率】制度(上限):国1/2 県1/4、実績:国26.6％ 県13.3％ 

  

新聞・テレビ 

・ラジオ等に

よる広報費

 

18,290 

 

　より多くの市民へ市政に関する重要施策などを知らせるため、新聞

やラジオ、ＳＮＳなどの様々な媒体を活用した広報を行った。 

 

 (実績) 

　・新聞広告市政だより(宮崎日日新聞、朝日新聞、読売新聞、毎日新

聞)、毎月第1日曜日掲載 

　・新聞広告　7回、雑誌広告　1回 

　・ラジオ広報 

　　　ＭＲＴラジオ「宮崎市役所です。こんにちは」、毎週金曜日 

　　　エフエム宮崎「宮崎市政スポット」、第1・3・5火曜日 

　　　宮崎サンシャインエフエム「宮崎市からのお知らせ」、毎週金

曜日 

　・宮崎ケーブルテレビ、毎月1回更新、17回リピート放送 

 

 (ＬＩＮＥ 登録者(友だち)実績数) 

　　令和4年3月31日　　　　　　　　　　 9,349人 

　　令和5年3月31日　　　　　　　　　　23,235人 

　　令和6年3月31日　　　　　　　　　　35,883人 

  

市広報みやざ

き及びＳＮＳ

活用による情

報発信事業

 

53,427 

諸　　　3,013 

 

　市政に関する情報やお知らせなどを広く市民に周知するため、市広

報みやざきを毎月1回発行した。 

 

 (実績) 

　・市広報みやざき(毎月1回発行)　　Ａ４判、32頁 

　・インスタグラム(平日は1日1回以上投稿) 

  

宮崎市写真ア

ーカイブサイ

ト構築運用事

業

 

2,098

 

　市制１００周年に向けて郷土愛を醸成するため、市が保管する写真

データを掲載する写真アーカイブサイトをホームページ内に構築し

た。 

 

 (実績) 

　・掲載写真数　　　　　　　　　　　　 1,016枚 

  

広聴事務管理

費 

 

 

 

 

 

 

 

289 

 

 

 

 

 

 

 

 

　市民意識を把握する手段の一つとするため、「宮崎市政モニター」

を設置し、意見の集約を行った。 

 

 (実績) 

　・モニター数　　　　　　　　　　　　　 203人 

　・アンケート実施数　　　　　　　　　　 　3回 
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秘　書　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

コールセンタ

ー運営事業

千円 

47,767 

 

 

 

　市民サービスの向上及び業務の効率化を図るため、宮崎市コールセ

ンターにおいて、各課に対する一般的な問合せを一元的に対応した。 

 

 (主な実績) 

　・電話受付件数 

 

 

　・ＦＡＸ受付件数　　　　　　　　　　　 103件 

　・メール受付件数　　　　　　　　　　 4,335件 

　・コールセンター完結率　　　　　　　 97.21％ 

　　※指定入電…担当課等を指定され、電話を転送したもの 

　  ※コールセンター完結率…全ての問合せのうち、コールセンター 

で説明を完結させた割合 

  

宮崎市史編さ

ん推進事業

 

1,060 

諸　　　　 11

 

　先人たちが積み重ねてきた歴史を、市民の財産として後世に引き継

いでいくため、宮崎市史編さん基本計画を策定するとともに、庁内資

料の収集及び調査を行った。 

 

 (主な実績) 

　・専門家の意見聴取のための会議の開催　　 2回 

　・宮崎市史編さん委員会の開催　　　　　　 1回 

　・行政資料の収集及び調査 

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　35情報 

　　管理費

 

ホームページ

運用事業 

 

7,432 

諸　　　　419

 

　市民の利便性の向上を図るため、行政情報等を適時かつ的確に発信

できるホームページを運用した。 

 

 (実績)ページビュー数 

　・令和5年度　　　　　　　　　　 13,660,959件 

　・令和4年度　　　　　　　　　 　17,007,374件 

　・令和3年度　　　　　　　　　　 18,021,017件 

 

〇令和5年度　閲覧数上位のページ 

　１　トップページ　　　　　　　　　　　　　　 1,489,047件 

　２　公共施設予約案内システム　　　　　　　　　 142,752件 

　３　エコクリーンプラザみやざきへの持込み 

(直接搬入)について　　　　　　             135,430件 

　４　令和5年度「家庭ごみ・資源物収集日程表」　　113,301件 

　５　宮崎市新型コロナ・物価高騰等経済対策 

　　　プレミアム付商品券について　　　　　 　　　109,929件 

 

　その他、季節ごとの特集サイト作成や新型コロナウイルス感染症に

関する情報発信を行った。 

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　66国際 

　　交流費

 

宮崎市国際交

流協会支援事

業

 

12,662

 

　多文化共生社会実現のため、国際理解の推進や外国人住民支援等に

取り組む宮崎市国際交流協会への補助を行った。

 区分 問合せ 指定入電 要望・苦情

 件数 38,606件 104,419件 118件

 割合 24.97％ 67.54％ 0.08％

 区分 通報 申込み その他 計

 件数 140件 7,786件 3,535件 154,604件

 割合 0.09％ 5.04％ 2.28％ 100.00％
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秘　書　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

国際交流員招

致事業

千円 

821 

諸　　　　229 

 

　市民の国際理解や異文化交流を進めるため、国際交流員1人を招致

し、交流事業の企画運営、通訳、翻訳業務のほか、宮崎市国際交流協

会事業への助言・参画等を行った。 

 

〇国際交流員の概要 

　・出 身 国　アメリカ合衆国 

　・活動実績　翻訳対応:18件、派遣回数:18件 

  

海外姉妹都市

等交流支援事

業

 

 9,379 

 

　市制６０周年を迎えた米国バージニアビーチ市の公式行事への参加

に併せて、ウァキガン市へ表敬訪問を実施したほか、韓国報恩郡とは

オンラインでの中学生交流を行い、さらなる友好を深めた。 

 

 (主な実績) 

　・米国バージニアビーチ市制６０周年の公式行事参加のため、市

長、議長を含む訪問団を派遣。併せてウァキガン市へ表敬訪問。 

　　実 施 日　令和5年7月8日～14日 

　　派遣人数　8人 

 

　・韓国報恩郡との中学生交流事業(オンライン) 

　　実 施 日　令和5年8月3日、4日 

　　交流人数　11人(宮崎市5人、報恩郡6人) 

  

報恩郡姉妹都

市盟約３０周

年記念交流事 

業 

 

 1,161 

 

　韓国報恩郡との更なる交流促進を図るため、姉妹都市盟約締結３０

周年記念として、報恩郡訪問団の受入等を行った。 

 

 (主な実績) 

　・韓国報恩郡の郡守、議長を含む訪問団の受入 

　　実 施 日　令和5年11月15日～11月17日 

　　人　　数　11人(報恩郡11人) 

　・パネル展の実施 

　　期　　間　令和5年7月26日～8月7日 

　　場　　所　宮崎市立図書館2階 

  

外国人住民支

援事業

 

1,164 

 

　外国人住民にとって暮らしやすい宮崎市を実現するため、多文化共

生の推進に関する様々な取組を行った。 

 

 (主な実績) 

　・災害時多言語コールセンター設置事業 

　　外国人住民が、災害発生時に必要な情報を迅速・正確に収集でき

るよう、災害時多言語コールセンターを設置。 

　　設置回数　12回 

　・外国語ホームページ改修事業 

　　現行の外国人住民向けホームページに「ベトナム語」と「やさし

い日本語」のページを追加。 

　・宮崎市国際交流協会機能充実事業 

　　宮崎市国際交流協会が実施する外国人住民支援事業の更なる充実

に係る経費を助成。 
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秘　書　課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

外国人住民向

け生活オリエ

ンテーション

動画等作成事

業

千円 

5,607 

県　　　　481

 

　外国人住民が生活に必要な情報を手軽に入手できる環境を整備する

ため、生活情報や行政手続き、防災などの情報を集約した、「生活ガ

イド」を作成した。 

 

 (主な実績) 

　・生活ガイド(冊子) 

　　作成言語　英語、中国語、韓国語、ベトナム語 

(全ての言語にやさしい日本語を併記) 

　　媒　　体　冊子及び電子版 

　　用　　途　市民課及び各総合支所窓口等で配布 

　・生活ガイド(動画) 

　　作成言語　英語ナレーション(中国語、ベトナム語等の字幕付) 

　　用　　途　動画配信サイトでの公開 

  

ウクライナ避

難民支援事業

 

300 

 

 

 

　ロシアによるウクライナ侵攻により、宮崎市に避難してきたウクラ

イナ避難民の生活の安定を図るため、生活支援金の支給等行った。 

 

 (主な実績) 

　・生活支援金支給実績　　 1世帯、300,000円 

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　67国内都市 

　　交流費

 

国内姉妹都市

等交流事業

 

1,320 

諸　　　　244

 

　国内の姉妹都市及び有縁都市との交流継続のため、行政間交流や青

少年交流等を実施した。 

 

 (主な実績) 

　・宮崎市・大仙市中学生交流事業 

　　実 施 日　令和5年12月25日～27日 

派遣人数　12人(中学生9人 外 引率者3人) 
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   デジタル支援課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

 10総務 

 　管理費 

　35情報 

　　管理費

 

ＤＸ人材育成

事業 

千円 

6,213 

 

 

 

　 

　職員のＤＸに関する知識向上及び技術習得のため、ＤＸ人材育成研

修を実施した。 

　また、デジタル技術による全庁的な課題解決に向けて、情報政策部

門職員の知識向上を図るため、業務委託により外部ＩＴ人材を活用し

た技術支援を実施した。 

 

 (主な実績) 

　・一般職員向け研修 

　　開 催 日　令和5年12月21日、12月22日 

　　参 加 者　各課のデジタル化推進員　　　　 140人 

　・ＤＸ・情報政策部門職員向け研修 

　　開 催 日　令和6年2月1日、2月2日 

　　参 加 者　デジタル支援課及び情報政策課職員　20人 

　・ＤＸ技術支援業務委託 

　　委託期間　令和5年10月1日～令和6年3月31日 

　　対 象 者　デジタル支援課及び情報政策課職員 
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　都市戦略局都市戦略課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　11財政 

　　管理費 

 

 

 

 

公共施設経営

システム運用

事業 

 

千円 

799 

 

 

　宮崎市公共施設等総合管理計画に基づき、施設評価を実施し、市民

満足度の向上を図るため、公共施設の情報を迅速かつ効率的に管理・

活用するためのシステムを運用した。 

 

〇システムの機能 

　・情報管理機能 

　　建物及び土地の面積、建設費、部材、維持管理費、劣化度、 

　　工事履歴など 

　・経営分析機能 

　　施設評価、修繕更新費用の推計、保全計画など 

 

  

公共施設使用

料検討事業

 

24

 

　受益者負担を原則とする統一的な使用料の設定を検討するため、令

和4年度に設置した、有識者や関係団体の代表者等による「公共施設使

用料の見直しに関する市民検討会」を開催し、市民検討会の意見を踏

まえ、全庁的な使用料の見直しを行った。 

 

 (実績) 

　・市民検討会　　　1回開催(4月)※令和4年度3回開催 

　・見直した施設　　83施設 

 

  

物販施設経営

分析事業

 

5,599

 

　指定管理制度導入施設のうち、物販施設の今後の方向性を検討する

ため、総務省「地域力創造アドバイザー制度」を活用し、専門家によ

る現状分析、市場調査、売上げ予測等の経営分析を実施した。 

 

 (実績) 

　・道の駅フェニックス、交流プラザきよたけ 

 

  

公民連携によ

る公共施設マ

ネジメント推

進事業

 

7,006

 

　民間主導型の公民連携事業を加速させ、地域経済の成長を目指すた

め、公民連携事業アドバイザーの視点を加え、公共施設の課題の再整

理や事業構築の検討を行った。 

 

 (主な実績) 

　・公民連携事業アドバイザリー業務委託　6,633,000円 

 

  

15総務費 

 10総務 

　 管理費 

　25企画費

 

総合交通対策

事業 

 

 

7,538 

 

 

空港・港・鉄道の整備促進や、各交通機関の利用促進を図るための

事業費、各種協議会の運営費を負担した。 

 

 (主な実績) 

　・ＪＲ日南線利用促進連絡協議会　　　　1,163,000円 

　・宮崎県ポートセールス協議会　　　　  1,200,000円 

　・宮崎県鉄道整備促進期成同盟会　　　　   71,600円 

　・「空の日」「空の旬間」開催負担金　　　150,000円 

　・「ＭａａＳ」実行委員会負担金　　　　　500,000円 

　・宮崎空港振興協議会　　　 　　　　　 3,860,000円
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都市戦略局都市戦略課  

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

宮崎みなとま

つり開催事業

千円 

5,800 

 

　人流・物流及び産業振興の拠点として大きな役割を担っている宮崎

港を県内外へＰＲし、港の利用促進を図るため、「宮崎みなとまつり

２０２３」の開催を支援した。 

 

 (主な実績) 

　・開 催 日　令和5年5月5日 

　・場　　所　宮崎港(国際観光船バース) 

　・事業内容　「フェリーろっこう」船内見学 

　　　　　　　「ＲＯＲＯ船ＨＡＫＫＯひなた」船内見学 

　　　　　　　物産展、ステージイベントほか 

　・実施主体　宮崎みなとまつり実行委員会 

　・来場者数　約25,000人 

 

  

宮崎港振興協

会運営事業

 

1,000 

 

　物流機能の充実と宮崎港の一層の利活用を図るため、港湾関係企

業、荷主である農業、商工業、観光業等の企業及び行政で構成する宮

崎港振興協会の宮崎港の利用促進を図る取組を支援した。 

 

 (主な実績) 

　・各種イベントで配布するノベルティグッズの作成 

　・宮崎県港湾セミナーでのＰＲブース出展 

　・協会ホームページでの情報発信ほか 

 

  

ＯＮＥ　ＫＹ

ＵＳＨＵサミ

ット２０２４

開催支援事業

 

500 

 

　都市部事業者や宮崎の地元事業者、学生、市民、行政が交流できる

場を創出し、公民連携の機運醸成を高めるため、「ＯＮＥ ＫＹＵＳＨ

Ｕサミット」の宮崎開催を支援した。 

 

 (主な実績) 

　・開 催 日　令和6年1月12日 

　・場　　所　宮崎市民プラザオルブライトホール 

　・参加者数　302人 

 

  

宮崎港物流活

性化支援事業

 

910 

 

　港の利用促進と物流の効率化を図るため、宮崎港の定期航路を利用

する輸送業者に対して、一ツ葉有料道路の通行料金を助成した。 

 

 (実績) 

　・助成期間　令和5年4月～令和6年3月 

　・利用台数　5,996台 

　・助 成 額　150円/台(上限300,000円/社) 

 

  

宮崎ブーゲン

ビリア空港国

際航空貨物輸

出支援事業

 

70 

 

 

　国際貨物の集貨と本市産業の海外展開を図るため、宮崎ブーゲンビ

リア空港を利用して海外輸出を行う市内事業者に対して、輸送経費を

助成した。 

 

 (実績) 

　・期　　間　令和5年4月～令和6年3月 

　・件　　数　35件 

　・助 成 額　貨物重量:30円/㎏、手数料:15,000円(上限) 
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都市戦略局都市戦略課  

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   

コミュニティ

交通運営支援

事業 

 

千円 

12,301 

 

 

　日常生活に必要な交通手段の確保を図るため、地域で組織する任意

団体が運営するコミュニティ交通の運行経費の一部を助成した。 

 

　【補助内容】 

　　運行経費の2/3以内、または運行欠損額のいずれか少ない額 

 

 (実績) 

 (１)北地区 

　　運営主体　北地区あやめ号運行協議会 

　　補 助 額　875,350円 

　　利用者数　522人 

 

 (２)木花地区 

　　運営主体　木花地域乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　578,989円 

　　利用者数　708人 

 

 (３)高岡地区 

　　運営主体　高岡地区乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　5,000,000円 

　　利用者数　6,229人 

 

 (４)田野地区 

　　運営主体　田野地域乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　2,920,020円 

　　利用者数　4,100人 

 

 (５)佐土原地区 

　　運営主体　佐土原地区乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　889,726円 

　　利用者数　1,369人 

 

 (６)住吉地区 

　　運営主体　住吉地区乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　1,267,552円 

　　利用者数　2,336人 

 

 (７)生目地区 

　　運営主体　生目地区乗合タクシー運行協議会 

　　補 助 額　769,329円 

　　利用者数　684人 

  

地方バス路線

存続支援事業

 

59,811 

 

 

 

　地域住民の日常生活に必要な路線バスの運行を維持するため、バス

事業者に対し運行経費の一部を助成した。 

 

 (実績) 

　・地域間幹線系統 　13路線　29,387千円 

　・一般バス路線　 　11路線　30,424千円 

 

 

 

 

 

 

-52-



都市戦略局都市戦略課  

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

 

移住・定住支

援事業 

 

 

千円 

115,900 

県　　 86,475

 

　東京一極集中の是正、県外から市内への移住促進及び地方の担い手

不足対策のため、県と連携して、地方創生推進交付金等を活用した移

住支援(移住支援金の支給)を行った。 

 

　【補助率】制度:県3/4(国1/2 県1/4又は県3/4) 

　　　　　　実績:県3/4(国1/2 県1/4又は県3/4) 

 (実績) 

　・世帯(100万円)　　　　　　　　　　　　 61件 

　・子育て加算　旧制度(30万円)　6件、新制度(100万円)　27件 

　・単身　　　　旧制度(60万円) 39件、新制度(30万円)    9件 

　

  

宮崎ふるさと

愛寄附金推進

事業 

 

4,279,219 

寄　4,278,851 

入　　　　368 

 

　自主財源を確保するため、個人版ふるさと納税においては、寄附に

対する返礼品の充実と、積極的なＰＲを行った。企業版ふるさと納税

においては、本市と繋がりのある企業へ積極的なＰＲを行った。 

 

 (実績) 

  

長距離フェリ

ー輸送力拡大

支援事業

 

12,000 

 

　長距離フェリー航路の維持・存続を図るため、長距離フェリーの利

用促進を図る取組を支援した。 

 

 (実績) 

　・旅客対策支援　　　 　　　　　　3,000,000円 

　・貨物対策支援　　　　　　　　　 7,000,000円 

　・新船広報支援　　　　　　　　　 2,000,000円 

  

宮崎ブーゲン

ビリア空港路

線回復事業

 

3,458 

国(交)　3,000

 

　航空需要及び空港路線の回復を図るため、国際線の要望活動、国際

線定期便の早期再開に関する経費を支援した。 

 

 (実績) 

　・ソウル線の早期再開に関する要望活動、運航経費支援 

  

宮崎市移住セ

ンター運営事

業

 

11,433 

県　　　　716 

 

　本市への移住・定住を促進するため、移住センターを設置し、住ま

いや就労等の移住関連相談の対応や情報発信を行ったほか、大都市圏

在住の移住を検討している方を対象としたＰＲイベントを実施した。 

 

　【補助率】制度:県1/2以内(上限1,500千円) 

　　　　　　実績:県15.8%(建築住宅課所管事業分を含む)  

 (実績) 

　・移住相談受付件数　　　　　　 　　　1,826件 

　・移住者数(世帯数)　　　　　　 　　　　455人(239世帯) 

　　(平成27年度～令和5年度累計)　 　　 1,668人(916世帯) 

　・移住ＰＲイベント開催　　　　　 　　　 10回 

  

長距離フェリ

ー旅客需要回

復支援事業

 

33,260 

国(交) 33,260 

 

　宮崎港を発着する長距離フェリーの旅客需要の回復を図るため、燃

料価格高騰の影響で旅客料金に上乗せされている燃料調整金を割引く

ための取組を支援した。 

 内訳 寄附件数 寄附金額

 個人版ふるさと納税 432,406件 8,192,008,536円

 
企業版ふるさと納税 31件

134,696,285円 

(現物寄附を含む)
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総務法制課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

   管理費 

  10 一般 

    管理費

 

例規集データ

ベース事務費

千円 

2,931

 

本市の法律関係業務を円滑かつ効率的に行うため、庁内ＬＡＮの例

規集システムを適切に維持管理するとともに、逐次最新の情報に更新

した。 

　また、本市の例規内容を広く市民に提供するため、ホームページに

掲載している例規集を逐次最新の情報に更新した。 

  

人権啓発推進

事業

 

  2,547 

 

１　児童虐待防止講演会 

　子どもの権利について学ぶ機会を持ってもらうとともに、子どもの

健やかな育ちを支えるために私たちに何ができるのかを考えるため、

子ども家庭支援課との共催により実施した。 

 

　日時：令和5年11月9日 

　　　　令和5年11月10日～令和5年11月22日　※アーカイブ配信 

　　　　令和5年11月29日～令和5年12月22日　※新規採用職員等研修 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(動画視聴) 

　会場：宮崎市民プラザ　ギャラリー１ 

(ＹｏｕＴｕｂｅによるライブ配信あり) 

講演：第一部　子どもの育ちを支えるために私たちができること　 

　　　　　　　　講師：髙祖　常子　氏 

　　　　第二部　子どもの意見を聞くために私たちができること 

　　　　　　　　講師：髙祖　常子　氏、甲斐　英幸　氏 

　参加者数：349人 

 

２　ふれあい映画祭 

8月の人権啓発強調月間行事の一環として、人権に関する映画鑑賞会

を開催し、人権意識の普及高揚を図った。 

　※8月7日に開催する予定だったが、台風6号の接近に伴い、12月に延

期となった。 

　 

　日時：令和5年12月25日 

　会場：宮崎市民文化ホール　大ホール 

参加者数：434人 

　　 

３　いきいきふれあいリレー啓発展 

人権問題に対する理解と認識をより一層深めるため、人権啓発パネ 

ルの展示と資料配布を行った。 

 

　期間：令和5年10月18日～令和5年10月30日 

　会場：宮崎市立図書館 

　来館者数：9,903人 
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人　事　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

10 一般 

管理費

 

職員研修費

千円 

20,341 

諸　　　5,485 

 

　職員の資質向上を図るため、各種研修を実施した。 

・集合研修…4,431人(基本研修 1,095人、特別研修 3,336人) 

・派遣研修…国、県、海外、各種研修機関 

466人(宮崎県市町村振興協会主催研修派遣 313人を含む) 

・職場研修…14,448人(公務員倫理研修 3,097人を含む) 

・自己研鑽奨励制度…30人 

・防災士資格取得奨励制度…4人　　(※受講者数は延べ人数で計上)

  
職員採用試験

事務費

 

8,296 

 

優秀な人材の確保を図るため、公募による採用試験を実施した。

  種類 ○第一次試験日／□職種 申込者 採用者

 ①大卒程度 ○令和 5年 4月 6日～4月 16 日 

□既卒者特別枠(一般事務・土木・建築・電気・機械)

700 人 91 人 

 ○令和 5年 4月 13 日～23 日 

□一般事務Ⅰ、一般事務(法律)、一般事務(デジタル) 

□技術職(土木、建築、電気、機械、化学) 

□福祉専門職 

□免許資格職(保健師、獣医師、薬剤師)

 ○令和 5年 5月 10 日～5 月 15 日、6 月 18 日 

□一般事務Ⅱ

 ○令和 5年 8月 30 日～9 月 10 日 
□社会人枠(一般事務、土木、建築、機械、福祉専門職) 
□法律専門職

 ○令和 5年 11 月 9日～11 月 19 日 
□任期付職員(福祉専門職)

 ○令和 6年 2月 13 日 

□任期付短時間勤務職員(医師)

 ○令和 5年 9月 17 日 
□消防Ｃ

32 人 3人

 ②短大卒程度 ○令和 5年 4月 13 日～23 日 

□一般事務Ⅲ　 
□技術職(土木、建築、電気、機械) 
□免許資格職(保育士・幼稚園教諭)

57 人 5 人

 ○令和 5年 9月 17 日 

□消防Ｂ　□消防Ｄ(救急救命士)
23 人 4 人

 ③高卒程度 ○令和 5年 5月 14 日 
□任期付短時間勤務職員(福祉関連窓口)

139 人 25 人

 ○令和 5年 9月 16 日 
□障がい者対象(一般事務)

 ○令和 5年 8月 30 日～9 月 5 日、9月 17 日 

□一般事務Ⅳ　□技術職(土木、建築)

 ○令和 5年 11 月 9日～11 月 19 日 
□任期付職員(一般事務)

 ○令和 5年 9月 17 日 
□消防Ａ

35 人 3人

 【一般計】申：①700 人 ② 57 人 ③139 人 

　　　　　　　　　　　　採：① 91 人 ②  5 人 ③ 25 人
896 人 121 人

 【消防計】申：① 32 人 ② 23 人 ③ 35 人 

         　　　　　　　 採：①  3 人 ②  4 人 ③  3 人
90 人 10 人

 【総  計】申：①732 人 ② 80 人 ③174 人 

採：① 94 人 ②  9 人 ③ 28 人
986 人 131 人
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人　事　課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

人事給与関連

システム包括

委託事業

千円 

374,494 

 

事務の効率化を図るため、人事関係データと給与支給に必要な届出

等をシステム化した人事給与システム及び庶務事務システムの運用管

理、給与支給と福利厚生の事務をあわせて委託した。 

また、次期システム（Ｖ３）へのバージョンアップや定年引き上げ

に対応するため、人事給与システム及び庶務事務システムに必要な改

修を行った。 

  

健康管理費

 

       20,636 

 

職員の健康管理に配慮し、疾病の予防、早期発見及び早期治療に資

するため、各種健康診断及びワクチン接種を実施した。 

 

健診種別数 ………… 定期健康診断ほか16種別 

ﾜｸﾁﾝ接種数 ………… Ｂ型肝炎予防接種ほか5種別 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

受診延べ人数 ……… 6,497人 

  

職員互助会厚

生費補助

 

33,454 

 

職員の福利厚生の充実を図るため、ボウリング大会等のレクリエー

ションの実施や、人間ドック受検に係る助成などを行い、職員の健康

づくりと元気回復につなげた。
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市役所改革推進課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

10 一般 

管理費 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

コンプライア

ンス推進事業 

 

千円 

1,113 

 

 
 

 

市民の信頼と期待に応える市政運営を展開するため、専門知識を有

するコンプライアンス推進参与から、市役所改革推進委員会等におい

て、本市のコンプライアンス推進への指導・助言を得た。 

 

(実績) 

　・市役所改革推進委員会ほか年 5回(4 月、6月、8 月、11 月、2 月) 

主な内容：コンプライアンスに関する講話、グループワーク等 

 

  

職員の意識向

上(自己研鑽)

推進事業 

 

 

40 

 

 
 

 

職員の自己研鑽を促進するため、職員に外部講師による講演等への

参加機会を提供した。 

 

(実績) 

・実施回数：2 回（延べ当日参加者数 210 人） 

 

  

職員の働き方

改革推進事業

(ＢＰＲ調査) 

 

 

24,940 

 

 
 

 

業務の抜本的な見直しによる人的資源配分の最適化を図るため、全

庁的な業務量調査を行い、現状を可視化することで、課題を把握・抽

出するとともに、個別具体の業務における改善策を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 講師 開催日 当日参加者数

 青山社中株式会社　筆頭代表 

CEO　朝比奈　一郎　氏

7月 27 日 70 人

 別府市　長野　恭紘　市長 1月 15 日 140 人
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情報政策課 

 

 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

35 情報 

管理費

 

庁内行政情報

ネットワーク

事業 

千円 

159,977 

諸　　　3,215 

　 

　庁内ネットワークや情報の共有を行うグループウェア等の安定稼動

を図るため、関連機器や通信回線の適正管理及び保守を行った。 

 

  

サンシャイン

コミュニティ

システム運用

事業 

 

103,207 

財　　　2,040 

諸　　　1,576 

 

　　 　  

 

　市のインターネット環境を管理するサンシャインコミュニティシス

テム等の安定稼動を図るため、関連機器や通信回線の適正管理及び保

守を行った。 

  

基幹系業務シ

ステム等運用

事業

 

617,416 

国 　 100,182

 

基幹系業務システム（住記・国保・税等）や福祉システム、戸籍シ

ステムの安定稼動を図るため、システムの運用管理、関連機器やソフ

トウェアの適正管理及び保守を行った。 

また、基幹系業務システムの標準化・共通化に係る調査や総合調整

を行った。 

(【国補助金】デジタル基盤開発支援補助金) 

  

個人番号利用

システム関連

事業 

 

16,822 

 

 

 

　国が整備する情報提供ネットワークシステムを介した他自治体等と

のスムーズな情報連携に対応するため、情報提供のための副本登録や

関連システムの改修を行った。 

  

財務会計シス

テム運用事業

 

228,780

 

財務会計システムの安定稼動を図るため、システムの運用管理、関

連機器の適正管理及び保守、並びにハードウェア・ソフトウェアの更

新を行った。 

  
ＴＶ受信障害

解消事業

 

3,542

 

　テレビ難視聴地域を解消するため、難視聴地域の住民で組織された

「テレビ共同受信施設組合」に対し、必要な設備の更新事業費の一部

を、補助金として交付した。 

 

〇令和 5 年度実績 

　野島共同テレビ組合（内海地区　77 世帯） 

  

住基ネット・

証明発行シス

テム等運用事

業 

 

20,955 

国(交) 20,955

 

　住民基本台帳ネットワークシステム及び各種証明等を発行する証明

発行システムの安定稼動を図るため、システムの運用管理、関連機器

の適正管理及び保守を行った。 

  

業務効率化推

進事業

 

103,410 

国(交) 31,356 

 

　行政のデジタル化を進め、業務の効率化と行政サービスの向上を図

るため、ＲＰＡの拡充や、第一宮銀ビル、第四庁舎、保健所への無線

ＬＡＮ環境構築、大型モニターの導入等を行った。 

  
クラウド利用

型庁内インフ

ラ整備事業 
 

 
5,807

 
職員の働き方改革やペーパーレスの推進のため、クラウド利用型統

合オフィスツール（Google Workspace）を導入し、クラウドベースで

業務ができる環境の構築を行った。 
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情報政策課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

個人番号カー

ド交付事業

千円 

20,077 

国　　 19,727

 

　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律」に基づき、ほぼ全ての市民にマイナンバーカードを保有し

てもらうため、マイナンバーカードの申請受付やカードの交付事務を

行った。 

(【国補助金】個人番号カード交付事務費補助金) 
 
　〇主な実績 

・個人番号カード交付数　32,857 枚 

・出張申請受付件数　268 件 

　（企業、福祉施設、個人宅等） 

  

マイナンバー

カード推進セ

ンター運営事

業 

 

13,189 

国　　 13,189 

 

 

 

　市民の利便性向上や窓口体制の強化による待ち時間短縮を図り、マ

イナンバーカードの推進体制を確立するため、令和 2 年 8 月に宮交シ

ティ 3 階に設置した臨時交付窓口において、平日夜間開庁や休日開庁

を実施した。 

(【国補助金】個人番号カード交付事務費補助金) 
 
　〇主な実績 

　・平日夜間開庁　234 日 

　・休日開庁　　　18 日 

　・対応件数　9,717 件(申請受付 679 件・交付受付 1,864 件等) 

  
マイナポイン

ト支援事業

 

　27,235 

国　　 27,235

 
国のマイナポイント事業の推進のため、市民に広く周知を行うとと

もに、マイナンバーカード交付窓口において予約・申込手続きの支援

を行った。 

(【国補助金】個人番号カード交付事務費補助金) 
 

〇主な実績 

　・ＳＮＳでの広報(6 回)、市広報誌での広報(6 回)等 

　・窓口における予約・申込支援者数　10,803 人 
 

※　マイナポイント事業は令和 5年 9月で終了 

  

15 総務費 

30 統計 

調査費 

15 受託　 

統計費

 

学校基本調査

事務費

 

110 

県        110

     

 

教育行政上の基礎資料を得るため、5 月 1 日を基準日として、学校

数、学級数、生徒数、教員数等に関する調査を実施した。 

(【県委託金】学校基本調査市町村交付金)  

  

統計調査員確

保対策費

 

103 

県        103　　　 

 

 

統計調査の調査員確保及び調査員への研修・表彰を実施した。 

　実施日　令和 6年 2月 15 日 

　研修会参加者　75 人 

宮崎市統計調査功績者表彰　3人 

(【県委託金】統計調査員確保対策事業委託費) 

  
漁業センサス

調査事務費

 
806 

県        806

 
　漁業の生産構造、就業構造及びその背景を明らかにし、水産行政諸

施策に必要な基礎資料を得るため、11月1日を基準として調査を実施し

た。 

（【県委託金】漁業センサス市町村交付金） 

  

住宅・土地統

計調査事務費

 

12,709 

県     12,709

 

　住宅及び土地等の保有状況やその実態について調査し、全国及び地

域別の住生活関連施策の基礎資料を得るため、10月1日を基準として調

査を実施した。 

（【県委託金】住宅・土地統計調査市町村交付金）
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契　約　課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳

 

施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

10 一般 

管理費

 

契約事務管理

費 

 

千円 

9,998 

使・手 　　1 

 

 

建設工事及び建設工事に係る委託業務について、契約締結に係る事

務を行った。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　※　随意契約を含む。 

 

 

 

 

 

物品の調達等について、契約締結に係る事務を行った。 

 

　※　端数処理(四捨五入)により合計の合わない箇所がある。 

 

  

電子入札管理

費

 

6,581
 

入札事務の効率化や入札参加者の利便性を図るため、建設工事及び

建設工事に係る委託業務の全入札を電子入札で実施した。 

 

○令和5年度 電子入札件数 :813件 

　※　入札不調等を除く。 

 

 

  

技術検査事務 

管理費

 

607 

　

 

土木工事、建築工事及び設備工事の完成・中間・出来高検査を実施

した。 

　                                                     　(件) 

 
 

  
土木工事積算

システム管理

費 

 

　8,541 

諸  　 1,635 

 

土木工事積算業務における庁内ＬＡＮを利用した積算システムの新

規導入を行い、新旧システムの機器の適正な管理や保守を行った。 

 

 契約件数 契約金額(千円)

 建設工事 623 15,048,212

 建設コンサル等 247 1,754,935

 合　計 870 16,803,147

 契約件数 契約金額(千円)

 報償費 6 1,169

 消耗品費 216 170,590

 修繕料 7 8,600

 印刷費 324 116,353

 医薬材料費 8 5,256

 原材料費 9 5,461

 備品購入費 319 660,091

 合　計 889 967,521

 
入札件数

一般競争 
入札

指名競争 
入札

合計

 建設工事 196 396 592

 建設コンサル等 0 221 221

 合　計 196 617 813

 完成検査 中間検査 出来高検査 合　計

 土木工事 201 33 2 236

 建築工事 52 30 1 83

 設備工事 94 21 2 117

 合　計 347 84 5 436
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管　財　課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

10 一般 

管理費 

 
公用車リース

事務費

千円 
76,680 

　　　      

　 

車両経費の削減と公用車管理事務の軽減を図るため、公用車のリー

スによる調達を実施した。 

なお、交通事故等における責任の明確化及び処理の迅速化等のた

め、令和元年度リース車からドライブレコーダーを(321台)搭載してい

る。 

　・令和5年度新規リース(74台) 
　

  
ＥＶ公用車整

備事業

 
21,297 

国(交) 19,792 
　　　   

 
　二酸化炭素の排出量削減、電気自動車導入や「ゼロカーボンシティ

みやざき」に向けた取組のＰＲを行うため、公用車の一部に電気自動

車の導入及び充電設備工事を行った。 
　 

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

11 財政 

管理費

 
地方公会計制

度運用事業

 

7,312 

財　　　3,745 

 

 
「統一的な基準に基づく地方公会計の整備」に関する国の通知に基

づき、資産や負債に関するストック情報等を把握するため、固定資産

台帳の更新を行うとともに、財政課と協力して令和 4 年度決算分につ

いて統一的な基準による財務書類の作成を行った。 
 
＜事業内容＞ 
・固定資産台帳システム運用 

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

20 財産 

管理費 

 

 

 

庁舎等改善費

 

158,898 

入 　　31,469 
債　　 64,900 
越　　　1,265

 

　行政サービスの向上と職場の執務環境の改善を図るとともに、適正

な維持管理を行うため、庁舎等の整備及び営繕を行った。 

　 

 

【令和4年度からの繰越事業】 

　・観光商工部執務室移転に伴う電話設備工事  　　　1,265,000円 
 
【令和6年度への繰越事業】 

　・清武総合支所受変電設備更新工事　　　　　 　　70,950,000 円  

  
佐土原町住宅

団地法面改修

事業

 

22,562 

財　　 11,158 
寄    　　780

 

昭和 40～50 年代にかけて造成した佐土原町域の住宅団地法面の安全

性を確保するため、補修工事、工損及び物件等調査算定業務等を行っ

た。 

 

＜主な工事等＞ 

・和田山団地　　法面補修工事　　　　　　　　　4,755,413 円 

・広瀬台団地　　工損及び物件等調査算定業務　　9,685,618 円 

　　　　　　　　物件移転補償金　　　　　　 　 6,261,513 円 

 事業内容 金額 補助率

 軽ＥＶ車両購入（7 台） 17,911,177 円 国：100％

 ＥＶ車両ラッピング（7 台） 1,881,000 円 国：100％

 充電設備設置工事 1,504,800 円 －

 主な工事等 金額

 佐土原総合支所受変電設備更新工事 41,712,000 円

 田野総合支所消火栓設備更新工事 11,572,000 円

 第四庁舎外壁改修工事（実施設計） 3,300,000 円

 赤江地域センター受変電設備更新工事 22,931,920 円
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新庁舎整備課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

10 一般 

管理費 

 
新庁舎執務環

境モデル事業

千円 
6,026 

 

　 

新庁舎の執務環境を検討するため、モデル的に一部先行して、フリ

ーアドレスの導入及び固定電話からモバイル機器への切替え等を実施

した。 

 

【事業内容】 

対象課（デジタル支援課・市役所改革推進課・新庁舎整備課） 

・フリーアドレスの導入 

・ＷＥＢ会議ブース等の設置 

　・スマートフォンの活用 

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

20 財産 

管理費 

 

 
 
 

 
新庁舎建設基

本計画策定事

業

 

37,957 

 
新庁舎の建設に向けて、基本構想の内容をさらに具体化し、導入す

る機能や事業手法など、設計に必要な条件を整理するため、整備方針

などをまとめた基本計画を策定した。 
 

【業務委託の概要】 
名　　称　宮崎市新庁舎建設基本計画策定業務委託 
受 注 者　㈱日本総合研究所 
金　　額　37,535,864 円 
期　　間　令和 5 年 6 月 30 日～令和 6年 3月 29 日 

  

新庁舎建設地

調査事業

 

14,209 

 
 

 

建設場所の地層の構成や土質、岩盤支持層までの深さ、敷地の高低

差などを把握し、杭打ちなどの基礎工事や防災対策を適切に実施する

ため、地質調査及び測量を行い、内容を基本計画へ反映させた。 

 

 

  
新庁舎コンス

トラクション

マネジメント

事業

 

7,260 

 
    

 

基本設計から実施設計までにおける設計の最適化やコスト管理など

を行うため、専門性の高いコンストラクションマネジメント事業者を

活用した。令和 5 年度は、基本設計の事業者選定支援業務として、事

業者公募条件の整理や仕様書の作成などを実施した。 

 

【業務委託の概要】 

名　　称　宮崎市新庁舎建設ＣＭ(コンストラクション・マネジメン

ト)業務委託(設計関係) 

受 注 者　明豊ファシリティワークス㈱ 

契約金額　107,030,000円(令和5年度支払額 7,260,000円) 

契約期間　令和5年12月25日～令和9年3月31日 

 
調査業務 金額

 
宮崎市新庁舎建設地地質調査業務委託 10,344,922 円

 
新庁舎建設現地測量業務委託 3,863,200 円

 
事業合計 14,208,122 円
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財　政　課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

11 財政 

管理費

 

事業評価推進

事務費

千円 

151 

 

 

１．事業評価制度の実施 

　　事務事業の改革改善を推進し、市長の政策判断(総合計画実施計

画・予算などの決定)の支援を行うことを目的に、「事業評価」を実

施した。 

　　また、公共事業について、対象事業を拡充し、すべての公共事業

（普通建設事業）を対象とした評価を実施した。 

・継続事業評価　681事業 

　　　　評価結果　継続548　見直し57　廃止76 

・新規事業評価　140事業 

　　　　評価結果　採択　　133　 不採択　  7 

 

２．事業評価制度定着化のための研修 

事業評価表の記入・点検の実務担当者である係長級職員等の評価

能力向上及び事業評価制度の定着化を図ることを目的に、「事業評

価制度定着化研修」を実施した。 

　　実施日数　2日(5月11日、12日)　受講者数66人 
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納税管理課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

15 徴税費 

10 税務 

総務費 

 

口座振替利用

促進事業

千円 

3,913 

県       　50 

諸　 　 3,163 

 

市税の納期内納付を推進するため、令和 5 年 1 月から開始した「Ｗ

ｅｂ口座振替受付サービス」の利用拡大に努めるとともに、金融機関

に協力を依頼し、窓口での口座振替の利用勧奨を行った。 

また、当初納税通知書に口座振替の啓発チラシを同封することで普

及拡大を図った。 

あわせて、長期間利用のない口座の登録抹消を進め、振替不能件数

の削減に努めた。 

 

口座振替納付状況 

  

15 総務費 

15 徴税費 

15 賦課 

徴収費 

 

滞納整理費 

 

　　　8,094 
県　　　2,428 
諸　　　2,838　

 

滞納状況の早期確認と、催告書の定期的な発送のほか、各地区担当

による速やかな催告により自主的な納付を促すとともに、納付に応じ

ない滞納者に対しては、財産調査や実態調査を行い厳正な滞納処分を

実施して収納率の向上を図った。 
 

 区分 

 

税目

振　替　納　付 振　替　不　能 合　　　　　計

 件数 税　　額 件数 税　　額 件数 税　　額

 市 県 民 税 40,727 2,367,926,392円 962 82,804,248円 41,689 2,450,730,640円

 固定資産税 270,337 11,603,275,300円 5,474 195,117,100円 275,811 11,798,392,400円

 軽自動車税 21,406 148,734,700円 560 4,275,300円 21,966 153,010,000円

 合　計 332,470 14,119,936,392円 6,996 282,196,648円 339,466 14,402,133,040円
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納税管理課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

収納対策事業 

千円 

194 

県 　　　　53 

諸　　 　 141

 

再三の納付催告に応じない滞納者や徴収困難事案に対応するため、

以下のとおり対策を強化し滞納解消等に努めた。 

・差押不動産の鑑定評価により適切な見積額を算定した上で公売を

実施し、滞納解消を図った。 

・捜索により差し押さえた動産を、公売により換価し滞納処分を実

施した。 

・外部団体が開催する研修に参加し、徴収能力の向上を図った。 

また、研修終了後に受講者が講師となる内部研修を実施し、収納

対策に携わる職員の知識や能力の底上げを図った。 

  

(１)差押 

 

(２)交付要求 

 

(３)捜索 

 

(４)公売 

 
区　分

不 動 産 動 産 債 権 等 合 計

 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

 
市　税

差押 125 67,236,177円 7 2,830,700円 913 287,768,800円 1,045 357,835,677円

 充当 4,721,690円 63,327円 88,411,865円 93,196,882円

 
区　分

不動産競売事件 破産事件 債 権 等 合 計

 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

 
市　税

交付要求 40 29,917,178円 80 21,579,900円 17 1,796,500円 137 53,293,578円

 充　当 5,128,138円 3,220,403円 0円 8,348,541円

 
区　分

捜 索 差　押

 件数 滞 納 額 物件数

 市　税 12 4,212,900円 80

 区　分 延べ物件数 内落札数 落札金額

 不動産 21 3 10,172,110円

 動　産 18 7 92,500円
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市 民 税 課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

15 徴税費 

　15 賦課 

 徴収費

 

諸税賦課事務 

費 

千円 

25,514 
諸　　　　243 

 

法人市民税・市たばこ税・事業所税・軽自動車税・入湯税及び鉱産税

の賦課業務を行った。 
 

１　軽自動車税納税通知書等作成業務委託　　　　　　  　7,756 千円 

　　　軽自動車税の当初課税の実施のため、納税通知書関係書類の印刷 
・封入を行った。 

 
２　軽自動車税における税制改正に伴うシステム改修等業務委託 

4,896千円 
　　　軽自動車税における税制改正(地方税法等)に対応するため、税に 
　　関する基幹システムの改修を行った。

 ＜令和5年度 諸税の状況＞ 

 

(１)法人市民税 

　※申告法人数の合計は令和5年度中に申告のあった法人の実数である。 

※端数処理のため、合計の税額とは一致しない。 

 
 
(２)市たばこ税　 

 
 
(３)事業所税 

　※申告事業所数の合計は令和 5年度中に申告のあった事業所の実数である。 

※従業者割、資産割ともに円単位の算出税額の積み上げであるため、合計の税額とは一致しない。

 
均等割 法人税割 合計

 
申告法人数(人) 11,384 5,180 11,679

 
税額(千円) 1,210,243 2,285,219 3,495,463

 
区分 本数(本) 税額(千円)

 
製造たばこ 464,836,053 3,045,605

 
区分 従業者割 資産割 合計

 
現

年

度

申告事業所数(件) 119 626 640

 
税額(千円) 207,235 1,368,969 1,576,173
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市 民 税 課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
(４)軽自動車税 
　①軽自動車税種別割 

※端数処理のため、小計、合計の税額とは一致しない。 
 
　②軽自動車税環境性能割　 

 
 
(５)入湯税 

　※課税免除者を除く。 
 
 

 

区　　　　　分

台　　　　　数　　　　(台)
税　額 

 

(千円)

 一　　　般
官公署 合　計  課　税 減　免 計

 
原

動

機

付

自

転

車

総排気量50cc以下 14,232 93 14,325 82 14,407 28,464

 総排気量50cc超90cc以下 1,027 1 1,028 0 1,028 2,054

 総排気量90cc超125cc以下 4,151 10 4,161 67 4,228 9,962

 ミニカー 202 1 203 0 203 747

 小　　計 19,612 105 19,717 149 19,866 41,227

 

軽
自
動
車
及
び
小
型
特
殊
自
動
車

一　

般

二 輪 車(125cc超250cc以下) 4,416 9 4,425 35 4,460 15,897

 三 輪 車 2 0 2 0 2 9

 四輪乗用車 107,147 4,460 111,607 107 111,714 1,086,066

 四輪貨物車 29,942 449 30,391 63 30,454 153,981

 農 耕 車 4,162 1 4,163 42 4,205 9,988

 特殊作業車 803 0 803 15 818 4,737

 被けん引車(二輪) 89 0 89 0 89 320

 被けん引車(四輪) 2 0 2 0 2 8

 小　　計 146,563 4,919 151,482 262 151,744 1,271,010

 二輪の小型自動車(250cc超) 5,899 8 5,907 75 5,982 35,394

 
合　　計 172,074 5,032 177,106 486 177,592 1,347,632

 
課税台数(台) 税額(千円)

 
2,449 51,861

 特別徴収義務者

(人)

入湯客数※(人) 

（納税義務者数）
税額(千円)

 
入湯税 17 608,345 91,251
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市 民 税 課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

市県民税賦課

事務費

千円 

105,124   

使・手  3,229 

県　　 42,050

 

　市県民税の賦課業務を実施するとともに、地方税法等の改正に伴う

基幹システムの改修等を行った。 

 

（【補助率】実績：県40％） 

 

１　税制改正に伴うシステム改修業務委託　　　　　　 　74,624千円 

　　　税制改正(地方税法等)に対応するため、税に関する基幹システ

ムの改修を行った。 

  

２　市県民税賦課資料データパンチ業務委託　　　　　 　 9,966千円 

　　　市県民税の当初課税の実施のため、賦課資料(申告書・給与支払

報告書)のデータパンチを行った。 

 

３　特別徴収関係書類印刷・製本・封入業務委託　　　 　 8,569千円 

　　　市県民税の特別徴収の実施のため、特別徴収関係書類の印刷・

製本・封入を行った。 

　 

【令和 6 年度への繰越事業】 

定額減税対応に係るシステム改修業務委託及び事務経費　 38,771 千円 

 

 ＜令和 5年度 個人市民税の状況＞ 
 

①納税義務者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：(人) 

 
 
②税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：(千円) 

　※端数処理のため、小計、合計の税額とは一致しない。 
 

 
区分 普通徴収 年金特別徴収 給与特別徴収 併用徴収 分離課税 合計

 
均等割のみ 5,833 3,088 4,801 818 14,540

 
所得割のみ 1,208 1,208

 均等割と 

所得割
29,511 11,093 118,075 21,538 180,217

 
合計 35,344 14,181 122,876 22,356 1,208 195,965

 

区　　分

当該年度課税① ①のうち翌年度

の収入となるべ

き額②

前年度に課税し

たもので当該年

度の収入となる

べき額③

当該年度の収入

となるべき課税

額の総額 

①－②＋③

 
均等割 所得割

 総 

合 

課 

税 

分

普通徴収 214,026 4,585,077 4,799,104

 
特別徴収 467,619 14,616,476 2,426,510 2,383,766 15,041,352

 
小計 681,646 19,201,553 2,426,510 2,383,766 19,840,457

 分離課税分 

特別徴収
182,834 182,834

 
合　　計 681,646 19,384,387 2,426,510 2,383,766 20,023,291
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市 民 税 課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税電子化

推進事業 

 

 

 

 

 

 

千円 

30,699 

県 　 　9,879 

諸         99 

 

 

 

 

 

 

 

 

（【補助率】実績：県32％） 

 

１　ｅＬＴＡＸ審査システム利用料　　　　　　　　　　  9,874千円 

　　　地方税共同機構の地方税ポータルシステム(ｅＬＴＡＸ)を活用

し、地方税の電子化を推進することにより、納税者の利便性の向

上と事務の効率化を図った。 

 

２　地方税共同機構負担金　　　　　　　　　　　  　　 19,967千円 

　　　地方税共同機構の運営に要する費用の一部を負担した。 
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資 産 税 課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

15 徴税費 

15 賦課 

徴収費

 

固定資産評価

替え事業 

千円 

97,535 

 

 

 

 

令和5年度は、令和6年度評価替えに向けての第3年度(令和3年度～令

和5年度)であり、評価替えに向けて、地価の動向等の状況を正確に反

映した公正・適正な課税を行うため、次の委託業務を実施した。 

 

１　令和6基準年度固定資産評価替え業務委託　　 　  　 42,166千円 

令和6年度の評価替えに向けて、路線価の見直し・土地価格比準

表の作成等を行った。 

 

２　固定資産標準宅地時点修正業務委託　　　　 　　 　  5,196千円 

　  　地価下落に対応した評価額とするため、不動産鑑定士に委託し

て、標準宅地の代表的な地点を選定し鑑定評価を行った。 
 

３　税務地図情報システムデータ更新業務委託　　　　   23,100千円 

令和5年1月1日から12月31日までの登記異動に伴う評価を適正に

行うため、地番図の修正を税務地図情報システム上に反映させ

た。 

 

４　令和6基準年度地目異動調査業務委託   　　　　　   13,217千円 

　　　2年間の事業の2年目にあたり、現状分析や現地調査を行い、課

税地目の見直しが必要となる土地の抽出を行った。 

 

５　家屋課税客体調査業務委託　      　　　　 　　　 　6,171千円 

　　　公正・適正な課税の観点から家屋の課税漏れ、滅失漏れを効率

的に調査するため、家屋図データと最新航空写真の照合による異

動調査や家屋情報の税務地図情報システムへの登録を行った。 

 

６　評価替えに伴う固定資産税システム改修業務委託   　 6,097千円 

　　　令和6年度税制改正に対応するため、ＭＩＣＪＥＴ税システムの

改修を行った。 

  
家屋評価シス

テム事業

 
2,349

 
正確で迅速な評価事務を行うため、家屋評価システムの保守及び機

器の維持管理を行った。 
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　資 産 税 課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
登記課税連携

システム事業

千円 
5,960

 

法務局からの登記済通知書を管理するため、登記課税連携システム

の保守及び機器の維持管理を行った。 

 

＜令和5年度　固定資産税・都市計画税の状況＞ 

 
(１)令和5年度当初の評価額等 

 
 
 

 
(２)令和5年度最終調定税額 

 区　　分 筆数・棟数・件数 評　価　額

 土　　地 519,160 筆 1,522,184,322 千円

 家　　屋 169,667 棟 905,853,990 千円

 償却資産 11,052 件 293,862,196 千円

 合　　　計 2,721,900,508 千円

 ※償却資産の評価額については、法定免税点以上のものを記載

 納税義務者数 141,741 人

 区　　　分 税　　　額

 固定資産税 23,964,734 千円

 都市計画税 2,651,079 千円

 合　　　計 26,615,813 千円
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国保年金課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

 10 社会福祉 

    費 

10 社会福祉 

     総務費

 

国民健康保険

特別会計繰出

金

千円 

3,888,311 

国　　435,730 

県　1,460,193 

 

 

　国民健康保険特別会計の安定的な運営を維持するため、次の繰り出

しを行った。 

 

　①国民健康保険基盤安定制度分　　　　　　　　2,503,199,948円 

　　　一定以下の所得の世帯は、所得額に応じて国民健康保険税の均

等割額・平等割額が、7 割、5 割、2 割の割合で軽減される。この

軽減された国民健康保険税相当分と、保険者支援制度に基づく財

政支援分を繰り出した(一般被保険者分のみ該当)。 

・保険税軽減分　　　　　　　 　1,656,436,920円 

　　 (【負担率】制度(上限)：県 3/4　実績：県 3/4) 

・保険者支援分　　　　　　　　　 846,763,028 円 

　　 (【負担率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4) 

 

　　○軽減状況(一般被保険者のみ該当) 

　　【医療分・後期高齢者支援金分】　　　　　(単位：世帯、人) 

　　【介護納付金分】　　　　　　　　　　　　(単位：世帯、人) 

 

　②地方交付税措置等による一般会計繰出金　　　1,288,569,518円 

　　　職員給与費や事務費、中長期的な国民健康保険財政の健全化及

び保険税負担の平準化に係る交付税措置分を繰り出した。なお、

出産した被保険者に係る産前産後期間相当分の保険税の免除措置

が令和5年度から開始され、免除分を繰り出した。 

　　・職員給与費等　　　　　　　　　　548,478,092円 

　　・出産育児一時金(費用の2/3)　　　  83,546,973円 

　　・財政安定化支援事業　　　　　　　631,846,000円 

　　・未就学児均等割保険税負担金　　　 23,670,282円 

　　・産前産後保険税負担金　　　　　　  1,028,171円 

　 

③地方単独事業による国保影響分　　　　　　　　96,541,004円 

　　　子ども医療費助成等の地方単独事業を実施することにより、医

療費が増加する分について、国庫負担金等の減額措置がとられる

ため、その減額分等を繰り出した。 
 
＜参考＞世帯数・被保険者数の推移（年度平均） （単位：世帯、人） 

 世帯数 割合 被保険者数 割合

 総数 55,143 82,435

 7割軽減 20,810 37.7％ 26,810 32.5％

 5割軽減 8,659 15.7％ 15,087 18.3％

 2割軽減 6,226 11.3％ 11,112 13.5％

 計 35,695 64.7％ 53,009 64.3％

 世帯数 割合 被保険者数 割合

 総数 22,315 26,098

 7割軽減 8,216 36.8％ 8,814 33.8％

 5割軽減 3,162 14.2％ 3,813 14.6％

 2割軽減 2,168 9.7％ 2,723 10.4％

 計 13,546 60.7％ 15,350 58.8％

 R1 R2 R3 R4 R5

 世帯数 58,093 57,316 56,826 55,545 53,648

 被保険者数 90,982 88,627 87,038 83,811 79,780

-72-



国保年金課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

 10 社会福祉 

    費 

  15 老人福祉 
　　費

 

高齢者はり・ 

きゅう・あん

ま施術助成事

業

千円 

7,039 
諸　  　4,325

 

高齢者の健康の維持・増進を図るため、後期高齢者医療制度での、

はり・きゅう・あんま施術料助成の利用を希望する方を対象に、年間

24 回を限度として、市が指定した施術所での施術利用に対し、1 回当

たり 1,000 円の助成を行った。 

 

  

20 民生費 

 10 社会福祉 

    費 

  20 国民年金 

     費

 

国民年金運営

事業費

 

3,203 

国　　　3,203 

 

 

 

 

 

 

 

　法定受託事務として、国民年金の諸届・保険料の免除申請等の受付

と書類審査を行い、日本年金機構へ送付した。 

　 (【国委託金】基礎年金等事務委託金) 

 

　・加入状況　(令和6年3月末現在)　　　　　　　　　 　(単位：人) 

  

20 民生費 

 10 社会福祉 

    費 

  25 後期高齢 

者医療費 

 

後期高齢者医

療広域連合負

担金 

 

4,317,121 

 

 

　後期高齢者医療制度の医療費、組織及び運営に係る事務費用の一部

について、負担金を宮崎県後期高齢者医療広域連合へ納付した。 

 

　①後期高齢者医療給付費負担金　　　　　　　　　4,091,303,000円 

　　現役並み所得者以外に対する療養の給付等に要する費用の1/12に

相当する額を負担した。 

 

　②共通経費負担金等　　　　　　　　　　　　　　　225,818,000円 

　　宮崎県後期高齢者医療広域連合の運営に係る費用等について負担

した。

 助成人数 助成回数

 　　478人 　　6,995回

 
被保険者数 1　号

左 の う ち 免 除
3　号 任　意  法定免除 申請免除

 63,563 43,511 5,449 10,912 19,620 432
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国保年金課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

後期高齢者医

療特別会計繰

出金 

千円 

1,318,887 

県　　905,712

 

　後期高齢者医療特別会計の安定運営のため、次の繰り出しを行っ

た。 

 

　①保険基盤安定制度分　　　　　　　　　　　 　 1,207,615,421円 

　　一定以下の所得の人は、世帯の所得に応じて、保険料の均等割額

が7割、5割、2割の割合で軽減される。また、後期高齢者医療制度の

被保険者になる前日まで被用者保険の被扶養者であった人は、所得

割額の負担はなく、均等割額が軽減されるため、軽減された保険料

相当分を繰り出した。 

　 (【負担率】制度(上限)：県3/4　実績：県3/4) 

 

　　【低所得者に対する減額分】 

 

　　【被用者保険の被扶養者であった被保険者に対する減額分】 

 

　 

②職員給与費等分　　　　　　　　　　　　　　　　111,271,109円 

　　職員給与費や事務費等を繰り出した。 
 
 
＜参考＞被保険者数の推移（年度平均）               （単位：人） 

 

 被保険者数 割合

 総数 59,125 人

 7割軽減 29,565 人 50.0％

 5割軽減 7,659 人 13.0％

 2割軽減 6,212 人 10.5％

 計 43,436 人 73.5％

 被保険者数 割合

 総数 59,125 人

 5割軽減 241 人 0.4％

 R1 R2 R3 R4 R5

 
被保険者数 53,042 54,040 54,518 56,701 59,285
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危機管理課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
15 総務費 
 10 総務 
　 管理費 
　72 防災費

 
避難場所等環

境整備支援事

業 

千円 
2,841 

県　　　　709

 
　自治会及び民間企業等が主体となって行う指定緊急避難場所・避難経

路等に係る環境整備を促進するため、整備費の一部支援を行った。 
 

(【補助率】制度(上限)：県 1/4、実績：県 1/4) 

  
宮崎港小学校

北校舎屋上避

難階段整備事

業 

 

45,702 

債　　 45,700 

　        

　　

 
津波発生時に地域住民の安全を確保するため、宮崎港小学校北校舎

に屋上避難階段を整備した。 
・屋上避難階段設置工事　　　　　　　　　　　　　45,701,920 円　

  

総合防災訓練

事業

  

1,182 
諸　　　　360

 

市民の防災意識の高揚を図るとともに、防災関係機関相互の連携を

強化し、災害時協定の実効性を確認するため、令和 5 年 9 月 2 日に宮

崎市防災訓練を実施した。 

　併せて、津波浸水が想定される自治会区域（中央東・小戸・大淀・赤

江・本郷・木花・青島・佐土原）の住民を対象とした津波避難行動訓練

を実施した。 

 
・会場　　　　宮崎市総合体育館（メイン） 

　宮崎港小学校（サテライト） 
・訓練内容　　本部訓練、避難所受付訓練、福祉避難所開設訓練 

医療連携訓練、防災展示等 
・参加団体　　地域住民、防災・医療関係団体(38 機関) 
・参加者数　　約 2,200 人 

  

大規模災害時

備蓄品整備事

業

 
10,181

 

　災害時における避難者等の生活を支援するため、南海トラフ巨大地震

を想定した「宮崎市備蓄基本計画」に基づき、非常食や飲料水等を購入

し、市内の備蓄倉庫等へ分散備蓄を行った。 
 
○主な整備内容 

・非常食(アルファ米、保存パン)　　　　 　21,000 食 

・飲料水(500ml ペットボトル)  　 　　　　17,616 本 

  

防災士活動支

援事業

 

257 

諸　 　　　40

 

　各地域で防災リーダーとして活動する人材を育成するため、防災士

の資格の取得費用の一部を助成するとともに、登録防災士を対象にス

キルアップ研修を 3 回実施した。 

 

・防災士資格取得に係る費用の助成者数　　27 名 

 

【防災士スキルアップ講座】 

令和 5 年 7 月 13 日（木）　参加者：21 名 

令和 5 年 8 月 6 日（日）　 参加者：37 名 

令和 5 年 9 月 18 日（月）　参加者：61 名 

 費　目 設置箇所  金　額

 
補助金 
(整備費の支援)

指定緊急避難場所・避難経

路等の整備　9 か所
2,840,505 円
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危機管理課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

 気象防災アド

バイザー活用

事業

千円 
176

市民や市職員の気象防災に係る基礎知識の向上や災害対応力の強化

につなげるため、本市の気象防災に精通した「気象防災アドバイザ

ー」を活用し、市民への防災講座や市職員への研修等を実施した。 

 

・市民向け出前講座　　 　12 回 

・市職員向け研修・勉強会　5回
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地域安全課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

45 防犯 

交通安全 

対策費

 

放置自転車対

策事業

千円 

22,678 

使・手　　251

財 　 　1,221 

　　　

 

宮崎市自転車の放置防止に関する条例に基づき、公共の場所におけ

る自転車の放置を防止するため、市民の良好な生活環境の確保と都市

景観の維持に努め、市内22か所(4,028台分)の自転車駐車場の維持管理

を行った。 

また、橘通東・西１～３丁目、一番街、若草通、宮崎駅、南宮崎駅

周辺、宮交シティ周辺を「自転車放置禁止区域」に指定し、随時巡回

して、放置された自転車の移動保管を行った。また、その他の公共の

場所においても通報を受け、随時移動保管を行った。 

 

○令和5年度の状況 

　・移動保管台数　1,031台 

　・返還台数　　　　239台 

　・処分台数　　　　792台 

  
迷惑駐車防止

対策事業

 

1,000

 

円滑な道路交通を確保するため、迷惑駐車防止重点区域である橘通

３丁目や高千穂通りの一部において指導・啓発活動を行った。 

 

○啓発チラシ等を利用した迷惑駐車への指導・啓発(年48回) 

　・助言啓発件数　　　　2,110件 

　・ステッカー貼付件数　　 50件 

  

防犯対策事業

 

9,658 

入　　　3,300

 

　犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、関係機関と連

携を図り、防犯意識の啓発活動や防犯灯の維持管理、防犯パトロール

を実施した。 

 

・宮崎県防犯協会連合会、宮崎県暴力追放センター負担金 

・宮崎地区地域安全協会等運営費補助 

・防犯灯(総合支所管理分)維持管理(2,076灯) 

・青色回転灯防犯パトロールカー維持管理(1台) 

  

通学路防犯灯

設置事業

 

7,016

 

　生徒の通学時における安全確保のため、周りに民家や街灯がなく、

自治会では設置が困難な中学校の通学路に防犯灯を設置した。 

　また、地域の防犯環境を守るため、市が所管する防犯灯の維持管理

を行った。 

 

・令和 5年度設置箇所 

佐土原中学校区(2 灯)、本郷中学校区（3 灯） 

・通学路防犯灯維持管理(320 灯) 

・ＬＥＤ防犯灯のリース(1,977 灯) 

  

交通指導員活

動事業

　 

　5,039

 

児童・生徒などの交通事故を減少させるため、交通安全対策の一環

として、交通指導員による地域の通学路等における街頭指導や交通安

全キャンペーンを行った。 

 

・朝夕の街頭指導(月 6 回以上) 

・交通安全キャンペーンへの参加 
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地域安全課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

交通安全啓発 

・推進事業

千円　 

2,138 

県      　398 

諸        111

 

市民の交通安全意識の高揚を図るため、警察等関係機関・団体及び

交通指導員と連携を図り、交通安全啓発活動を行った。 

また、高齢運転者の安全運転意識の高揚及び制限運転の宣誓や免許

返納の検討につなげるため、運転技能の診断等を行った。 

 

・交通安全キャンペーンの実施(年6回) 

・高齢者の交通事故防止対策 

　　制限運転宣誓者 7,742 人（宮崎市在住者） 

・高齢者安全運転見える化事業の実施 

　　高齢運転者145人受講 

(【補助率】制度(上限)：県1/2　実績：県1/2) 

  

交通弱者交通

安全教室事業

　 

1,862

 

高齢者や障がい者、幼児の交通弱者の交通安全意識を高めるため、

交通安全教室を開催して交通ルール等の理解を深め、交通事故の被害

防止に努めた。 

 

○交通安全教室の開催回数(高齢者宅訪問等による啓発活動を含む) 

・高齢者または障がい者を対象とした教室(511 回) 

・幼児を対象とした教室(202 回) 

  
市営自転車駐

車場設備更新

事業

 
3,993 

債      2,600

 
　市営自転車駐車場(駐輪場)の施設及び駐輪設備の老朽化が進んでいる

箇所の改修を行った。 
 
〇宮崎駅南自転車駐車場 

・防犯灯の増設(6 台) 
・1階鉄骨柱脚の補強 
・2階既存サイクルラックの撤去、床の張替え 

  
路上客引き行

為等対策事業

 
1,725

 
　繁華街における客引き行為等を防止するため、客引き行為等対策指

導員による巡回指導や条例の普及啓発等を行った。 
 

・客引き行為等対策指導員による巡回指導 
・条例の普及啓発（街頭ビジョンでの動画放映、横断幕の設置） 

  
宮崎市自転車

等利用実態調

査事業

 

1,698 

国　　　　800

 

　将来の自転車需要に対応した自転車駐車場等整備計画を改訂するた

め、中心市街地における自転車駐車場の利用や路上駐輪の実態を調査

した。 

 

・市営自転車駐車場 10 箇所 

・路上駐輪         11 箇所 

・駐輪スペース      9 箇所 

・民間自転車駐車場  9 箇所 

 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 47％) 
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地域コミュニティ課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
15 総務費 

10総務 

管理費 

45防犯交通 
安全対策 
費

 

防犯灯維持管

理費・防犯灯

工事費助成事

業 

千円 

48,004

 
　夜間の犯罪防止や交通事故防止のため、自治会が設置する防犯灯に

ついて、維持管理費や工事費の一部助成を行った。 

 

〇防犯灯補助実績 

 
〇防犯灯保険料補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 265,620 円 

  
15 総務費 

10総務 

管理費 

70自治振興 
　費 

 
 

 

 

 
 

 
自治会助成事

業

 

178,092 

使・手 26,984 

県　　　3,175 

 

　　 

 
自治会の活動を推進し、地域の活性化を図るため、自治会活動に要

する経費の一部助成を行った。 

 

〇714の単位自治会へ補助(1,800円/世帯)90,738世帯　 163,328,400円 

※1,800円のうち200円については地域環境美化活動費補助 

〇地区自治会連合会補助(200,000円/地区)21地区　　　　4,200,000円 

〇自治会連合会運営費補助　　　　　　　　　　　　　　7,080,000円 

〇県広報紙配布補助　　　　　　　　　　　　　　　　　3,155,274円 

　(【補助率】県広報紙配布補助　実績：県100％) 

〇その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　327,965円 

  
自治会加入促

進事業 
 
 

 
459 

 
 
 

 
自治会の加入促進を図るため、加入世帯増加の実績に応じて対象自

治会に補助金を交付した。 

 

〇1世帯当たり1,800円を補助(実績：255世帯)　　　　　　 459,000円 

  
市民一斉清掃

助成事業 

 
2,000

 
市民一斉清掃を実施するため、主催者である宮崎市自治会連合会に

対して助成を行った。 

 

〇開催日：令和5年11月12日 

〇参加者：36,687人 

  
地域活動のデ

ジタル化推進

事業

 
523

 
地域活動のデジタル化を推進するため、先進事例の調査や、自治会

を対象としたＳＮＳ等のデジタルツール操作説明会の開催や相談対応

を行った。 
 

〇先進地視察：新宿区、練馬区 
〇デジタルツール操作説明会　　　計7回 

  
コミュニティ

助成事業

 

10,000 

諸 　 10,000

 

コミュニティの健全な発展を図るため、(一財)自治総合センターが

実施する「コミュニティ助成事業」(宝くじ収益金が財源)を活用し、

自治公民館の備品等の整備に対する助成を行った。 

 

【令和5年度補助対象】 

〇光陽台１区自治会、西春田地区自治会、 
ＭＪＲザ・ガーデン宮崎駅前自治会、花山手自治会 

 補助対象区分 灯・件数 補助金

 維持管理 27,359 42,365,353円

 
工　

事

器具取替 242 3,104,000円

 蛍光管取替 46 41,400円

 新設 145 2,203,300円

 廃灯 　12 24,000円

 計 47,738,053円
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 地域コミュニティ課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

場外舟券発売

場周辺環境整

備助成事業

千円 

1,463 

諸　　　1,463

 

場外舟券発売場周辺の自治会や各種団体の活性化及び地域振興を図

るため、宮崎駅前地区自治会及び自治公民館の事業に対する助成を行

った。 

 

【令和5年度補助対象】 

〇三世代ふれあい交流事業兼敬老会ほか7件 

  
場外車券売場

周辺環境整備

助成事業

 

5,352 

諸　　　5,352

 

場外車券発売場周辺の自治会や各種団体の活性化及び地域振興を図

るため、地区環境整備事業や地域活性化のための事業に対する助成を

行った。 

 

【令和5年度補助対象】 

〇元村自治公民館空調機器更新ほか18件 

  

自治公民館活

動推進事業

 

36,304 

財　　　　 22 

 

自治公民館組織の活性化を図るとともに、地域コミュニティづくり

を推進するため、運営費等に対する助成を行った。 

 

〇運営費補助　36,215,000円 

【内訳】 

 

〇その他事務費　88,600円 

  
自治公民館建

設費補助事業

 

13,875 

諸　　 13,292 

 

 

 

自治公民館施設の充実を図るため、自治公民館の用地取得、新築、 

補修、空調設置、借家料に対する助成を行った。 

 

  
自治公民館備

品整備補助事

業

 

656

 
地域におけるコミュニティ活動の拠点である自治公民館の活性化を

図るため、自治公民館の備品整備に対する助成を行った。 
 
【令和5年度補助対象】 
〇谷川自治公民館備品整備ほか7件 

  

15 総務費 

10総務 

管理費 

71地域自治 
区費

 

地域事務所管

理運営事業 

 

24,057 

使・手 10,886 

諸　　　　 34

 

22地域自治区のうち10地域事務所の管理運営を行った。 

(中央東、中央西、小戸、大宮、東大宮、大淀、大塚、檍、大塚台、

生目台地域事務所) 

  
地域協議会管

理運営事業

 

3,305 

使・手  2,000 
諸　　　　178

 
22地域自治区のうち10地域自治区地域協議会の運営を行った。 

(中央東、中央西、小戸、大宮、東大宮、大淀、大塚、檍、大塚台、

 生目台地域自治区地域協議会) 

 対象 件数 補助額

 市自治公民館連絡協議会 1 3,615,000円

 地区自治公民館連絡協議会 23 920,000円

 単位自治公民館 528 31,680,000円

 事業名 対象 補助額

 補修補助 山内自治公民館ほか14件 9,314,000円

 空調設置補助 瀬越自治公民館ほか9件 3,322,000円

 借家料補助 原池自治公民館ほか3件 960,000円

 増築工事補助 松叶自治公民館 279,000円

 計 13,875,000円
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地域コミュニティ課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

地域コミュニ

ティ活動交付

金（基礎交付

金）事業

千円 

81,372 

入　　 81,372 

 

 

 

住民主体のまちづくりを推進するため、地域コミュニティ活動基金

を原資に地域まちづくり推進委員会へ地域コミュニティ活動交付金

（基礎交付金）を交付し、事業を支援した。 

  
地域コミュニ

ティ活動交付

金（特例交付

金）事業

　 

28 

入　　　　 28 

 
　地域版ふるさと納税制度を通じて得られた寄附金を財源として、地

域課題やニーズを踏まえた事業を実施する地域まちづくり推進委員会

に対し、地域コミュニティ活動交付金(特例交付金)を交付し、事業を

支援した。 
　 
〇交付件数　2件　　交付金額　27,054 円 

  

地域コミュニ

ティ活動基金

積立事業

 

82,289 

財　　　　 33 

　　 

 

地域コミュニティ活動交付金として必要な財源を、地域コミュニテ

ィ活動基金へ積み立てた。 

 

 

  
地域まちづく

り推進委員会

事務局運営支

援事業 

 
78,259

 
地域コミュニティ活動交付金を活用し、地域活動を実施している27

の地域まちづくり推進委員会に対して、事務局運営費の支援を行っ

た。 

  
地域まちづく

り協働事業

 
228

 
地域まちづくり推進委員会と当該地域の交流センター等との連携を

強化し、事業の構築や運営に必要なスキルやノウハウを高めるため、

住民ニーズへの対応や地域課題の解決に向けた事業を実施する地域ま

ちづくり推進委員会に対して支援を行った。 
 

〇活用実績：2件 
・広瀬小学校区地域づくり協議会 
・生目台地域まちづくり推進委員会

 地区 事業 交付額 地区 事業 交付額

 中央東 19 5,124,660 円 赤　江 13 3,144,002 円

 中央西 19 4,139,000 円 本　郷 17 4,287,000 円

 小　戸 18 2,727,000 円 木　花 12 2,925,000 円

 大　宮 24 4,704,000 円 青　島 16 1,686,000 円

 東大宮 16 3,827,000 円 住　吉 20 4,455,000 円

 大　淀 20 3,883,264 円 生　目 12 2,968,000 円

 大　塚 19 4,237,000 円 北 17 2,145,000 円

 檍 26 7,144,000 円 佐土原 55 6,328,000 円

 大塚台 16 2,086,000 円 田　野 17 2,873,000 円

 生目台 12 2,163,000 円 高　岡 21 2,813,000 円

 小松台 16 2,185,000 円 清　武 23 5,528,000 円

 計 428 81,371,926円
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地域コミュニティ課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

地域応援！ア

ドバイザー派

遣事業

千円 

72 

 
まちづくりの事業の継続性や実効性を高めるため、地域協議会や交

流センター、地域まちづくり推進委員会等のまちづくりの関係者を対

象に、専門知識やノウハウを有する人材をアドバイザーとして派遣し

た。 

 

〇アドバイザー派遣回数：6回 

（アドバイザー登録者数：3名） 

  
地域まちづく

りのあり方検

討事業

 
2,059

 
今後の地域まちづくりのあり方を検討するため、有識者や地域団体

の関係者による会議を開催し、報告書の提出を受けた。 
 

〇検討会委員　　：13名 

〇検討会開催回数：5回 
〇先進地視察先　：岐阜県恵那市、千葉県香取市 

  
55教育費 

30社会 

教育費 

10社会教育 

総務費 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

生涯学習推進

協議会活性化

事業

 

9,675 

 

生涯学習活動を推進するため、生涯学習推進体制の整備や啓発事業

等の支援を行った。 

 

○生涯学習フェスティバルｉｎ宮崎２０２３の開催 

　・地区文化祭(22地区)　・中央公民館まつり　・図書館まつり 

  
はたちの集い

開催事業

 
7,104 

 
中学校を単位とした地区(清武町域のみ1地区)ごとに、地域の手によ

る温かみ溢れるはたちの集いを開催した。また、都合により中学校区

の式典に参加できない方などを対象としたオープン会場による式典を

開催した。 

 
○はたちの集いの開催 

・開催日　：令和6年1月3日、6日～7日 

・開催地区：24地区 

・開催場所：公立公民館、中学校体育館など 

・参加者  ：2,620人 
 

○中学校区に捉われないオープン会場 

　・開催日　：令和6年1月8日(成人の日) 

　・開催場所：宮崎市民プラザ　ギャラリー 

　・参加者　：23 人 

  

55教育費 

30社会 

教育費 

20 公民館費

 
公立公民館等

管理運営費

 

174,142 

使・手  4,232 

財 　　 4,066 

諸        349

 
地域住民の学習及びふれあいの場としての機能を有する公立公民館

等の効率的運営及び維持管理を行った。 
 

〇公立公民館等18館の利用件数・利用人数 

 

〇施設、備品等の修繕 

〇施設の業務委託 

〇図書の充実(購入 574 冊・貸出数 14,230 冊) 
 
【令和6年度への繰越事業】 
〇名称変更に伴う看板設置業務委託　　　　　　　1,365,210 円 
〇名称変更に伴う居室プレート等設置業務委託　　　160,600 円 

 件　数 人　数

 28,374 件 440,568 人
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地域コミュニティ課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
公立公民館等

施設設備改善

事業 

千円 
139,582 

入　　　5,788 
越      3,220 
債    115,200 

 

施設の安全性の確保と長寿命化を図るため、施設の定期点検や管理

者の点検により判明した不良個所について、建物診断を行い、改修・

改善を行った。 

 

【主な事業】 

〇高岡地区農村環境改善センター(特定天井改修工事実施設計) 　　　 

2,838,000円 

〇赤江公民館(外壁・屋上防水改修工事)　　　　  41,623,560円 
〇田野公民館(特定天井改修工事等)　　　 　 　  27,933,400円 
〇宮崎地区交流センター(空調設備改修工事)       2,490,000円 ほか 
 
【令和4年度からの繰越事業】 
〇田野地区農村環境改善センター(空調設備更新工事) 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　31,620,000円 
 

【令和6年度への繰越事業】 

〇宮崎地区交流センター(空調設備改修工事)　　　 3,747,000円 
〇高岡地区農村環境改善センター(照明設備更新工事) 　　　 

11,965,800円 
〇高岡地区農村環境改善センター(特定天井改修工事) 　　　 

26,656,080円 

  
公立公民館等

長寿命化改修

事業

　 
216,139 

債　　181,100 

 
　「宮崎市公立公民館等整備及び長寿命化計画」の方針に基づき、建

築後 40 年を目途に、必要な施設機能等の見直しを行い、生涯学習及び

地域活動の拠点施設としての充実を図るため、大宮公民館の長寿命化

改修工事を行った。 
 
【主な事業】 
〇建築主体工事　　　　　　　　　　　　　　　165,623,920 円 

〇電気設備改修工事　　　　　　　　　　　　　 21,828,610 円 

〇外構工事　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,861,792 円 
〇産業廃棄物収集運搬業務委託　　　　　　　　    592,900 円 

〇備品移送業務委託　　　　　　　　　　　　　　　385,600 円 

  
公立公民館等

学級講座開設

事業 

 

9,526 

使・手  　74 

   

 

生涯学習の視点に立って、高齢者、親子、子ども向け教室や料理、外

国語、パソコン講座等、住民への幅広い学習機会の提供に努めた。 

 

〇公立公民館等18館の講座数・受講者数 

 
 

 講座数 受講者数

 357 講座 5,878 人
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市　民　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

20 戸籍住民 

基本台帳 

費 

10 戸籍住民 

基本台帳 

費

 

戸籍・住民登

録・税証明事

務費

千円 

25,116 

使・手 23,900

国　　  1,216   　   　　

 

　戸籍法、住民基本台帳法等に基づき、窓口の市民サービス向上に努

めた。 

(【国委託金】中長期在留者住居地届出等事務委託金) 

 

◎　各種証明等の交付件数　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　 

※コンビニ交付件数及び窓口申請ツール交付件数を含む 

 窓口 
種別

本　庁
各地域 

センター

各地域 

事務所

各 

総合支所
合　計

 戸籍の記録事項 
証 明 等 92,940 9,169 7,398 14,665 124,172

 
広域戸籍証明 1,125 － － － 1,125

 届書記載事項 
証 明 等 53 3 1 9 66

 
戸籍受理証明 537 46 9 108 700

 
身 分 証 明 2,180 662 427 577 3,846

 住 民 票 写 し 
記載事項含む 155,775 15,220 16,452 14,723 202,170

 広 域 住 民 票 
写 し 124 28 － 31 183

 
戸籍附票写し 22,230 843 1,531 1,940 26,544

 
住 民 票 閲 覧 1,467 － － － 1,467

 
印鑑登録証明書 83,931 9,474 4,322 8,492 106,219

 
印 鑑 登 録 6,658 2,343 － 2,393 11,394

 自動車臨時運行 
許 可 証 287 2,851 － 1,299 4,437

 
資 産 証 明 等 54,650 10,532 7,221 13,796 86,199

 住 宅 用 家 屋 
証 明 1,792 － － 235 2,027

 
転 出 証 明 1,814 743 － 570 3,127

 
その他の証明 721 40 5 223 989

 葬祭センター 
使 用 許 可 証 3,563 377 － 760 4,700

 
合　　　計 429,847 52,331 37,366 59,821 579,365
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市　民　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

     
◎　住民異動届取扱件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
 
◎　戸籍届取扱件数(受理)　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
 
◎　印鑑登録取扱件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 窓口 
種別

本　庁
各地域 

センター
各総合支所 合　計

 
転 出 届 7,458 1,328 1,753 10,539

 
転 入 届 7,014 1,119 1,990 10,123

 
転 居 届 7,739 2,134 2,149 12,022

 
そ の 他 の 届 1,030 261 416 1,707

 
合　　　計 23,241 4,842 6,308 34,391

 窓口 
種別

本　庁
各地域 

センター
各総合支所 合　計

 出 生 届 1,918 229 672 2,819

 死 　 亡 　 届 3,512 366 946 4,824

 婚 　 姻 　 届 1,427 54 166 1,647

 離 　 婚 　 届 536 52 131 719

 そ の 他 の 届 2,173 351 526 3,050

 合　　　計 9,566 1,052 2,441 13,059

 窓口 
種別

本　庁
各地域 

センター
各総合支所 合　計

 登　　　　録 6,658 2,343 2,393 11,394

 廃　　　　止 1,086 677 612 2,375

 抹　　　　消 7,766 128 1,120 9,014

 
合　　　　計 15,510 3,148 4,125 22,783
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市　民　課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ＩＣカード活

用事業 

 

千円 

30,573 

使・手 22,013

国(交)  8,560 

 

　市民の利便性の向上を図るため、個人番号カードや住民基本台帳カ

ードを利用して、各窓口設置の窓口申請ツール及びコンビニエンスス

トア設置の多機能端末機で、住民票写しや印鑑登録証明書等を交付す

るサービスを提供した。 

(【国交付金】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金) 

 
◎　コンビニエンスストア及び窓口申請ツールの証明書交付件数 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

  

スマート窓口

サービス推進

事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
54,244 

使・手 27,777

国 　　26,467 
 
 
 
 
 

 
「書かない、待たない窓口」を実現し、引っ越し手続きに要する市

役所での滞在時間を短縮するため、窓口で職員が聴き取りをしながら

申請書等の作成が出来るスマート窓口システムを導入した。 

(【国交付金】デジタル田園都市国家構想交付金) 

(【補助率】制度(上限):対象経費の1/2　実績:対象経費の1/2) 

 

◎　住所変更での記入回数(5 人世帯の場合) 

※手続きの内容により記入項目・回数の変更あり。 

 

 

◎　平日 5日間の平均待ち時間(繁忙期 3 月末) 

※手続き時間及び滞在時間には、離席し戻らなかった時間も含む。 

 交付 
種別

コンビニ
窓口申請 
ツール

 住民票写し 96,955 10,195

 印鑑登録証明書 70,217 10,605

 戸籍全部事項証明 20,517 4,080

 戸籍個人事項証明 8,239 893

 戸籍附票写し 3,040 262

 所得証明 7,029 555

 所得課税証明 11,471 2,238

 課税証明 2,656 310

 
合　　　　計 220,124 29,138

 
項目 氏名

フリ

ガナ
日付 住所 続柄

電話

番号
合計

 
導入前 8回 5回 3 回 2回 4回 1回 23 回

 
導入後 1回 0回 0 回 1回 0回 1回 3回

 窓口呼出まで

の 時 間 ①

手続きにかか

る 時 間 ②

滞 在 時 間 
① ＋ ②

 
令和 5年度 2 分 33 分 35 分

 
令和 4年度 6 分 39 分 45 分
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市　民　課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

30 統計 

調査費 

15 受託 

統計費

 
人口動態調査

事業 
 

         千円 
300 

国　　　　300

 

人口動態調査令に基づき、出生、死亡、死産、婚姻、離婚の調査票

を作成し、宮崎市保健所を経由し国へ報告した。 

(【国委託金】国民生活基礎調査等委託金) 

 
◎　人口動態調査件数　　　　　　　　 
　(調査期間：令和 5 年 3 月 15 日～令和 6年 3月 14 日) 

  取 扱 種 別 件　　　数

 出 生 2,846

 死 亡 4,800

 死 産 91

 婚 姻 1,661

 離 婚 727

 
合　　　　計 10,125
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文化・市民活動課  

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

28 市民活動 

推進費

 

市民活動推進

事業

千円 

34,497 

使・手　  110 

県　　　1,403 

財   　  　18 

寄  　　　463 

入　　  4,102 

諸　　　　 32 

 

 

「市民活動推進条例」及び「市民活動推進基本方針」に基づき、次

の各種啓発・支援事業を行った。 

 

１　宮崎市市民活動支援基金積立事業　　　　　　　　　1,434,430円 

・前年の寄附金額(3件)　　　　　　　　　　　　　　 　710,000円 

・市拠出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　710,000円 

・基金利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14,430円 

 

２　宮崎市災害復旧活動支援基金積立事業　　　　　　　　　3,115円 

・基金利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

３　宮崎市市民活動支援基金活用事業　　　　　　　　　2,425,218円 

　・市民活動支援補助事業 

 

 

４　市民活動センター指定管理料　　　　　　　　　　 28,518,518円 

・指定管理者：(特非)宮崎文化本舗 

・延べ利用者：22,960人 

・延べ利用団体：9,783団体 

・登録者個人：1,784人 

・登録団体：929団体(令和6年3月末現在) 

・講座数：19回　受講者数：465人 

・情報誌発行：「ミヤザキ大作戦」(年4回)、かわら版(月刊) 

 

５　宮崎市民活動保険運営事業　　　　　　　　　　　　　491,360円 

・宮崎市民活動保険料　　　　　　　　　　　　 

 

６　災害ボランティアセンター設置・運営支援事業　　　　550,000円 

  ・災害ボランティアコーディネーター養成講座：全4回　 320,000円 

　　講座修了者：25人 

  ・宮崎市災害ボランティアセンター支援体制検討会議　　230,000円 

　　災害ボランティアセンター本部設置・運営訓練：1回 

　　災害ボランティアセンター使用資機材等の整備・点検：2回 

会議：3回 

 

７　災害時救援ボランティアコーディネーターみやざき補助事業 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　660,000円 

　・災害時救援ボランティアコーディネーターみやざき(ＳＶＣみや 

ざき)の運営費及び研修講座開催費を助成した。 

 

８　市民活動事務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　414,112円 

委員報酬ほか 

 種別 申請件数 交付団体数 補助額

 始業期 5 4 383,847円

 成長期(単独型) 5 4 710,508円

 成長期(協働型Ⅰ) 2 2 906,303円

 成長期(協働型Ⅱ) 2 1 424,560円

 計 14 11 2,425,218円
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　文化・市民活動課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

29 男女共同 

参画事業 

費 

 

男女共同参画

事業

千円 

34,782 

使・手　 　31 

国　　　　505 

諸  　      3 

債　　　2,000

 

男女が互いにその人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、性別に関

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参

画社会の実現を目指し、次の事業を行った。 

 

１　男女共同参画情報紙発行事業　　　　　　　　　　　　599,500円 

・性的少数者に関する啓発誌「レインボー」(12,500部増刷) 

 

２　ＤＶ防止啓発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　291,000円 

・デートＤＶ講座(市内中学校24校で実施) 

 

３　男女共同参画センター指定管理料　　　　　　　　 27,948,148円 

・指定管理者：(特非)ドロップインセンター 

・延べ利用者：17,870人 

・登録団体：216団体 

（令和6年3月31日にて登録制度廃止のため、未更新） 

・電話相談：1,434件、メール相談：15件、面接相談：50件 

・弁護士相談：26件 

・性的少数者専用相談：電話9件、メール2件 

  （総合相談における性的少数者に関する電話相談：4件） 

・講座数：28回　受講者数：964人 

・講師派遣事業：25回　受講者数：1,365人 

・情報誌発行：「パレット」(年2回 各4,000部) 

 

４　男女共同参画センター改修事業　　　　　　　  計　2,288,000円 

　　玄関ポーチ折板屋根改修工事 　　　　　　　　　　 1,100,000円 

　　屋上防水改修工事                                1,188,000円 

 

５　アライ推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　  692,000円 

・中学校での性的少数者についての講演会：10回 

・宮崎市ALLY（アライ）推進会議：2回 

・性的少数者に係る啓発等を行う当事者団体に対する助成 

 

６　性的少数者専門相談事業 

　　補助金ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  370,280円 

 

７　男女共同参画事務管理費　　　　　　　　　　　　　  142,995円 

　  委員報酬ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

８　第３次宮崎市男女共同参画基本計画策定事業　　　 　 588,680円 

　　委託料ほか 

 

９　ＳＤＧｓにおけるジェンダー平等啓発事業　　　　　  850,000円 

・ジェンダー平等啓発・ワークライフバランス推進講座 

ジェンダー平等やワーク・ライフ・バランスを考え、多様な働

き方を支援する管理職を養成するための講座 

開催日：①令和5年8月24日、②令和6年2月16日 

　　　受講者数：①26人、②14人 

 

10　女性活躍推進応援プロジェクト事業 

　　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,000,000円 

 

11　ワークライフバランス・女性活躍推進事業者表彰事業 

　　報酬ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     10,793円
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文化・市民活動課 

　 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

55 教育費 

30 社会 

教育費 

30 文化 

振興費

 

文化施設管理

運営・整備 

事業

千円 

785,820 

使・手101,267 

越　　 47,130 

諸　　　2,163 

債 　 161,100 

 

１　文化施設指定管理料、文化施設管理運営費 

市民文化ホール、市民プラザ、みやざきアートセンター、清武文化

会館について、それぞれＭＳＧ・ＡＶＣグループ、(公財)宮崎文化振

興協会、みやざき文化村、トールツリーグループを指定管理者とし、

円滑な管理運営を実施した。 

 

・文化施設指定管理料　　　　　　　　　　　　　　535,195,556円 

　・文化施設管理運営費　　　　　　　　　　　　　　 35,942,241円 

 

 

(１)市民文化ホール　　　　　　　　指定管理料　　　191,915,926円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　管理運営費　　　　2,331,613円 

　本市の文化拠点として、市民に文化芸術活動の場と鑑賞の機会を

提供し、本市の文化芸術活動が促進されるよう管理運営に努めた。 

 

①利用状況 

＊利用率＝(利用コマ数)/(利用可能コマ数)×100 

 

　②開催事業(関連事業含む) 

 区　　分 利 用 率(％) 入場者数(人)

 大 ホ ー ル 67.1 161,261

 イベントホール 57.6 30,298

 練 習 室 １ 50.8 14,446

 練 習 室 ２ 51.0 7,765

 練 習 室 ３ 63.1 4,870

 会 議 室 45.1 15,025

 和 室 23.5 2,642

 合　　　計 236,307

 
公　演　名 開催日

入場者数

(人)

 

大
ホ
ー
ル
・
イ
ベ
ン
ト
ホ
ー
ル

宮崎ｼﾞｬｽﾞﾃﾞｲ 2023・ﾕﾈｽｺ 430 4 月 30 日 1,850

 ときめき市民音楽祭 6月 18 日 700

 ウクライナ国立民族舞踊団 7月 20 日 1,650

 おとのたねバンド編 9月 9 日 731

 みやざき市民芸術・文化祭 11 月 3 日 2,000

 十三代目市川團十郎白猿襲名披露

巡業
11 月 12 日 1,600

 TULIP50 周年記念ツアー 12 月 10 日 1,900

 ときめき市民ミュージカル 12 月 17 日 1,300

 
宮崎国際バレエコンペティション

12 月 27 日

～29 日
1,119

 お正月フェスティバル 1月 6 日 1,500

 みやざき 100 人のﾁｪﾘｽﾄたち 1月 28 日 1,100

 練
習 

室
等ときめき市民ﾐｭｰｼﾞｶﾙ講座 全 35 回 1,718

 
そ
の
他

アウトリーチコンサート

5月 26 日 
7 月 16 日 
1 月 21 日

330 
150 
40

 合　　計 17,688
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文化・市民活動課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

    

(２)市民プラザ                    指定管理料　　　185,496,630円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　管理運営費　　　　　142,290円 

市民の誰もが気軽に「集い」「学び」「交流」できることを目的

に、文化芸術を含む生涯学習の機会と場の提供を行った。 

 

①利用状況 

＊利用率＝(利用コマ数)/(利用可能コマ数)×100 

 

　②開催事業 

 区　　　分 利 用 率(％) 入場者数(人)

 ホ ー ル 76.7 52,299

 ギ ャ ラ リ ー 70.9 32,373

 練 習 室 １ 59.6 12,324

 練 習 室 ２ 69.1 3,339

 大 会 議 室 76.1 14,847

 中 会 議 室 73.7 8,890

 小 会 議 室 １ 69.0 4,554

 小 会 議 室 ２ 56.7 3,568

 和 室 59.5 3,729

 学 習 室 50.0 5,033

 小　　　計 140,956

 プ レ イ ル ー ム 467

 情 報 コ ー ナ ー 2,184

 市 民 活 動 セ ン タ ー 22,960

 団 体 室 5,404

 視 察 ・ そ の 他 7,977

 小　　計 38,992

 合　　計 179,948

 
公　演　名 開催日

入場者数

(人)

 
みんなでわっしょい!!第二弾

4月 8 日 
4 月 9 日

327

 子どものための文化芸術体験プロ

グラム
6月 13 日 146

 大人のバックステージ体験 6月 24 日 16

 子どものための音楽会 7月 20 日 246

 舞台さんと行く!夏休み!!バックス

テージ体験
8月 6 日 64

 桂　歌春の落語教室 10 月 26 日 194

 市民プラザ寄席一之輔・歌春二人

会
11 月 5 日 455

 1 日子ども館長 11 月 5 日 4

 宮崎BigBandフェスティバル 11 月 12 日 394

 声優体験ワークショップ 12 月 16 日 50

 声優朗読劇フォアレーゼン 12 月 17 日 468

 市民プラザコンサート THE FINAL 2 月 25 日 409

 合　　　計 2,773
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文化･市民活動課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

 

 

(３)みやざきアートセンター　　　　指定管理料　 　 90,000,000 円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　管理運営費　 　 16,995,926 円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　修繕積立費　　　15,267,600 円 

                                  

　市民が文化芸術の創造体験、鑑賞及び発表を行う機会を提供すると

ともに、中心市街地における交流の場を創出した。 

 

①利用状況 

＊来館者数　73,436 人(実人数) 

　＊利用率＝(利用コマ数)/(利用可能コマ数)×100 

 

　②開催事業

 区　　分 利 用 率(％) 延べ利用者数(人)

 アートスペース１ 55.1 29,343

 アートスペース２ 66.6 34,135

 アートスペース３ 63.2 33,636

 多目的室 52.4 28,907

 創作アトリエ 36.0 2,819

 キッズルーム 　 12,004

 交流サロン 　 185

 ライブラリー 　 951

 
事　業　名 開催日

入場者数

(人)

 
立体切り絵　SouMa の世界展

4月 1日～ 

5 月 7日
3,772

 
つくる展-TASKO ファクトリーの 

ひらめきをかたちに-

7 月 15 日～ 

8 月 27 日
8,365

 
原田治展「かわいい」の発見

12 月 16 日～ 

1 月 28 日
11,129

 
第 48 回宮崎市美術展

11 月 4日～ 

11 月 19 日
1,870

 

Art Box -アートボックス＃06-

9 月 23 日～ 

10 月 9 日 

2 月 24 日～ 

2 月 25 日

3,234

 
かみよりつぐかたち-紙縒継像-

3 月 23 日～ 

3 月 31 日
1,764

 
合　　　計 30,134
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文化・市民活動課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

 

 

(４)清武文化会館　　　　　　　　　指定管理料　 　 67,783,000 円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　管理運営費　　　　　68,800 円 

　　市民が多様な文化芸術を鑑賞するとともに、文化活動、創造的活

動、表現活動を行う機会を提供した。 

 

①利用状況 

　＊利用率＝(利用コマ数)/(利用可能コマ数)×100 

　 

②開催事業 

 

（５）美術作品収蔵庫　　　　　　　　　　管理運営費　1,136,012円

 区　　分 利 用 率(％) 入場者数(人)

 大ホール 45.1 41,054

 小ホール 52.9 17,641

 研修室１ 44.6 4,488

 研修室２ 36.4 3,866

 研修室３ 47.2 5,394

 会議室 33.9 2,855

 和室 40.5 4,611

 合　　　計 79,909

 
公　演　名 開催日

入場者数

(人)

 日野皓正 Quintet with ｽﾍﾟｼｬﾙｹﾞｽﾄ

森口博子
11 月 5日 273

 相川七瀬 KIYOTAKE SPECIAL LIVE 9 月 10 日 554

 ｹﾛﾎﾟﾝｽﾞﾌｧﾐﾘｰｺﾝｻｰﾄ in きよたけ 10 月 15 日 579

 
林家たい平　落語会 10 月 22 日 293

 KIYOTAKE ワンコインライブ 全 3回 476

 半九ホールフェスティバル 9月 3日 延 1,000

 宮崎大学吹奏楽部 1st ｺﾝｻｰﾄ 2 月 23 日 110

 宮崎大学管弦楽団・医学部室内楽部

定期演奏会
12 月 17 日 250

 陸上自衛隊第 8 音楽隊ｺﾝｻｰﾄ in 清武 7月 17 日 670

 清武町域三神社神楽まつり 10 月 8日 250

 半九怖いおはなし会 8月 11 日 14

 半九ホールひとりじめ 全 16 日 151

 ワークショップ① 全 2回 25

 ワークショップ② 全 1回 180

 ワークショップ③ 全 7回 118

 ボランティア育成講座「MC 講座、影

アナ体験」
3月 20 日 16

 三遊亭兼好　独演会 7月 29 日 176

 合　　　計 5,135
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文化・市民活動課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

千円 

 

 

２　文化施設維持管理事業     　　          合計　214,681,845円 

(施設改善・改修等の工事・設計委託、備品購入等) 

 

・市民文化ホール　　　　　　　　　　　　 　  計   20,724,110円 

　　エキスパンションジョイント改修工事　　　　　　 4,114,000円 

　　エントランス漏水補修工事　　　　　　　　 　 　 1,276,000円 

中央監視装置用停電時電力供給システム修繕　 　　1,376,100円 

特定天井改修工事基本設計　　　　　 　       　 9,559,000円 

受変電設備改修工事実施設計　　　　　　　　　　 3,740,000円 

その他備品(折りたたみ・ピアノ専用椅子)購入　　　 659,010円 

 

・市民プラザ　　　　　　　　　　　　　　　   計  166,613,700円 

　【令和4年度からの繰越事業】 

　　リモートユニット更新工事（その４）　　　　　　34,100,000円 

　【令和5年度事業】 

中央監視装置更新工事　　　　　                73,700,000円 

直流電源装置更新工事　　　　　　　　　　　　  38,841,000円 

  　地下駐車場防火戸電磁レリーズ設置工事        　 2,805,000円 

　　舞台機構修繕(その１)　　　　　　　　　　      14,410,000円 

　　地下駐車場監視盤修繕                  　　　   2,570,700円 

屋上防水ドレン周辺修繕　　　　　　　　　　　　　 187,000円 

 

・清武文化会館                             　計 　27,344,035円 

　【令和4年度からの繰越事業】 

　　特定天井改修工事実施設計業務委託　　　　　　　13,030,835円 

　【令和5年度事業】 

直流電源装置蓄電池更新工事　　　　　　　　　　 5,802,500円 

電動吊りマイク装置修繕　　　　　　　　　　　　 3,300,000円 

防水補修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　 913,000円 

大ホール空調設備実施設計　　　　　　　　　　　 4,297,700円 

  
障がい者等文

化芸術活動推

進事業

 

1,012 

諸　　　　309 

 

 

「子ども・若者・障がい者」の人材育成を図るとともに、市民への寄

附文化の醸成を目指し、次の事業を行った。 

 

障がい者等から、委託業者が作品（デザイン）を募集。応募された

作品からグッズとして活用する作品を選定し、制作。それを販売し、

歳入の一部を宮崎市文化芸術振興基金へ積立てた。 

 

販売実績 

「Furoshiki」販売価格 1,000 円　制作個数 500 枚　売上枚数 440 枚

（3枚は受賞者用）

  

文化団体助成 

事業 

 

15,017 

入　 　14,500 

 

１　芸術文化団体運営費助成事業　　　　　　合計　　15,017,000 円 

 

　本市の文化振興を担う下記の団体に対し、助成を行った。 

 

・芸術文化連盟運営費助成事業　　　　　　　　　 7,869,000 円 

・宮崎シティフィル運営費助成事業　　　　　　　 7,148,000 円 
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文化・市民活動課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

文化芸術振興

基金活用事業 

 

 

千円 

8,304 

財  　    417 

寄　　　　100 

入 　   7,645 

諸　　　　142 

 

 

 

文化芸術振興基金活用事業　　　　　　　　　合計　　8,303,032 円 

 

 

・文化芸術振興基金積立金　　　　　　　　　　　　　241,800 円 

  
文化振興管理

費

 

3,346 
入　　　　900　

 
文化振興事務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　2,345,588 円 
委員報酬ほか 
 
第四次宮崎市文化振興計画策定事業　　　　　　　　　1,000,000 円 
計画策定に伴う市民アンケートに関する委託費

 
事　　業　　名 内　容・場　所 人数等

事業費 

(円)

 
地域文化活動助

成事業

絵画・写真展 
クラシック演奏会

13団体 1,437,000

 
文化団体主催招致

開催事業

「器楽特別公演」

～吹奏楽の魅力～

「玉名女子高等学

校吹奏楽部」

1,650人 1,784,232

 
童謡の日コンサ

ート開催事業
市民文化ホール 558 人 1,240,000

 市民芸術祭開催

事業 
(全 4 回)

市民文化ホール 2,318 人 300,000

 
小中学校芸術 
鑑賞派遣事業

市内小中学校 10,232 人 3,300,000
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地域センター 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

 10 総務 

管理費 

　30 地域 

　　センター 

管理費 

 

 

青島地域利便

性向上事業 

【青島地域セ

ンター】 

 

 

 

千円 

1,462 

入　　　1,462 

　　　 

 

 

 

 

 

 

　地域の利便性向上のため、青島地域で高齢者等の移動課題に取り組

んでいる団体を支援した。 

 

　・事業実施主体：青島地域振興協議会 

　　　利 用 者 数： 59人 

　　　延べ利用回数：169回 

　　　延べ利用者数：383人 

　・財　　　　源：宮崎市大字折生迫財産区からの繰入金 

  

15 総務費 

10 総務 

管理費 

71 地域 

自治区費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

地域協議会管

理運営事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

4,063 

使・手　4,063 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

　6地域センター内の8地域協議会の管理運営を行った。 

 

　事業費　　　4,062,503円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：円) 

 

  

40 商工費 

 10 商工費 

　25 観光費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
スポーツ大会

誘致推進事業

【住吉地域セ

ンター】 
 
 
 
 
 
 
 

 
1,300 

 
 
 
 
 
 
 

 

「スポーツランドみやざき」の推進のため、観光客誘致に繋がる

「宮崎シーガイアジョギング・ユニファイド大会」を支援した。 

 

　・宮崎シーガイアジョギング・ユニファイド大会 

　　　開 催 日：令和5年4月16日(日) 

　　　参加人数：1,590人 

 

 

 地域協議会 費用弁償 事務費 計

 赤江 387,000 160,966 547,966

 本郷 273,000 191,277 464,277

 木花 297,000 243,587 540,587

 青島 243,000 136,625 379,625

 住吉 333,000 324,939 657,939

 生目 381,000 122,362 503,362

 小松台 231,000 34,429 265,429

 北 357,000 346,318 703,318

 合計 2,502,000 1,560,503 4,062,503
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選挙管理委員会事務局 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

25 選挙費 

45 選挙 

啓発費 

 

 

選挙啓発事業 

 

千円 

1,310 

諸　　　   13

 

有権者の投票参加を図るため、あらゆる機会を通じて啓発を行った。 

 
 

　 
　

 
行事名 期日・場所 内　　　　容

 

明るい選挙啓発　

ポ ス タ ー ･ 書 道　

作品展

募集期間 

6月13日～8月3日 

表彰式 

8月26日 

展示会 

8月23日～8月27日

応募数 

ポスター　　238点 

書　道　　2,004点

 

明るい選挙啓発　

標語募集

募集期間 

6月13日～8月31日 

表彰式 

10月12日

応募数　530 点

 
「宮崎市“わけも

んの主張”」 

作文コンクール

募集期間 

6月13日～10月31日 

表彰式 

12月21日

応募数　100点

 
わけもんの主張 

宮東大会
1月20日 宮崎市代表　4人

宮崎市明るい選挙

推進大会
10月12日

講演『情報技術を活用した

地域活動から選挙啓発を考

える！』 

（宮崎公立大学 

学長　□　利則　氏）

 

先進地視察
9月20日～9月21日 

鹿児島市

「選挙コンシェルジュ鹿児

島」の啓発活動の視察

 

出前講座 7月～11月

高校を対象に 5 回実施し

た。 

・選挙権、住民登録の必要

性、投票方法等

 
生涯学習フェステ

ィバル等における　

啓発

7月～2月 

18 件

啓発物資、ポスター・書道

作品の提供

 

選挙啓発サポート

企業等登録制度
通年

選挙に関する情報提供、選

挙啓発事業の案内等 
（登録数 16 企業・団体）
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選挙管理委員会事務局 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15 総務費 

25 選挙費 

45 県議会議

員選挙費 

 
県議会議員選

挙事業

千円 

34,616 

県　　 20,121

 
　令和 5年 4月 9日執行　宮崎県議会議員選挙（定数 12 名） 
　（【県委託金】県議会議員選挙費委託金） 
 
１．投票の結果 

 
２．候補者別得票数 

  

15 総務費 

25 選挙費 

55 市議会議

員選挙費 

 
市議会議員選

挙事業

 

94,716 

 
　令和 5年 4月 23 日執行　宮崎市議会議員選挙（定数 40 名） 
 
１．投票の結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
当日有権者数(人） 投票者数(人) 投票率(％)

 
男 150,937 　54,897 36.37

 
女 174,801 　63,938 36.58

 
計 325,738  118,835 36.48

 
氏　　名 得票数 氏　　名 得票数

 
山内 佳菜子 13,112 岩 切 達 哉  5,968

 
前 田 典 子 13,101 前 屋敷惠 美  5,675

 
齊 藤 了 介 11,925 川 添 博  4,231

 
日 髙 陽 一 10,558 吉 村大志 郎  3,919

 
野 﨑 幸 士  8,285 右 松 隆 央  3,713

 
坂 本 康 郎  7,818 井 上紀代 子  3,527

 
重松 幸次郎  7,573 滋 井 邦 晃  2,888

 
山 口 俊 樹  6,800 森 賢 治  2,589

 
本 田 利 弘  6,084  

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　計　117,766

 
当日有権者数(人） 投票者数(人) 投票率(％)

 
男 150,662 　57,233 37.99

 
女 174,596 　67,460 38.64

 
計 325,258  124,693 38.34
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選挙管理委員会事務局 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

 千円  
２．候補者別得票数 

　小数点第 4 位以下切り捨て 

  

15 総務費 

25 選挙費 

70 大字折生

迫財産区

議会議員

選挙費 

 
大字折生迫財

産区議会議員

選挙事業

 

946 

諸　　　　946

 
　令和 5年 8月 6日執行　大字折生迫財産区議会議員選挙 
 
１．議員定数　5名（無投票） 

 氏　　名 得票数 氏　　名 得票数

 黒 田 奈 々 12,322 日 髙 貞 次 1,896.341

 西 本 誠 4,195 片 平 達 也 1,891

 鈴 木 一 成 3,714 前 本 尚 登 1,876

 金 丸 勇 太 3,427 黒 木 通 哲 1,868.120

 長 友 紅 緒 3,260.664 嶋田喜 代子 1,860.436

 森 太 2,875 松 山 清 子 1,825.048

 前 田 広 之 2,799.742 今 田 裕 信 1,818

 押 川 幸 浩 2,722 松 山 泰 之 1,799.951

 黒木恒 一郎 2,591.879 図 師 勝 幸 1,746

 河 野 克 武 2,544 岩 切 之 弥 1,620

 中 村 鉄 兵 2,476.021 堀 田 孝 一 1,612.403

 中 川 義 行 2,411 上 沖 篤 史 1,601

 外 山 千 草 2,399.971 外 山 順 一 1,514.028

 上 野 悦 男 2,384.360 下 村 博 史 1,514

 時 任 砂 織 2,306 佐藤健 次郎 1,299

 高 山 秀 明 2,246 岡 本 吉 弘 1,251

 伊 豆 康 久 2,181 長 友 芳 立 1,186.335

 太 場 祥 子 2,158 田 尻 敏 行 1,116

 上 野 信 吾 2,150.639 北 村 康 廣 1,001

 島 田 健 一 2,142.563 恒 吉 浩 之 971.257

 中 村 博 志 2,107.978 平 原 和 利    960

 冨 永 千 香 2,098 酒 井 良 子   921

 伊地知 義友 2,093.723 椎 啓 祐  920

 上 田 武 広 2,049 田 浦 洋 志  873

 松 田 浩 一 2,042.510 甲 斐 直 考  607

 日 髙 昭 彦 2,034.658 野 間 大 輔  592

 伊知地 孝美 2,030.276 浜 崎 純 一  550

 西 岡 昇 司 2,005 堀 田 憲 一  504

 吉 田 正 樹 2,000 内 田 耕 一   345.086

 德 重 淳 一 1,966 加 藤 広 大   324

 持 原 将 之 1,959

 計　123,555.989 
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監査事務局 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

15総務費 

35監査 

委員費 

10監査 

委員費

 

外部監査事業 

 

千円 

10,461 

 

 

地方自治法第252条の37第1項の規定に基づき包括外部監査を実施し

た。 

 

包括外部監査人：山崎　真一朗　弁護士(補助者3名) 

監査実施期間：令和5年6月14日～令和6年3月15日 

テーマ：随意契約に関する事務の執行について
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 福祉総務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

10 社会福祉 

　  総務費

 

小規模災害援

護事業

千円 

1,080 

 

宮崎市内で発生した火災や自然災害等により、人的及び住家被害を

受けた被災者等に対し、災害見舞金を支給した。 

  

宮崎市社会福

祉事業団補助

事業

 

42,661 

  　    

 

市民福祉の向上を推進するため、障がい児(者)の診療・相談・通園

等の各事業を実施する(社福)宮崎市社会福祉事業団に対し、本部事務

局の運営費の一部を助成した。 

 

　・事務局人件費補助　　　　　　　　　　　33,528,289 円 

　・事務費その他補助　　　　　　　　　　　 9,132,110 円 

  

宮崎市社会福

祉協議会補助

事業

 

205,981 

  　    

 

地域福祉の推進を図り、健康で安心して暮らせる豊かな地域づくり

を進めるため、(社福)宮崎市社会福祉協議会に対し、事務局及び宮崎

市心身障害者福祉会館の運営費の一部を助成した。 

 

　・事務局運営費補助　　　　　　　　　　 199,464,000円 

　・宮崎市心身障害者福祉会館運営費補助　　 6,517,000円 

  

福祉総務施設

管理費

 

13,120 

  　    

 

地域福祉活動を推進するため、所管施設の修繕・改修等を行った。 

 

・総合福祉保健センター関係　　　　　 　　9,444,318 円 

・佐土原地域福祉センター関係　　　   　　2,970,000 円 

・地区社協事務所関係        　　     　　　705,540 円 

【令和 6 年度への繰越事業】　  　　　　　　 　       

・佐土原地域福祉センター送油ポンプ工事　 1,197,240 円 

  

みやざき健康

ふくしまつり

補助事業

 

3,227 

入      3,112

 

　福祉や健康づくりについて考える機会を提供するとともに、障がい

者団体等との交流を通して相互理解を深めるため、みやざき健康ふく

しまつり実行委員会に対し、イベント開催費用の一部を助成した。 

 

　・開催日　　　　　令和5年11月3日(金・祝) 

　・開催場所　　　　フローランテ宮崎 

　・参加団体数　　　60団体 

　・来場者数　　　　12,808人 

　・主要イベント　　福祉団体等による買い物・グルメコーナー・ 

　　　　　　　　　　体験コーナー・プレイコーナー・ 

　　　　　　　　　　ステージイベント・健康づくりコーナー　等 

  

総合福祉相談

補助事業

 

977

 

地域住民が安心して暮らすことができる福祉のまちを目指し、住民

のニーズを反映した総合的福祉サービスを推進するため、(社福)宮崎

市社会福祉協議会が実施する総合福祉相談事業のうち弁護士費用の一

部を助成した。 

 

・相談件数　　  　619件(令和5年度) 

 
区　　　分

世帯当たり 

見舞金額(円)

支給件数

(件)

支給金額

(円)

 全焼(全壊) 50,000 13 650,000

 半焼(大規模半壊) 30,000 2  60,000

 部分焼・半壊 

（床上浸水等）
10,000 7 　70,000

 弔慰金(1人につき100,000円) 3 　300,000

 計 25 1,080,000
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福祉総務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

地域福祉活動

推進補助事業

千円 

51,888 

入     51,888 

 

　地域福祉活動を推進するため、(社福)宮崎市社会福祉協議会が実施

する以下の事業に対し助成を行った。 

 

○地区社会福祉協議会の活動に対する支援 

　　地域の状況に応じた地域福祉活動を推進するため、地域福祉ニー

ズの把握や住民への福祉啓発、地域福祉ボランティアの養成などを

行う地区社会福祉協議会の活動を支援した。 

 

　・支援地区数　　　19地区 

　・実施事業数　　　321事業 

 

○福祉協力員の活動に対する支援 

　　地域の見守り活動を推進するため、民生委員・児童委員と連携を

図りながら見守り活動を行う福祉協力員の活動を支援した。 

 

　・福祉協力員数　　1,616人(令和6年3月末) 

  

民生委員活動

費

 

100,750 

諸 　   1,338

 

　地域福祉を推進するため、民生委員・児童委員活動に対し助成を行

った。 

 

 

・民生委員児童委員表彰事務費等　　393,249円 

  

見守りネット

台帳整備補助

事業

 

1,000

 

民生委員・児童委員による在宅の高齢者・障がい者等の見守り活動

を支援するため、見守りネット台帳の管理費用の一部を助成した。 

 

・助成先　　　　　　(社福)宮崎市社会福祉協議会 

・台帳登録者　　　　6,872件(令和6年3月末) 

  

宮崎市総合福

祉保健センタ

ー指定管理料

 

87,604 

使・手    242 

諸      2,252

 

地域福祉活動の推進、健康管理意識の啓発、高齢者・障がい者等の

福祉の増進を図るため、これらの業務に精通している指定管理者によ

り、宮崎市総合福祉保健センターの管理運営を行った。 

 

　・指定管理者　　　　(社福)宮崎市社会福祉協議会 

　・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

　・延べ利用者数　　　30,393人 

  

宮崎市佐土原

地域福祉セン

ター指定管理

料

 

15,571 

使・手     25 

諸         33

 

地域福祉活動の推進、健康管理意識の啓発、高齢者・障がい者等の

福祉の増進を図るため、これらの業務に精通している指定管理者によ

り、宮崎市佐土原地域福祉センターの管理運営を行った。 

 

　・指定管理者　　　　(社福)宮崎市社会福祉協議会 

　・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

　・延べ利用者数　　　13,098人 

 内　容 金額(円) 内　訳

 宮崎市民生委員児童委員

協議会運営費補助金
2,315,000

運営費補助 

@750×委員数 ほか

 地区民生委員児童委員協

議会運営費補助金
6,801,000

@145,000×27地区 

@1,900×委員数 ほか

 民生委員・児童委員活動

費補助金
91,240,000 @121,400×委員数 ほか

 計 100,356,000
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福祉総務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

宮崎市田野総

合福祉館指定

管理料

千円 

37,531 

使・手     88 

諸         93

 

地域福祉活動の推進、健康管理意識の啓発、高齢者・障がい者等の

福祉の増進を図るため、これらの業務に精通している指定管理者によ

り、宮崎市田野総合福祉館の管理運営を行った。 

 

　・指定管理者　　　　(社福)宮崎市社会福祉協議会 

　・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

　・延べ利用者数　　　58,585人 

  

宮崎市清武総

合福祉センタ

ー指定管理料

 

33,169 

使・手     39 

諸      1,773

 

地域福祉活動の推進、健康管理意識の啓発、高齢者・障がい者等の

福祉の増進を図るため、これらの業務に精通している指定管理者によ

り、宮崎市清武総合福祉センターの管理運営を行った。 

 

　・指定管理者　　　　(社福)宮崎市社会福祉協議会 

　・指定期間　　　　　令和4年4月～令和8年3月 

　・延べ利用者数　　　26,450人 

  

宮崎市総合福

祉保健センタ

ー等改修事業

 

66,820 

債　　 59,900

 

地域の福祉活動推進等の拠点施設として、高齢者、障がい者等の利

用者の安全安心の確保及び施設機能の維持保全を図るため、施設の改

修を行った。 

 

○総合福祉保健センター 

・電話交換設備更新工事実施設計業務委託　　1,012,000円 

・屋上防水改修工事　　　　　　　　　　　 30,901,168円 

・外壁改修工事　　　　　　　　　　　　　 34,906,766円 

 

【令和6年度への繰越事業】 

○清武総合福祉センター 

・外壁改修工事実施設計業務委託　　　　　　2,794,000円 

  

平和の資料継

承事業

 

1,300

 

　地域に残る平和資料を広く市民に周知し、恒久平和についての認識

を深め、二度と悲惨な戦争を行わないよう意識を醸成するため、地域

の方々が主体となって実施する、小中学校向け巡回資料展のための資

料作成に係る費用を助成した。 

  

災害時要配慮

者支援事業

 

2,186

 

災害時要配慮者の避難支援体制を構築するため、避難行動要支援者

名簿の作成及び名簿登載者の個別避難計画の作成を行った。また、優

先度の高い避難行動要支援者については、個別避難計画の作成を、介

護支援専門員等が所属する福祉事業所へ委託して行った。 

また、地域における避難支援体制を構築するため、平常時から避難

行動要支援者名簿や個別避難計画を、地域の避難支援等関係者に共有

するとともに、要配慮者避難支援協議会を設置し、地域の避難支援等

関係者や関係機関との連携強化を図った。 

 

○避難行動要支援者数 

　　・名簿登載数　10,770 人（うち情報提供同意者数　7,635 人） 

 

○個別避難計画の作成 

・計画作成対象者数　　7,635 人 

うち計画作成数　　　1,847 人（作成率 24％） 

・委託事業所数　　　　66 事業所 

・委託による個別避難計画作成数　　123 件
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福祉総務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

　14 障がい者 

　自立 

　支援費

 

成年後見制度

利用支援事業

千円 

4,037 

分・負 　　 9 

国　　　1,070 

県　　　　535

 

知的障がい等により介護サービスの利用契約や金銭管理等が困難な

身寄りのない方を支援するため、後見等開始の審判申立てを行った。 

また、市長申立てや親族申立てで費用負担が困難な方を支援するた

め、申立てや後見人等の報酬に係る費用を助成した。 

(【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％) 

 

・申立件数　　　　　 2 件 

・報酬助成件数　　　20件 

　

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

　15 老人 

　　福祉費

 

敬老バス事業

 

271,044 

財     14,690 

入     87,297

 

高齢者の健康と生きがいづくりを促進するために、70歳以上の高齢

者に「敬老バスカ」を交付し、65～69歳の高齢者には宮崎交通(株)の

販売する「悠々パス」の購入助成を行った。 

 

・敬老バスカ委託　　委託先：宮崎交通(株) 

　 

 
・悠々パス半年券購入費補助 

 

・その他経費　249,480円 

  

高齢者移動安

全確保事業

 

2,703 

入      2,703 

              

 

自動車運転免許証を返納した高齢者の安心した生活を支援するた

め、宮崎交通(株)の販売する「悠々パス」の購入費用の助成や「敬老

バスカ」への特典付与を行った。 

　　 

・高齢者移動安全確保事業　　　　　　　　　　　  2,702,500円 

  

敬老祝金支給

事業

 

21,869

 

高齢者に対し敬老の意を表するとともに、生きがいづくりを支援す

るため、敬老祝金の支給を行った。 

 

・敬老祝金 

 

 

 

 

・その他経費　248,789円 

  

百歳長寿祝品

贈呈事業

 

5,775 

 

長寿の節目である百歳を迎える高齢者に敬老の意を表し、祝品等の

贈呈を行った。 

 

・祝品贈呈者数　　　165人

 
委託金額

年度末現在の 

敬老バスカ 

保有者数

年度末現在の 

70 歳以上人口
保有率

 270,498,778円 58,463人 90,366人 64.70％

 補助延べ人数 計

 118人 295,000円

 助成額 助成者数 計

 敬老バスカ特典付与 5,000円 530人 2,650,000円

 悠々パス一部助成 7,500円  7人    52,500円

 支給年齢 支給額 支給者数 計

 88歳 10,000円 2,162人 21,620,000円
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 福祉総務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

金婚祝賀会事

業

千円 

1,045 

諸        259　　　  

 

結婚以来50年、苦楽をともにしてこられたご夫妻の金婚をお祝い

し、今後の円満な生活と長寿を願い祝賀会を開催した。 

 

 

 

 

 

・その他経費　105,396円 

  

老人クラブ活

動助成事業

 

21,127 

国      6,175

 

高齢者の社会参加による生きがいと健康づくりを促進するため、単

位老人クラブや宮崎市老人クラブ連合会に対し、運営費及び活動費の

一部を助成した。(【補助率】制度(上限)・実績：対象事業費の国 1/3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、老人クラブ活動がより一層活性化するよう、小人数でのクラ

ブ活動や結成に対し助成を行った。  
 

  

老人福祉セン

ター等指定管

理料

 

53,365

 

指定管理者制度を活用して高齢者に交流の場を提供し、健康づくり

や趣味活動を通じた利用者の健康増進や介護予防、ふれあいづくりを

支援した。 

 

・対象施設　　　　　南部老人福祉センター 

赤江老人福祉センター 

住吉老人いこいの家 

古城老人いこいの家　　計4施設 

・指定管理者　　　　(社福)宮崎市社会福祉事業団 

・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

・延べ利用者数　　　57,167人 

  

北部老人福祉

センター指定

管理料

 

17,490

 

指定管理者制度を活用して高齢者に交流の場を提供し、健康づくり

や趣味活動を通じた利用者の健康増進や介護予防、ふれあいづくりを

支援した。 

 

・指定管理者　　　　シダックス大新東ヒューマンサービス(株) 

九州・沖縄支店 

・指定期間　　　　　令和 3 年 4 月～令和 8 年 3 月 

・延べ利用者数　　　62,793 人 

 開催地区 開催日 参加人員 事業費

 旧宮崎市域 

・清武町域
10月26日 74人 938,632円

 内　容 補助金額

 市内単位老人クラブ活動育成補助 6,575,040円

 宮崎市老人クラブ連合会事務局運営補助 4,033,000円

 生きがい対策推進事業補助 3,686,000円

 市老連活動促進事業補助 993,040円

 行事参加補助 600,000円

 老人クラブ組織強化事業補助 2,165,000円

 若手リーダー育成強化事業 1,150,000円

 計 19,202,080円

 内　容 補助金額

 単位老人クラブ活動育成補助 1,744,416円

 新規結成補助 180,000円

 計 1,924,416円
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福祉総務課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

大塚台地域福

祉コミュニテ

ィセンター指

定管理料

千円 

1,702

 

指定管理者制度を活用して高齢者に交流の場を提供し、健康づくり

や趣味活動を通じた利用者の健康増進や介護予防、ふれあいづくりを

支援した。 

 

・指定管理者　　　　大塚台地区社会福祉協議会 

・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

・延べ利用者数　　　8,530人 

  

高岡老人福祉

館「百寿荘」

指定管理料

 

7,924

 

指定管理者制度を活用して高齢者に交流の場を提供し、健康づくり

や趣味活動を通じた利用者の健康増進や介護予防、ふれあいづくりを

支援した。 

 

・指定管理者　　　　(社福)慶明会 

・指定期間　　　　　令和3年4月～令和8年3月 

・延べ利用者数　　　3,632人 

  

内海やっこ荘

管理運営事業

 

582

 

高齢者に交流の場を提供し、健康づくりや趣味活動を通じた利用者

の健康増進や介護予防、ふれあいづくりを支援した。 

 

・延べ利用者数　　　1,991人 

  

老人福祉セン

ター等整備事

業

 

2,579

 

高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、生きがい支援施設の

修繕・改修等を行った。 

 

・北部老人福祉センター関係　　　　　　 　　　253,000円 

・赤江老人福祉センター関係　　　　   　  　　836,000円 

・大塚台地域福祉コミュニティセンター関係　 　279,400円 

・高岡老人福祉館「百寿荘」関係　　　　　　 　715,000円 

・西部地区農村環境改善センター関係　　　　 　495,000円 

 

【令和 6年度への繰越事業】 

・赤江老人福祉センターボイラー改修工事実施設計業務委託 

2,365,000 円 

  

認知症高齢者

等の権利擁護

体制整備事業

 

7,000

 

成年後見制度の安定的な利用を図るため、法人後見業務等を実施す

る(社福)宮崎市社会福祉協議会が運営する「権利擁護センターみやざ

き」の運営費の一部を助成した。 

 

○権利擁護センターみやざき 

・受任件数　　　　　37 件 

・後見支援員数　　　36 人 
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

11 障がい者 

福祉費

 

特別障がい者

手当等給付事

業 

 

千円 

267,278 

国　　200,458 

諸　　    175 

 

在宅の重度障がい児・者に対する福祉施策の一環として、重度障がい

により生じる特別な費用負担の軽減と重度障がい者の福祉の向上を目的

として、特別障がい者手当、障がい児福祉手当及び福祉手当を支給した。 

　 

　【補助率】制度(上限)：国3/4　実績：国3/4 

  

重度障がい者

介護金支給事

業 

 

2,320 

入 　　 2,305 

諸　 　　　15 

 

重度障がい児・者の家庭の福祉の増進のため、在宅の重度障がい者と

同一世帯で生計を共にし、日常生活において、常時、重度障がい者を介

護している介護者に対して3・9月に介護金を支給し、在宅介護を支援し

た。 

 

 

 

  

重度障がい者

福祉タクシー

料金等助成事

業

 

40,189 

財　　　　814 
入　　　2,400

 

外出困難な在宅の重度障がい児・者の日常生活の利便と社会参加の促

進を図るため、タクシー券又はガソリン券を交付した。 

 

○扶助費　　39,355,500円 

　 

○需用費　　　　833,360円　　　　　　　　　　計　40,188,860円 

  

障がい者福祉

関係大会補助

 

215 

入　　　　200 

 　

 

障がい児・者の体力向上と健康増進のために開催されるスポーツ大会

や、自立と社会参加を推進するために開催される各種大会の運営にかか

る経費の助成を行った。 

　 

  

重度心身障が

い者医療費助

成事業

 

951,714 

県　　393,388 

諸　　155,185

 

重度心身障がい児・者に対し、保険診療内医療費の自己負担の一部又

は全部を助成し、負担の軽減を図った。 
 
　○扶助費 

　　【補助率】制度(上限)：県 1/2　実績：県 1/2 
　 

○需用費等　　17,150,107 円　　　　　　　　 計　951,713,521 円 

 
項　目

特別障がい者 

手　　　　当

障がい児 

福祉手当
福祉手当 計

 受給者数  590人  408人 　6人  1,004 人

 支給金額 193,761,580円 72,274,070円 1,241,750 円 267,277,400 円

 受給者数 支給金額

 38人 2,320,000円

 種類 交付人数 使用枚数 助成金額

 タクシー券 3,349 人 500 円券:54,933 枚 27,466,500 円

 ガソリン券 2,007 人 500 円券:23,778 枚 11,889,000 円

 内容 補助金額

 第71回全九州ろうあ者大会・第50回全九州手話通

訳者研修会補助金
165,000 円

 第51回九州視覚障害者サウンドテーブルテニス宮

崎大会補助金
50,000 円

 計 215,000 円

 
受給資格者数

助成 
延べ件数

助成金額 
(うち県費対象額)

 
7,333 人 203,356 件

934,563,414 円

(771,204,947 円)
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
宮崎市障がい

者体育センタ

ー運営費

千円 
4,533 

使・手　　429 

諸　　　　 44

 

障がい児・者等に、スポーツと健全なレクリエーションの場を提供し、

体力の維持・向上と交流を深めることにより、障がい者の福祉の増進に

資するための体育館を運営した。 

 

  
重度身体障が

い者福祉電話

料金助成事業

 
38 

 

 
外出困難な単身で生活を送る重度障がい者の連絡手段を確保するため、

福祉電話を貸与し、基本料金を助成した。 

 

  

視覚障害者マ

ラソン宮崎大

会開催事業

 

1,600 

入　　　1,600 

 

 

障がい者の健康保持、相互交流及び社会参加を促進するため、青島太

平洋マラソン大会と同時開催の「視覚障害者マラソン宮崎大会」の運営

経費の一部を助成した。 
 

  
腎臓機能障が

い者通院費助

成事業

 
4,264 

 

在宅の腎臓機能障がい児・者及び家族の経済的負担の軽減を図るため、

通院に利用するためのタクシー券又はガソリン券を交付した。 

 

　○扶助費　　4,111,500円 

　 
○需用費　　　151,580円　　　　　　　　　　　 計　4,263,080円 

  
障がい児通所

支援事業

 
2,625,710 

国　1,312,854 

県　　656,427 

 

　 　　 　 

 
障がい児が身近な地域で特性に応じた専門的な療育と適切な支援を受

ける機会を提供した。 

 

　※その他給付費　やむを得ない事由による措置　　　 7,069,140円 

　　　　　　　　　高額障がい児通所給付費　　　　　 1,188,234円 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計　2,625,709,629円 
　【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 

 利用者数
管理運営費  障がい者 その他 計

 4,842人 7,077人 11,919人 4,532,095円

 台数(令和5年度末現在) 助成金額(基本料金)

 1台 37,570円

 開催日 参加者数 伴走者数 補助金額

 令和5年12月10日(日) 40 人 66 人 1,600,000 円

 種類 交付人数 使用枚数 助成金額

 タクシー券 452 人 500 円券::5,105 枚 2,552,500 円

 ガソリン券 283 人 500 円券:3,118 枚 1,559,000 円

 サービス名 延べ利用者数 支給金額

 児童発達支援 3,041人 569,669,931円

 放課後等デイサービス 　13,794人 1,930,590,242円

 障がい児相談支援 4,417人 77,070,000円

 保育所等訪問支援 940人 40,122,082円
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
国際障害者年

記念福祉事業

基金積立事業

千円 

100 
寄　　　　100

 
障がい福祉の向上に寄与するため、市民からの寄附金を基金に積み立

てた。 
 

 
※基金取崩額　8,000,000円 
（充当事業及び充当額） 
・視覚障害者マラソン宮崎大会開催事業　　　　　　　1,600,000円 
・重度障がい者福祉タクシー料金等助成事業(扶助費)　2,400,000円 
・宮崎市総合発達支援センター指定管理料(親子保健課)4,000,000円 

  
福祉機器等リ

サイクル推進

事業

 

2,410 

入　　　2,400

 

福祉機器利用者の負担軽減と資源の再利用化のため、福祉機器、介護

用品のリサイクル事業を実施した。 

 

  
障がい者差別

解消・虐待防

止対策事業 

 
24 

国　　　　 12 
県　　 　　 6 

 

 

障がい者虐待を防止するため、一時保護協力施設の確保、虐待防止ネ

ットワークの構築、弁護士会や医師会等の専門機関との連携・協力によ

る介入・支援等を実施し、権利利益の擁護を図るとともに、障がい者差

別を解消するため、市民への出前講座や職員研修を行い、理解啓発を

図った。 
 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4 

  
障がい者就労

事業所魅力ア

ップ応援事業

 
4,800 

国　　　1,276 
県　　　　638

 
障がい者の雇用安定や工賃向上を図るため、市内の障がい者就労継続

支援事業所等で構成される法人に対し運営費の一部を助成し、障がい者

を雇用している事業所間の連携強化や販売力の向上、請負業務の受注促

進を図った。　 

　【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

  
宮崎市自立支

援協議会活動

推進事業 

 
474 

国　　　　125 

県　　　   62 

 

 
市民の障がいに対する理解、障がい者の就労、医療、生活に関するこ

となど、障がい児・者への支援体制に関する課題等を解決するため、関

係機関との情報の共有や連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応

じた支援体制の整備などについて協議した。 
 

　【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

 
件　数 寄附金

基金総額 

(令和5年度末現在)

 2 件 100,000 円 111,524,594 円

 
委託先 委託料 取扱物品

受領 

件数

譲渡 

件数

 (公財)宮崎身体

障害者福祉協会
2,410,000円

車イス、電動ベッド、

シャワーチェアほか
168件 155件

 虐待相談・通報・届出件数 虐待認定件数 事業費

 116 件 11 件 24,000 円

 
補助先 補助金額

事業 

所数
製品販売・業務請負額

 (一社) 

わくわく 

ネットワーク

4,800,000円 34か所
製品販売　　1,721,430円 

業務請負　 17,551,652円

 研修会、シンポジウム等の開催回数 運営費等

 6 回 473,259 円

-109-



障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
障がい福祉サ

ービス等継続

支援事業

千円 
3,713 

国　    2,475

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため、感染者が発生

した事業所において、サービス提供の継続に要した費用を助成した。 

 

　【補助率】制度(上限)：国2/3　実績：国2/3 

  
障がい福祉窓

口業務電子処

理化事業

 
5,607 

国(交)  4,235 

　 

　障がい者手帳等の申請書記入などに係る申請者の負担軽減や窓口滞在

時間の短縮、並びに職員の事務処理の効率化及び正確性の向上のため、

窓口業務の電子処理化を行った。 
 

  
障がい理解啓

発事業

 
3,868 

国      1,028 
県    　  514

 
市民・事業者への障がい理解を促進し、障がい者の権利擁護の推進を

図るため、民間事業所や学校等へ福祉講話や車いす等の体験研修の講師

を派遣するとともに、パラスポーツ体験会等を実施した。また、障害者

差別解消法の改正により、事業者の「合理的配慮の提供」が義務化され

たことを周知するため、啓発動画を作成した。 

 

○ふれあい福祉体験研修 

 

○あすチャレ！スクール 

 

○ボッチャ体験会等 

 

○理解啓発動画作成 

 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

計　3,867,351 円 

  
障がい児通所

支援事業所安

心・安全対策

支援事業

 
21,199 

越 　　21,199

 

【令和4年度からの繰越事業】 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所に対し、児童の

送迎バスの置き去りを防止することを目的に安全装置改修に係る費用の

一部を助成した。 

 

 

 補助件数 補助金額

 8件 3,713,000円

 区分 内容 金額

 委託料 窓口電子システム機能拡充・保守 5,277,800 円

 使用料 システム用ソフトウェア使用料 329,010 円

 計 5,606,810 円

 
委託先 委託料

派遣回数 

延べ受講者数
延べ講師派遣

 (社福)宮崎市 

社会福祉協議会
700,000円

86回 

4,720人
144人

 参加者数 事業費

 540 人 120,000 円

 参加者数 事業費

 82 人 47,351 円

 委託先 委託料

 特定非営利活動法人宮崎文化本舗 3,000,000 円

 補助件数 補助金額

 47件 21,198,415円
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
障がい者施設

への価格高騰

支援事業

千円 
5,325 

国(交)  5,325 

 
物価高騰の影響を受けている障がい福祉サービス等を提供する施設を

対象として、障がい者等への安定的なサービス確保のために必要な経費

の助成を行った。 

 

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

　14 障がい　 
　者自立　 

支援費

 
障がい福祉サ

ービス事業 

 
10,664,129 

使・手　　　8 
国　5,053,860　

県　2,528,261 
諸　　　1,079

 
障がい者が自立した生活を送るため、身体機能・社会生活の向上のた

めの訓練や就労に向けた訓練等のサービスを提供した。 
 

　※その他給付費　高額障がい福祉サービス費　　　 　 988,863 円 
計　10,664,128,459 円 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 

  
更生医療給付

事業

 
907,062 

国　　424,209 

県　　223,749 

 

身体障がい者の医療費負担軽減や機能の回復を図るために、必要な費

用の助成を行った。 

 

○扶助費 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国46.8％、県24.7％ 
 
○役務費　　　1,581,416円 

 
　 計　907,061,831 円 

  
障害者自立支

援給付費等負

担金償還金

 
15,073

 
　障がい児通所支援事業所において生じた給付費の過払いのうち、返還

が開始されたものについて、国、県の負担金相当額を償還した。 

 

 

 補助件数 補助金額

 59件 5,325,000円

 サービス名 延べ利用者数 支給金額

 居宅介護 8,839人 1,498,203,011円

 重度訪問介護 343人 389,727,750円

 同行援護 2,330人 179,876,294円

 行動援護 28人 2,823,490円

 短期入所 3,807人 324,812,615円

 生活介護 12,262人 2,991,025,426円

 療養介護 1,045人 276,963,303円

 療養介護医療 1,062人 80,494,240円

 施設入所支援 5,018人 732,091,477円

 自立生活援助 101人 1,806,850円

 就労移行支援 2,755人 460,458,876円

 就労継続支援 17,569人 2,306,165,933円

 就労定着支援 630人 19,486,149円

 自立訓練 1,401人 174,986,993円

 共同生活援助(グループホーム) 5,277人 991,376,627円

 相談支援 14,099人 232,840,562円

 給付決定者数 助成金額

 1,848人 905,480,415円

 償還額

 国 県 計

 障害児入所給付費等 10,048,289 5,024,143 15,072,432
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
補装具費支給

事業

千円 
123,594 

国　　 61,796 
県　　 30,898 

 
障がいを補い、日常生活や社会生活を送りやすくするため、補装具の

購入又は修理に要する費用の支給を行った。 
 

　　　　　　　　　　　　　高額障がい福祉サービス費　27,061円 
【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4 

  
日常生活用具

給付事業

 
114,478 

国 　　30,561 
県　　 15,162

 
在宅の障がい児・者等の日常生活を支援するため、特殊寝台、入浴補

助用具等の購入費用の一部を助成した。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

(※小児慢性特定疾病児童日常生活用具…制度(上限)：国1/2 
実績：国 1/2) 

  
重度身体障が

い者移動支援

事業

 
3,222 

国  　　  856 
県 　 　　428

 

身体障がい者の在宅福祉の推進及び市民ボランティア活動の促進を図

るため、一般の交通手段の利用が困難な重度身体障がい者に対し、住民

参加型による移送サービスを実施した。 

 

【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

  
福祉バス運行

事業

 
3,393 

国 　 　　902 

県 　 　　451

 

障がい児・者の福祉の増進と社会参加を促進するため、障がい者団体

等が参加するスポーツ、レクリエーション、各種講習会等の地域活動及

び社会活動へ福祉バスを運行し、障がい者の移動、交通手段を確保した。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

  
身体障がい者

自動車運転免

許取得改造助

成事業 

 
840 

入  　　　840

 

身体障がい者の社会参加を支援するため、自動車の運転免許取得費及

び改造費の一部助成を行った。 

 

 項目 購　入 修　理 計

 身体障 

がい者

件数 601 件 307 件 908 件

 金額 71,901,762 円 15,121,911 円 87,023,673 円

 身体障 

がい児

件数 195 件 51 件 246 件

 金額 34,453,722 円 2,088,764 円 36,542,486 円

 金額　計 106,355,484 円 17,210,675 円 123,566,159 円

 区　分 件　数 支給金額 備　考

 
日常生活用具 10,237 件 114,002,615 円

ストーマ用装具、 

紙おむつほか

 小児慢性特定疾病 

児童日常生活用具
6件 475,030 円

たん吸引器、ネ

ブライザーほか

 計 114,477,645 円

 
委託先 委託料

利用 

登録者数

延べ 
利用件数

登録ボラン

ティア数

 (社福)宮崎市社

会福祉協議会
3,221,544 円 46 人 416 件 27 人

 
委託先 委託料 運行回数

延べ 

利用者数

 (社福)宮崎市社会福祉協議会 3,392,230円 104回 　1483人

 項　目 件　数 補助金額

 運転免許取得  3件   300,000円

 自動車改造 6件 540,000円

 計 840,000円
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
地域生活支援

給付事業

千円 
495,475 

国  　121,299 

県 　  60,654

 

障がい児・者が自立した日常生活や社会生活を送るため、障がいの特

性や生活に応じた支給決定を行い、必要なサービスを提供した。 

　※その他給付費　高額障がい福祉サービス費　　　  1,093,355 円 
計　495,474,984 円 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

  

地域活動支援

センターⅠ型

事業 

 

25,200 

国 　 　3,791 

県　    1,895

 

在宅の障がい者等の自立と社会参加を促進するため、障がい者等に対

し、創作的活動や生産活動の機会、社会との交流の場を提供した。また、

障がい者ピア活動支援に加えて、精神保健福祉士等の専門職員を配置し、

医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整や、地域住民

ボランティア育成、障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等を

行った。 
 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

  
地域活動支援

センターⅢ型

事業 

 
12,732 

国 　 　1,320 
県 　 　  660 

 
障がい児・者等の地域における生活を支援するため、創作的活動及び

生産活動の機会を提供する取組を支援した。 
 

【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

  
重度障がい者

住宅改修費助

成事業

 
3,182 

国　   　 249 

県    　  124

 
　在宅の重度障がい児・者の在宅福祉の増進を図るため、住宅改修に要

する費用の一部を助成した。 
　 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 サービス名 延べ利用者数 支給金額

 外出介護 5,672人 134,799,103円

 日中一時支援 6,442人 285,731,196円

 訪問入浴 422人 36,828,410円

 地域活動支援センターⅡ型 
＜国県補助対象外＞

322人 37,022,920円

 委託先:委託料 
(補助対象事業費)

実　績

 
(社福)清樹会:12,600,000円 

            (6,900,000円)

利用者数延べ人数　　　 3,289人 

相談支援延べ件数　　　 　552件 

ピア相談延べ件数　　 　 　39件

 
(社福)敬尚会:12,600,000円 

            (7,356,500円)

利用者数延べ人数　　 　5,578人 

相談支援延べ件数　　　 1,940件 

ピア相談延べ件数　　　 　473件

 　    計  　25,200,000 円

 
補助先 施設名

延べ 

利用者数

補助金額 

(補助対象事業費)

 (特非)はばたき

福祉作業所
はばたき 1,486人

3,916,000円  

(1,100,000円)

 (特非)宮崎もや

いの会
かふぇらて 718人

4,804,000円  

(2,400,000円)

 
(一社)あわいや 工房・あわいや 449人

4,011,500円  

(1,462,800円)

 計 12,731,500 円

 補助 

人数

改修箇所別内訳 補助金額 

(補助対象事業費)  浴室 手摺り 扉 床段差 その他

 
12 人 2 件 6件 1件 4件 12 件

3,181,862 円  

(938,561 円)
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
福祉ホーム運

営支援事業

千円 
7,661 

国 　 　2,037 
県 　 　1,018

　 

住居を必要としている障がい者に、低額な料金で、居室等を提供する

とともに、日常生活に必要な支援を行った。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

  

宮崎市障がい

者基幹相談支

援・虐待防止セ

ンター事業 

 

 
160,259 

分・負　3,687 

国　   34,598 

県　   17,298 
 

 

障害者総合支援法及び障害者虐待防止法に基づき、市民の福祉の向上

を図るため、障がい児・者に対する専門的な相談支援を実施するととも

に、地域の相談支援事業所等に対し、専門的な指導や助言、人材育成を

行った。また、地域の相談機関との連携強化について取り組み、地域移

行・地域定着のため、障がい者支援施設や精神科病院等へ地域移行の普

及啓発や、障がい者等に対する虐待を防止するための取組等を行った。 

 

【補助率】①制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 
②制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 
③制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 

・補償金：21,036,500 円 

障害者相談支援事業等の委託料に係る消費税及び地方消費税の補償 
 

【令和 6年度への繰越事業】　補償金　35,742,500 円 

  

軽度・中等度

難聴児補聴器

購入費等助成

事業

 

1,430 
県 　　　 714 

 

身体障がい者手帳の交付対象とならない軽度又は中等度の難聴児の言

語習得やコミュニケーション能力の向上等を図るため、補聴器の購入及

び修理費用の一部を助成した。　 

 

　【補助率】制度(上限)：県1/2　実績：県1/2 

 
補助先(ホーム名)

入居人員 

(令和6年3月末現在)
補助金額

 (社福)まほろば福祉会 

(ＢＥ・ＦＲＥＥ)
11人 2,959,310 円

 (社福)まほろば福祉会 

(天領の杜)
 4人 1,646,040 円

 (社福)まほろば福祉会 

(喜楽家)
 4人 3,055,200 円

 　　　　　　　計 7,660,550 円

 委託先 

委託料(補助対象事業費)
実　績

 (社福)宮崎市社会福祉協議会 

60,198,083円 

(①41,418,909円、②10,050,030円)

相談支援延べ件数　4,542件 

相談人数　 　　 　　604人

 (社福)宮崎市社会福祉事業団 

50,875,000円 

(①34,036,919円、③5,572,000円)

相談支援延べ件数　2,851件 

相談人数　　　　 　 596人 

巡回支援相談支援延べ件数  

152件

 (社福)清樹会 

16,115,000円 

(①13,215,000円)

相談支援延べ件数  　264件 

相談人数　　　　  　108人

 (社福)敬尚会 

12,034,000円 

(①12,034,000円)

相談支援延べ件数  1,145件 

相談人数　　　　    252人

 計  　　　　　　　139,222,083 円

 購　入 修　理 計

 件数 補助金額 件数 補助金額 件数 補助金額

 9 件 1,338,750 円 3 件 90,375 円 12 件 1,429,125 円
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

情報保障・コ

ミュニケーシ

ョン支援事業 

千円 

20,649 

国　    5,096 

県　    2,546 

 

 

○委託料 

１　手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

　聴覚障がい児・者等の社会生活におけるコミュニケーションの仲介を

行うため、手話通訳者・要約筆記者を派遣した。 
 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 

２　手話奉仕員等養成事業 

　聴覚障がい児・者等の意思疎通を図るために、手話奉仕員及び手話通

訳者の養成講座を行った。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 

３　要約筆記者養成事業 
　聴覚障がい児・者等の意思疎通を図るために、要約筆記者の養成講座

を行った。 
 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 
 

４　手話ビデオ等作製事業 

市の広報誌の手話ビデオ等を作製して貸し出すことにより、情報保障

を推進するとともに、聴覚障がい児・者等の自立と社会参加の推進を図

った。 
 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 

５　手話通訳者設置事業 

　聴覚障がい児・者等の社会生活におけるコミュニケーションを円滑に

行い、さらにその福祉の増進を図るため、手話通訳者を設置した。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 
６　聴覚障がい者支援事業 

聴覚障がい児・者が抱える様々な困りごとに対し、聴覚障がい者支援員に

よる課題解決の相談・支援を行った。また、聴覚障がい者に必要な情報を収

集し、発信することにより、情報支援を行った。 

 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 
 

 
委託先 委託料 項目

延べ 
利用者数

延べ 
通訳件数

 (社福)宮崎県聴

覚障害者協会
5,845,905 円

手話通訳者 350 人 768 件

 要約筆記者 27 人 51 件

 委託先 委託料 修了者数

 (社福)宮崎県聴覚障害者協会 2,452,037 円 125 人

 委託先 委託料 受講者数

 (社福)宮崎県聴覚障害者協会 890,857 円 21 人

 委託先 委託料 作製本数 貸出件数

 (社福)宮崎県聴覚障害者協会 1,438,437 円 年間 411 本 315 件

 委託先 委託料 活動件数

 (社福)宮崎県聴覚障害者協会 2,809,764 円 787 件

 
委託先 委託料

聴覚障がい者 

支援員数

延べ 

支援件数

 宮崎市聴覚障

害者協会
1,849,943 円 2 人 115 件
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  千円 

 

 

 

７　聴覚障がい者相談支援事業 

聴覚障がい者やその家族が、聴覚障がいのある相談員と悩みを共有し、情

報交換や助言、交流会等を開催するなどして、当該聴覚障がい者やその家

族の相互理解の推進や共生社会の実現を図った。 

 

【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国26.6％、県13.3％ 

 

８　視覚障がい者社会参加支援事業 

　視覚障がい児・者の社会参加を促進するため各種教室を開催した。 

 

 
９　視覚障がい者相談支援事業 

視覚障がい児・者の在宅福祉の増進を図るため、視覚障がい者相談員

を設置した。 

 

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 26.6％、県 13.3％ 

 

　　 　　　　　　　　計  　20,649,000 円 

  
障がい児等療

育支援事業 

 
7,950 

県　　    763 

 

療育に関する専門的な支援を必要とする障がい児等やその家族の地域

での生活を支援するため、身近な地域で療育等に関する相談等を受けら

れるよう、専門員による訪問支援や療育支援に関わる職員への技術的な

指導等を行い、地域における療育機能の充実を図った。 
 

 
・補償金：1,049,248 円 

障害者相談支援事業等の委託料に係る消費税及び地方消費税の補償 
 
【令和 6 年度への繰越事業】　補償金　1,691,752 円 

  
重度障がい者

等就労・修学

支援事業

 
1,208 

国　 　 　603 

県　　　　301

 

重度の障がいがある方への就労や修学の支援を充実させ、障がい者の自

立や社会参加の促進を図るため、重度訪問介護等の事業を行うサービス事

業者が、一般企業等に就労している対象者に対し、通勤時や職場等におい

て、座位保持、体位変換、トイレ介助等の支援を行った。 
 

　【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 

 
委託先 委託料

聴覚障がい者 

支援員数

延べ 

支援件数

 宮崎市聴覚障

害者協会
3,876,057 円 2 人 289 件

 
委託先 委託料 内　容 回数

延べ 

参加者数

 (特非)宮崎市視

覚障害者福祉会
320,200 円

趣味教室、健康

教室等の開催
65 回 682 人

 委託先 委託料 相談件数

 (特非)宮崎市視覚障害者福祉会 1,165,800円 105件

 
委託先

実績 

（支援延べ件数）
委託料

 (社福)宮崎市社会福祉事業団 63件 696,090 円

 (社福)宮崎県社会福祉事業団 310件 2,561,100 円

 (社福)巴会 296件 3,642,700 円

 計 6,899,890 円

 項目 利用者数 支給金額

 重度障がい者等就労支援 1人 1,207,980 円
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障がい福祉課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
依存症関連問

題改善活動支

援事業

千円 
600 

国 　　   300 
県 　　 　150

 
依存症に対する理解を深め、適切な治療や支援、地域での生活を促進

するため、民間団体が取り組む依存症についての周知活動等に係る費用

を助成した。 

 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4 

  
発達障がい児

等早期支援強

化事業

 
7,000 

国　　　3,500 
県　　　1,750

 
発達障がい等の診断を受ける前の期間に、相談支援専門員等の専門職

員によるアセスメントやカウンセリングを実施することで、障がい児や

その家族の不安解消を図り、早期支援及びその後の円滑な福祉サービス

等の利用につなげる。 

　【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4 

  
障がい者総合

支援福祉サー

ビス事務事業

 

15,141 
分・負  2,081 

入　   13,058 

 

 

　障害者総合支援法に基づき、障がい福祉サービス等の利用に必要な障

がい支援区分の判定を行うための認定審査会(委員5人×4合議体＝20人)

を設置し、審査会委員及び認定調査員等の資質向上を図りながら、適正

な審査判定業務等を行った。また、国富町及び綾町との事務委託規約に

基づき、両町の障がい支援区分の審査判定を行った。 

 

○審査件数　　　　　　　　　　　　　　　○審査会開催状況 

 
○事業費　15,140,497円 

 

  

自立支援給付

費等審査支払

事務委託事業

 

15,170 

入　   14,355

 
　事務負担の軽減を図るため、支払事務を国民健康保険団体連合会へ委

託した。また、迅速な審査及び点検業務の拡充を図るため、国民健康保

険団体連合会からのデータを福祉システムへ取り込んだ。 
 

 

 項　目 件　数 補助金額

 情報提供  1件   200,000円

 普及啓発活動 1件 200,000円

 相談活動 1件 200,000円

 計 600,000円

 委託先 委託料 相談延べ件数

 （社福）宮崎市社会福祉事業団 7,000,000 円 85 件

 宮崎市 国富町 綾町 計 開催数 平均件数

 1,170 件 46 件 20 件 1,236 件 68 回 18.2 件

 委託先 委託件数 手数料

 
宮崎県国民健康

保険団体連合会

障がい福祉サービス費支払処理 

102,504 件 

統計資料作成処理       12 件

15,166,394 円

 社会保険診療報

酬支払基金

障がい福祉サービス費支払処理 

95 件
3,596 円

 　　　　　　　　　　計 15,169,990 円
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障がい福祉課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

障がい福祉サ

ービス等シス

テム改修事業

千円 

3,395 

 
　制度改正に伴い、必要なシステム改修等を行った。また、介護給付費

等請求審査システムを導入することにより、事務処理の正確性向上及び

効率化を図った。 

 

　 
【令和6年度への繰越事業】　24,901,690円 

  

医療的ケア児

等支援事業 

 

 

12,856 
分・負　　581 
国　　　2,570 
県　　　1,285 

 

 

　人工呼吸器を装着している児童など日常生活を営むために医療を要す

る状態にある児童が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉

などの関連分野の支援を受けられるために、コーディネーターを配置し、

相談支援や関係機関による会議等を実施した。 
 

　【補助率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4　実績：国 1/2、県 1/4 

  

医療的ケア児

在宅レスパイ

ト事業

 

1,458 

入　    1,458

 
　在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、

医療保険の適用を超える自宅利用や医療保険の適用外となる自宅以外で

の訪問看護を提供した。 
 

 区分 内容 金額

 

委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所台帳管理システム改修 
(報酬改定)

1,698,400 円

 
事業所台帳管理システム保守管理 429,000 円

 使用料及

び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
介護給付費等請求審査システムリース 1,267,200 円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 3,394,600 円

 
委託先

委託料 

(補助対象事業費上限)

連絡協議

会等会議

 
(社福)宮崎市社会福祉事業団

12,855,204 円  

(5,141,000 円)
4 回開催

 委託先 委託料 実利用者数 延べ利用時間

 訪問看護事業所 

7 事業所
1,458,000 円 10 人 190 時間
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地域包括ケア推進課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 20 民生費 

10 社会 

福祉費 

 10 社会 

 福祉総務 

 費 

 

介護職員就業

定着促進支援

事業

千円 

240     

県      　180 

 

介護職員等の人材確保を図るため、介護職員初任者研修の受講料の一

部を補助することで就労の促進と定着を図った。 

　・１人当たり最大 40,000 円を補助（実績 6 人） 

（【補助率】制度（上限）：県 3/4　実績：県 3/4）

  

 20 民生費 

10 社会 

福祉費 

 15 老人 

 福祉費

 

生活支援ハウ

ス事業

 

　  55,310 

分・負   3,378

 
住宅事情等の理由により、独居での生活に不安のある60歳以上の高齢　

者が安心して生活できる環境を整えるため、居住機能・介護支援機能及

び交流機能を備えた高齢者向けの住まいを提供した。 

 

　・その他経費　5,016 円 
 

  

ふれあい会食

補助事業

 

2,560 

入      2,560 

 

在宅で生活する概ね65歳以上の閉じこもりがちな高齢者の外出や地

域参加を促すため、地区社会福祉協議会など地域で活動する団体が開催

する介護予防に関する活動を取り入れた会食会に対して、(社福)宮崎市

社会福祉協議会を通じて助成を行った。 

 

 

 

  

生活支援ショ

ートステイ事

業

 

164 

諸         58 

 
心身機能の低下した高齢者の在宅生活の継続及び家族の身体的・精神

的な負担軽減を図るため、家族の不在等で在宅での生活が一時的に困難

となる高齢者(要支援・要介護者を除く)に対し養護老人ホーム等での短

期間宿泊により生活習慣の指導や食事、入浴等の提供を行った。 
 
 
 

  

高齢者虐待等

一時保護事業

 

259 

諸　 　　　67 

 

 

虐待を受けている高齢者又は認知症による身元不明高齢者等の生命

及び身体の安全確保を図るため、養護老人ホーム等において一時保護

し、心身機能の維持を図るためのサービスを提供した。 

 

 

 

  

老人福祉施設

保護措置事業

 

671,052 

分・負 128,002 

使・手       3 

財  115 

諸 3,476

 
環境上の理由及び経済的理由により、居宅での生活が困難な65歳以上

の高齢者を養護するため、養護老人ホームへの措置入所を行い、食事や

入浴の提供を行うとともに日常生活の支援やレクリエーション等を行

った。 

　※措置養護老人ホーム数の内訳：市内6施設、市外8施設 

・その他経費　583,800円 
 

虐待を受けている高齢者又は認知症による身元不明高齢者等の生命

及び身体の安全確保を図るため、養護老人ホーム等への措置入所を行

い、適切な介護サービスを提供した。 

・保護措置件数    　 3件                       2,035,079円 

 生活支援ハウス数 年度末入居者数 延べ入居者数 事業費

 4施設 45人 16,381人 55,304,000円

 開催回数 延べ参加者数

 286回 6,585人

 利用者数 延べ利用日数

 2人 26日

 利用者数 延べ利用日数

 2 人 33 日

 措置養護老人ホーム数 年度末措置者数 事業費

 14施設 281人 668,432,529円
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地域包括ケア推進課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

養護老人ホー

ム清流園指定

管理料(清武)

千円 

13,912 

使・手      13 

 

 
環境上の理由及び経済的理由により居宅での生活が困難な65歳以上

の高齢者に、安心して生活できる環境を確保するため、指定管理者制度

を活用し、効率的・安定的に養護老人ホームを運営した。 

 

・指定管理者　　　(社福)日向更生センター 

　・指定期間　　　　令和2年4月～令和7年3月 
　・年度末入所者数　 47 人 

  

軽費老人ホー

ム事務費補助

事業 

 

249,835 

 

家庭環境・住宅事情等により、居宅において生活することが困難な 60

歳以上の高齢者に低額な料金で安心して生活できる住まいを提供する

ため、高齢者を受け入れる軽費老人ホームＡ型及びケアハウスに対し、

事務費の助成を行った。 

 

 

 

  

老人福祉施設

整備利子補給

事業 

 

11

 

　老人福祉施設の基盤整備を図るため、老人福祉施設の建設費用として

法人が借入した整備資金に係る利子の一部を助成した。 
　・補助対象：1法人(1施設) 

  

養護老人ホー

ム清流園空調

設備改修事業

 

25,978 

入　  　5,278 

債　 　20,700

 

　施設入所者の快適な住環境を維持するため、設置後20年が経過してい

るガス空調設備の改修工事を行った。 

  

地域介護福祉

空間整備等施

設 整 備 事 業

（施設福祉サ

ー ビ ス 事 業

分）

 

14,795 

国  　　14,795

 

高齢者施設等における防災・減災対策に資する設備整備の推進を図る

ため、「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」を活用し、高齢者

施設等の設置者に対し、災害対策に伴う改修や施設の老朽化に伴う大規

模修繕等に要する費用の一部を助成した。 

　・補助対象：1 法人(1 施設)　　　　　　　14,795,000 円 

  

高齢者施設へ

の価格高騰支

援事業

 

720 

国(交)　　720

 

物価高騰の影響を受けている高齢者福祉サービスを提供する施設を

対象として、高齢者への安定的なサービス確保のために必要な経費の助

成を行った。 

　・補助対象：生活支援ハウス（4 施設） 

  
高齢者施設へ

の価格高騰重

点支援事業

 

215 

国(交)　　215

 

食材料費高騰の影響を受けている高齢者福祉サービスを提供する施

設を対象として、高齢者への安定的なサービス確保のために必要な経費

の助成を行った。 

　・補助対象：生活支援ハウス（4 施設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 軽費老人ホーム数 年度末入所者数

 9施設 325人
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　介護保険課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

10 社会 

　福祉総務

費

 

介護保険利用

者負担軽減対

策事業

千円 

6,511 

県　　　4,882 

 

 
社会福祉法人等が生活困窮者に対して行った利用者負担の減免に対

して助成を行った。 
 
(【補助率】制度(上限)：県3/4　実績：県3/4)　6,510,150円 

 

・社会福祉法人等利用者負担額減免措置     

 

  

介護保険特別

会計繰出金  

 

5,997,182 

国    306,225 

県　　153,112 

 

介護保険特別会計繰出金　　　　　　　　　　　　 5,997,181,913 円 

(内訳) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

15 老人 

福祉費 

 

 

介護保険居宅

サービス利用

者支援事業

 

227 

 

 

在宅の要支援又は要介護者のうち、特に生活が困窮していると認

められる者が居宅サービスを利用した場合に、利用者負担額の一部

を助成した。　　　　 

 認定証交付人数  　4人　226,178 円

  

法定外住宅改

修事業 
　

 

21,555 
入 　　20,700 

 
 

　

 

高齢者が在宅で自立した生活を送るために行う住宅改修に対し、

介護保険の給付対象工事の超過費用及び給付対象外工事に要する費

用の一部を助成した。　　　 

 

申請件数　    189 件　 

支給金額　　　21,220,909 円 

宮崎県建築住宅センター委託料　333,960 円 

　 

【令和 6年度への繰越事業】 

  
地域介護福祉

空間整備等施

設 整 備 事 業

(介護サービ

ス 事 業 所 等

分)

 

39,618 

国 　　26,413 
債 　　 9,900

 

高齢者施設等の防災・減災対策等を推進するため、高齢者施設等

の事業者に対し、設備の整備等に係る費用の助成を行った。 

 

(【補助率】制度(上限)：国 2/3　実績：国 2/3) 

　・特別養護老人ホーム住之江                14,671,000 円 

　・星空の都みやざき                        15,169,000 円 

　・介護老人保健施設グリーンケア学園木花     9,778,000 円 

 

【令和 6年度への繰越事業】 

(【補助率】定額補助(上限)：773 万円/施設) 

 対象法人数 減免対象者数

  4 法人  106 人

 項目 金額（円）

 介護給付費 4,241,009,516

 職員給与費等 463,437,310

 事務費 444,117,988

 低所得者保険料軽減 606,144,300

 地域支援事業交付金 

（介護予防・日常生活支援総合事業）
106,760,271

 地域支援事業交付金 

（総合事業以外の地域支援事業）
135,712,528

 申請件数 金額（円）

  29 件  4,800,000

 補助対象 金額（円）

  3 施設  16,032,000
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介護保険課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

15 老人 

福祉費

 
高齢者施設入

所者等へのＰ

ＣＲ検査費用

助成事業

千円 

340 
 

 
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化を予防することを

目的として、市内の介護保険施設等の入所者及び新規入所者で本人の

希望によりＰＣＲ検査を受ける者に対し、その費用の助成を行った。 
 

助成件数　23 件　339,801 円 

  
新型コロナウ

イルス感染症

対応力強化事

業

 

3,300 
分・負　　252 
国(交)　3,048 

 
 
 　  

 
　　介護サービス事業所及び高齢者施設等の職員等に対し、新型コロナ

ウイルス感染症対策対応力を強化するため、業務委託により研修会の

開催や相談窓口の設置、感染対策等の直接指導を実施した。 
 

　①研修（集合研修・配信研修） 

 
②相談支援（メール、電話） 

 
③直接指導 

 
④出前講座 

  
高齢者施設へ

の抗原定性検

査キット等配

付事業

 

6,235 
国(交)　6,235 

  

 

　　新型コロナウイルス感染症が発生した場合の施設の継続的な運営と

クラスター化の防止を図ることを目的に、施設職員の継続的な出勤や

早期復帰のほか、入所者への支援時の感染防止対策への支援として抗

原定性検査キットや衛生用品を購入し配付した。 
 

配付施設数（延）　266 施設　6,234,937 円

 開催回数 参加事業所数(延) 参加者数(延)

 3 回 327 施設 794 名

 相談施設数 相談件数(延)

 23 施設 28 件

 対応施設数

 2 施設

 開催回数 参加事業所数 参加者数

 45 回 52 施設 543 名
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社会福祉第一課　社会福祉第二課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

10 社会福祉 

総務費 

 

生活困窮者自

立相談支援事

業

千円 

35,385 

国     26,538 

 

生活困窮者自立支援法に基づき、宮崎市自立相談支援センターにお

いて、生活困窮者の仕事や生活などに関する困りごとの相談を包括的

に受け付け、就労支援や専門機関との連携などを通じて、自立に向け

た支援を行った。 

(【国負担率】制度(上限)：3/4　実績：3/4) 

 

・実施場所：宮崎市橘通東1丁目5番8号 

宮崎マンゴーホテル206号　 

・実施時間：平日の午前9時～午後5時 

 

  

生活困窮者住

居確保給付金 

 

 

4,324 

国　 　 3,242 

 

 

 

離職・廃業又は休業等に伴う収入の減少により経済的に困窮し、住

宅喪失又はそのおそれのある者に対し、住宅及び就労機会の確保を目

的として住居確保給付金を支給した。 

(【国負担率】制度(上限)：3/4　実績：3/4) 

 

 

 

 

 

　　　 

  

生活困窮者等

就労準備支援

事業

 

25,840 

国　　 17,220 

 

生活保護受給者及び生活困窮者のうち、稼働年齢層にありながら就

労意欲や生活習慣などに課題があり、直ちに一般の労働市場において

求職活動を行うことが困難である者を対象に、一般就労に従事する準

備としての基礎能力を形成・向上することを目的として、本人の状態

や特性を踏まえた段階的な支援を実施した。 

(【国補助率】制度(上限)：2/3　実績：2/3) 

 

・実施場所：宮崎市橘通東1丁目5番8号 

宮崎マンゴーホテル206号　 

・実施時間：平日の午前9時～午後5時 

 

 

 

 項　目 実　績

 新規相談件数 910 件

 申請件数 175 件

 自立件数 34 件

 項　目 実　績

 新規相談件数 155 件

 新規支給決定件数 15 件

 支給対象件数(延べ件数) 141 件

 住居確保給付総支給額 4,323,400 円

 　項　目 実　績

 支援対象者の事業登録人数 97 人

 事業参加者数(延べ人数) 1,866 人

 事業参加者のうち認定就労訓練開始者数 0 人

 事業参加者のうち就職活動開始者数 36 人
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社会福祉第一課　社会福祉第二課 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   

生活困窮者等

家計改善支援

事業

千円 

10,064 

国      6,708

 

自立相談支援事業の相談者及び生活保護受給者のうち、家計収支の

バランスが取れていないなど家計に問題を抱える人を対象に、家計表

等を作成し家計を「見える化」することで、自ら家計を改善できるよ

うに「気づき」を促し、安定・継続的な家計に収支改善を図ることが

できるよう、支援を行った。 

(【国補助率】制度(上限)：2/3　実績2/3) 

 

・実施場所：宮崎市橘通東1丁目5番8号 

宮崎マンゴーホテル206号　 

 ・実施時間：平日の午前9時～午後5時 

  
電気・ガス・

食料品等価格

高騰重点支援

給付金支給事

業 

 

1,665,813 

国(交)  
1,665,813 

 
エネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、厳しい状況にある

低所得世帯（令和5年度住民税非課税世帯）の生活・暮らしの支援を図

るため、1世帯あたり3万円を支給した。 

(【国補助率】制度（上限）：10/10　実績：10/10) 

 

・実施場所：宮崎市橘通西1丁目1番1号　第2庁舎2階（窓口） 

　　　　　　書類審査、コールセンター等は外部委託　 

 

  
物価高騰重点

支援給付金支

給事業 
 
 
 

 
3,787,355 

国(交)  

3,787,355 

 
 
 
 

 
エネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、厳しい状況にある

低所得世帯(令和5年度住民税非課税世帯）の生活・暮らしの支援を図

るため、1世帯当たり7万円を支給した。 

(【国補助率】制度（上限）：10/10　実績：10/10) 

 

・実施場所：宮崎市橘通西1丁目1番1号　第2庁舎2階（窓口） 

　　　　　　書類審査、コールセンター等は外部委託　 

 

 
 

【令和6年度への繰越事業】　334,501千円

 項　目 実　績

 新規相談件数 122 件

 申請件数 88 件

 支援実績(延べ件数) 1,184 件

 対　象 支給件数 支給金額

 住民税非課税世帯 53,421 件 1,602,630,000 円

 家計急変世帯 208 件 6,240,000 円

 合　計 53,629 件 1,608,870,000 円

 対　象 支給件数 支給金額

 住民税非課税世帯 53,976 件 3,778,320,000 円

 合　計 53,976 件 3,778,320,000 円

-124-



社会福祉第一課　社会福祉第二課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   
物価高騰重点

支援給付金こ

ども加算給付

事業

千円 

418,964 

国(交)  

418,964 

 
エネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、厳しい状況にある

低所得世帯(令和5年度住民税非課税世帯・令和5年度住民税均等割のみ

課税世帯）の生活・暮らしの支援を図るため、上記世帯の世帯員であ

る18歳以下の児童1人当たり5万円を支給した。 

(【国補助率】制度（上限）：10/10　実績：10/10) 

 

・実施場所：宮崎市橘通西1丁目1番1号　第2庁舎2階（窓口） 

　　　　　　書類審査、コールセンター等は外部委託　 
 

 
　 
　【令和 6年度への繰越事業】　87,646 千円

  
物価高騰重点

支援給付金均

等割課税世帯

給付事業

 
67,503 

国(交) 67,503 

 

エネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、厳しい状況にある

低所得世帯(令和5年度住民税均等割のみ課税世帯）の生活・暮らしの

支援を図るため、1世帯当たり10万円を支給した。 

(【国補助率】制度（上限）：10/10　実績：10/10) 

 

・実施場所：宮崎市橘通西1丁目1番1号　第2庁舎2階（窓口） 

　　　　　　書類審査、コールセンター等は外部委託 

 

 
 
　【令和 6年度への繰越事業】　786,505 千円

 対　象 支給人数 支給金額

 上記世帯の世帯員で

ある18歳以下の児童
8,373 人 418,650,000 円

 合　計 8,373 人 418,650,000 円

 対　象 支給件数 支給金額

 住民税均等割のみ課

税世帯
675 件 67,500,000 円

 
合　計 675 件 67,500,000 円
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社会福祉第一課　社会福祉第二課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

20 生活 

保護費 

  10 生活保護 

  総務費 
 
 
 
 
 
 
 

 
生活保護適正

実施推進事業

千円 
26,525 

国　   16,699 
 　     

 
生活保護の適正実施を図るため、国の補助事業を活用し各種事業を

実施した。 
 

 

  
 
 

 
子どもの居場

所づくり事業

 
17,845 

国      8,922 

 
生活保護受給世帯と生活困窮世帯の中学生や高校生、不就学・不就

労の若者を対象に、家庭や学校以外の居場所を提供し、社会性を育む

とともに学習支援や進路相談を行い、高校進学や高校中退防止の支援

を行った。 

(【国補助率】制度(上限)：1/2　実績：1/2) 

 

・実施場所：宮崎市宮田町6-27 

田中ＯＡビル4階　 

・実施時間：週5日(月、火、木、金：午後2時～午後6時、 
　　　　　　　　　 土：午前 9時～午後 0時)

  
生活保護業務

における行政

ＩＣＴ化事業

 
9,550 

国   　 6,328

 
生活保護業務において、令和 5年度に既存の生活保護システムに電

子決裁システムを追加することによって、業務の効率化を図った。 
 

(【国補助率】制度(上限)：10/10　実績：10/10) 

生活保護業務デジタル化による効率化手法開発・検証事業 

 

 
事　業　名 事業費(円)

補助率

 制度 実績

 被保護者健康管理支援事業 792,000 3/4 3/4

 生活保護法施行事務監査等事業 217,920 1/2 1/2

 医療扶助適正化等事業 7,392,000 3/4 3/4

 医療扶助のオンライン資格確認

導入事業
5,978,680 10/10 10/10

 収入資産状況把握等充実事業 1,899,420 3/4 3/4

 警察との連携協力体制強化事業 1,100 3/4 3/4

 業務効率化事業 6,097,630 1/2 1/2

 その他（補助対象外） 4,145,438 ― ―

 合計 26,524,188

 項　目 実　績

 支援対象者の事業登録人数 65 人

 事業参加者数(延べ人数) 1,270 人

 中学3年生の事業登録者のうち高校進学者数 18 人

 事業参加者のうち高校就学継続者数 16 人

 
費目 事業費(円)

補助率

 制度 実績

 委託料（システム構築費） 5,573,700

10/10 10/10  使用料及び賃借料 334,400

 備品購入費 420,860

 その他手数料等 3,220,268 対象外 対象外

 計 9,549,228
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社会福祉第一課　社会福祉第二課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

20 生活 

保護費 

15 扶助費

 
保護費及び施

設事務費

千円 

13,050,471 

国  9,665,413 

諸　　128,659

 

生活保護法に基づき、生活に困窮する者に対して最低限度の生活

を保障するため各種扶助費を支給した。 
 
(【国庫負担率】制度(上限)：3/4　実績：74.1％) 

 

１　被保護人員等の状況(月平均) 

 

２　保護申請措置状況　　　　　　　　　　　　　 (単位：件) 

 

３　保護の扶助別実施状況 

 ※法改正に伴い、大学等へ進学した生活保護受給者に対して支給(平 

成30年4月～) 

※構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。 

 項　目 令和4年度 令和5年度

 被保護世帯数  6,682 世帯  6,682 世帯 

 被保護人員  8,175  人   8,131  人  

 保護率  2.05  ％   2.05  ％  

 
年　度 申請 却下 取下

開始 
(世帯数)

廃止 
(世帯数)

 令和4年度 767 34 20 695 793

 令和5年度 910 64 44 812 778

 増　減 143 30 24 117 △15

 
種　類

被保護 

延べ人員 

(人)

支給額(円)
構成比 

(％)

前年度

比較 

(％)

 生 活 扶 助 費 83,846 3,650,615,075 27.97 99.45

 住 宅 扶 助 費 85,171 1,861,977,540 14.27 100.14

 教 育 扶 助 費 4,376 39,425,519 0.30 97.13

 介 護 扶 助 費 19,504 367,310,029 2.81 102.50

 医 療 扶 助 費 87,622 6,898,893,886 52.86 107.75

 出 産 扶 助 費 0 0 0.0 0.0

 生 業 扶 助 費 1,465 18,474,691 0.14 96.05

 葬 祭 扶 助 費 156 30,782,193 0.24 98.14

 施 設 事 務 費 865 176,103,945 1.35 111.06

 就労自立給付金 57 4,387,644 0.03 137.51

 進学準備給付金※ 15 2,500,000 0.02 58.14

 合　計 13,050,470,522 100.0 104.00
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

 20 生活 

保護費 

  20 生活支援

総務費

 

中国残留邦人

等生活支援事

業

千円 

896 

国 　　　　14 

県    　　864 

        

 

中国残留邦人等に対して、中国語に対応できる支援・相談員を配置

し、日常生活上の相談業務や通訳業務等を行った。 

 

  

20 民生費 

 20 生活 

保護費 

  25 支援 

給付費

 

中国残留邦人

等支援給付費

 

9,226 

国　　  7,183

 

中国残留邦人等の世帯(世帯の収入が一定の基準を満たさない場合

に限る)が老後の生活安定及び地域での生き生きとした暮らしを実現で

きるよう、各種支援給付費を支給した。 

 

※法改正に伴い、永住帰国する前からの配偶者に対して支給 

(平成26年10月～、実人員2人) 

 

 

 

 

 
費目 事業費(円)

補助率

 制度 実績

 報酬、需用費 864,559 県10/10 10/10

 旅費 14,660 国10/10 10/10

 手数料 16,322 補助対象外

 計 895,541

 
種　類

延べ人員

(人)
支給額(円)

負担率

 制度 実績

 生活支援給付費 66 3,983,731

3/4 3/4

 住宅支援給付費 66 902,400

 医療支援給付費 66 2,954,950

 介護支援給付費 24 327,858

 葬祭支援給付費 0 0

 配偶者支援金※ 24 1,056,792 10/10 10/10

 合　　計 9,225,731
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 指導監査課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

10 社会福祉 

　  総務費

 

社会福祉施設

指導監査等事

業

千円 

1,515

 

社会福祉法、児童福祉法、障害者総合支援法及び介護保険法等に基

づき、本市が所管する社会福祉法人、社会福祉施設、障がい福祉サー

ビス事業所、介護サービス事業所、有料老人ホームに対し指導監査等

を行った。 

 

 区　　分 指導監査計画数 指導監査実施数 実施率

 社 会 福 祉 法 人 7 法人 7 法人 100％

 社 会 福 祉 施 設 166 施設 166 施設 100％

 障がい福祉サー 
ビス事業所

230 サービス 204 サービス 89％

 介護サービス事

業所
234 事業所 181 事業所 77％

 有料老人ホーム 70 施設 69 施設 99％
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子育て支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

　10 社会福祉 

総務費

 

女性相談事業

千円 

48 

国         48

 

　多種多様で複合的な相談に応じるため、女性相談員2名を配置し、要

保護女子の発見に努めるとともに、女性の悩みごとに対し、必要な助

言指導を行った。 

(【国庫補助金】困難な問題を抱える女性支援推進等事業費国庫補助金)  

(【補助率】制度(上限)：10/10　実績：10/10) 

 

女性相談状況　　　　　　　　　　　　 　(単位：件) 

  
20 民生費 

15 児童 

福祉費 

　10 児童福祉 

     総務費

 

地域子育て支

援センター事

業

 

30,196 

国      9,279  

県      9,279 

諸　　  　864

     

 

子育ての不安緩和や乳幼児の健やかな成長促進のため、未就学児と

その保護者や妊婦を対象に、気軽に集える交流の場の提供や育児相

談、育児に関する情報の提供、親子向け講座の実施等による育児支援

を行った。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3) 

 

実施施設数(令和6年3月末)　35か所 

　　内訳：一般型22か所(跡江保育所含む)、連携型13か所 

 

延べ利用者数：103,086 人 

延べ相談数：  　5,952 件

  

清武地域子育

て支援センタ

ー指定管理料

 

10,197 

国      3,399 

県      3,399

  

地域子育て支

援センター運

営費補助事業

 

31,435 

国     10,478 

県     10,478

  

子育て支援サ

ービス利用支

援事業(基本

型)

 

    　　3,418 

国      2,195 

県    　  548

 

地域子育て支援センターにおいて、子育て家庭や妊婦へ地域の子育

て支援サービスの情報を提供し、ニーズに応じたサービスが受けられ

るよう支援を行った。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国2/3、県1/6　実績：国2/3、県1/6) 

 

利用者支援事業実施施設数(令和 6年 3月末)　4 か所 

  

宮崎市子ども

の未来応援基

金積立金 

 

8,230 

財      　　7 

寄      8,223 

 

　全ての子どもが生まれ育った環境にかかわらず、自らの未来に希望

を持ち、健やかに成長できるまちづくりを推進するために設置した宮

崎市子どもの未来応援基金に、市民や企業からの寄附金を積み立て

た。 

  
子どもの未来

応援活動支援

事業

 

5,493 

国　　　1,983 

寄　　　2,160 
入　　　1,265 

 
子どもの貧困対策や居場所づくりの充実を図るため、市民活動団体

等が行う子どもの貧困対策活動等に係る経費を助成した。 
(【国・県交付金】地域子供の未来応援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国 2/3 実績：国 2/3) 

 
 
交付団体数：33 団体 

 

 種別 生活相談 夫関連相談 家庭問題 計

 件数 281 645 147 1,073
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子育て支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

男女共同参画

センター指定

管理料(ファミ

リーサポート

センター) 

 

 

千円 

14,770 

分・負  　 14 

国      4,689 

県      4,689 

 

 

 

 

育児の手助けをしてほしい人と育児の協力をしたい人が互いに助け合

う組織「ファミリー・サポート・センターみやざき」を運営し、会員の

確保や援助活動の調整等を行った。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県 1/3) 

 

登録会員数(令和6年3月末)　　　　　　　　　　　 　(単位：人) 

 

活動状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件) 

  

ファミサポ多

子・ひとり親

世帯等支援事

業

 

 6,243 

国　    2,080 

県　    2,080

 

安心して子育てができる環境整備を促進するため、多子世帯やひとり

親世帯等が、ファミリー・サポート・センター事業を依頼会員として利

用した場合に、援助会員に支払う謝礼金の一部を助成した。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3) 

 

補助対象実人数： 72 人 

  

ファミリー・

サポート・セ

ンター利用料

補助事業

 

9,065 

入　　  9,000

 

安心して子育てができる環境整備を促進するため、子育て世帯（多

子・ひとり親世帯等を除く）が、ファミリー・サポート・センター事業

を依頼会員として利用した場合に、援助会員に支払う謝礼金の一部を助

成した。 

 

補助対象実人数： 337 人 

 依頼会員 援助会員 両方会員 合計

  2,358 719 91 3,168

 活動内容 件数

 保育所・幼稚園の登園前の預かり及び送り  285

 保育所・幼稚園の迎え及び帰宅後の預かり 716

 保育所・幼稚園の送迎  1,559

 学校、学童保育前の預かり及び送り 162

 学校、学童保育の迎え及び帰宅後の預かり 967

 学校、学童保育の送迎 1,088

 学校、学童保育帰宅後の預かり  26

 子どもの習い事等の場合の援助  4,093

 保育所・学校等が休みの時の援助 93

 保育所等施設入所前の援助  3

 保護者等の短時間・臨時的就労の場合の援助  696

 保護者等の求職活動中の援助  17

 保護者等の冠婚葬祭による外出、 

他の子どもの学校行事の場合の援助
 51

 保護者等の外出の場合の援助  785

 保護者の病気やその他急用などの場合の援助  58

 その他(送迎及び預かり) 900

 その他(送迎のみ) 106

 その他(預かりのみ)  1,254

 計  12,859
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

ちびっ子広場

整備補助事業

千円 

681

 

　地域における児童の健全な遊び場を管理している自治会等に対し、

整備に要した経費の一部を助成し、児童の健全育成を図った。 

 

補助交付件数：26か所 

                 

  

助産施設措置

費

 

5,947 

分・負　　299 

国　　　2,823 

 

経済的理由により入院助産を受けることが困難と認められる妊産婦

を、助産施設に入所させる措置を行った。 

(【国庫負担金】児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金)  

(【負担率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

　　　助産施設：宮崎県立宮崎病院、宮崎市郡医師会病院 

　　　入所者数：20人 

  

みやざき出会

い・結婚総合

支援事業 

 

1,928 

県　　　　877 

 

 

○みやざき結婚サポートセンター入会登録補助事業 

結婚を希望する20・30代の独身者の異性との出会いを促進し、交際・

結婚につなげるため、宮崎県が委託運営する「みやざき結婚サポートセ

ンター」の入会登録料の一部を補助した。 

 

 

○みやざき縁結び応援事業 

20・30代の独身者の結婚願望を高め、交際・結婚につなげるため、当

世代の独身者が気軽に参加できる本市ならではの体験型のお見合いイベ

ントを企画・実施する民間事業者等に対し、参加費及び事業費を補助し

た。 

(【県補助金】少子化対策市町村支援事業補助金) 

(【補助率】制度（上限）：県1/2　実績：県1/2) 

 

  

子ども食堂ネ

ットワーク応

援事業

 

6,798 

国      3,044

 

子ども食堂の取組を応援するため、委託により子ども食堂コーディ

ネーターを設置し、子ども食堂の開設を目指す個人や団体等への助言

等を行うとともに、支援を希望する個人や企業・団体等からの寄附等

の申し出を受け付け、マッチング等を行った。また、子ども食堂運営

者や子どもの支援に関わる関係機関等による会議や研修会等を開催し

た。 

(【国・県交付金】地域子供の未来応援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国 2/3 実績：国 2/3) 

 

開設・運営等に関する相談対応　　　　　　  　242 件 

食材等のマッチング(受け・払い)　　　　　　　697 件 

子ども食堂ネットワーク会議の開催　　　　　　　3 回 

子ども食堂ネットワーク応援業務連絡会の開催　　1 回 

講演会、イベント等の開催　　　　　　　        2 回 

フードドライブの実施　　　　　　　　　　　　 16 回 

子ども食堂の数(令和 6年 3月末)　　　　  　   44 か所

 
補助内容

（入会登録料－消費税）×1/2、上限額 5,000 円 

※会員登録は 2年間有効

 
申請者数

男性 8人・女性 32 人　計 40 人 

※令和 5 年 7 月～事業開始

 実施されたイベント数 
（　）は事業者・団体数

10 イベント（7事業者・団体）

 参加者数 男性 89 人・女性 94 人 計 183 人

 カップル成立数 36 組
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

宮 崎 市 子 ど

も・子育て支

援プラン推進

事業

千円 

412

 

　子ども・子育て支援法に基づき令和 2 年 3 月に策定した「第二期宮

崎市子ども・子育て支援プラン」（計画期間：令和 2～6 年度）の進捗

状況を点検・評価するため、宮崎市子ども・子育て会議及び専門部会

(計画推進部会、教育・保育推進部会、子育て支援推進部会)を開催し

た。 

 

・宮崎市子ども・子育て会議及び専門部会の開催 

宮崎市子ども・子育て会議　　3回 

計画推進部会　　　　　　　　3回 

教育・保育推進部会　　　　　2回(うち 1回は書面開催) 

子育て支援推進部会　　　　　2回(うち 1回は書面開催) 

  

宮 崎 市 子 ど

も・子育て支

援プラン策定

事業

 

2,104 

 

「第二期宮崎市子ども・子育て支援プラン」の計画期間が令和 6 年

度末で満了することから、次期プラン策定のための基礎資料とするた

め、市民意識調査を実施した。 

　また、幅広く子どもの意見を聴取するため、「宮崎市ティーンズ会

議」を開催した。 

 

　・市民意識調査の発送数 

　　未就学児の保護者　　10,000 通 

　　小学生の保護者　　 　6,000 通 

　・宮崎市ティーンズ会議の開催回数　　3回 

  
子どもの第三

の居場所運営

事業 
  
 
 
 
 

 

18,993 

国      8,986

 
経済的理由などを背景に家庭で大人と過ごす時間の少ない子どもに

対し、家庭や学校の他に「第三の居場所」となる場所を提供し、学習

支援や生活習慣の形成支援、体験活動の提供、相談支援などを行っ

た。 
(【国庫補助金】生活困窮者就労準備支援事業等補助金) 

(【補助率】制限(上限)：国 1/2 実績：国 1/2) 
 

 

延べ利用者数：2,203 人 

  
子育て世帯生

活支援給付金

（市独自分）

事業

 

553,554 

国(交)553,554

 
　食料品や光熱水費などの生活必需品の物価高騰により、厳しい状況

にある子育て世帯の経済的負担を軽減するため、児童 1 人当たり 1 万

円を支給した。 
(【国庫補助金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金)  

(【補助率】制度(上限)：10/10　実績：10/10) 

 
支給児童数：54,613 人 

  
宮崎市子育て

応援ギフトカ

ード給付事業

 

1,720 
越　    1,720

 
【令和 4 年度からの繰越事業】 
　新型コロナウイルス感染症の長期化やエネルギー・食料品価格等の

物価高騰に直面する子育て世帯の経済的負担を軽減するため、令和 5

年 3 月に出生した児童を養育する世帯に対し、児童 1 人当たり 10,000

円分のギフトカードを給付した。
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

15 児童 

福祉費 

15 母子福祉 

　   費 

 

ドメスティッ

クバイオレン

ス被害者支援

事業 

千円 

600 

入        600

 

ＤＶ被害者を支援するため、ＮＰＯ法人が実施する電話・面接によ

る相談事業及び民間シェルターの運営経費の一部を助成した。 

 

　　　相談件数：152件　入所世帯数：3世帯

  

母子寡婦福祉

協議会補助事

業

 

700 

入    　  700

 

　ひとり親家庭や寡婦の福祉向上のため、相談、支援等の事業を行う宮

崎市ひとり親家庭福祉協議会の運営費の一部を助成した。 

 

　　　会員数：361人(令和6年3月31日現在) 

  

母子世帯等生

活つなぎ資金

貸付事業

 

1,500 

諸　　　1,500

　 

宮崎市ひとり親家庭福祉協議会に対し、生活つなぎ資金の原資を貸

し出し、経済基盤の弱いひとり親家庭を対象に、緊急的に必要な生活

資金(原則3万円を限度に最長6か月間)を無利子で貸し付けた。 

 

　　　貸付件数：22件　延べ貸付額：660,000円 

  

母子家庭等生

活支援事業

 

29 

入       　29

 

多様な支援が必要なひとり親家庭に対し、生活や就労等の総合的な支

援を行うため、母子・父子自立支援員による相談対応を行った。 

  
養育費確保支

援事業

 
750 

国　　　　375

 

ひとり親世帯の養育費の取り決め内容の債務名義化を促進し、養育費

の継続した履行確保を図る目的で、養育費に関する公正証書等の作成に

要した費用の補助を行った。また、養育費の取り決めに関して、保証会

社と養育費保証契約を締結する際に支払う本人負担費用（保証料）の補

助を行った。 

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

　公正証書等作成支援事業：件数　37件 

補助額：対象経費の全額(その額が50,000円を超える場合は50,000円)

　 

　養育費保証支援事業：件数　1件 

　補助額：保証料（上限　50,000円･･･月額養育費と50,000円を　　　　　　　　　

比較して少ない方） 

  

寡婦医療費助

成事業 

 

3,269 

入 　 　　284

 

一人暮らしの寡婦(60歳以上)の健康の保持と適切な医療を確保する

ため、医療費(保険診療の自己負担額から、高齢者の医療の確保に関す

る法律第67条第1項に定める額を控除した額)を助成した。 

 

助成状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件、千円) 

 入　　院 入　院　外 合　　計

 
件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

 15 171 2,058 3,098 2,073 3,269
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

ひとり親家庭

等医療費助成

事業

千円 

303,896 

県　　 87,315 

諸  　　9,915 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭の健康の保持と適切な医療を確保するため、医療費(保

険診療の自己負担額から、1人につき1か月1,000円を控除した額)を助

成した。 

なお、令和2年4月から、小中学生に対しては、保険診療の自己負担

額を全額助成している。 

(【県補助金】ひとり親家庭医療費助成事業費補助金) 

(【補助率】制度(上限)：県1/2　実績：県1/2) 

※補助対象…入院現物給付及び償還払い 

 

助成状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件、千円) 

 

  

母子家庭等自

立支援給付金

事業

 

58,377 

国　　 43,782 

 

 

　ひとり親家庭の母・父が就労に結びつきやすい資格を取得するため、

修業期間が1年以上の養成機関に修学する場合に、高等職業訓練促進給付

金等を支給した。 

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国3/4　実績：国3/4) 
 
自立支援教育訓練給付金　　受給者数： 2人　支給総額： 1,382,800円 

高等職業訓練促進給付金等　受給者数：50人　支給総額：56,994,000円 

  

ひとり親家庭

等学習支援ボ

ランティア事

業

 

4,900 

国　　　2,450

 

ひとり親家庭等の児童の学習習慣や基本的な生活習慣を確立し、学習

意欲の向上を図るため、小学3年生から高校3年生までを対象として、大

学生等のボランティアによる学習支援と子どもの進学等の相談対応を行

った。 

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

学習支援登録者数：  75人　(小学生24人、中学生36人、高校生15人) 

学習支援実施回数： 225回 

  
ひとり親キャ

リア支援事業

 
　　　　 2,264 
 国 　   1,132

 
　ひとり親家庭の母・父や寡婦に対し、就労につながりやすい知識や

技能を修得するための講習会を開催したほか、多重債務や養育費等の

諸問題に関して弁護士による無料相談を行った。 

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

パソコンスキル講座　　延べ受講者              34人 

デジタルスキル実践塾　延べ受講者              50人 

就労に役立つセミナー　延べ受講者              46人 

整理収納アドバイザー2級認定講座　資格取得者 　13人 

特別相談(法律相談)　相談者         　　　　　 25人 

 
入　　院 入　院　外 合　　計

 
件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

 
624 37,345 111,325 254,111 111,949 291,456
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
ひとり親家庭

ホームヘルプ

サービス事業

  千円 
2,297 

国　    1,148

 
ひとり親家庭の母・父や寡婦が、病気や仕事のために一時的に子育て

や家事の支援が必要な場合に、生活支援員を派遣した。その他、生活に

関する悩み相談、家計管理・育児等に関する専門家による講習会の実施

し、ひとり親家庭等の生活の向上を図った。  

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

　　　日常生活支援：80日　 335時間 

　　　生活支援講習会： 3回　 131 人参加

  
ひとり親等コ

スメギフト事

業

 

1,485 

国(交)　1,485

 
物価高騰により化粧品の入手を控える傾向にあるひとり親等への経済

的支援を図るため、企業にある行き先が決まっていない化粧品を活用

し、児童扶養手当の現況届出期間に合わせて化粧品を配布した。　

（【国交付金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）  
（【補助率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10） 
 
　・対象者　ひとり親等 
　・配付物　リップクリーム等の袋詰めを一人一袋配布 
　・配布数　2,646 個 

  
母子・父子相

談事業

 

290 

国        192

 

母子・父子自立支援員（3名）がひとり親家庭の母子、父子及び寡婦

の生活や就業、経済上の問題に関する相談に対し、指導や助言、支援

を行った。 

　また、福祉相談員（26 名）の訪問等による現状把握から自立支援員

へのつなぎを行い適切な支援制度の案内等を行った。 

(【国庫補助金】母子家庭等対策総合支援事業国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2(一部10/10)　実績：国1/2(一部10/10))  

 

相談件数：5,261件 

  
窓口手続デジ

タル化推進事

業

 

13,842 
国(交) 12,664

 
　児童扶養手当及びひとり家庭等医療費助成の手続に係る申請者の負

担軽減や業務の効率化を図るため、窓口業務の電子処理化を行った。 
（【国交付金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

（【補助率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10） 
※システム標準化時に再構築が必要な RPA 構築費は補助対象外 
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

 15 児童 

 　 福祉費 

　20 児童福祉 

  施設費 

 

 

 

 

児童館・児童

センター運営

事業

千円 

4,457 

使・手　　　8 

入　　　3,300 

諸　　　　　1

 

児童福祉法に基づく施設である児童館・児童センターの運営及び施

設管理を行った。(指定管理者：3団体) 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3) 

※補助対象…地域子育て支援拠点事業　15か所 

 

児童館等利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：人) 

※児童クラブ利用者を除く 

 

児童館　　　7館 (指定管理)、児童センター 9 館(指定管理) 

交流センター8館 (直営：地域コミュニティ課所管) 

  

児童館・児童

センター指定

管理料 

 

160,598 

国  　　7,296 

県  　　7,296 

  

ハロー・キッ

ズルーム運営

事業

 

5,970 

 

児童館・児童センターが周辺にない地区の児童に対し、代替施設で

サービスを提供した。 

 

　延べ利用者数：14,544人 

設置場所：大淀小学校内　　対象者：小学生 

　　　　

  

巡回児童館事

業(くる・くる

児童館)

 

11,810 

入　　 11,810 

 

児童館・児童センターが周辺にない地区の児童に対し、自治公民館

等の施設を活用し、週に1回、巡回児童館を開設した。 

 

延べ利用者数：7,516人　 

　　開 設 日：(10か所) 

月曜日　農業団地センター　　　梅野地区学習等供用施設 

火曜日　元村自治公民館　　　　高岡地区農村環境改善センター 

水曜日　下北方町自治公民館　　田野西地区公民館 

木曜日　月見ケ丘センター　　　国富が丘団地集会所 

金曜日　学園木花台自治公民館　小松台小学校 

  

児童館・児童

センター施設

空調機整備事

業 

 

30,147 

国　　  7,936 

債     17,400

　 

児童館・児童センターの老朽化した空調機の更新と、遊戯室の空調

機の新設工事を行った。 

(【国交付金】次世代育成支援施設整備交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国 1/3　実績：国 1/3) 

 

　・霧島児童館遊戯室空調設置工事　2,321,000 円 

　・かのう児童センター空調設備更新工事　25,988,160 円 

　・旭町児童館空調設備更新工事実施設計業務委託　1,430,000 円 

　・旭町児童館空調設置更新に係るアスベスト調査業務委託 99,000 円 

　・大塚児童センター集会室（備品）　308,000 円 

 霧　島 恒　久 栄　町 大　島 倉　岡 本　郷 旭　町

 12,461 11,017 11,375 7,996 4,208 13,948 5,338

 大塚台 西　原 平和が丘 檍 住　吉 木　花 大塚

 4,966 8,936 6,726 9,834 5,811 14,022 13,322

 田　野 かのう 赤江東 生目台 宮崎東 宮　崎 宮崎西

 12,323 13,729 12,594 11,239 9,713 14,480 16,112

 佐土原 青島 生　目 合計

 8,086 3,476 15,210 246,922
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子育て支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
児童館・児童

センター非常

通報装置更新

事業

千円 

3,841 

国　　　1,262 

債　　　2,000

 

　非常通報装置既存機器のアナログ回線が光 IP 網に切り替わるため、

光 IP 網化に対応した機器に更新を行った。 

(【国交付金】次世代育成支援施設整備交付金) 

　(【補助率】制度(上限)：国 1/3　実績：国 1/3) 

 

　・児童館 2か所（倉岡、旭町） 

　・児童センター5か所（大塚台、大塚、住吉、かのう、田野） 

  
児童館・児童

センター整備

及び長寿命化

改修事業

 

8,189 

国　　　2,537 

債　　　4,000

 
 児童館・児童センターの整備及び長寿命化計画に基づき、施設の長寿

命化を図るため、改修工事等を行った。 
(【国交付金】次世代育成支援施設整備交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国 1/3　実績：国 1/3) 

 

　・住吉児童センター屋根改修工事　7,613,239 円 
　・住吉児童センター外壁補修工事　476,135 円 
　・大塚台児童センター内部天井アスベスト調査業務委託　99,000 円 

  
児童館・児童

センターＬＥ

Ｄ化改修事業

 

448 

 
　児童館・児童センターの照明をＬＥＤ化する工事を行った。 
 
　・かのう児童センター多目的ホール照明更新工事　447,700 円

  

児童プール運

営事業

 

18,948 

使・手　　　1 

入　　 18,690 

 

　児童が安全に安心して水浴ができる場を確保し、夏季における児童

の戸外活動を支援するため、児童プール(12か所)を開設した。 

 

開設期間：7月10日～8月24日 

　対象者：3歳～小学4年生 

  

児童遊園・児

童広場運営事

業

 

4,215 

使・手　　 22 

入　　  4,000 

 

　児童の健全な育成を図るため、児童が安全かつ自由に遊べる場所の

確保と、園内の清掃や遊具の点検、修繕等を行った。 

 

　児童遊園：14か所　　児童広場：8か所 

          

  
子どもの冒険

遊び場（プレ

ーパーク）普

及モデル事業

 

940 

国　　　  939 

 
　プレーパークの取組を各地域に広げるため、中間支援団体に業務を

委託し、講演会やワークショップを開催するとともに、モデル地域で

体験会を開催した。 
(【国交付金】ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業)

　(【補助率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10) 
 

 

 実施内容 開催回数 参加人数

 講演会の開催 1回 83 人

 ワークショップの開催 1回 43 人

 体験会の開催（田野町） 1回 78 人
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子育て支援課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
20 民生費 

 15 児童 

 　 福祉費 

　25 児童 

　　 措置費 

 

 

児童扶養手当 

給付事業

千円 

2,200,765 

国　　728,469 

諸　 　 7,898 

 

父又は母と生計を同じくしていない児童や、父又は母に重度の障が

いがある児童を監護養育している人に児童扶養手当を支給することに

より、家庭の生活の安定及び自立の促進を図った。 

(【国庫負担金】児童扶養手当給付費国庫負担金) 

(【負担率】制度(上限)：国1/3　実績：国1/3) 

 

・児童扶養手当支給人員(各年度3月末現在)　　　　(単位：人) 

　※対象児童の18歳到達による資格喪失者を除く。 

  

20 民生費 

 15 児童 

 　 福祉費 

　30 子育て 

世帯応援

給付金支

給事業費 

 

 

子育て世帯生

活支援特別給

付金給付事業

(Ｒ５ひとり親

世帯分)

 

378,083 

国　　378,083 

 

食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯

に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、子育て世帯

生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）を支給した。 

(【国交付金】新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金）

(【補助率】制度(上限)：国10/10　実績：国10/10) 

  

　○支給対象者 

　　①児童扶養手当受給者(令和5年3月分受給者)　　4,371人 

　　②公的年金等受給者　　　 　　　　　　　　　　　74人 

　　③家計急変者　　　　　  　　　　　　　　　　　311人 

　 

〇給付額 

児童1人あたり一律5万円 

 年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5年度

 受給者数 4,377 4,240 4,106
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子ども家庭支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

15 児童 

福祉費 

　10 児童福祉 

総務費

 

家庭児童相談

事業

千円 

2,040 

国　　　1,000 　      

県　　　　 36 

 

児童福祉法に基づき、家庭における適正な児童養育とその向上を図る 

ため、助言指導を行った。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国 1/3、県 1/3　実績：国 1/3、県 1/3) 

(【国庫補助金】児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 家庭児童相談状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:件)　

　　　　　

  

子育て短期支

援事業

 

547 

国　　　　182 

県　　　　182 

 

　保護者が疾病等の事由により、家庭における養育が一時的に困難にな

った場合等に、児童を児童福祉施設等で一時的に養育することで、児童

及びその家庭の福祉の向上を図った。 

(【国・県交付金】子ども・子育て支援交付金) 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3) 

 

委託施設：6 か所　延べ利用日数：118 日　延べ利用人数：43 人 

  

宮崎市いじめ

問題再調査事

業 

 

44 

 

「宮崎市いじめ問題再調査委員会」において、いじめ防止対策の推進

のため情報共有を図った。 

 

委員数 5人 

  
支援対象児童

等見守り強化

事業

 

3,920 

国      2,613 

 
　地域で子ども等に対し、食事・食材の提供、学習支援等を行っている

民間団体に対して、当該民間団体が支援活動を通じて実施する子ども等

の見守りに係る活動費等を助成することで、定期的に支援を要する子ど

も等の見守りを行った。 
(【国庫補助金】児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金) 

(【補助率】制度(上限)：国 2/3　実績：2/3) 

 
○補助団体　1団体　○支援対象延べ児童数　817 人 

  
在宅育児支援

ニーズ把握事

業

 

289 

 

アンケートによる未就園児世帯等のニーズ把握を通して、必要な支援

施策を検討した。

  
児童相談所設

置検討事業

 

698 

 
　子どもや家庭に寄り添う総合的な支援体制の構築に向け、児童相談所

や一時保護所の設置を含めた総合支援拠点に必要な機能等あり方等につ

いて検討するため、有識者による検討委員会（全 5回）を開催した。

 相

談

種

別

養護

 保健 障がい 非行

育成
そ

の

他

計
 

児童虐待 その他
性格 

行動
不登校 適性

育児・ 

しつけ

 件

数
620 464 4 1 2 13 18 0 3 1 1,126
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子ども家庭支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

10 保健衛生 

　　総務費

 
親子健康手帳 
交付事業 

千円 
5,462 

 
妊娠の届出をした方に対し、親子健康手帳を交付した。 
・交付数(再交付含む)： 2,652 冊 

  
妊産婦・ 
新生児訪問 
事業 

 
6,977 

国　　　1,594 
県　　　1,594

 
妊産婦並びに新生児・乳児等を対象に、母子訪問指導員(助産師)や保

健師等による訪問指導を実施した。 

※令和 5 年度は、母子訪問指導員(助産師)の初回訪問指導料のみ交付金

の補助対象（こんにちは赤ちゃん事業） 
(【補助率】制度(上限)：国 1/3、県 1/3　実績：国 1/3、県 1/3) 
 

　 
※親子保健課・地域保健課の合算数 
※母子訪問指導員は(一社)宮崎県助産師会へ委託 

  
こんにちは 
赤ちゃん事業

(乳児家庭全戸

訪問事業)

 
673 

国　　　　224 

県　　　　224 

　　　

 
乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育児環境の確保及び育児不

安の軽減を図るため、看護師等の訪問指導員が生後4か月頃までの乳児

を持つ家庭を訪問し、育児不安の相談窓口等の情報提供を行った。 
(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3) 

 

・訪問面接件数：2,856件 

  
妊婦健康診査 
事業 
 

 
243,204 

国　　　　 99 
入 　 100,000

 
１　妊婦健康診査事業                        

県内の医療機関への委託により実施した妊婦健康診査費用の一部

又は全額を助成した。(妊婦 1人当たり 14 回分) 

 

・受診実人数　：    4,073 人 

・受診延べ人数：   30,925 人 

 
２　妊婦健康診査事業(県外受診分)            

里帰り出産等にも対応するため、宮崎市民が県外の医療機関で妊

婦健康診査を受診した場合、申請に基づき健診に要した費用の一部

又は全額を助成した。 
 

・受診(補助)延べ人数：758 人 

 区  分 訪問指導延べ人数 うち母子訪問指導員対応数

 

母

子

訪

問

指

導

妊産婦 2,336 人 1,474 人

 新生児 489 人 327 人

 未熟児 214 人 189 人

 乳児 1,567 人 982 人

 幼児 319 人 0 人

 その他 134 人 0 人

 計 5,059 人 2,972 人
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子ども家庭支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
産婦健康診査 
事業

千円 
26,001 

国　 　12,868

 
１　産婦健康診査事業 

産後 2 週間、産後 1 か月の産婦を対象に県内の医療機関への委託

により実施した産婦健康診査費用の一部又は全額を助成した。 

 

　・受診者数　産後 2 週間：2,427 人 

　　　　　　　産後 1 か月：2,545 人 
 
２　産婦健康診査事業(県外受診分) 
　　宮崎市民が県外の医療機関で産婦健康診査を受診した場合、申請

に基づき健診に要した費用の一部又は全額を助成した。 
 
　・受診者数　産後 2 週間：101 人 

　　　　　　　産後 1 か月：122 人 

 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

  
多胎妊産婦 
支援事業 

 
682 

国        326 

 
多胎妊婦に対し、経済的負担軽減のため、妊婦健康診査 14 回を超え

た分を 5 回を限度として費用助成すると共に、多胎妊産婦等に対し子

育ての負担を軽減するため、サポーターを家庭に派遣し、家事援助及

び育児支援を行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・妊婦健康診査支援事業　　　受診者延べ人数　　　21 人 

　・家事育児サポート事業　　  新規利用登録者数　　22 人 

  
新生児聴覚 
検査事業 

 
12,645 

 
 

 
１　新生児聴覚検査事業                        

県内の医療機関への委託により実施した新生児聴覚検査費用の一

部又は全額を助成した。 
 

・受検者数：2,427 人 
 
２　新生児聴覚検査事業(県外受診分)            

宮崎市民が県外の医療機関で新生児聴覚検査を受検した場合、申

請に基づき健診に要した費用の一部又は全額を助成した。 
 

・受検者数：   81 人 

  
乳幼児健康 
診査事業 
 

 
52,596 

入　 　45,000 
 
  

 
医療機関への委託により、乳幼児健康診査(3 回)を実施した。 

 区  分 受診者数 備    考

 
乳児健康診査

2,697 人 3～4か月児

 2,744 人 7～8か月児

 1 歳児健康診査 2,659 人 1 歳～1歳 2 か月児
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子ども家庭支援課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   
子育て世代 
包括支援 
センター 
利用者支援 
事業 

千円 
1,197 

国        770         

県        193        　　　  

諸        135         

 

妊娠期から育児期にかけて切れ目ない支援を行うため、母子保健コ

ーディネーターが妊娠届出時の面談等で全妊婦を把握し、要支援者に

対して関係機関と連携を図りながら包括的に支援を行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 2/3、県 1/6　実績：国 2/3、県 1/6) 

 

・延べ相談件数：3,540 人 

（内訳） 

電話相談　延べ：2,506 人　来所相談　延べ： 128 人 

訪問　　　延べ：  830 人　関係機関　延べ：  76 人 

  
産前・産後 
サポート事業 
 
 

 
115 

国　　　   57 

 
妊娠・出産・育児に不安を抱えており、身近に相談する相手がいな

い等の妊産婦を対象に、子育て支援センターでサロンを開催し、妊産

婦同士の交流や、保育士による親子遊び、母子保健コーディネーター

等による個別相談を実施した。 
(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 

・実施回数：42 回 

・参加者　：妊婦  実人数： 65 人   延べ人数： 65 人 

　　　　　　産婦　実人数：129 人　 延べ人数：133 人　 

  
産後ケア事業 

 
1,670 

国　　　  835 
 
 
  

 
心身の不調又は育児不安があり、家族等から援助が受けられない概

ね産後 1 年までの産婦及び乳児を対象に、助産師等が心身のケア及び

育児サポートを行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 

 ・延べ実施回数　156 回 

＜内訳＞ 

　　デイサービス型(助産所) 

実施回数：63 回 

利用者　：産婦  実人数： 43 人  延べ人数： 63 人 

　　アウトリーチ型(自宅) 

　　　実施回数：72 回 

　　　利用者　：産婦　実人数： 39 人　延べ人数： 72 人 
ショートステイ型(助産所) 

    　実施回数：21 回 

　　　利用者　：産婦　実人数： 12 人　延べ人数： 21 人 

  
母子保健・ 
地域子育て 
情報配信事業

 
792 

入　　　  600 

　　  

 
妊娠届出をした者及び子育てをしている者に対して、妊娠・出産・

育児に関する情報提供、電子母子手帳のサービス提供及び栄養士によ

るオンライン相談を行った。 

 

・宮崎市子育て情報アプリ(つぐみ)　登録者数：10,003 人 

  
新型コロナウ 
イルス感染症 
妊婦支援事業 

 
3,918 

国 　　 1,959

 
新型コロナウイルス感染症の流行が続く中で、妊婦の不安や孤立の

解消及び感染拡大を防止するため、不安を抱える妊婦の分娩前のＰＣ

Ｒ検査費用の助成を行った。 

　(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・不安を抱える妊婦への分娩前新型コロナウイルス検査業務 

延べ件数：431 件 
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子ども家庭支援課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
出産・子育て

応援事業 
 

千円 

366,976 

国 　 243,982 

国(交) 61,131 

県 　　61,131 

 

全ての妊婦・子育て家庭が、安心して出産・子育てできる環境を整

えるため、妊娠届出時から妊婦・子育て家庭に寄り添った伴走型相談

支援を行い、併せて、経済的支援を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：①令和 5年 9 月まで：給付金部分:国 2/3、

県 1/6　事務費部分:国 2/3、県 1/6　②令和 5 年 10 月から：給付金部

分:国 2/3、県 1/6　事務費部分:国 1/2、県 1/4) 

 

・出産応援給付金　(妊婦 1人につき 5万円)　  支給件数 4,389 件 

・子育て応援給付金(出生児 1人につき 5万円)  支給件数 2,881 件
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    保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20民生費 

15児童 

福祉費 

10児童福祉 

総務費

 

保育所等整備

交付金事業

(老朽化)

千円 

365,266 

国　　243,511 

越　　 24,455 

債　　 97,300 

 

　老朽化している施設の改築のため、私立保育所等に対して施設整備

費用の一部を助成した。 

 

【令和4年度からの繰越事業】　　　　　　　　　 365,266,000円　　 

・対象施設　 

　　　南加納保育園(清武) 　　　　　 　　　　 定員 120人 

　　　波島保育園(東大宮)　　　　　　 　　　　定員 100人 

(【負担率】制度(上限)：国2/3　実績：国2/3)  

 

【令和6年度への繰越事業※】　　　　　　　　　 342,661,000円　　 

・対象施設　 

　　　恒久保育園(赤江)　　　　　　　　　　　 定員  60人 

　　　明照保育園(佐土原)　　　　　　　　　　 定員  90人 

 

※事業名は『就学前教育・保育施設整備交付金事業』に変更 

  

保育士等確保 

・定着促進 

事業

 

11,139

 

市独自の多面的な補助を行うことにより、保育士等の新規確保と深

夜勤務保育士等の離職防止(定着)を図った。 

 

・補助実績 

　　　①転入(移住)保育士等への家賃補助 

17件　補助額　　 2,283,000円 

　　　②転入(移住)保育士等への転居費用(移送費)補助 

　　2件　補助額　　　　200,000円 

　　　③深夜勤務に従事する保育士等への加算補助 

　　　　1件(対象保育士等5人)　補助額　2,140,000円 

　　　④潜在保育士の常勤保育士としての再チャレンジ就労支援金補 

　　　　助 

　　　　42件 補助額　　　5,385,000円 

⑤潜在保育士の非常勤保育士としての再チャレンジ就労支援金 

補助 

　　　16件  補助額 　　1,131,000円 

  

保育士等確保

のための処遇

改善補助事業

 

103,017

 

保育所等に勤務している保育士及び看護師等の処遇を改善し、保育

士等の就労定着につなげるため、人件費の一部を助成した。 

 

・補助実績 

補助対象施設：159施設　　　延べ人員：26,987人 

  

夜間保育(延長

部分)の運営費

加算補助事業

 

3,500 

入　 　 3,000　　　　　　　

 

　夜間の勤務を行っている保護者の保育ニーズに対応するため、午後

10時を超える深夜において延長保育を実施している認可施設に対し、

運営費の一部を助成した。 

 

・補助実績：よいこのもり第2幼保連携型認定こども園(和知川原) 

  

宮崎市保育団

体補助事業

 

5,000 

 

保育所等職員の資質向上を図るため、宮崎市保育会(131 施設)が行う

研修及び情報発信に係る費用の一部を助成した。 

 

　・補助実績：宮崎市保育会(131施設)
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

遺児福祉手当

支給事業

千円 

8,532 

入　　　8,000 

 

 

 

　遺児の福祉の増進を図ることを目的として、父母と死別する等した義務

教育就学中の児童を養育する方に手当を支給した。 

 

・事業内容：遺児1人につき月額4,000円を年2回支給(9月・3月) 

・受給者数：168人　　　　対象児童数：229人 

  

地域活動事業

費補助事業

 

6,194 

 

放課後における小学校児童の安全確保等を図るため、放課後児童の

受入れを行っている私立保育所等に対し、当該事業に要する経費の一

部を助成した。 

 

・事業実績：15か所　　　延べ利用人数  51,739人 

  

特別支援保育

事業費補助事

業

 

91,996

 

私立保育所等に入所している障がい児に対して、より安全な保育サ

ービスを提供するため、当該障がい児の保育に必要となる保育士の人

件費等の一部を助成した。 

 

・補助基準額 

特区分　月額 75,000円(1人)×在園月数 

特別児童扶養手当支給対象児 

身体障がい者手帳1･2級、療育手帳Ａ(重度) 

Ａ区分　月額 50,000円(1人)×在園月数 

身体障がい者手帳3～5級(聴覚障がい3～6級) 

療育手帳Ｂ1(中度)、Ｂ2(軽度) 

身体障害者福祉法の指定医師又は児童相談所により同程

度の判定を受けた者 

Ｂ区分　月額 10,000円(1人)×在園月数 

上記以外で軽度の障がいが認められる場合 

・補助実績：69施設　　　該当児童数：244人 

  

保育所等敷地

維持管理事業 

 

3,685 

財　　　2,320 

諸　　　1,113

 

　公有財産の適正かつ円滑な管理運営を図るため、草刈等の維持管理

を行った。また、小戸保育所整備工事に伴う損失費用負担を行った。 

  

認可外保育施

設健康診断補

助事業

 

739

 

認可外保育施設の児童及び職員の健康増進を図るため、施設が実施

する児童等の健康診断費用の一部を助成した。 

 

・事業実績：9施設(児童：268人、職員：29人) 

  

認可外保育施

設従事者研修

費補助事業

 

73

 

　認可外保育施設の職員の資質向上を図るため、研修費用の一部を助

成した。 

 

　・事業実績：2施設(職員：16人) 

  

保育教諭確保

のための資格

併有促進事業

 

33 

 

 

幼保連携型認定こども園に従事する保育教諭を確保するため、幼保

連携型認定こども園に従事する職員のうち、保育士資格又は幼稚園教

諭免許状所持者が、特例制度を利用し、新たに保育士資格又は幼稚園

教諭免許状を取得する際に要する大学等受講料等の一部を助成した。 

 

・保育士資格を取得した者　　1人(1 施設) 
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

私立保育所運

営費

千円 

8,366,092 

分・負608,513 

国　4,446,848 

県　1,816,976 

諸　　　7,817 

 

児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、保護者の就労や疾

病等の事由により保育を必要とする児童について保護者に代わって保

育するため、私立保育所に委託費を支給し、安定的な保育を実施する

とともに、児童の心身の健全な発達を図った。 

 

(令和6年3月1日現在) 

・私立保育所数　　　　　　   75施設 

・私立保育所利用定員　　　　 5,880人 

・私立保育所利用児童数　　　 6,340人 

(【負担率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4) 

 

  

認定こども園

施設型給付事

業

 

9,900,938 

国　4,920,640 

県　2,504,022 

諸　　 24,001

 

　子ども・子育て支援法に基づき、幼児期の教育を必要とする児童及び

保護者の就労等で保護者に代わって保育を必要とする児童に、質の高い

幼児教育と保育を提供するため、私立認定こども園に施設型給付費を支

給し、安定的な教育・保育を実施するとともに、児童の心身の健全な発

達を図った。 

 

(令和6年3月1日現在) 

・私立認定こども園数　　　　　　　69施設 

・私立認定こども園利用定員　　　　8,218人 

・私立認定こども園利用児童数　　　8,297人 

 (【負担率】 

教育(1号)認定、全国統一費用分の制度(上限)：国1/2、県1/4 

　実績：国1/2、県1/4 

教育(1号)認定、地方単独費用分の制度(上限)：県1/2　実績：県1/2 

保育(2、3号)認定、制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4) 

 

  

幼稚園施設型

給付事業

 

784,191 

国　　316,200 

県　　258,463

 

子ども・子育て支援法に基づき、幼児期の教育を必要とする児童に質

の高い幼児教育を提供するため、私立幼稚園に施設型給付費を支給し、

安定的な幼児教育を実施するとともに、児童の心身の健全な発達を図っ

た。 

 

(令和6年3月1日現在) 

・私立幼稚園数　　　　　　  16施設 

・私立幼稚園利用定員　　　　1,225人 

・私立幼稚園利用児童数　　　1,033人 

 (【負担率】 

全国統一費用分の制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4 

地方単独費用分の制度(上限)：県1/2　実績：県1/2) 

 

  

地域型保育給

付事業

 

368,426 

国　　219,067 

県　　 78,571 

 

　特に保育需要の高い0歳から2歳までの児童に保育を提供するため、

小規模保育事業等を行う事業者に地域型保育給付費を支給し、安定的

な保育を実施するとともに、児童の心身の健全な発達を図った。 

 

(令和6年3月1日現在) 

・小規模保育事業等実施箇所数　　 11か所 

・小規模保育事業等定員　　　　　 153人 

・小規模保育事業等利用児童数　　 147人 

 (【負担率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4) 
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

施設等利用費

給付事業

千円 

153,961 

国　　 81,035 

県　 　36,463 

 

子ども・子育て支援法に基づき、幼児教育・保育の無償化の対象と

なる給付認定を取得した児童保護者に対し、児童が幼児教育や保育の

提供を受けるために利用した国立大学附属幼稚園、預かり保育及び認

可外保育施設等の利用費を助成した。 

　 

 (【補助率】制度(上限)：国1/2、県1/4　実績：国1/2、県1/4) 

  

子育て支援サ

ービス利用支

援事業

 

556 

国　　  　335 

県　　  　 83 

 

子育て中の保護者がニーズに応じたサービスが受けられるよう、窓

口において、適切な教育・保育施設や地域の子育て支援サービスの情

報を提供した。 

　 

・タブレット端末(10台)の活用を図った。 

(【補助率】制度(上限)：国2/3、県1/6　実績：国2/3、県1/6)

  

保育入所に係

る電子申請入

力フォーム維

持管理事業

 

1,095 

入　　  1,000 

 

 

保育所利用希望者が電子申請を利用する際の入力フォームの見直し

を行い、電子申請利用者の増加を図った。 

 

　・電子申請件数　273件

  

一時預かり事

業(幼稚園型)

補助事業

 

157,449 

国　　 52,482 

県　　 52,482

 

教育標準時間認定を受けた児童について、私立認定こども園、私立

幼稚園において教育標準時間の前後に必要な保育を行うため、一時預

かり事業(幼稚園型)を実施する私立認定こども園、私立幼稚園に対

し、当該事業に要する経費の一部を助成した。 

 

・事業実績：68か所　　　　延べ利用人数　279,348人 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3)

  

一時預かり事

業費補助事業

 

215,803 

国　　 71,934 

県　　 71,934 　　

 

保護者の病気や冠婚葬祭等で一時的に家庭での保育が困難となるな

どの保育需要に対応するため、一時預かり事業(一般型)を実施する私

立保育所等に対し、当該事業に要する経費の一部を助成した。 

 

・事業実績：89か所　　　　延べ利用人数　8,913人 

　　　　　(災害特例型)　  延べ利用人数　　 86人 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3)

  

一時預かり利

用者負担軽減

事業

 

690 

国 　　   225 

県　　　  225

 

　支援が必要な児童がいる世帯等が保育所等において一時預かり(保育

所等に通っていない児童の一時預かり)を利用した際の利用料につい

て、その一部を助成した。 

 

　・補助実績 

　　延べ利用人数　　 386 人 

　　補助額　　 　689,799 円 

(【補助率】制度(上限)：国 1/3、県 1/3　実績：国 1/3、県 1/3)　 

  

延長保育事業

 

67,913 

国　　 22,637 

県   　22,637 　　

 

保育時間延長の需要に対応するため、延長保育事業を実施する私立

保育所等に対し、当該事業に要する経費の一部を助成した。 

 

・事業実績：101か所　　　延べ利用人数　95,113人 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3)
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

実費徴収に係

る補足給付事

業

千円 

1,019 

国　　　　339 

県　　　　339

 

保護者の世帯所得の状況等を勘案し、認定こども園、保育所等に対

して保護者が支払うべき日用品、教育・保育に必要な物品の購入に要

する費用等の一部を保護者に対し助成した。 

また、国立大学附属幼稚園等を利用している低所得者及び多子世帯

を対象に、給食費(副食材費)を助成した。 

 

・特定教育・保育施設利用者　：97人 

・私学助成の幼稚園等利用者　：20人　 

　 　(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3)

  

病児保育事業

 

71,066 

国　　 23,672 

県　 　23,672 

 

病中又は病気回復期にある乳幼児及び児童(0 歳から小学校6年生まで)

で、集団保育や家庭での保育が困難な児童について、一時的に預かること

により保護者の子育てと仕事の両立を支援するため、看護師や保育士が配

置された専用施設に委託して保育を実施した。 

 

・実施施設 

カリタスの園乳児院つぼみの寮、小野小児科医院、あゆみこども園、

霧島幼保学園、竹井小児科医院、かわぐち小児科医院 

     (【補助率】制度(上限)：国 1/3、県 1/3　実績：国 1/3、県 1/3) 

  

病児保育利用

サポート事業

 

4,355 

県　  　2,176 

 

　病児保育を利用する児童の保護者の経済的な負担軽減を図るため、病児

保育利用料を助成した。 

 

・事業実績 

　　延べ助成人数　2,419 人 

　　助成額　　　　4,354,800 円 

     (【補助率】制度(上限)：県 1/2　実績：県 1/2) 

  

子どものため

の教育・保育

給付交付金返

還金

 

165,760 

 

 

「子どものための教育・保育給付交付金」について、過年度分の実

績報告書の修正報告を行ったことに伴い、国・県への返還を行った。 

なお、令和 5年度をもって全ての返還が完了した。 

 

・国への返還額：112,806,699 円 

・県への返還額： 52,952,584 円 

  
重大事故検証

委員会運営 
事業

 
271

 
　令和 5 年 3 月に保育施設内で発生した重大(死亡)事故について、事

実関係の把握や発生原因の分析等を行うため、外部委員(学識経験者、

医師、弁護士、教育・保育関係者など)で構成する第三者検証委員会を

設置し、令和 6 年 3 月に検証結果及び再発防止策に関する提言内容を

含めた報告書が提出され、公表を行った。 
 
　・会議開催：4回 

  
保育所等 
安心・安全 
対策支援事業

 
6,501 

越　　　6,501

 
　保育所等の送迎用バスへのこどもの置き去り事故防止及び安全管理

の徹底を図るため、各施設に対し送迎用バスの安全装置等の導入経費

を助成した。 
 
【令和 4年度からの繰越事業】 
　・事業実績：19 施設(バス台数：39 台) 
　　　(【補助率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10) 
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20民生費 

15児童 

福祉費 

20児童福祉 

    施設費

 

公立保育所運

営費 

千円 

65,626 

分・負 12,702 

国　　　　 86 

県　　　　661 

財　　　5,465 

諸　　  5,671 

 

児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、保護者の就労や疾

病等の事由により保育を必要とする児童について、保護者に代わって

保育をするため、公立保育所において保育を実施した。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

公立保育所施

設整備事業

 

7,314 

 

　保育施設の機能向上のため、空調設備更新等の工事を実施し、保育

環境の整備を行った。 

 

  

公立保育所給

食調理等業務

委託事業 

 

26,960 

 

安全・安心で栄養バランスのとれた給食を安定的に提供するため、

小戸保育所と青島保育所において、給食調理等業務の民間委託を行っ

た。 

 

  

跡江保育所子

育て支援拠点

事業

 

822 

国　    　273 

県　    　273

 

子育て中の保護者の孤独感や不安を緩和し、子どもの健やかな育ち

を支援するため、跡江保育所内において、気軽に相談できる場の提供

を行うとともに、配慮が必要な児童とその保護者に対し遊びを中心と

した「親子プログラム」を実施した。 

 

・子育て支援センター事業　　延べ利用人数　1,285人 

・親子通園事業　　　　　　　延べ利用人数　　641人 

(【補助率】制度(上限)：国1/3、県1/3　実績：国1/3、県1/3)  

 

  

東高岡保育所

指定管理料

 

101,364 

分・負  4,888 

国　　　　917 

県　　　1,052 

財　　　1,640 

諸　    　221 

 

保育サービスや子育て支援の充実を図るため、指定管理者制度を活

用し、東高岡保育所の管理運営を行った。(保育士、幼稚園教諭等の処

遇改善を図る経費含む。) 

・指定管理者　(社福)公成福祉会　 

・指定管理料　101,363,904 円 

・指定期間　　令和 2年 4 月～令和 7 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
施設名

令和 6年 3月 1 日

 定員(人) 在園児(人)

 小戸保育所 80   66   

 青島保育所 45   24   

 跡江保育所 75   67   

 福島保育所 45   39   

 計 245   196 

 
施設名

令和 6 年 3月 1 日

 定員(人) 在園児(人)

 東高岡保育所 50   61   
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保育幼稚園課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20民生費 

15児童 

福祉費 

25児童措置 

費 

 

児童手当給付

事業 

千円 

6,089,161 

国　4,224,650 

県　  930,449 

諸　　　2,105

　　 

 

家庭における生活の安定と未来の社会を担う児童の健全な育成及び

資質の向上を図るため、中学生までの子どもを養育している方に児童

手当を支給した。 

 

【支給額】 

・3歳未満　   月額15,000円 

・3歳～小学生 第1・第2子 月額10,000円、第3子以降 月額15,000円 

・中学生　    月額10,000円 

・所得制限超  月額 5,000円 

・所得上限超　支給なし 

【負担率】3歳未満被用者：国37/45、県4/45  

上記以外     ：国 2/3、県 1/6 

 

  

20民生費 

15児童 

福祉費 

30子育て世

帯応援給

付金支給

事業費 
 

 

 
子育て世帯生

活支援特別給

付金給付事業

(Ｒ５その他

低 所 得 世 帯

分)

 

405,746 

国　　405,746

 
　食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯

に対し、その実情を踏まえた生活の支援を実施するため、低所得世帯

において児童を養育する人へ給付金を支給した。 

 

・支給額　　児童一人あたり 50,000円 

・受給者数  3,632人 

・児童数　  7,430人 

(【補助率】制度(上限)：国 10/10、実績：国 10/10) 

  

55教育費 

25幼稚園費 

10 幼稚園費

 

幼稚園管理費 

 

3,690 

諸　　　   20

 

　公立幼稚園における充実した幼児教育を行うため、施設の修繕や人

員配置など適正な管理・運営を行った。 

 

【在園児数】　令和6年3月1日現在 

・清武幼稚園：10人　(定員：50人)

  

幼稚園施設整

備事業

 

2,246 

 

教育施設の機能向上のため、公立幼稚園の照明器具改修工事等を実

施し、教育環境の整備を行った。 

 
令和 5年度実績

児童数

(人)
支給額 (円)

 
3 歳未満

被用者 5,858 1,087,045,000

 非被用者 1,189 210,105,000

 
3 歳～小学生

被用者 23,497 2,927,065,000

 非被用者 5,786 717,155,000

 中学生 被用者・非被用者 9,701 1,145,455,000

 計 46,031 6,086,825,000
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保育幼稚園課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

私立幼稚園等

特別支援教

育・保育事業

千円 

4,059

 

障がい児の教育・保育内容の充実を図るため、障がい児の受入れを

行っている私立幼稚園等に対し、人件費等の一部を助成した。 

 

・補助基準額 

区分Ⅰ　月額 21,000円(1人)×在園月数(該当園児 0人) 

　　　　　宮崎県私立幼稚園特別支援教育経費補助金交付要綱に 

定める幼児であって、次の①～③に該当する幼児 

①特別児童扶養手当支給対象児 

②身体障がい者手帳1･2級 

③療育手帳Ａ(重度) 

区分Ⅱ　月額  9,000円(1人)×在園月数(該当園児 21人) 

　宮崎県私立幼稚園特別支援教育経費補助金交付要綱に 

定める幼児であって、区分Ⅰ以外の幼児 

区分Ⅲ　月額 10,000円(1人)×在園月数(該当園児 23人) 

区分Ⅰ・Ⅱ以外で、軽度の障がいが認められる場合 

 

・補助実績：16施設　　　該当児童数：44人　 

  

宮崎市幼稚園

協会補助事業

 

3,000 

 

市内の私立幼稚園等の幼児教育内容の充実を図るため、宮崎市学校

法人立幼稚園協会(43施設)が行う研修及び情報発信に係る費用の一部

を助成した。 

 

　・補助実績：宮崎市学校法人立幼稚園協会(43施設)
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親子保健課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

20 民生費 

10 社会 

福祉費 

11 障がい者 

福祉費 

 

 

宮崎市総合 

発達支援 

センター 

指定管理料

千円 

495,418 

分・負 23,636 

使・手260,436 

入　　　4,000 

諸　　　   30

 

障がいの早期発見・早期療育及び障がい児・者の在宅生活を支援する

療育の拠点施設としての環境を整えるため、円滑な管理運営を実施し

た。 

 

・指定管理者　(社福)宮崎市社会福祉事業団 

・指定管理料　(令和5年度)495,418,000円 

・指定期間　　 令和3年4月～令和8年3月 

  

宮崎市総合 

発達支援 

センター 

備品更新・ 

施設改善事業

 

66,308 

越　　　  508 

債     51,800

 

利用者に対し、安全で適切なサービスを提供するため、老朽化が進

む施設の改善や備品の更新を行った。 

 

○主な事業内容 

　・空調設備改修工事(第一工期)　　　　　　　 　57,582,800円 

　・特殊浴槽賃貸借　　　　　　　 　　　 　        776,820円 

・インピーダンスオージオメーター賃貸借　　　　　 39,325円 

・生体情報モニター購入　　　　　　　　　　　　　679,690円 

 

【令和4年度からの繰越事業】 

・バス安全装置設置業務委託　　　　　　　　　　　508,200円 

  

宮崎市総合 

発達支援 

センター 

ＤＸ環境整備 

事業

 

61,189 

国(交) 60,291 

 

 

 

　宮崎市総合発達支援センター職員の事務負担の軽減及び業務効率化

を図り、また、障がい児・者及びその保護者への安心・安全な医療や

療育支援の機会を確保するため、電子カルテシステムをはじめとする

システム整備やＷｉ－Ｆｉ環境整備を行った。 

 

〇主な事業内容 

　・ＤＸ環境整備業務委託　　　　　　　　　　　 56,430,000 円 

　・環境整備事業に係る調整業務委託　　　　　　　3,860,836 円 

  

20 民生費 

15 児童 

福祉費 

10 児童福祉 

総務費

 

子ども医療費 

助成事業 

 

1,848,289 

県　  332,033 

入　　204,924 

諸　   14,357 

 

 

子どもの健康を維持し、子育て世帯の負担を軽減するため、中学校

卒業までの子どもを対象に医療費を助成した。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2　実績：県 1/2) 

 

○子ども医療費助成額 

 

○審査支払手数料 

 

○事務費　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,863,706 円 

 

 区分 延べ利用者数 うち市外延べ利用者数

 診療部 22,181 人 2,503 人

 通所部 12,047 人   814 人

 小中学生 970,588,328 円

 乳幼児 821,726,875 円

 うち県補助金 319,191,000 円

 うち市負担分 502,535,875 円

 合計 1,792,315,203 円

 県補助金 12,842,000 円

 市負担分 41,267,127 円

 合計 54,109,127 円
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親子保健課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

10 保健衛生 

　総務費

 

離乳食教室 

事業

千円 

405 

 

乳児を持つ保護者に対し、離乳食の正しい知識と技術を身につけて

もらうため、講話等を実施した。 

 

離乳食教室(もぐもぐランド) 

・実施回数：23回　　・参加者数：483人 

  

幼児集団健康 

診査事業 

 

25,368 

県　       46 

 

 

幼児期の疾病及び心身障がい等の早期発見と育児支援のために集団

健康診査を実施した。また、10 年毎に実施される乳幼児身体発育調査

を県からの委託により実施した。 

 

１　1歳 6か月児健康診査(2 段階方式で実施) 

1 歳 6 か月～2 歳未満の幼児を対象に、問診・身体計測・小児科診

察・歯科診察・フッ化物塗布・個別相談(栄養・心理等)を実施。ま

た、小児科診察のみ市郡医師会に委託し、個別健診を実施した。　 

 

・実施回数：59 回　　受診者数：3,148 人 

 

２　3歳 6か月児健康診査 

　　3 歳 6 か月～4 歳未満の幼児を対象に、問診・身体計測・小児科診

察・歯科診察・フッ化物塗布・尿検査・視聴覚検査・個別相談(栄

養・心理等)を実施した。 

 

　・実施回数：62 回　　受診者数：3,417 人 

 

３　乳幼児身体発育調査 

　　乳幼児を対象に、身体発育の状態やその関連項目を調査した。 

 

　・対象者数：32 人（22 世帯） 

  

未熟児等養育 

医療事業 

 

21,733 

国　　  9,033 

県　  　4,516 

諸　  　3,651 

 

病院又は診療所に入院しなければならない身体の発育が未熟なまま

出生した乳児(未熟児)に対し、養育に必要な医療費を助成した。 

(【負担率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4  実績：国 1/2、県 1/4) 

 

・給付決定件数：84件 

  

育成医療給付

事業

 

11,790 

国      5,882 

県　    2,941

 

身体障害者福祉法の規定に該当する児童又は治療をせず放置した場

合、将来において同法の規定に該当する障がいと同程度の障がいを有

する児童で、その進行防止や現状改善の見込みがある者に対し、必要

な医療費の一部を助成した。 

(【負担率】制度(上限)：国 1/2、県 1/4  実績：国 1/2、県 1/4) 

 

＜対象となる障がい＞ 

①視覚障害　②聴覚又は平衡機能の障害 

③音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

④肢体不自由　⑤心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、 

小腸又は肝臓の機能の障害　⑥先天性の内臓の機能の障害 

⑦ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害 

 

 

・給付決定件数：74 件 
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親子保健課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

小児慢性特定 

疾病支援事業 

千円 

172,557 

国     85,695

 

１　医療費の助成 

小児慢性特定疾病により、長期にわたり療養を必要とする児童の

健全な育成を図るため、児童福祉法に基づき、当該疾病の治療研究

に必要な医療費の一部を助成した。 

(【負担率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

＜対象となる特定疾病(16種類)＞ 

悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、 

内分泌疾患、膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、 

免疫疾患、神経・筋疾患、慢性消化器疾患、 

染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群、 

皮膚疾患、骨系統疾患、脈管系疾患 

 

・受給者数：641人(R6.3.31現在) 

　　　　　　うち新規(転入含む)：75人 

 

２　自立支援事業 

小児慢性特定疾病児童等自立支援員を配置し、児童及びその家族

からの相談に応じ関係機関との連絡調整を行い、療養生活の質の向

上を図った。 

 

・宮崎市小児慢性特定疾病対策地域協議会　　　　　　　1回開催 

・自立支援相談員による相談支援(電話相談等)　　実件数：100 件 

延べ件数：117 件 

・小児慢性特定疾病児童等自立支援交流会「いちごっち」4回開催 

参加延べ人数： 33 人 

・小児慢性特定疾病児童等手帳交付　　　　 　　  　　 ： 74 人 

  

25 衛生費 

 10 保健 

   衛生費 

　15 予防費

 

乳幼児等定期 

予防接種事業

 

1,047,711 

 

予防接種法に基づき、感染症発生を防止するための予防接種を実施 

した。 

 

【接種実績】 

　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区    分 接種件数

 ロタウイルス 6,382 件

 Ｂ型肝炎 8,253 件

 ヒブ(インフルエンザﾞ菌b型) 10,975 件

 小児肺炎球菌 10,967 件

 ４種混合(ジフテリア・百日せ

き・破傷風・不活化ポリオ)
11,771 件

 ２種混合(ジフテリア・破傷風) 2,839 件

 ＢＣＧ 2,741 件

 ＭＲ(麻しん〔はしか〕・風しん) 6,220 件

 水痘(みずぼうそう) 5,622 件

 日本脳炎 13,074 件

 子宮頸がん(ＨＰＶ：ヒトパピロー

マウイルス）
8,246 件
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親子保健課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

乳幼児等 

定期予防接種 

健康被害 

救済給付事業

千円 

14,479 

県     10,202 

 

 

予防接種により健康被害が生じ、国が認定した者に障害年金等を支 

給した。 

(【負担率】制度(上限)：県 3/4　実績：県 3/4) 

 

   ・対象者：6人  (支給総額：13,603,655 円) 

  

乳幼児等任意 

予防接種事業

 

23,873 

県      5,030 

 

 

予防接種法に定めのない疾病において、その発生とまん延を予防

し、乳幼児の発症時における重症化を防止するため、予防接種を実施

し、費用の一部を助成した。 

また、造血幹細胞移植により、移植前に接種したワクチンの免疫が

低下または消失したため、再接種が必要となった者に対し、再接種の

費用を助成した。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2×0.8(調整係数) 実績：県 1/2×

0.8(調整係数)) 

 

【任意接種実績】 

 

 

 

 

 

 

 

【再接種実績】 

　　対象者：5人 

　　助成額：41,573 円 

　　

  

子宮頸がん 

予防接種 

償還払い事業

 

252 

 

 

 

積極的な勧奨の差し控えにより、子宮頸がんワクチンの定期接種の

機会を逃した者で、自費で任意接種を受けた者に対し、接種費用の一

部を助成した。 

 

・助成件数：16 件 

　

  

子宮頸がん 

予防(ＨＰＶ) 

ワクチン接種 

推進事業 

 

9,487 

 

 

 

子宮頸がんワクチンの接種勧奨のため、各中学校における出前講座

やテレビＣＭ、Ｗｅｂ広告、個別通知の発送等を行った。 

 

・定期接種累積初回接種率(R6.3 月末時点)　　　　　：26.4% 

　・キャッチアップ接種累積初回接種率(R6.3 月末時点)：48.6% 

　【主な啓発実績】 

　　6月～　：出前講座の実施(国・公立 27 校＋私立 2校) 

　　6月末　：個別通知発送(1 回目) 

　　8月末　：テレビＣＭ、Ｗｅｂ広告開始 

　　3月末　：個別通知発送(2 回目) 

  

子宮頸がん 

予防(ＨＰＶ) 

ワクチン接種 

推進モデル 

事業 

 

3,822 

入　　    691 

 

 

かかりつけ医をもっておらず、移動手段がないことも多い大学生に

対し、モデル的に宮崎大学内に臨時接種会場を設置し、接種機会を提

供した。 

 

【接種実績】 

・第１クール(11/21、11/22)…72 接種 

・第２クール(1/24、1/25)  …69 接種

 区    分 接種件数

 
流行性耳下腺炎 5,918 件

 ３種混合(ジフテリア・百日せ

き・破傷風)
2,668 件
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

 13 保健所費 

10 保健所費

 

乳幼児発達 

相談事業 

 

千円 

1,802 

 

 

 

１　健診事後教室(ちびっこランド) 

1 歳 6 か月児健康診査等でフォローが必要な幼児とその親に対し

て、保護者の育児不安の軽減を図るために、生活面での関わり方や

遊びについてのアドバイスを行う教室を開催した。 

 

・実施回数：30 回　・実人数： 80 人　・延べ人数：381 人 

         

２　発達相談(すこやかひろば) 

　　　心身の発育・発達に遅れがみられるような幼児に対して、専門的

な助言等を行い、適切な保育・養育環境を整え、発達を促すよう支

援した。 

　 

・実施回数：27 回　・実人数：210 人  ・延べ人数：287 人 

  

未熟児・ 

障がい児等 

支援事業 

 

 

81 

 

未熟児や長期療養児を養育する保護者を対象に、保護者の精神的負

担の軽減を図るために、支援教室や交流会等を開催した。 

 

１　未熟児等支援教室(つぐみ交流会) 

・実施回数　　： 5 回 

・参加延べ人数：46 人 

 

２　長期療養児交流会(口唇口蓋裂)  
・実施回数　　： 1 回 

・参加延べ人数： 6 人 

  

性と妊娠 

ＳＯＳ相談 

事業 

 

2,211 

国      1,105 

 

 

 

 

 

思いがけない妊娠や性に関する相談等に応じることで、相談者の心

身の負担軽減や性に関する正しい知識の普及を図った。 

  (【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

　・委託先　　　　　　：(一社)宮崎県助産師会 

  ・相談窓口の開設回数：127 回(毎週火・木曜日、第 2・4土曜日) 

  ・相談延べ件数      ：123 件 

  

不妊検査費 

助成事業

 

6,379 

県      2,870 

 

 

　不妊症を早期に発見し、適切な治療につなげるため、夫婦で不妊の

原因を検査する費用について助成を行った。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2×0.9(調整係数) 実績：県 1/2×

0.9(調整係数)) 

 

　・助成件数：277 件 

  

不妊治療支援

事業

 

28,352 

県     28,251

 

　不妊治療を行う夫婦に対し経済的負担の軽減を図るため、治療費の

自己負担額について助成を行った。 

(【補助率】制度(上限)：県 10/10  実績：県 10/10) 

 

　・助成件数：364 件(令和 5年 4月以降の治療開始分から) 

　・助成人数：209 人(妊娠成立率：48.3%) 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

妊活支援推進 

事業 

千円 

1,260 

国        630 

　 

妊活に関する不安や悩みを相談し、安心して取り組めるようにオン

ラインでのサポート体制を構築し、専門スタッフによる個別相談やオ

ンラインセミナーを実施した。　 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2 　実績：国 1/2) 

 

　・新規登録者数：49 人 

　　※令和 5年 8月事業開始 
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保健医療課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

10 保健衛生 

総務費

 

夜間急病セン

ター管理運営

事業

千円 

413,347 

分・負 34,488 

使・手 78,756 

諸　　　7,088 

 

 

夜間における救急患者の治療を行うため、小児科においては、(公社)

宮崎市郡医師会を指定管理者とし、内科・外科においては、(公社)宮崎

市郡医師会に診療業務を委託し、初期救急医療体制の確保を図った。 

 

 

１　診療科目 

　　内科・外科・小児科 

 

 

２　診療時間 

　　午後7時から翌午前7時まで(年中無休) 

 

 

３　受診状況(令和5年度実績) 

診療科目別患者数　　　　　　　　　　　　　　　　 　  (人) 

 

　　地域別患者数　　　　　　　　　(人・％) 

 

 

４　事業費 

　・夜間急病センター小児科管理運営事業　　　　　　　18,716,594円 

・夜間急病センター小児科指定管理事業　　　　 　　143,981,000円 

・夜間急病センター内科・外科運営支援事業　　　　 250,649,000円 

 区分 準夜 深夜 計

 内科 2,994 1,683 4,677

 外科 2,613 580 3,193

 小児科 4,308 2,027 6,335

 合計 9,915 4,290 14,205

 一日平均患者数 27.1 11.7 38.8

 二次搬送患者数 471

 地域 患者数 割合

 宮崎市 11,740 82.7

 国富町 557 3.9

 綾町 174 1.2

 西都市 392 2.8

 高鍋町 173 1.2

 新富町 276 1.9

 川南町 102 0.7

 その他県内 314 2.2

 県外 477 3.4

 合計 14,205 100.0
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保健医療課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

在宅当番医制

業務委託事業

千円 

19,332 

分・負  2,783

 

日曜、祝・休日、年末年始における救急患者の発生に備えるため、在

宅当番医を輪番で医療機関に委託することで、初期救急医療体制の確保

を図った。 

 

・在宅当番医制業務委託(宮崎市郡医師会)　　　　　　16,500,000円 

・在宅当番医制業務委託(宮崎市郡歯科医師会)　　　　 2,112,000円 

・休日在宅柔道整復師当番事業運営費補助　　　　　　　　　　　　 

(宮崎県柔道整復師会　宮崎支部連合会)　　　　　 720,000円 

   

共同利用型病

院運営費補助

事業 

 

27,139 

分・負    609 

県　　 16,683

 

日曜、祝・休日、年末年始及び夜間における、入院治療を要する重症

救急患者の医療体制を確保するため、二次救急医療を行う共同利用型病

院(宮崎市郡医師会病院)の運営費について助成を行った。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3　実績：県 61％) 

 

令和 5 年度診療科目別患者数　　　　　 (人) 

  

小児救急医療

適正化推進事

業 

 

 

 

179 

県　　 　　83

 

　宮崎市夜間急病センター小児科の適正受診を促すため、啓発用リーフ

レットを作成し、市内の小児科医療機関や保育園・幼稚園などへ配布し

た。また、市内の地域子育て支援センター3 か所において、小児科医に

よる小児救急医療講座を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2　実績：県 46％) 

 

１　リーフレット作成・配布 

名　　称：宮崎市こども救急早分かりガイド 

作成部数：22,000 部 

 

２　小児科医による小児救急医療講座 

実施場所：みやざき子育て支援センター　ほか 2か所 

対 象 者：未就学児の保護者 

  

宮崎大学医学

部小児科寄附

講座運営支援

事業 

 

27,000 

分・負  3,279

 

宮崎市夜間急病センター小児科をはじめとする県央地域における小児

医療体制の充実を図るとともに、次世代を担う若い小児科医の人材育成

を進め、小児地域医療へ貢献することを目的として、平成 30 年 11 月 1

日付けで国立大学法人宮崎大学医学部小児科に設置された「宮崎小児地

域医療学・次世代育成支援講座」の運営を支援した。 
 
＜講座概要＞ 
　組織体制：特別准教授 1人、特別助教 1人、事務補佐員 1人 

　実施内容：①小児疾患医療に関する研究 

　　　　　　②小児疾患医療に関する学生教育 

　　　　　　③小児の育成に係る医療面からの支援 

　　　　　　④次世代を担う若い小児科医の育成支援 

　　　　　　⑤宮崎市夜間急病センターへの派遣

 区分 入院 外来 計

 内科 1,127 704 1,831

 外科 378 223 601

 整形外科 439 183 622

 産婦人科 288 163 451

 放射線科 0 0 0

 新生児科 251 18 269

 合計 2,483 1,291 3,774
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保健医療課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

医療政策推進

事業 

千円 
7,574 

財　　　1,410

 
市民が安心して医療を受けることができる体制の確保と充実を図るた

め、各種協議会の運営費の一部を負担するとともに、地域医療の発展に

貢献している団体の運営費の一部を助成した。 

 

・宮崎県医師確保対策推進協議会負担金　　　　　　　　300,000円 

・宮崎県救急・災害医療行政連絡協議会負担金　　　　1,953,000円 

・西都市一次救急医療支援負担金　　　　　　　　　　2,620,146円 

・宮崎大学白菊会運営費補助金　　　　　　　　　　　　100,000円 

・宮崎看護専門学校運営費補助金　　　　　　　　　　2,600,000円

  

健康危機管理

体制整備事業

 

143 

国　　　　 71

 

重大かつ緊急性のある健康危機が発生、又は発生のおそれがある場合

などに、速やかに健康危機管理体制を整えることができるようにするた

め、人材の育成や対応能力の向上を図り、体制を整備した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 

１　災害時健康危機管理支援チーム(ＤＨＥＡＴ)基礎編研修への参加

(オンライン開催) 

　・開催日：令和 5年 11 月 30 日(木) 

　・参加者：2人 

２　健康危機管理研修(ＤＨＥＡＴ養成研修(標準編(指導者向け)))への

参加(オンライン開催) 

　・開催日：令和 5年 12 月 4日(月)～5 日(火) 

　・参加者：1人 

３　健康危機管理対策訓練 

　・開催日：令和 6年 2月 15 日(木) 

　・参加者：65 人 

４　健康危機管理支援チームの研修に要する物品の整備 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

厚生統計調査

事業

 

1,459 

国　　　1,459 

 

厚生労働行政施策の企画立案、実施のための基礎資料となる厚生統計

調査等を実施した。 

(【国委託金】厚生労働統計調査委託金・国民生活基礎調査等委託金) 

 

・人口動態調査(毎月)　　　　 ・看護師等業務従事者届(2年毎) 

・医療施設動態調査(毎月)　　 ・医療施設静態調査(3年毎) 

・病院報告(毎月)　　　　　　 ・受療行動調査(3年毎) 

・衛生行政報告例(毎年)　　　 ・患者調査(3年毎) 

・医師・歯科医師・薬剤師統計(2年毎) 

 

   

みやざき健康

ふくしまつり

補助事業

 

1,438 

 

市民の健康づくりや福祉に関する啓発を行うため、「みやざき健康ふ

くしまつり実行委員会」に対して運営費の一部を補助し、「みやざき健

康ふくしまつり」の実施を支援した。 

 

 

・開催日　　　　　令和5年11月3日(金・祝) 

・開催場所　　　　フローランテ宮崎 

・参加団体数　　　60団体 

・来場者数　　　　12,808人 

・主要イベント　　健康づくりコーナー・ふくし体験コーナー 

　　　　　　　　　ステージイベント　等 
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

　11 病院費

 

田野病院事業

会計繰出金

千円 

228,125 

 

田野病院事業会計の経営基盤の強化・安定のため、一般会計から繰出

しを行った。 

 

・田野病院事業会計繰出金　　　　　　　　　　　　228,124,038円 

 

  

25 衛生費 

13 保健所費 

　10 保健所費

 

保健所事務管

理費

 

84,919 

使・手　3,632 

国　　　5,248 

県　　　3,617 

諸　　　　239 

　　    

 

庁舎の維持管理のほか、保健所の適正な管理運営を行った。 

(【国委託金】国民生活基礎調査等委託金) 

 

　・庁舎の維持管理(光熱水費、リース料、警備・清掃業務委託等) 

  ・保健所運営協議会の開催 

   

医療安全支援 

センター運営 

事業 

 

112 

使・手  　112 

 

良質な医療を提供する体制の確立を図り、市民の医療に対する信頼を

確保するため、医療安全支援センターを運営した。 

 

１　医療相談窓口 

　・開設場所：保健所 1 階 

　・相談方法：電話、来所、メール等 

　・相談件数：914 件(令和 5年度実績) 

 

２　医療安全推進協議会の開催(令和 5年 8月 29 日実施) 

 

３．研修会の開催(令和 5年 10 月 18 日実施) 

病院の医療安全管理業務従事者を対象に、医療安全に関する研修会

を開催した。 

・参加者：21 人 

・会場：宮崎市民文化ホール 

  

医療・薬務シ

ステム事業 

 

1,809 

県　　  1,809

 

医療と薬務の情報を一元的に管理し、効率的かつ適正な業務を行うた

め、「医療・薬務システム」を運用した。 

  

宮崎市保健

所・中央保健

センター施設

等改修事業 

 

135,540 

債  　134,400 

 

 

保健所を利用する市民にとって安全で快適な環境を提供するととも

に、保健所施設の長寿命化を図るため、非常用自家発電設備更新工事や

消防用設備更新に係る設計業務委託等を行った。 
 

【主な工事等】 

・非常用自家発電設備更新工事 　　　　　　 132,990 千円 

・消防用設備更新工事実施設計業務委託　　　　　　　 2,002 千円 

 

【令和６年度への繰越事業】　　　　　　　　　　　　　81,284 千円 

・空調等省エネ基準適合調査業務委託　　　　　　　　 9,564 千円 

・３号機エレベーター更新工事　　　　　　　　　　　59,752 千円 

・３号機エレベーター防火防煙スクリーン設置工事　　11,968 千円 
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保健医療課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

医療・薬事監

視指導事業

千円 

350  

使・手    350

 

１　医療法に基づき、病院及び診療所の立入検査及び診療所職員によ

る自主点検を実施した。 

 

病院・診療所の施設及び立入検査等件数(令和 5年度実績) 

 

２　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全の確保等に関する法

律に基づき、立入検査を実施した。 

 

薬局及び医薬品販売業の許可施設及び立入検査件数(令和 5年度実績) 

 

高度管理医療機器等販売業・貸与業、管理医療機器販売業・貸与

業の許可・届出施設及び立入検査件数(令和 5年度実績) 

 

３　毒物及び劇物取締法に基づき、立入検査を実施した。 

　 

毒物劇物販売業の登録施設及び立入検査件数(令和 5年度実績) 

 

４　有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づき、家庭

用品の試買検査を実施した。 

　(令和 5年度実績) 

・30 検体　違反 0

 区分 施設数 立入検査等件数

 病院 36 36

 有床診療所 48 0

 
無床診療所 349

87 

(うち自主点検 44)

 
歯科診療所 223

60 

(うち自主点検 28)

 計 656 183

 区分 許可施設数 立入検査件数

 薬局 241 54

 医薬品店舗販売業 111 44

 計 352 98

 区分 許可・届出施設数 立入検査件数

 高度管理医療機器

等販売業・貸与業
263 62

 管理医療機器販売

業・貸与業
1,781 0

 計 2,044 62

 区分 登録施設数 立入検査件数

 一般販売業 116 40

 農業用品目販売業 33 10

 特定品目販売業 9 3

 業務上取扱者 6 0

 計 164 53
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地域保健課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

10 保健衛生 

総務費

 

各保健センタ

ー運営管理事

業

千円 

15,909 

使・手     58 

諸         90

 

　地域保健活動を推進するため、施設の管理運営を適切に行った。 

 

・高岡福祉保健センター「穆園館」　　　　　　　　14,621,421円 

・清武保健センター   　　　　　                　1,286,922円 

  

高岡福祉保健

センター改修

事業

 

8,308 

債　　  4,600 

 

高岡福祉保健センターの維持管理・修繕を適切に行った。 

 

　・建具外改修工事　等

  

地域保健統計

調査事業

 

447 

国　　  　447 

 

 

国及び地方公共団体の保健衛生行政の運営や事業推進等に関する基

礎資料を得るため、国勢調査の調査区を基に抽出された区域の世帯を

対象に調査を行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10) 

 

・国民生活基礎調査　　　　　　   4 地区 

・社会保障・人口問題基本調査　 　4 地区 
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地域保健課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

　45 健康 

　　増進費

 

地域に寄り添

う保健活動展

開事業

千円 

1,614 

県　　　　936 

諸　　　　 84

 

　地域診断等に基づき、各地域の特性に応じた効果的な保健活動を展

開し、市民自らの健康行動を促すための事業を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3　実績：県 2/3) 

 

・国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）の活用による地域診

断及び健康課題の抽出 

・地域の健康課題を解決するための健康教育・健康相談等の実施 

　（22 地域自治区） 

・地域診断に基づいた健康情報の提供 

・地域包括ケアシステム構築のための多職種連携会議・研修会の実施 

 

  

成人等健康教

育・健康相談

事業

 

1,330 

県　　　　885 

 

健康増進法に基づき、健康教育・健康相談等に関する各種保健事業

を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：県2/3　実績：県2/3) 

 

１　健康教育 

生活習慣病予防等の健康教育を実施することにより、自ら健康管理

に取り組むことができるよう、健康管理意識を高める支援を行った。 

実施回数　377回　　参加者数(延べ)　8,998人 

※地域保健課・健康支援課の合算数 

 

２　健康相談・訪問指導 

　生活習慣病予防や家庭における健康管理を推進するため、心身の健

康に関する個別の相談及び訪問指導を実施した。 

・健康相談　実施回数　545回　参加者数(延べ)　1,827人 

・訪問指導(延べ)　805件 

※地域保健課・健康支援課の合算数 

  

25 衛生費 

13 保健所費 

　10 保健所費

 

地域保健関係

職員等研修事

業

 

724 

国　　　　176 

諸　  　  548

 

　保健師等専門職員の資質向上を図るため、県外及び県内の研修会等

に職員を派遣した。 

また、医療職を目指す学生等に対し、公衆衛生に関する実習を行っ

た。 

 

・県外派遣研修（公衆衛生看護研修）： 

　　　　　　　　中堅期（前期・後期）　　　1 人 

　　　　　　　　管理期　　　　　　　　　　1 人 

　　　　　　　　統括保健師                1 人　　　　　　　　 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 

・県内派遣研修：新任保健師研修　　　　　　3 人 

　　　　　　　　フォローアップ研修 　　　 4 人 

                中堅保健師研修　　　　　　2 人 

　　　　　　　　キャリアアップ研修　　　　1 人 

・実習生等受入実績：実人数 217 人、 延べ人数 659 人 
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健康支援課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

 10 保健 

   衛生費 

10 保健衛生 

    総務費 

 

健康づくり推

進協議会支援

事業 

千円 

1,380 

 

 

　市民の主体的な健康づくりを支援するため、地域で活動する「宮崎

市健康づくり推進協議会」に対し、補助金を交付した。 

 

　・宮崎市健康づくり推進員　88 人(令和 5年度末現在) 

  

在宅療養相談

事業 

 

1,500 

 

在宅療養を推進するため、在宅で療養したいと願う市民やその家族

等からの相談を受ける窓口を設置するＮＰＯ法人に対し、事業費の一

部を助成した。 

 

補助実績：1法人　(認定特非)ホームホスピス宮崎 

補助事業：在宅療養に関する相談窓口 

在宅医療や看取りについての研修会 

 

・相談窓口(電話・面接) 

専用電話「宮崎市在宅療養でんわ相談室」 

相談人数：73 人(延べ：119 人) 

 

・研修会　： 1 回　 

参加者数：40 人 

  

骨髄等移植ド

ナー支援事業 

 

879 

県　　　　420

 

白血病などの血液疾患の治療に必要な骨髄・末梢血幹細胞の移植の

推進及び骨髄等の提供者(ドナー)と事業者の負担軽減を図るため、骨

髄等の提供者となった市民および提供者が所属する事業所に対し奨励

金を交付した。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2） 

 

　・提供者：5人　 

　・事業所：2件 

  

私らしく生き

きるための想

いをつなぐ事

業 

 

249 

 

市民一人一人が、自分らしい終末期を迎えることができるよう、人

生の最期の時間をどこで過ごし、どのような医療を受けたいか、元気

なうちから考えていくことについて理解を深めるため、宮崎市版エン

ディングノート“わたしの想いをつなぐノート”を活用し、ＡＣＰ(※

1)の普及啓発を行った。 

 

・アドバイザー養成講座(※2) ： 1 回開催　 修了者数　  150 人 

・フォローアップ研修  (※3) ： 1 回開催　 参加者数　　 42 人 

・プロジェクト会議　　　　　： 1 回開催　 

・市政出前講座　　　　　　　： 5 回実施　 参加者数    119 人 

・アドバイザーによるノートの書き方講座 

　　　　　　　　　　　　　　： 2 回実施　 参加者数     66 人 

・配付窓口　　　　　　　　　：199 か所(令和 5年度末現在) 

・配付数　　　　　　　　　　：1,702 冊 

 

※1　ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング) 

もしものときのために、自分が望む医療やケアについて、前もっ

て考え、信頼できる人や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、

共有する取組 

※2　市民が身近な場所でＡＣＰの概念やノートの活用法等について 

相談できるアドバイザーを養成するための研修 

　　 ＹｏｕＴｕｂｅ録画配信にて開催 

※3　養成講座を修了したアドバイザーを対象とした研修
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健康支援課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

幼児むし歯予

防事業 

千円 

12,616 

国　　　2,661 

 

１　１歳児歯科健診事業 

　むし歯予防及び早期発見のため、１歳児を対象に歯科健康診査を指

定医療機関において実施した。 

　　 

・受診者数：1,927 人　受診率：63.5％ 

 

２　２歳児歯科健診事業 

むし歯予防及び早期発見のため、２歳児を対象に歯科健康診査及び

フッ化物塗布を指定医療機関において実施した。 

 

・受診者数：2,132 人　受診率：68.3％ 

 

３　フッ化物洗口推進事業 

乳幼児のむし歯予防を図るため、フッ化物洗口未実施の保育施設等

において、実施に向けた指導を行った。 

 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

  

妊婦歯科口腔

健康診査事業 

 

5,814 

県　　　1,023 

 

歯周疾患による早産・低体重児出産を予防するため、妊婦を対象に

歯科健診や生活習慣についての指導等を指定医療機関において実施し

た。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/3　実績：県 1/3) 

 

・受診者数：1,163 人　受診率：45.0％ 

  

25 衛生費 

 10 保健 

   衛生費 

15 予防費 

 

高齢者等定期

予防接種事業 

 

235,776 

 

 

１　高齢者等インフルエンザ 

予防接種法に基づき、高齢者等におけるインフルエンザへの罹患や

重症化予防を目的に、接種費用の一部を助成した。 

 

・対象者　 

65 歳以上の者 

60 歳以上で身体障がい者手帳１級を所持し一定の条件を満たす者 

・接種者数：65,694 人(うち生活保護受給者：2,159 人) 

 

２　高齢者肺炎球菌 

高齢者の肺炎の中で、最も多い病原菌である「肺炎球菌」への罹患

や重症化予防を目的に、接種費用の一部を助成した。 

 

・対象者   

65 歳の者 

70 歳から 100 歳までの 5歳刻みの者 

　※平成 26 年度から令和 5 年度までの経過措置 

60 歳以上で身体障がい者手帳 1級を所持し一定の条件を満たす者 

・接種者数：4,098 人(うち生活保護受給者：111 人) 
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健康支援課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

風しん追加的

対策事業 

千円 

7,753 

国      2,965 

 

 

風しんのまん延防止を図るため、過去に公的接種の機会がなく抗体

保有率が低い年齢層を対象に、抗体検査及び予防接種を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2　実績：国 1/2) 

 

・対象者：1962 年(昭和 37 年)4 月 2 日から 

1979 年(昭和 54 年)4 月 1 日生まれの男性 

・手段　：対象者へクーポン券を郵送 

　　　　　　医療機関で抗体検査を実施 

　　　　　　抗体検査で抗体価が低い対象者に予防接種を実施 

(自己負担無料) 

・抗体検査実施者数：648 人 

・予防接種実施者数：174 人 

  

25 衛生費 

 10 保健 

   衛生費 

  45 健康増進 

    費 

 

歯周疾患検診

事業 

 

17,518 

県      5,260 

 

 

 

歯周病や歯の喪失を予防するため、歯科健診や生活習慣についての

指導等を指定医療機関において実施した。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3　実績：県 2/3) 

 

対象者年齢：節目 30、35、40、45、50、55、60、65、70 歳 

 

 

 

 

 

 

  

女性の健康サ

ポート普及啓

発事業

 

1,472 

入　　　1,472

 

女性が安心して活躍できる社会を目指す事業を構築するため、市民

及び市職員を対象に月経やＰＭＳ(月経前症候群)についてのアンケー

ト調査を実施した。 

 

・調査対象：18 歳～49 歳の市民のうち 3,000 人(男女比 3：7) 

　　　　　　　18 歳～49 歳の宮崎市職員 2,372 人 

・回答者数：市民 345 人(回答率 11.5％) 

市職員 1,456 人(回答率 61.4％) 

  

健康みやざき

マイレージ事

業 

 

 

 

4,643 

 

　市民一人一人の健康に対する意識向上や健康づくりを支援するた

め、市民が受診する各種健診や運動、健康づくりのイベント参加等に

対してポイントを付与し、特典を配付した。 

 

・ポイント付与対象事業：22 事業 

・応募者人数(延べ)　　：3,842 人 

 
受診者 

(人)

受診率 

(％)

指  導  区  分(人)

 
異常 

なし

有所見者

 
要指導

要精密 

検査
計

 
3,749 8.3 224 534 2,991 3,525
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健康支援課 

 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

健康診査事業 

千円 

374,312 

国      1,370 

県      4,747 

入    340,000 

諸     　　 1

 

１　集団健康診査事業　　　　　　　　　　　　　　　107,370,683 円 

日頃の健康状態のチェック、がんの早期発見・早期治療に結びつけ

るため、検診バス等を活用し、市内各地において、がん検診等の健康

診査を実施した。 

 

２　個別健康診査事業　　　　　　　　　　　　　　  258,297,598 円 

日頃の健康状態のチェック、がんの早期発見・早期治療に結びつけ

るため、指定医療機関において、がん検診等の健康診査を実施した。 

 

３　がん検診推進事業　　　　　　　　　 　　　　　 　8,643,252 円 

　がん検診の受診促進を図るため、子宮がん、乳がん検診の無料クーポ

ン券の発行やハガキによる受診勧奨などを行った。 

 

・各種がん検診(がん検診推進事業を含む) 

(【補助率】制度(上限)：国1/2  実績：国1/2) 

 

 

・生活保護受給者等健診・骨粗しょう症検診 

(【補助率】制度(上限)：県2/3  実績：県2/3) 

 
区分

受診者 

(人)

受診率 

(％)

要精密検査 

(人)

 
胃がんバリウム 2,692 2.7 131

 
胃がんリスク 3,293 1.3 953

 
胃がん内視鏡 2,499 2.5 －

 
肺がん 19,146 7.6 476

 
大腸がん 22,628 9.0 1,353

 

子宮がん

頸部　　　　　17,204 9.8

496  がん検診推進事業 

(再掲)  160
8.8

 ＨＰＶ 

(再掲)7,024
137

 体部 

(再掲)  374
7

 

乳がん

15,928 10.1

431  がん検診推進事業 

(再掲)  420
16.3

 
前立腺がん 12,120 10.5 655

 

区分
受診者 

(人)

受診率 

(％)

指  導  区  分(人)

 
異常 

なし

有所見者

 要指導 要医療 計

 生活保護 

受給者等
308 4.5 17 71 220 291

 骨粗しょ 

う症検診
1,676 8.6 736 487 要精密検査  453
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

「キャンパス

出張」子宮頸

がん検診事業

千円 

1,723 

寄   　　　78 

入　　　1,645 

 

子宮頸がんの早期発見・早期治療及び若い世代から子宮頸がん検診

の定着化を図るため、市内の大学内に検診車を配置し、学生等に対し

て子宮頸がん検診を実施した。 

 

・対象者：宮崎大学・宮崎公立大学・県立看護大学の学生及び職員 

　・検診実施日数：7日 

・受診者数：257 人（うち、21 歳無料クーポン対象者 19 人） 

  

がん検診受診

率向上対策事

業 

 

24,174 

国      7,529 

 

 

 

がん検診の受診率向上を図るため、健康診査受診券を送付するとと

もに、受付体制を整備し、市民の利便性の確保に努めた。 

 

１　健康診査受診券の送付 

令和 5 年 4 月 20 日時点で宮崎市に住所を有する対象者に、個別健

診・集団健診で利用できる健康診査受診券を送付した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・対象者　：20 歳以上の女性 

35 歳から 39 歳の男性のうち国保加入者 

40 歳以上の男性 

・発送件数：283,130 件 

 

２　集団健診電話受付業務委託 

健康診査受診券送付後の申込対応を円滑に行うため、コールセンタ

ーを開設した。 

 

・受付実績件数：3,137 件 

  

慢 性 腎 臓 病

(ＣＫＤ)連携

システム推進

事業 

 

741 

国        377 

 

 

腎不全や心臓病、脳梗塞などを引き起こす慢性腎臓病(ＣＫＤ)の予

防や早期発見のため、次の事業を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

１　市民に生活習慣病予防のための健診受診を促すとともに、ＣＫＤ

予防に関する健康情報を提供した。 

 

２　ＣＫＤの重症化を防ぎ、特定健診等における連携システムの運営

がより円滑となるよう、腎専門医等を交えてのＣＫＤ連携システム

検討会を開催した。 

 

３　ＣＫＤ連携システムの運用を行った。 

・ＣＫＤ連携システム利用者数：492 人 

・ＣＫＤ栄養相談利用者数　　：407 人 

  

受動喫煙防止

推進事業 

 

359 

国　　　　179 

 

健康増進法に基づき受動喫煙防止対策を推進するため、市民や多数

の人が利用する施設の管理者に対し、ポスターの掲示や広報により、

屋内禁煙を啓発した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   

成人等健康教

育・健康相談

事業 

千円 

383 

県　　　   45

 

健康増進法に基づき、健康教育・相談等に関する各種保健事業を実

施した。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3  実績：県 2/3) 

 

１　健康手帳の交付 

                 (単位：人) 

 

２　健康教育 

市民自らが健康管理に取り組む意識を醸成するため、生活習慣病予

防等の健康教育を実施した。 

・実施回数 377 回　参加者数(延べ)：8,998 人 

    ※健康支援課・地域保健課の合算数 

 

３　健康相談・訪問指導 

生活習慣病予防や家庭における健康管理を推進するため、心身の健

康に関する個別の相談及び訪問指導を実施した。 

・健康相談　実施回数：545 回　参加者数(延べ)：1,827 人 

・訪問指導(延べ)　：805 件 

    ※健康支援課・地域保健課の合算数 

 

４　歯科衛生士による訪問指導 

　むし歯予防や家庭における口腔内管理を推進するため、歯科衛生士

による訪問を実施した。 

　・乳幼児（延べ）：3件 

 

５　第２次健康みやざき市民プラン推進事業 

　第２次健康みやざき市民プランを推進するため、健康づくり推進

員、食生活改善推進員及び保健師等を対象とした研修会を実施した。 

・研修会の参加者数：62 人 

 区  分 発行数

 新  規 135

 再交付 49

 計 184
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

食育・地産地

消推進支援事

業 

 

千円 

548 

 

野菜を中心とした栄養バランスの良い食生活を推進し、市民の健康

意識を醸成するため、外部有識者等による会議や市民を対象とした食

育・地産地消啓発のためのイベントを開催するとともに、ＮＰＯ法人

が行う食育活動を支援した。 

 

○主な事業内容 

・「宮崎市食育・地産地消推進会議」の開催 

第３次宮崎市食育・地産地消推進計画を着実に推進するため、学 

識経験者や関係団体の代表者等による会議を開催 

 

・「ＭＶＰ３５０特別企画『食育・地産知ショー２０２４in みやざ 

き』」の開催 

ＭＶＰ３５０※の一環として、市民向けにアニメ百姓貴族の上映 

や食べ物クイズ大会等のイベントを開催 

参加人数：363 人 

 

・「食育実態調査」の実施 

市民 3,000 人を対象に、食育に関する実態の調査・分析を実施 

 

・みやざき食材を活用した食育活動応援事業  

ＮＰＯ法人が乳幼児、小中学生及びその保護者等を対象に行う市 

内で生産、採取又は水揚げされた食材の摂取を促す食育活動に対 

し、経費の一部を助成 

(補助率：1/2 以内) 

 

　・「ＭＶＰ３５０」啓発活動 

　　「食フェスタ in みやざき」や「大街市祭」に出店し、食育ゲーム

の実施やチラシの配布を行い、ＭＶＰ３５０を啓発 

 

※ＭＶＰ３５０（ミヤザキ・ベジタブル・プロジェクト３５０） 

１日あたり３５０ｇの野菜を摂取し、栄養バランスのとれた食生活 

の実践を推進する取組 

  

25 衛生費 

 13 保健所費 

  10 保健所費 

 

 

 

歯科健診委託

事業 

 

15,667 

 

市民の口腔及び全身の健康保持・増進を図るため、宮崎市郡歯科医

師会に委託して、保健所に歯科医師と歯科衛生士を配置し、歯科健診

や歯科相談等を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事  業  名 実施回数 受診者数

 歯とお口の健康相談 17 回 46 人

 1 歳 6 か月児歯科健診 59 回 3,140 人

 3 歳 6 か月児歯科健診 60 回 3,405 人

 事  業  名 実施回数 対象者数

 歯ぁと！キッズ事業 50 回 1,594 人
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

口腔保健支援

センター業務

委託事業 

千円 

6,000 

国        650 

 

 

食べる喜び、話す楽しみ等の生活の質の向上、生涯を通じた口腔の

健康及び口腔機能を維持・向上させるため、口腔保健支援センターに

おいて歯科口腔に関する知識等の普及、啓発及び施設巡回による口腔

ケア、在宅訪問などを行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発 

・定期的に歯科健診を受けること等の勧奨 

・障がい者等が定期的に歯科健診を受けるための施策 

・歯科疾患予防のための措置 

・口腔保健支援センター運営委員会の開催 

 

 

  

栄養改善支援

事業

 

1,154 

     

 

 

１　実地指導 

　病院の栄養管理を充実させるため、立入検査と実地指導を行った。 

・病院数：34件 

  

２　給食施設指導 

給食施設における栄養管理・栄養指導の充実を図るため、病院等の

給食施設に所属する栄養士等に対して研修を行った。 

・栄養士等研修会：1回　参加者数：49人 

 

３　栄養相談・教育 

市民の適切な栄養管理を支援するため、個別相談や集団教育を行っ

た。 

・栄養相談(個別)：582人(延べ) 

・栄養教室(集団)：16回 参加者数：260人 

 

４　栄養士・管理栄養士免許申請等受付事務 

県からの権限移譲事務として栄養士、管理栄養士免許申請等の受付

を行った。 

・受付件数：52件 

 

５　食生活改善ボランティア育成 

より良い食生活の普及浸透を図るため、地域におけるボランティア

活動が積極的に展開されるよう食生活改善推進員を支援した。 

 

・食生活改善推進員数：100人(令和5年度末現在) 

　・料理教室・イベント　実施回数：55回(参加者数：2,953人) 

　・研修会等　　　　　　実施回数：156回(推進員参加者数1,390人) 

　・養成講座　　　　　　実施回数：6回（修了者数19人)

 
事  業  名

実施日数 

・か所数

人員 

(延べ)
対  象  者

 施設巡回口腔ケア指導 23 日 142 人 障がい者

 障がい者施設健診 12 日 257 人 障がい者

 在宅訪問アセスメント 142 日 142 人 障がい者・高齢者

 フッ化物洗口補助 2か所 31 人 幼稚園・保育園
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

成年後見制度

活用事業 

千円 

6,090 

分・負　　 18 

国　　　1,614

県　　　　807

 

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや金銭管理等が

困難な精神障がい者の成年後見制度の利用を支援し、精神障がい者の

権利擁護を図るため、成年後見等開始の申立て手続きや、申立てに必

要な費用等への助成を行った。 

(【補助率】制度(上限):国 1/2 県 1/4  実績：国 26.6％ 県 13.3％) 

 

・市長申立件数　　 　　　 ： 6 件 

・後見等報酬助成金交付件数：29 件 

  

自殺予防対策

事業 

 

1,699 

県      　907 

 

自殺リスクのある人や深刻な悩みを抱えている人を早期に相談につ

なげるため、人材養成や電話相談を実施するとともに、自殺未遂者へ

の支援を行った。 

 

１　人材養成事業 

市民や相談業務従事者の自殺予防対策に関する知識及び技術習得

のため、人材(ゲートキーパー)養成講座や研修会を行った。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2、2/3  実績：県 1/2、2/3) 

 

・市民向けゲートキーパー養成講座 

実施回数：2回　受講者数：39 人 

  ・相談業務従事者向けゲートキーパー養成講座 

実施回数：3回　受講者数：87 人 

  ・相談業務従事者向け自殺対策研修会 

実施回数：1回 (R5 年度は精神保健福祉関係会議内で開催) 

受講者数(延べ)：34 人 

　　　 

２　自殺予防こころのダイヤル 

自殺を未然に防ぐため、日曜日の夜間における電話相談窓口を市

民団体に委託して開設した。 

(【補助率】制度(上限):県 1/2、2/3　実績:県 1/2、2/3) 

 

開設日時：(毎週日曜日)午後 8時～午後 11 時 

開設回数：53 回　相談者数：652 人 

委 託 先：(特非)国際ビフレンダーズ宮崎自殺防止センター 

 

開設日時：(毎週日曜日)午後 6時～午後 8時 

(毎週日曜日)午後 11 時～午前 4 時 

開設回数：53 回　相談者数：316 人 

委 託 先：(特非)宮崎いのちの電話 

  

３　自殺未遂者支援事業 

自殺未遂者が再び自殺を図ることを防止するため、関係機関と連

携しながら電話、訪問等の支援を行った。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3  実績：県 2/3) 

 

・支援者数：41 人 

・自殺未遂者支援関係者研修会：1回 

動画視聴再生回数：222 回　参加者数：24 人
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

宮崎市自殺対

策行動計画策

定事業 

 

千円 

2,435 

県      1,151

 

本市における自殺対策を総合的に推進するため、宮崎市自殺対策推

進協議会を開催し、第３期宮崎市自殺対策行動計画の策定作業を行っ

た。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2  実績：県 1/2) 

 

１　宮崎市自殺対策推進協議会 

・実施回数：協議会　2回　　　　実務者会議　2 回 

 

２　第３期宮崎市自殺対策行動計画の策定 

　　・計画期間：令和 6年度～令和 10 年度 

 

 

 

  

うつ病等医療

連携システム

推進事業 

 

 

362 

県       　15 

 

 

自殺対策の面から、うつ病等の精神疾患の早期発見・治療を図るた

め、かかりつけ医と精神科医の連携を促進し、治療体制の強化を図っ

た。 

(【補助率】制度(上限)：県 1/2  実績：県 1/2) 

 

　・連携システムによる精神科受診者数：88 人 

・うつ病等医療連携システム推進事業検討会：1回　 

・うつ病等医療連携システム推進事業研修会：1回 

　　　　　　　　　　　　　　　　参加者数：95 人 

 

 

 

  

若年層の自殺

予防対策推進

事業 

 

 

2,237 

県      1,426 

 

 

子どもが自らのストレスサインに気づきＳＯＳを発信する力を身に

付け、それを受ける教師や保護者が適切にサポートできる力を備える

よう、教育・研修やパンフレットの配布を行った。また、若年層の相

談体制の充実を図るため、大学生等を対象にゲートキーパー養成講座

を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：県 2/3  実績：県 2/3) 

 

１　教職員向け自殺予防研修（小学校） 

開催回数：25 回 受講者数：670 人 

 

２　児童・生徒向けＳＯＳの出し方教育 

開催回数：26 回　受講者数：3,168 人 

 

３　小中学生及び保護者向けパンフレットの配付 

配布数：8,551 冊 

 

４　大学生及び専門学校生等向けゲートキーパー養成講座 

実施回数：1回　参加者数：56 人 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

精神保健福祉

対策強化事業 

千円 

2,853 

 

精神疾患の早期発見や病状の悪化防止、患者の社会復帰の促進を図

るため、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく相談支援

事業により、本人及び家族に対する切れ目ない支援を行った。 

 

１　精神保健福祉相談及び訪問指導 

精神障がい者等が地域で自立した生活を送ることができるよう支

援するとともに、市民の精神疾患への罹患予防を図った。 

　・面接相談人数(延べ)：　266 人 

　・定期相談人数　　　：　 35 人 

　・電話相談人数(延べ)：5,170 人 

　・メール相談人数(延べ)：  7 人 

　・訪問指導人数(延べ)：　426 人 

　　※健康支援課・地域保健課の合算数 

 

２　精神障がい者家族教室 

患者の家族等へ正しい知識や必要な情報を提供するとともに、家

族同士の交流を図るため、精神障がい者家族教室を実施した。 

  ・開催回数：6回　参加者数(延べ)：76 人 

   

３　措置入院関係業務 

措置入院に係る調査・診察・移送等の対応や、入院措置解除に伴

う支援を実施した。 

（単位：件） 

 

４　措置入院者退院後支援事業 

措置入院者のうち同意が得られた対象者に対し、退院後支援計画

を作成し、関係機関と連携して相談支援を実施した。 

・対象者数：35 人　同意者数：27 人　計画書交付者数：20 人 

※対象者に計画書を交付するまでに年度を超えることがあるため、

令和 4年度の実績を記載。 

 

５　精神科病院実地指導 

精神科病院入院患者の人権に配慮した適正な医療を確保し、社会

復帰の促進を図るため、市内の精神科病院に対し、年 1 回の実地指

導を実施した。 

 

　・実施施設数　10 か所　　指摘施設数　4か所 

 
申請･通

報･届出

件数

調査結果 診察結果

 
要診察 診察不要 要措置 措置不要

左記のうち 

緊急措置の 

対応件数

 122 66 56 34 32 26
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

こころつなぐ

ライン相談事

業

千円 

14,468 

国(交)  3,618 

県     10,850 

 

若い世代の自殺を未然に防ぐため、より身近な相談支援体制の充実

を図った。 

(【補助率】制度(上限)：県 3/4  実績：県 3/4) 

 

１　LINE 相談窓口の開設 

自殺を未然に防ぐため、民間事業者に委託して LINE 相談窓口を設

置した。 

 

・実施時間：①午後 7時～午前 0時(年中無休) 

②午後 5時～午前 0時(期間限定※) 

※市立小・中学校の夏季及び冬季休業終了日の前後 2週間 

・委 託 先：東京メンタルヘルス株式会社 

 

 

・相談総件数　計 1,549 件(相談者実数 739 人） 

（単位：人） 

 

 

２　SNS 広告の配信 

LINE 相談窓口の存在を効果的に周知するため、民間事業者に委託

して SNS 広告を配信した。 

　　 

・配信期間：令和 5年 10 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

・委 託 先：株式会社 MRT アド 

・広告媒体：LINE 広告、X(旧 Twitter)広告、Instagram 広告 

 

（単位：回） 

 

 年齢 男性 女性 不詳 合計

 9 歳以下 3 2 0 5

 10 歳～19 歳 47 275 21 343

 20 歳～29 歳 89 305 13 407

 30 歳～39 歳 35 77 6 118

 40 歳～49 歳 67 172 17 256

 50 歳～59 歳 52 96 4 152

 60 歳～69 歳 3 11 0 14

 70 歳以上 2 4 0 6

 不詳 6 34 208 248

 合計 304 976 269 1,549

 広告媒体 広告表示回数 クリック数

 LINE 広告 17,176,899 38,720

 X 広告 1,485,728 674

 Instagram 広告 1,141,112 2,203

 
合計 19,803,739 41,597
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

結核対策事業 

千円 

10,121 

国　      430 

 

 

 

 

 

 

 

　結核の早期発見・治療及びまん延防止を図るため、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」とい

う。）に基づく入院勧告や健診等を実施するとともに、結核患者に対

する服薬支援を行った。 

 

１　結核対策事業 

(１)感染症診査協議会結核部会審査 

感染症法に基づき、結核患者の就業制限、入院延長勧告及び医 

療費等の負担に関し必要な事項を審議した。 

委員　：5人 

開催日：原則として毎月第 2・4 火曜日 

 

(２)結核対策費補助金 

施設等の設置者が感染症法に基づいて行う健康診断に要する経 

費の一部を助成した。 

補助金交付施設数：44 施設(私立学校及び社会福祉施設) 

 

２　結核対策特別促進事業 

医療機関から結核発生届を受理後、速やかな患者等との面接や治療

終了までの患者支援を行うことで二次感染の防止を図った。 

面接指導人数(延べ)：276 人 

 

３　結核患者支援事業 

感染症法に基づき結核患者と接触した人の健康診断や、治療終了者

の管理検診を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

（単位：延べ人数） 

 

※1 保健所実施分の内容について掲載 

※2 ＩＧＲＡ：結核菌感染の有無を診断するための血液検査 

※3 治療終了後から 2 年間は、再発防止・早期発見のため、管理検

診を行っている。実施方法は、保健所で検査を実施する場合

と、医療機関等における受診結果の報告による場合とがある。 

 区    分 審議件数

 法第 18 条に基づく就業制限 8件

 法第 20 条に基づく入院延長勧告 16 件

 法第 37 条の 2に基づく公費負担 43 件

 計 67 件

 

区  分

実施方法 検査内容(※1)

 
保健所

実施分

保健所

外実施 

分

直接 

撮影
喀痰

ＩＧＲＡ 

(※2)

ツベル 

クリン 

反応

 

接

触

者

患

者

家

族

30 9 0 27 1

 そ

の

他

74 1 0 73 0

 管理 

検診 

(※3)

26 33 26 0 0 0

 計 130 33 36 0 100 1
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

感染症対策事

業 

千円 

423 

国        166 

 

 

 

 

感染症の予防及びまん延防止を図るため、感染症の発生の状況及び

動向の把握を行うとともに、感染症発生時には必要な調査等を実施し

た。 

 

・感染症発生動向調査事業 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・感染症発生状況(2023 年) 

１類・２類感染症(結核を除く)　　　　　：  0 人 

３類感染症(腸管出血性大腸菌感染症など)：  7 人 

４類・５類感染症(全数把握分)　　　　　：172 人 

※新型コロナウイルス感染症については別途掲載 

  

エイズ対策事

業 

 

810 

国        405 

 

感染症の予防及びまん延防止を図るため、エイズ等性感染症の相談

等を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

１　普及啓発 

講話等によりエイズについて正しい知識の普及啓発を行った。 

 

・パネル展示(市立図書館等) 

期間：令和 5年 5 月 30 日～ 6 月 27 日 

      令和 5年 11 月 29 日～12 月 28 日 

 

・エイズ講話 

開催回数：9回 

参加者数：442 人(専修学校・各種学校等) 

 

２　特定感染症検査等事業 

 

・相談検査(予約制) 

毎月第 1月曜日：午後 6時～午後 8時(夜間検査) 

毎月第 3・5 月曜日：午後 1 時 30 分～午後 4時　 

毎月第 2・4 月曜日 (ＨＩＶ及び梅毒検査のみ、迅速検査) 

：午後 1時 30 分～午後 4 時 30 分 

     

来所相談件数：353 件 

 

・電話相談(専用電話) 

月～金曜日  ：午前 8時 30 分～午後 5 時 15 分 

電話相談件数：82 件 

  

肝炎ウイルス

検査事業 

 

13,354 

国  　  8,679 

 

肝炎ウイルスの感染に不安がある人の不安解消や早期治療のため、

検査や相談を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 65％、 実績：国 65％) 

 

１　肝炎ウイルス検査 

・実施場所：医療機関(6 月～3月) 

・件数：3,655 件 

 

２　電話・来所相談 

・実施日：月～金曜日(祝日を除く)午前 8時 30 分～午後 5 時 15 分 

・実施場所：宮崎市保健所 

・件数：20 件 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

風しん抗体検

査事業 

千円 

860 

国  　    430 

 

風しんのまん延防止を図るとともに妊婦の感染による胎児の先天性

風しん症候群(ＣＲＳ)の発生を防ぐため、抗体検査を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・対象者：妊娠を希望する女性 

            妊娠を希望する女性のパートナー 

　　　　　　妊婦のパートナー 

・実施者数：141 人 

  

性感染症まち

かど出張予防

啓発・検査事

業 

 

425 

国　　　　212 

 

近年、梅毒等の性感染症が増加している状況を踏まえ、性感染症に

ついての正しい知識の普及と理解を図るため、市内繁華街にて啓発及

び検査を実施した。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

１　普及啓発 

繁華街周辺の商業施設等へのチラシの配布やＳＮＳによる情報発

信、街頭検査会場でのパネル展示、普及啓発物品の配布を行った。 

 

２　街頭検査 

　開催回数：2回（6 月・12 月） 

受検者数：62 人 

  

難病患者地域

支援対策推進

事業 

 

1,439 

国  　    666 

 

難病患者等が地域で安心して暮らすことができる環境を整えるた

め、自宅への訪問や電話相談等の在宅療養支援を行った。 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

・訪問相談指導事業 

訪問指導人数(延べ)：162 人 

・医療相談事業 

難病医療講演会・相談会　　開催回数：3回　参加者数：29 人 

難病患者交流会　　　　　　開催回数：6回　参加者数：42 人 

  ・訪問相談員等育成研修会　　開催回数：1回　 

    　YouTube 録画配信：8 日間 　再生回数：254 回 

　・難病対策地域協議会　　　　開催回数：1回 

・自動痰吸引器利用額補助(市単独事業)：利用者 1人 

  

指定難病医療

費支援事業 

 

9,859 

 

 

指定難病(338 疾病)患者が医療費の助成を受けるために必要な支給認

定の申請受付業務や受給者証の発送業務を行った。 

(令和元年 10 月より、県から一部の業務が権限移譲された。) 

 

  ・特定医療費(指定難病)受給者証所持者数：3,467 人 

(令和 5年度末現在) 

  

第３次健康み

やざき市民プ

ラン策定事業 

 

 

3,377 

 　　 

 

 

 

新たな健康課題や社会情勢などを踏まえた総合的な健康づくりを推

進するため、市民意識調査や第 2 次健康みやざき市民プランの最終評

価から見えてきた課題及び国の「健康日本 21（第 3 次）」の基本的な

方向性を踏まえ、「第 3次健康みやざき市民プラン」を策定した。 

　 

・計画期間：令和 6年度～令和 17 年度 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

結核医療事業 

千円 

4,436 

国      3,092      

 

 

　感染症法に基づき、結核患者の治療に対する医療費について公費負

担を行った。 

 

１　結核患者の医療療養費(感染症法第 37 条の 2) 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

 

  ・支払基金分　：122 件 

  ・国保連合会分：238 件 

 

２　入院患者(結核患者に限る)の医療療養費(感染症法第 37 条) 

 (【負担率】制度(上限)：国 3/4  実績：国 3/4) 

 

・支払基金分  ：  6 件 

  ・国保連合会分： 19 件 

  

新型コロナウ

イルス感染症

検査・医療費 

 

 

152,866 

国　　 91,209 

国(交)  3,475 

入　　 10,100 

 

新型コロナウイルス感染症の感染確認のため、医療機関での検査に

係る医療費について公費負担を行った。 

また、感染症法に基づき、新型コロナウイルス感染症患者の入院に

係る医療費について公費負担を行った。 

 

　・新型コロナウイルス感染症患者数：21,608 人 

　　※令和 5年 5月 7日(５類感染症移行前)まで 

・検査：34,247 件 

　(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 

・入院：807 件 

　(【補助率】制度(上限)：国 3/4  実績：国 3/4) 

 

  

新型コロナウ

イルス感染症

防疫等対策事

業 

 

3,002 

国(交)    792 

県 　   1,839 

諸　 　　 273 

   

 

新型コロナウイルス感染症に対する市民の不安等を解消するため、

専用の電話相談窓口を県と共同で設置したほか、感染予防対策の啓発

を行った。 

 

・新型コロナウイルス感染症受診・相談センター 

相談件数：424 件 

(【補助率】制度(上限)：県 10/10  実績：県 10/10） 

 

  

新型コロナウ

イルス感染症

防疫等対策強

化事業

 

10,041 

国(交) 10,041

　 

新型コロナウイルス感染症への対応を強化し保健所機能を維持する

ため、人材派遣会社からの派遣により人材を確保し、データ入力や各

種通知の発送準備等の事務処理の円滑化を図った。 

また、保健所の夜間体制を維持するため、急病患者の夜間対応業務

（受診相談・入院調整等）を民間事業者に委託した。 

  

新型コロナウ

イルス感染症

検査包括外部

委託事業 

 

2,747 

国　    1,373

　 

新型コロナウイルス感染症の検査体制を強化し保健所機能を維持す

るため、保健所が実施していたＰＣＲ検査(行政検査)を、民間検査機

関に包括的に委託した。 

 

・行政検査委託件数：5,884 件 

　(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 
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款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

新型コロナウ

イルス感染症

集中的検査実

施事業 

千円 

201,633 

国　  100,816

  

　 

　新型コロナウイルス感染者を早期発見し感染拡大・集団感染を防止

するため、高齢者施設等の従事者等を対象に、抗原定性検査キットを

配布して定期的な検査を促す事業を県と共同で実施した。 

 

　・対象施設 

　　県管轄：955 施設 

    市管轄：571 施設 

(【補助率】制度(上限)：国 1/2  実績：国 1/2) 
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款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

　 衛生費 

　20 環境 

　　衛生費 

 

食品衛生指導 

事業 

 

千円 

6,097 

使・手  5,366 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

１　「食品衛生法」に基づく許可・届出施設の検査及び監視指導を行

った。 

 

２　食品衛生教育として講習会(出前講座)を行った。 

(１)一般的な食品衛生に関すること：27回、926人 

(２)イベントの出店に関すること：16回、418人 

(３)ＨＡＣＣＰに関すること：3回、41人 

 

３　食中毒の発生状況(令和 5 年次) 

発生件数 23 件、患者数 35 人、行政処分 2施設 

 

４　食品衛生監視指導計画に基づき、食品営業施設から食品等を収去

し、微生物・理化学検査を行った。 

 

 

 

 

 

  

環境衛生指導

事業 

 

1,106 

使・手  1,094 

 

生活衛生営業施設の許認可事務及び監視指導を行った。 

　

  

生活環境対策

事業 

 

499 

使・手    296 

 

 

 

     

    

　　

　   

 

 

１　「水道法」に基づき、計画的に施設の立入調査を行った。 

 

２　その他の監視指導として以下の監視指導を実施した。 

　 

３　「墓地、埋葬等に関する法律」に基づく墓地等施設数：744施設 

 

４　「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づく清掃

業等の事業登録数：延べ104施設 

 

 　　　　 施 設 数 延べ監視回数

 許可施設 7,008  2,577

 届出施設 3,342 368

 
検体数

微生物検査 理化学検査

 項目数 不 良 項目数 不 良

 98 60  1 9,592 0

 理容

所

美容

所

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

所

興行

場
旅館

公衆

浴場

 施設数 364 1,110 226 12 184 80

 監視件数 80 231 24 4 44 33

 　　 専用水道

 施設数 6

 監視件数 1

 　　 温泉 特定建築物 遊泳用プール 化製場

 施設数 44 167 24 1

 監視件数 2 13 15 0
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保健衛生課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物愛護セン

ター運営事業 

 

千円 

37,094 

分・負　5,177 

使・手 17,923 

 

 

 

 

 

平成29年4月に宮崎県と共同でみやざき動物愛護センターを設置し、

人と動物が共生する地域社会づくりを目指し、業務を行った。 

 

１　利用状況 

　　・開館日数　　 296日 

　　・入館者数　10,066人 

 

２　「狂犬病予防法」や「動物の愛護及び管理に関する法律」に基づく

業務を実施した。　 

(１)犬の登録・狂犬病予防注射の実績 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 

(２)保護：犬144頭、猫284頭 

(３)引取り：犬7頭、猫30頭 

(４)返還(返還率)：犬121頭(84.0％) 

(５)譲渡：犬30頭、猫266頭 

 

３　県や獣医師会、動物愛護団体と協働で終生飼養及び適正飼養に関す

る啓発活動等を行った。 

(１)動物愛護教室(出前講座)：3回 

(２)譲渡会　51回 

(３)子犬しつけ教室：2講座(1講座当たり5回) 

(４)みやざき動物愛護センターまつり：11月12日開催 

 

４　飼い主のいない猫に関する問題解決のため、地域猫活動の推進を図

った。 

　(１)登録団体　61団体 

　(２)不妊去勢手術数　891頭(オス431頭　メス460頭) 

 

５　動物取扱業者の登録事業所数：175件 

  

動物の適正飼

養管理推進事

業 

 

618 

 

 

人と動物が共生する社会を実現するため、「宮崎市動物との共生に関

する条例」の円滑な施行を図った。 

 

１　条例の周知啓発を行った。 

　(１)市広報紙やイベントによる啓発 

　(２)チラシや看板の配布 

 

２　不適切な動物の飼養に対する指導を行った。 

　(１)飼い主のいない動物に不適切な給餌を行う者への指導　99 件 

　(２)自宅等以外の場所で動物の排せつ物を処理しない者への指導 

　9 件 

 

３　多数の犬又は猫を飼養する飼い主による届出を受理し調査を行っ

た。 

　(１)多頭飼養の届出数     5件 

　(２)多頭飼養の現地調査数 8件 

 登 録 頭 数 新規登録頭数 集合注射頭数 個別注射頭数

 19,602 1,463 1,787 12,193
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保健衛生課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

保健衛生事務

管理費 

 

千円 

1,983     

使・手  1,983 

 

 

手数料収納業務の委託等を行った。 

 

・保健所関係手数料収納業務委託料　  　1,650 千円 

・その他(公用車燃料費 等)        　     333 千円 

  
衛生総合シス

テム事業 

 

2,980 

使・手  2,980 

 

システムの効率的な運用及び情報セキュリティーの向上のため、生

活衛生システムと食品衛生システムを統合した『衛生総合情報システ

ム』を運用した。 

 

  

25 衛生費 

13 保健所費 

10 保健所費

 

衛生検査事業

 

8,805 

使・手 　 260 

国      2,418 

 

 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基

づく感染症検査、特定感染症検査事業による臨床検査、「食品衛生

法」に基づく食中毒検査等を実施した。 

 　(【補助率】制度(上限)：国1/2　実績：国1/2) 

 

  

保健環境検査

事業

 

26,689 

使・手 14,801  

 

｢食品衛生法｣に基づく食品の収去検査(微生物(生菌数等)、理化学

(残留農薬等))、「水質汚濁防止法」に基づく環境水(排水及び地下水)

の検査を実施した。 

 

 
検査種類 検体数 延べ検査項目数

 感染症検査 29 29

 
腸管出血性大腸菌 26 26

 
レジオネラ属菌 3 3

 
臨床検査 228 440

 
検査種類 検体数 延べ検査項目数

 
食中毒等検査 103 813

 検査種類 検体数 延べ検査項目数

 
特定事業場排水 14 117

 
地下水 22 279

 
収去検査 

検体数

延べ検査項目数

 
微生物検査 理化学検査

 98 60 9,592
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新型コロナウイルスワクチン対策課 

 
款・項・目 事  業  名

決   算   額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

 13 保健所費 

  10 保健所費 

 

新型コロナウ

イルスワクチ

ン接種対策事

業 

千円 

389,336 

国　  389,283 

諸　　　   53 

 

　新型コロナウイルス感染症の発症予防及び重症化リスクを軽減する

ため、ワクチン接種を実施した。 

(【負担率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10) 

 

　・接種回数 

　　　医療機関による個別接種　160,319 回 

  

新型コロナウ

イルスワクチ

ン接種体制確

保事業 

 

273,018 

国　　271,396 

諸　　　  793 

 

　新型コロナウイルス感染症の発症予防及び重症化リスクを軽減する

ため、ワクチン接種に向けた体制整備を行った。 

(【補助率】制度(上限)：国10/10　実績：国10/10) 

 

　・内容 

　　　接種券の印刷・発送、ワクチン配送、 

　　　コールセンター（問合せ対応窓口）の設置等 

  

新型コロナウ

イルスワクチ

ン予防接種健

康被害救済給

付事業 

 

48,339 

国　　 47,577 

 

　新型コロナワクチン接種後に生じた健康被害が、接種を受けたこと

によるものであると厚生労働大臣が認定した方に対して、医療費等を

給付した。 

(【負担率】制度(上限)：国 10/10　実績：国 10/10) 

 

　・給付実績 

 

(参考)予防接種健康被害救済制度の審査について 

国の疾病・障害認定審査会での認定にあたっては、個々の事例毎に

「厳密な医学的な因果関係までは必要とせず、接種後の症状が予防接

種によって起こることを否定できない場合も対象」との考え方に基づ

き審査している。 

 種類 件数 金額

 医療費 13 件 1,291,919 円

 医療手当 13 件 2,634,500 円

 死亡一時金 1件 44,200,000 円

 葬祭料 1件 212,000 円

 計 48,338,419 円
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環境政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

20 環境 

　 衛生費

 

葬祭センター

管理運営事業

千円 

129,225 

国(交)　5,390 

使・手 58,440 

諸　　　　 50 

越    　7,531 

債     19,100

 

　人生の終焉の場に相応しい尊厳と品位を保ち、ご遺族の安らぎの場

となるため、葬祭センターの適切な維持管理運営に努めた。 

 

令和 5年度使用状況 

　※東諸葬祭場分は高岡町域利用者数 

 

　・葬祭センター運営事業　　　　　　　　　　　　　 6,120,950円 

　・東諸葬祭場運営事業(高岡)　　　　　　　　　　　 5,525,454円 

　・葬祭センター指定管理料　　　　　　　　　　　　85,557,050円 

　　　・指定管理者　文化・イージスグループ 

　　　　　　　　　　代表構成員　(株)文化コーポレーション 

　　　・指定期間　　令和4年4月～令和9年3月 

　・公共施設予約システム構築事業　　　　　　　　　 5,390,000円 

【令和4年度からの繰越事業】 

・葬祭センター地下タンク改修事業　　　　　　　  26,631,000円 

 
   

墓地管理費

　　　　　   

5,697 

使・手      7

 

桃山墓地を適切に維持管理するため、除草や清掃、植栽管理などを

行った。 

(令和 6年 3月 31 日現在)

  

衛生害虫駆除

事業

 

1,177

 

　感染症の発生の抑止とスズメバチ刺咬被害防止のため、蚊やネズミ

の駆除剤等の配布やスズメバチの巣の駆除を行った。 

 

・蚊成長抑制剤の自治会配布　　　　　3,715 錠(23 自治会) 

・ネズミ駆除剤の世帯配布　　　        217 箱(108 世帯) 

・スズメバチの巣駆除　　　　　　　　　 54 件 

  
小規模給水施

設運営支援事

業

 

2,636

 
　上水道給水区域外の民営飲料水供給施設における飲料水の安定供給

のため、給水施設の修繕や維持管理運営費の一部を助成した。 
 

(令和 6年 3月 31 日現在) 
　・対象：唐仁田簡易給水施設管理組合 
　　　　　　 (給水戸数：一般世帯　1 戸、事業所　2戸) 
　　　　　石坂営農飲雑用水管理組合 
　　　　　 　(給水戸数：一般世帯　7 戸、公民館　1戸) 
 
 
 
 
 
 
 
 

 区　分 市葬祭センター 東諸葬祭場(国富町)

 大　　人  4,573 人 150 人

 小　　人 15 人 0 人

 死 胎 児 88 件 0 件

 産 汚 物 39 件 2 件

 改　　葬 25 件 1 件

 計 4,740 件 153 件

 墓地名 区画数

 桃山墓地 　715
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　環境政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
小規模給水施

設運搬給水事

業

千円 

8,926 
諸  　　  125

 
田野町天神・持田地区における飲料水の安定供給のため、給水車

(3.8ｔ)で週 3回程度の運搬給水を行った。 
 

(令和 6年 3月 31 日現在) 
　・対象：天神地区 

（給水戸数：一般世帯　5戸、事業所　2戸） 

　　　　　持田地区 

　　　　　（給水戸数：一般世帯　4戸） 

  

25 衛生費 

10 保健 

 衛生費 

　40 公害 

 　　対策費

 

河川浄化対策

事業

 

3,332

 

河川浄化の推進を図るため、「宮崎市河川をきれいにする条例」に

基づき、大淀川、清武川、石崎川、一ツ瀬川の流域自治体及び関係機

関と連携し、流域一体となった河川浄化運動を実施した。 

 

　○主な事業内容 

　　・河川浄化等推進員(50人)による担当河川の定期パトロール 

(月1回) 

　　・河川浄化推進協議会(9地区)との合同河川パトロール 

(年2回(夏季・冬季)) 

 

  

ホタルの里づ

くり事業

 
244

 
豊かな水辺環境づくりと河川浄化の推進を図るため、ホタル保存に

取り組むホタルの里づくりモデル地区・ホタル保存地区の活動を支援

した。 

 

○ホタルの里づくりモデル地区(2 地区) 

　  ・山崎川をきれいにする会 

　　・丸目区ホタルを舞わす会 

○ホタル保存地区(3 地区) 

　　・東宮ホタルの会 

　　・山崎エコアップ会 

　　・坪根地区自然を守る会 
 
   

環境学習推進

事業

 
509

 

１．市民が自主的に行う環境学習や環境保全活動を支援するため、環

境学習パートナーを派遣した。 

派遣回数：38回 

 

２．地域における環境活動のリーダーを養成するため、「環境学習指

導者養成講座」を開催した。 
講座修了者：14 人 
 

３．子どもたちに環境への意識付けを図るため、「こども自然体験教

室」を開催した。 

内　　容：「自然を身近に感じよう！」 

　実 施 日：令和5年11月25日（土） 

　会　　場：宮崎県立平和台公園 

　参加人数：16人（小学4年生～中学2年生） 
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環境政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
宮崎市地球温

暖化対策地域

協議会事業

千円 
267

 
地球温暖化対策のため、市民・事業者・行政等で組織する「宮崎市

地球温暖化対策地域協議会」において、本市全体から排出される温室

効果ガスを抑制・削減することを目指し、地域密着型の活動を行っ

た。 

 

　・各種イベントにおける啓発活動の実施 

　・ノーマイカーデーの取組 

  

みやざきエコ

アクション認

証制度事業

 

2,125

 

地球温暖化対策のため、本市独自の環境マネジメントシステム規格

に沿って積極的に環境保全活動等に取り組む事業者への支援や審査・

認証を行い、環境負荷の少ない事業活動への転換を促進した。 

 

・新規認証事業者数： 6事業者 

・更新認証事業者数：36事業者 

・中間審査事業者数：72事業者 

  

大淀川環境保

全クラブ育成

事業 

 
495 

 
　大淀川の保全活動の推進を担う人材を育成するため、小学 4 年生か

ら 6 年生の児童を対象に、大淀川の環境保全活動を通して、自然環境

や生態系の維持を図るための学習を行った。 

 

　・参 加 者 数：24 人 

　・学習会の実施：全 6回(7 月から 12 月) 

　・主な学習内容：絶滅危惧植物タコノアシの保護活動 

小魚の生息地の拡大と稚魚の放流 

・学習成果発表：令和 5年 12 月 3 日(日) 

  

宮崎市環境基

本計画策定事

業 

 
8,703 

入　　　2,883

 
　宮崎市環境基本条例第 8 条に基づき、市民・事業者・行政のそれぞ

れの役割や方向性、本市の目指すべき新たな環境像を確立するため、

宮崎市環境基本計画(第４次計画)を、令和 5～6 年度の 2 か年をかけて

策定する。令和 5年度は、計画素案骨子を作成した。 
 
 
 

  

「２０５０年

再エネ導入」

目標調査分析 

事業

 

7,117 

国　　　3,558 

入　　　2,117

 

ゼロカーボンシティ実現に向けた施策を展開するため、本市の温室

効果ガス排出量や再生可能エネルギー導入ポテンシャル等を調査する

とともに、温室効果ガスの森林吸収量や将来予測等を分析した。 
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環境政策課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

15 清掃費 

　13 ごみ減量 

推進費 

 
ごみ減量啓発

事業

千円 

  2,275 

 

 

市民のごみ減量化及び資源化への意識高揚を図るため、ごみ分別説

明会等の啓発活動を実施した。 

 

・ごみ減量アドバイザー活動経費　　　　　　　　 　756,000 円 

・ごみ減量アドバイザー活動実績　　　　　　　　   延べ198 人 

・ごみ減量啓発用品等購入費　　　　　　　　　　 　697,221 円 
 

  
こども５Ｒ学

習事業

 

 2,750 

 

 

　 
公立小学校の 4 年生を対象に、日常生活におけるごみ減量化及び資

源化への意識高揚を図るため、ゲーム形式での買い物疑似体験を実施

した。 

 

 

  
25 衛生費 
 15 清掃費 
　20 廃棄物広 
　　 域処理費

 
宮崎市環境学

習交流施設指

定管理料

 

 82,334 

分・負　2,679

使・手 11,597 

入　　　4,176 

諸　　  　119

 

循環型社会に対する意識の啓発や市民の健康の維持及び増進を図る

ため、指定管理者制度を活用し、環境学習交流施設の適切な維持管理

運営に努めた。また、指定管理者選定委員会を開催し、令和 6 年 4 月

以降の指定管理者を決定した。 

 

　・環境学習交流施設指定管理料　　　　　82,281,245円 

　　　指定管理者　ほがらか・げんき会　代表構成員　(社福)げんき 

　　指定期間　　令和 3年 4月～令和 6年 3月 

 

・環境学習施設「エコラ」等の利用状況 

（エコクリーンプラザみやざき内） 

工場見学者数　　4,606 人 

エコラ見学者数　4,926 人　 

 

・余熱体験交流施設「ほがらか湯」利用状況 

 

 

 

 

 

 

※ほがらか湯使用料　11,377 千円 

 

・令和 6年 4月から令和 11 年 3月までの指定管理者 

ほがらか・げんき会　代表構成員　(社福)げんき 

  
宮崎市環境学

習交流施設維

持管理費

 
 3,500 

入　　  　350

 
環境学習交流施設を適切に管理運営するため、機器の修繕等を実施

した。 

 

○エコクリーンほがらか湯修繕等実績               3,499,100 円 

　・レジオネラ属菌対応修繕工事　　　　　　　　　 1,298,000 円 
　　・制御盤シーケンサー取替工事　　　　　　　　　　 544,500 円 
　　・薬注ポンプ取替他修繕工事　　　　　　　　　　   888,800 円 

・ヘアキャッチャー取替他修繕工事                 759,000 円 
　　・券売機メニュー変更処理作業　　　　　　　　　　　 8,800 円 

 委託先 実施校 実施クラス 参加者数

 
(特非) 

みやざきエコの会
32 校 87 クラス 2,462 人

 区　分 利用者数

 大　　人 22,753 人

 高 齢 者 67,222 人

 小 　 人 1,046 人

 合　計 91,021 人

-190-



環境政策課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

45 土木費 

10 土木 

    管理費 

　20 航空機 

　　 騒音 

     対策費

 
住宅騒音防止

対策事業

千円 

4,757 

国　 　 4,113 

県　 　   256 

 
空港周辺の航空機騒音対策として、住宅の防音工事や空気調和機器

の更新工事に助成を行った。 

 

・防音工事（告示日後） 

　　防音サッシへの取り替え工事や空気調和機器の設置工事 

　　1件 

　　【補助率】制度：工事金額により国・県の補助率が変動 

　　　　　　　実績：国78%、県6% 

 

・更新工事①(未実施及び告示日後) 

　　民家防音工事で設置した空気調和機器が、設置後 10 年以上経過

し所要の機能が失われた際の取り替え工事 

冷暖房機 4 台 

　　　【補助率】制度：国 55～60％(基準額の場合)  市 10% 

 

・更新工事②(未実施及び告示日後) 

　　更新工事①の助成を受けた空気調和機器が、設置後 10 年以上経

過し所要の機能が失われた際の取り替え工事 

冷暖房機 5 台 

　　　【補助率】制度：国50～55％(基準額の場合)  市10%   

 

・更新工事③(未実施) 

　　更新工事②の助成を受けた空気調和機器が、設置後 10 年以上経

過し所要の機能が失われた際の取り替え工事 

冷暖房機 2 台 

　　　　【補助率】制度：国 50％(基準額の場合)  市 10% 
 

・更新工事④(未実施) 

　　更新工事③の対象にならなかった単身世帯の空気調和機器もし

くは更新工事③の助成を受けた空気調和機器が、設置後 10 年以上

経過し所要の機能が失われた際の取り替え工事 

冷暖房機 1 台 

　　　　【補助率】制度：国 50％(基準額の場合)  市 10% 
 

  
共同利用施設

管理費

 

6,855 

使・手　    1

財　　　　  4

 
空港周辺の航空機騒音対策として、地域住民の学習や集会等に利用

するために設置している共同利用施設の維持管理を行った。 

 

○主な事業内容 

 ・共同利用施設光熱水費　　　　　　　　 　　　　 2,175,813 円 

　 ・共同利用施設消防設備保守点検委託 　 　　　　　  181,500 円 

　 ・共同利用施設ＡＥＤリース料　　　　　　　　　　　462,672 円 
   ・月見ヶ丘センター自家用電気工作物修繕　　　　　　511,500 円 
   ・共同利用施設ＡＥＤバッテリー購入　　　　　　　　291,830 円 
　 ・共同利用施設(７館)指定管理料              　　1,950,463 円 

  
共同利用施設

長寿命化改修

事業

 

1,924 

債　　　1,700

 
施設利用者の利便性の向上と施設の長寿命化を図るため、施設を改

修した。 
 
○主な工事内容 
・外壁の塗装及び補修工事 
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環境業務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

15 清掃費 

　10 清掃 

   総務費

 

地域環境美化

推進事業

千円 

371 

使・手　　371

 

ごみ出しのマナーアップ、分別の徹底、ごみ減量化及び資源化につ

いて、地域に密着した住民主体の取組を実現するため、自治会と連携

を図り地域環境美化の推進を図った。 

 

　・分別大使(令和5年度登録者数)　　　　　　　　　　　1,137 人 

  
事業系一般廃

棄物適正処理

推進事業

　　　　　　　 
50 

 
事業系一般廃棄物の適正処理を推進するため、排出事業所に対し、

許可業者への委託の徹底と、分別、減量、資源化等の推進に関する指

導・啓発を実施した。 

 

・「宮崎市廃棄物の適正処理、減量化及び資源化等に関する条例」 
　に基づく事業用大規模建築物の立入検査　　　　　　96 事業所 

 
  

25 衛生費 

15 清掃費 

　13 ごみ減量 

推進費

 

家庭系生ごみ

減量促進事業

 

2,475 

使・手　1,882 

 

生ごみの自家処理によるごみの減量化を推進するため、家庭用電動

生ごみ処理機購入費補助及び生ごみ処理器(コンポスト)支給を行っ

た。また、マンション等の集合住宅でも使用可能な新たな生ごみ処理

器の補助について検討するため、モニター事業を実施した。 

 

・家庭用電動生ごみ処理機購入費補助(96 件)      1,776,000 円 

・生ごみ処理器(コンポスト)支給(435 基)　 　　　  366,432 円 

　・新たな生ごみ処理器モニター事業　　　　　　　　 291,539 円 

　・生ごみ処理器使い方研修会等講師謝礼ほか　　　　　40,426 円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計　2,474,397 円 
 
 

  

資源物集団回

収推進事業

 

4,967 

使・手　4,957 

諸　　　　 10 

 

ごみの減量化及びリサイクルに関する意識の向上と地域コミュニテ

ィの活性化のため、自治会や子ども会、高齢者団体等の市民団体が実

施する資源物の集団回収を推進した。 

 

・集団回収実施団体への報償金 
令和 5 年度実績 

 

・消耗品等購入　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 98,802 円 

 計　4,966,888 円 

 

・廃食用油の拠点回収　　拠点数　60 (令和 5 年度末現在) 

　　　　　　　　　　　　　回収量　9,719 ℓ 

 

 
 

 
実施団体数 回収量 報償金

 
古紙、缶、びん 136 785 t 4,637,683 円

 
廃食用油    90 7,735 ℓ 230,403 円

 
計 4,868,086 円
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環境業務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

15 清掃費 

　15 塵芥 

処理費

 

一般廃棄物収

集運搬事業

千円 

1,513,716 

使・手229,821

 

「燃やせるごみ」「燃やせないごみ」及び「資源物(缶・びん、ペ

ットボトル、プラスチック製容器包装等)」等の収集運搬を民間委託

により実施した。また、市民からの収集状況の問い合わせ等に対応す

るため、ＩＣＴを活用した収集状況を把握するシステムにより業務管

理を行った。 

 

令和 5年度収集量実績　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：ｔ) 

 

 

・一般廃棄物収集運搬等業務委託(旧宮崎市)   1,140,810,000 円 

・一般廃棄物収集運搬等業務委託(佐土原) 　　　116,358,000 円 

・一般廃棄物収集運搬等業務委託(田野)  　　　  69,520,000 円 

・一般廃棄物収集運搬等業務委託(高岡) 　 　　  54,450,000 円 

・一般廃棄物収集運搬等業務委託(清武)   　　  117,150,000 円 

・一般廃棄物収集運搬等管理業務委託　　　　　　15,384,600 円 

・自動電話応答機器設置業務委託　　　　　　　　　　43,010 円 

　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　計　 1,513,715,610 円 

 

 

  

家庭系ごみ処

理手数料事業

 

249,418 

使・手249,416 

諸　　　　　2 

 

家庭から排出されるごみや資源物の処理経費について、市民による

一部負担を実施し、ごみの減量化、リサイクルの推進及びごみ処理経

費負担の公平化を図った。 

 

　・指定ごみ袋製造　　　　　　   　 　　   　　186,826,770 円 

・指定ごみ袋流通管理経費(委託料)　 　　       59,635,401 円 

・その他管理経費等　　　　　　　　　　　 　　  2,955,570 円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　 249,417,741 円 

 

  

資源物持ち去

り防止対策事

業

 

581 

財　　　　581

 

集積所からの資源物持ち去り行為を防止するため、資源物の持ち去

り防止パトロールを行った。 

 

　・監視員パトロール日数                               227 日 

 

 

 

宮崎 佐土原 田野 高岡 清武

燃やせるごみ 50,837 5,168 1,882 1,715 4,538

燃やせない 

ごみ
2,412 153 89 76 184

缶・びん 2,844 256 103 110 240

ペットボトル 1,370 129 45 56 127

プラスチック

製容器包装
3,095 306 81 111 253
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環境業務課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

生活系一般廃

棄物の適正排

出管理事業

千円 

24,193 

使・手 24,139 

諸　　　　　5

 

　ごみ集積所の環境美化を図るため、収集日程カレンダーの配布やご

み集積所防護ネットの支給、ごみ集積所ボックス設置等の補助を行う

ほか、「ごみ分別チャットボット」や「ごみ分別アプリ(さんあ～

る)」による啓発により、家庭からのごみや資源物の適正な排出を支

援した。 

 

　・収集日程カレンダー　          　　           3,438,000 円 

　・ごみ集積所防護ネットの支給(1,150 件)　　 　  7,511,526 円 

・ごみ集積所用啓発看板　　　　　　　　　　　　　 459,756 円 

・ごみ集積所ボックス設置等の補助(19 件)　　      957,000 円 

  ・取り残しシール        　　　　　　　　　　 　7,953,000 円 

  ・チャットボットの運用・保守　　　　　　　　　 2,728,000 円 

  ・啓発用チラシ(班回覧ほか)　　　　　　　　　　   524,920 円 

　・ごみ分別アプリクラウド使用料           　　　　330,000 円 

  ・不法投棄処理関連費用　 　　　 　　　　　　　 　 94,776 円 

　・自動応答装置その他経費　　　　　　  　　　　　 195,284 円　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　24,192,262 円

  

粗大ごみ処理

手数料事業

 

1,726 

使・手　1,726

 

家庭から排出される粗大ごみの処理経費について、市民による一部

負担を実施し、ごみの減量及びごみ処理経費負担の公平化を図った。 

 

　・令和 5 年度収集実績　      　　　　　　  　      12,577 個 

　

  

資源物(衣類・

古紙)収集運搬

事業

 

283,800 

財　　 44,186 

諸　　　　　8 

 

資源物(衣類・古紙)の収集運搬を民間委託により、継続的かつ効率

的に実施するとともに、リサイクルの推進を図った。 

　 

令和 5 年度収集量実績　　　　　　　　　　　　　　    (単位：ｔ) 

  

資源物(衣類)

処理事業

 

7,202 

 

　衣類の処理を民間委託することにより、流動的な古布市況に対応

し、安定的に衣類の処理を行った。 

 

令和 5 年度収集量実績　　　　　　　　　　　　　　    (単位：ｔ) 

 

 

 

 

 

 
衣類・古紙 9,349

 
衣類 1,089
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環境業務課 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
25 衛生費 

15 清掃費 

　25 し尿 

　　処理費 

 
し尿収集運搬

事業

千円 
281,759 

使・手 94,250

 
公衆衛生の向上を図るため、し尿の収集運搬業務等を実施し、し尿

の適正処理を行った。 

 

(旧宮崎市域) 

 

 

 

 

 

 

(佐土原町域) 

 

 

 

 

 

 

　 
 

(田野・高岡・清武町域) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

し尿収集手数

料徴収事業

 

4,254 

使・手　4,254

 

旧宮崎市域のし尿収集手数料の収納率向上を図るため、直営で徴収

業務を行った。 

 

・手数料収納率(現年分)　　99.80％ 

 業務内容 し尿収集運搬業務

 
収集量 3,108 kL

 委託料 102,080,000 円

 業務内容 し尿収集運搬及び手数料徴収業務

 収集量 1,475 kL

 委託料 77,378,400 円

 手数料収納率 
(現年分)

99.57 ％

 業務内容 し尿収集運搬及び手数料徴収業務

 
収集量 3,049 kL

 委託料 102,300,000 円

 手数料収納率 
(現年分)

99.06 ％
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環境指導課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

10 保健 

衛生費 

　40 公害 

対策費

 

公害防止対策

事業

千円 

395

 

市民の健康保護と快適な生活環境を保全するため、市民からの環境

相談の受付とその解決に努めた。工場・事業場(特定施設)及び特定建

設作業者に対して、関係法令に基づく届出、法令遵守並びに継続監視

等の公害防止対策、指導等を行った。 

 

○環境相談件数：大気11件、水質20件、騒音53件、振動 4件 

悪臭12件、その他 2件 

○あき地の草刈条例相談：251件 

○届出件数 

特 定 施 設：騒音 3件、振動 2件、市条例13件 

(騒音発生施設) 

　特定建設作業者：騒音27件、振動25件、市条例22件 

○監視件数：悪臭 2件 

  

自動車交通騒

音対策事業

 

605 

 

生活環境の保全を図るため、騒音規制法に基づき、宮崎市内幹線道

路4区間で24時間自動車騒音測定を行った。 

 

　○測定区間 

　　・一般国道２２０号(大字恒久西原～本郷１丁目) 

　　・一般国道２６９号(宮崎西環状線～花山手東) 

　　・県道宮崎島之内線(宮崎インター佐土原線～イオン前) 

　　・県道中村木崎線(宮交シティ～城ケ崎清武線)

  

ダイオキシン

類対策事業

 

1,892 

 

　生活環境の保全を図るため、ダイオキシン類対策特別措置法に基づ

き、工場・事業場の監視、指導を行うとともに、環境中のダイオキシ

ン類の常時監視等を行った。 

　 

○事業場の立入検査(書類検査) 

　　特定施設：2事業場4施設 

○常時監視状況 

　　15地点(大気：1地点、水質：4地点、底質：2地点、 

地下水：3地点、土壌：5地点) 

  

大気汚染防止

対策事業 

 

23,846 

 

 

生活環境の保全を図るため、大気汚染防止法に基づき、ばい煙及び

粉じん発生施設等の監視、指導を行うとともに、大気の汚染状況の常

時監視等を行った。 

 

　○事業場の立入検査 

　　・ばい煙発生施設：21事業場40施設 

　　・一般粉じん発生施設：2事業場83施設 

    ・水銀排出施設：1事業場1施設 

　　・特定粉じん(アスベスト)排出等作業所：5作業所 

○常時監視状況 

　　・一般環境大気測定局：3局(佐土原、祇園、田野) 

　　・自動車排出ガス測定局：3局(大宮小、南宮崎、生目小) 
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環境指導課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

水質汚濁防止

対策事業

千円 
4,134

 

生活環境の保全を図るため、水質汚濁防止法に基づき、工場・事業

場の監視、指導を行うとともに、公共用水域及び地下水の常時監視等

を行った。 

 

○届出件数(特定施設設置)：29件 

　○事業場の立入検査 

　　特定施設：26事業場 

　○常時監視状況 

　　63地点(河川：31地点　海域：4地点　地下水：28地点) 

　○水浴場の水質検査 

　　水浴場：青島海水浴場(2 か所)、白浜海水浴場、サンビーチ一ツ葉 

  

25 衛生費 

15 清掃費 

10 清掃 

総務費

 

ごみのぽい捨

て・路上喫煙

対策事業

 

1,823 

　　　

 

「宮崎市ごみのぽい捨ての防止及び公共の場所における喫煙の制限

に関する条例」に基づき指定した美化推進区域及び路上喫煙制限区域

(橘通り、一番街、若草通り)において、環境美化監視員 2 人がごみの

ぽい捨てや路上喫煙の監視指導を行うとともに、散乱ごみの回収を通

して啓発活動に努めた。 
 

・環境美化監視員指導件数：ぽい捨て 15 件、路上喫煙 286 件 
・指定区域内の散乱ごみの回収業務委託　　　　　　1,099,100 円 
・指定区域内の路面標示シート張替修繕　　　　　　  167,882 円 
・指定区域内の路面標示シート清掃業務　　　　　 　　39,600 円 
・橘通りタイル本舗装工事　　　　　　　　　　　　　462,000 円 

  

産業廃棄物適

正処理推進事

業

 

461 

使・手　  461 

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物処理

業及び産業廃棄物処理施設の許可事務を行った。また、産業廃棄物の

適正処理を推進するため、講習会及びパネル展を開催した。 

 

・産業廃棄物排出事業者講習会業務委託：受講者76人 

・産業廃棄物適正処理パネル展示業務委託：来場者418人 

  
産業廃棄物処

理監視指導等

事業

　 
1,972 

使・手　1,972

 
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、廃棄物監視員等

による不法投棄及び野外焼却等の監視指導、産業廃棄物処理施設等へ

の立入検査を行うとともに、最終処分場の水質検査及び焼却施設の排

ガス等に含まれるダイオキシン類の測定を実施した。 

 

・廃棄物監視員監視指導延べ件数：4,746件(2人1組3班体制) 

・野外焼却指導件数：70件(一般廃棄物：66件　産業廃棄物：6件) 

　※産業廃棄物の件数の内2件は一般廃棄物と重複 

・産業廃棄物最終処分場の水質検査業務委託　　　　　　665,500円 

9事業所(11か所) 

・産業廃棄物焼却施設等のダイオキシン類測定業務委託　737,000円 
2事業所 
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環境指導課 

　　　　

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
不法投棄未然

防止事業

千円 
28,180 

使・手 22,317 
諸　　　3,000

 
自然環境や景観の保全、循環型社会への取組推進のため、民間委託

による不法投棄防止パトロールと不法投棄の調査等を実施するととも

に、不法投棄禁止看板の支給等による未然防止対策に取り組んだ。 

 

　・不法投棄調査件数：256件 

・不法投棄調査・収集パトロール業務委託　　　　　28,050,000円 

パトロール件数　：2,772件 

不法投棄物収集量：4,430㎏ 

廃家電収集台数　：43台(家電リサイクル法対象4品目) 

 

・不法投棄物処理手数料                              83,120円 

廃家電処分台数　：36台 

 

　・不法投棄禁止看板配付 

申請件数　　　　：71 件 
看板配付枚数　　：142 枚 
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 環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  

25 衛生費 

 15 清掃費 

15 塵芥 

　　処理費

 

萩の台維持管

理費

千円 

11,754 

使・手    　1 

 

浸出水処理施設の維持管理を行い、適正処理に努めた。 

(現在、ごみの受入はしていない) 
 

主な事業費の内訳 

  

たらのき台不

燃物処理場維

持管理費 

 

40,157 

使・手    695 

 

浸出水処理施設の維持管理を行い、適正処理に努めた。 

(現在、ごみの受入はしていない) 
 
主な事業費の内訳 

  
たらのき台不

燃物処理場ガ

ス安定化事業 

 

1,089 

　

 

ごみ埋立場内で発生するガスの安定化を確認するため、ガス抜き管

19 本のモニタリング調査を行った。 

  

後山安定処分

場適正化事業 

(田野) 

 

2,436 

 

処分場を適正に閉鎖するため、水質、ガス及び地中温度について、

モニタリング調査を行った。 

  
清武横狩倉不

燃物処理場適

正化事業 

 

1,295 

　

 

処分場を適正に閉鎖するため、水質、ガス及び地中温度について、

モニタリング調査を行った。 

  

高岡不燃物投

棄場適正化事

業 

 

2,156 

　

 

処分場を適正に閉鎖するため、水質、ガス及び地中温度について、

モニタリング調査を行った。 

  
４町域処分場

早期閉鎖事業

 

24,337 

　

 

　４町処分場を早期に閉鎖するため、エコクリーンプラザみやざきの

焼却灰及び浄水発生土の運搬を行った。 

 

・焼却灰の運搬実績　　　 　3,554,680kg 

・浄水発生土の運搬実績 　　2,154,050kg 

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 11,299

維持管理業務委託、原水槽浚渫清

掃業務委託、放流管洗浄業務委託

等

 光熱水費 350 上下水道使用料、電気料等

 費目 金額(千円) 概要

 光熱水費 21,666 上下水道使用料、電気料等

 
委託料 14,075

維持管理業務委託、造園管理業務

委託、環境化学分析測定業務委託

等
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環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

   

佐土原埋立処

理場維持管理

費 
 
 
 
 
 
 
 

千円 

80,252 

使・手      2 

債　 　36,100 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ埋立場内整備と浸出水処理施設の点検整備を行い、効率的な維

持管理及び浸出水の適正処理に努めた。 

不燃物ごみの搬入実績  755kg 

(うち、エコクリーンプラザみやざきからの搬入量 0kg) 
 
主な事業費の内訳 

  
田野最終処分

場維持管理費

 

23,555 

使・手      4    

 

ごみ埋立場内整備と浸出水処理施設の点検整備を行い、効率的な維

持管理及び浸出水の適正処理に努めた。 

不燃物ごみの搬入実績  1,411,350kg 

(うち、エコクリーンプラザみやざきからの搬入量 1,410,860kg） 
 
１　主な事業費の内訳 

 
２　財源内訳 

  

高岡最終処分

場維持管理費 

 

 
12,256 

使・手      5    

 
ごみ埋立場内整備と浸出水処理施設の点検整備を行い、効率的な維

持管理及び浸出水の適正処理に努めた。 
(浸出水処理の安定化のため、ごみの受入を停止中) 

 
１　主な事業費の内訳 

 
２　財源内訳 

  
清武最終処分

場維持管理費

 

20,702 

 

 　　　

 

ごみ埋立場内整備と浸出水処理施設の点検整備を行い、効率的な維

持管理及び浸出水の適正処理に努めた。 

不燃物ごみの搬入実績  2,829,460kg 
(うち、エコクリーンプラザみやざきからの搬入量 2,820,800kg) 

 
１　主な事業費の内訳 

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 23,946

維持管理業務委託、環境科学分析

等

 
工事請負費 48,196

佐土原町一般廃棄物埋立処理場雨

水対策工事

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 17,302

維持管理業務委託、ダイオキシン

類等環境化学分析調査等

 修繕料 3,096 水処理施設修繕等

 費目 金額(千円) 概要

 使用料・ 

手数料
4 行政財産目的外使用料

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 6,523

維持管理業務委託、浸出水処分業

務委託等

 修繕料 3,441 水処理施設修繕等

 費目 金額(千円) 概要

 使用料・ 

手数料
5 行政財産目的外使用料

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 18,229

維持管理業務委託、ばっ気沈砂槽清

掃業務委託等

 光熱水費 1,229 上下水道使用料、電気料等

 修繕料 975 水処理施設修繕等
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環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
廃棄物処理施

設解体事業

千円 

50 

 

佐土原町清掃センターは昭和59年に供用開始し、旧佐土原町域のご

み焼却施設として稼働していたが、平成17年度にエコクリーンプラザ

みやざきで広域処理を開始したことにより廃止された施設である。令

和5年度は、施設を解体するための有害物質調査等に係る業務を実施し

た。 
 
【令和 6 年度への繰越事業】　　　　　　　　 14,000 千円 

・佐土原町清掃センター解体撤去工事詳細設計業務委託 

  

25 衛生費 

15 清掃費 

20 廃棄物 

　　広域 
　　処理費

 
エコクリーン

プラザみやざ

き運転管理等

事業

 

2,573,437 

分・負  7,999 
使・手175,467 
諸　1,238,845

　 
「事務の委託に関する規約」に基づき、本市および国富町、綾町、西

都児湯地域から発生する一般廃棄物について、関係法令や協定上の排

出基準等を遵守しながら適切に処理を行った。 
 
１　事業費の内訳 

 
２　搬入の実績 

※四捨五入の関係で合計が一致しないことがある。 
 
３　財源内訳 

※端数処理の関係で合計額が一致しないことがある。 
 
 

 費目 金額(千円) 概要

 
委託料 2,573,437

契約相手方：(株)ひむかエコサービス 

15 年の長期包括委託契約を締結

 
区分

搬入量(ｔ)

 全体 本市分

 
可燃性

燃やせるごみ 131,036 105,381

 粗大ごみ 1,947 1,749

 
不燃性

燃やせないごみ 6,672 6,236

 粗大ごみ 1,559 1,438

 適正処理困難物 13 13

 

資源物等

缶・びん 3,973 3,697

 金属類 17 17

 ペットボトル・プラ類 6,029 5,651

 乾電池等 97 90

 蛍光管 16 15

 不法投棄ごみ 12 12

 計 151,370 124,300

 費目 内訳 歳入額(千円)

 負担金 公共産業廃棄物処理負担金 7,999 7,999

 
使用料・ 
手数料

行政財産目的外使用料 1,998

175,467  ごみ焼却処理手数料 172,980

 ごみ埋立処分等手数料 489

 

諸収入

ペットボトル等有価物売上 93,331

1,238,845

 資源物売上(焼却施設) 771

 資源物売上 
(リサイクル施設)

297,001

 売電収入 502,228

 廃棄物広域処理委託金 345,513
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環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

 千円  
４　資源物売上の実績 
　エコクリーンプラザみやざきの焼却施設およびリサイクル施設にお

ける中間処理により発生した有価物を売却した。 
 
主な資源物の売払量、売却収入 

※四捨五入の関係で合計が一致しないことがある。 
※端数処理の関係で合計額が一致しないことがある。 
 
５　売電の実績 
　エコクリーンプラザみやざき焼却施設における自家発電を工場内の

電力に活用し、余剰電力を九州電力送配電(株)及びゼロワットパワー

(株)に売電した。 
 
　・余剰電力　　　　 31,236,432　kWh 

　・売電収入　　　　　　502,228　千円 
 
６　廃棄物広域処理委託金の内訳 
　本事業を実施するうえで必要となる経費について、「事務の委託に

関する規約」に基づき、関係自治体より受託事業収入を得た。 

  

エコクリーン

プラザみやざ

き管理費 

 

266,489 

分・負 75,046 

財　　　  323 

入　　　1,657 

諸　 　72,106

 

　エコクリーンプラザみやざきを適切に運営するうえで必要となる事

務や周辺環境に与える影響の調査等を実施した。 

 

１　主な事業費の内訳 

 
【令和 6 年度への繰越事業】　　　　　　　　   

・千代ヶ崎３号線周辺盛土工事費　　　　　　3,275 千円 
　・柿木原公民館法面改修設計委託料　　　　　5,205千円

 
区分

売払量 

(ｔ)

売却収入 

(千円)

 ペットボトル等有価物 1,401 93,331

 資源物 
(焼却施設)

くず鉄 11 404

 焼き鉄 880 366

 

資源物 
(リサイクル

施設)

スチール缶 267 14,207

 アルミ缶 755 177,759

 鉄 1,658 87,471

 アルミ 79 15,374

 スプリングマットレス 58 61

 くず鉄（銅線等含む） 79 2,127

 計 5,187 391,103

 関係自治体 金額(千円)

 国富町 72,553

 綾町 35,062

 西都児湯環境整備事務組合 237,898

 費目 金額(千円) 概要

 光熱水費 120,975 電気料、上下水道料

 
委託料 41,714

モニタリング調査業務、資源

物運搬業務及び処理業務

 
積立金 75,326

宮崎市一般廃棄物処理施設維

持管理等基金への積立
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　環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

 千円  
２　積立金の内訳 

エコクリーンプラザみやざき周辺地域の振興に関する事業を行うた

め、宮崎市一般廃棄物処理施設維持管理等基金へ積立を行った。 

 
 
３　主な委託業務の内訳 

 
４　主な財源内訳 

 
５　廃棄物広域処理委託金の内訳 
　本事業を実施するうえで必要となる経費について、「事務の委託に

関する規約」に基づき、関係自治体から受託事業収入を得た。 

 

 内容 金額(千円)

 第２号基金：廃棄物広域処理費負担金 75,002

 宮崎市一般廃棄物処理施設維持管理等基金利子 323

 
内容

金額 
(千円)

委託業務の概要

 
モニタリング 
調査業務

17,600

エコクリーンプラザみやざき敷

地内および周辺環境の排ガス等

や大気質等のモニタリング調査

 

資源物運搬業務 
及び処理業務

12,806

・使用済乾電池の処理処分 
・容器包装の処理処分 
・フロン類使用製品のフロン類

回収 
・使用済蛍光管等の運搬および

処理処分

 費目 内訳 歳入額(千円)

 
負担金

公共産業廃棄物処理負担金 44
75,046  廃棄物広域処理費負担金 75,002

 
財産収入

宮崎市一般廃棄物処理施設

維持管理等基金利子
323 323

 
繰入金

宮崎市一般廃棄物処理施設

維持管理等基金繰入金
1,657 1,657

 
諸収入

廃棄物広域処理委託金 70,536
72,106  全国市有物件共済金 1,570

 関係自治体 金額(千円)

 国富町 14,461

 綾町 5,480

 西都児湯環境整備事務組合 50,595
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  環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
エコクリーン

プラザみやざ

き基幹的設備

改良事業

千円 
3,231,404 

分・負 80,480 

国    855,157 

越     79,022 

債　1,970,500

 
　焼却施設を長寿命化するため、基幹的設備等改良工事や施工監理業

務委託を行った。 
　・事業期間　　令和 3 年度～令和 6 年度（継続費） 
【令和 4 年度からの繰越事業】 

・基幹的設備等改良工事　　　　 74,096 千円 
　・施工監理業務委託　　　　　　  4,813 千円 
  ・旅費　　　　　　　　　　　　　　113 千円 
【令和 5 年度事業分】 
　・基幹的設備等改良工事　　　3,139,171 千円 

　・施工監理業務委託　　　　　　 13,211 千円 
(【補助率】制度(上限)：国 1/3、実績：国 1/3) 

【令和 6 年度への繰越事業】 
・基幹的設備等改良工事　　　　760,707 千円 
・施工監理業務委託　　　　　　  4,813 千円 

  ・旅費　　　　　　　　　　　　　　271 千円 
 
長寿命化工事負担金の内訳 
　本事業を実施するうえで必要となる経費について、「事務の委託に

関する規約」に基づき、関係自治体から受託事業収入を得た。 

 

  
エコクリーン

プラザみやざ

き建物改修事

業　

 

6,471 
諸　　　1,152 
債　　　3,900

 
焼却施設を長寿命化するため、外壁改修工事の実施設計業務委託を

行った。 
 
１　事業費の内訳 

 
２　財源内訳 

 
３　廃棄物広域処理委託金の内訳 
　本事業を実施するうえで必要となる経費について、「事務の委託に

関する規約」に基づき、関係自治体から受託事業収入を得た。 

  
25 衛生費 

15 清掃費 

　25 し尿 

　　処理費

 

衛生処理セン

ター管理費

 

144,822 

使・手  1,707 

　　　　 

 

し尿処理施設の点検及び小修繕を行い、効率的な運転管理及びし尿

の適正処理に努めた。 

 

処理実績 

※四捨五入の関係で合計が一致しないことがある。 

 関係自治体 金額(千円)

 国富町 12,350

 綾町 4,534

 西都児湯環境整備事務組合 63,596

 費目 金額(千円) 概要

 委託料 6,471 外壁改修工事の実施設計業務委託

 費目 内訳 歳入額(千円)

 諸収入 廃棄物広域処理委託金 1,152

 関係自治体 金額(千円)

 国富町 215

 綾町 78

 西都児湯環境整備事務組合 　859

 区　分 処理量(kL/年) 1日平均(kL/日)

 し尿 6,436 18

 浄化槽汚泥 17,068 47

 計 23,504 64
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環境施設課 

 

 
款・項・目 事　業　名

決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
衛生処理セン

ター施設整備

事業 
 

千円 
24,118

 

し尿処理施設を安定的に運転するため、機械・電気設備等の計画的

な整備を行った。 
 

〇主な事業 
　・遠心濃縮機定期修繕　　　 　6,050千円 

・前処理設備外定期修繕　　　18,068千円 

  
佐土原クリー

ンパーク管理

費

 

90,496 

使・手  　926 

　　　　 

 
し尿処理施設の点検及び小修繕を行い、効率的な運転管理及びし尿

の適正処理に努めた。 

 

処理実績 

※四捨五入の関係で合計が一致しないことがある。 

  
佐土原クリー

ンパーク施設

整備事業 

 

31,075
 
　し尿処理施設を安定的に運転するため、機械・電気設備等の計画的

な整備を行った。 
 
〇主な事業 
　・破砕機定期修繕　　   　　　2,420 千円 

　・前処理装置外定期修繕　　　22,550 千円 
・計装設備定期修繕　　　　　 6,105 千円 

  
し尿処理施設

運用基本設計

事業 

 
3,538 

越      1,795 
 
 

 
令和 2 年度に策定した「し尿処理施設運用基本計画」に基づき、上

下水道局が進める「宮崎市公共下水道全体計画」及び「宮崎市公共下

水道事業計画」の変更に係る費用を負担した。 
 
【令和 4 年度からの繰越事業】　　　　　　　　1,795 千円 
【令和 5 年度事業分】　　　　　　　　　　　　1,743 千円 
【令和 6 年度への繰越事業】　　　　　　　　 12,500 千円 

・し尿等受入施設基本設計業務委託 

  

し尿処理施設

解体事業 

 

11,940

 

　佐土原町（小牧台・光陽台）及び高岡町（祇園台）の汚水処理施設

は、下水道の普及に伴い施設を廃止しているが、老朽化した建物が残

存している。施設を解体し、跡地を売却する計画であるが、光陽台の

敷地の一部が史跡に指定されていたため、史跡部分の分筆に係る業務

委託等を実施した。 

　 
〇主な事業 

　・光陽台測量業務委託   　　　9,324 千円 

　・光陽台伐木業務委託         1,375 千円 

 区　分 処理量(kL/年) １日平均(kL/日)

 し尿 1,564 4

 浄化槽汚泥 6,634 18

 計 8,198 23
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環境施設課 
 

款・項・目 事　業　名
決　 算 　額 

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

  
浄化槽管理事

業

千円 
442 

使・手 　 178

 

浄化槽使用者に対して、浄化槽法に基づく保守点検、清掃及び法定

検査の必要性を周知し、適正管理の向上を図った。 

また、法定検査未受検者に対する訪問指導、検査によって不適正と

なった浄化槽の改善指導を行った。 

 

・令和 5 年度法定検査状況(浄化槽法第 11 条検査) 

 
【令和 6 年度への繰越事業】　　　　　　　　   

・浄化槽管理システム改修委託料　　　　　　　592 千円 
　・浄化槽・し尿管理システム改修委託料　　　　715 千円 
 
 

  
60 災害復旧費 

20 その他 

災害復 

旧費 

15 その他 

の施設 
災害復旧 

　　費 

 

清武最終処分

場災害復旧事

業 

 

4,452 

債 　　4,400

 
令和 5 年 8 月の豪雨により、清武町最終処分場内の法面が崩壊し

た。隣地である農地への影響を防ぐため、早期の復旧工事を目指し、

崩壊部分の測量及び地質調査を実施した。 
 

〇主な事業 

　・測量・地質調査業務委託　　 4,452 千円 

 対象基数 10,169 基

 受検基数 7,310 基

 受検率 71.9％
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